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まえがき 

 

本事例集は、平成 23 年 10 月に公表され、同年 11 月から署名が開始された「持続可能な

社会の形成に向けた金融行動原則(21 世紀金融行動原則)」に関して、署名金融機関から提

出された取組み事例に基づき編纂されたものです。 
各金融機関が「持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則(21 世紀金融行動原則)」に

沿った取組みを進めていくにあたっての参考として、署名金融機関の取組事例を共有する

ことを目的としています。 
金融機関の皆様が、取組方法・取組手順および留意点等を具体的に議論する助けとなり、

積極的な取組推進に資することを期待します。 
 
平成 26 年 3 月 7 日 

環境省総合環境政策局環境経済課内 

「持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則」事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［事例集の編纂に関して］ 

・ 事例は署名金融機関の業態別、五十音順に分類し、掲載しています。各金融機関の取組事例

は、該当する原則番号順に掲載しており、複数の原則に該当する場合には番号が若い原則の

箇所に掲載しております（ただし事例を提出した各金融機関から、原則番号順でない指定が

ある場合はその指定を尊重しています）。事例集は、平成 26 年 2 月までに事務局に提出され

た取組事例を対象として編纂されています。 
・ 本事例集は、各署名金融機関の取組みを紹介することを目的としており、金融商品等の販

売・勧誘を目的としたものではありません。記載されている内容は、各署名金融機関におい

て記載した時点の情報に基づいており、その後変更が生じている可能性があります。
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持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則 

（21 世紀金融行動原則） 

 
 
原則 1. 自らが果たすべき責任と役割を認識し、予防的アプローチの視点も踏まえ、

それぞれの事業を通じ持続可能な社会の形成に向けた最善の取組みを推進

する。 
 
原則 2. 環境産業に代表される「持続可能な社会の形成に寄与する産業」の発展と

競争力の向上に資する金融商品・サービスの開発・提供を通じ、持続可能

なグローバル社会の形成に貢献する。 
 
原則 3. 地域の振興と持続可能性の向上の視点に立ち、中小企業などの環境配慮や

市民の環境意識の向上、災害への備えやコミュニティ活動をサポートする。 
 
原則 4. 持続可能な社会の形成には、多様なステークホルダーが連携することが重

要と認識し、かかる取組みに自ら参画するだけでなく主体的な役割を担う

よう努める。 
 
原則 5. 環境関連法規の遵守にとどまらず、省資源・省エネルギー等の環境負荷の

軽減に積極的に取り組み、サプライヤーにも働き掛けるように努める。 
 
原則 6. 社会の持続可能性を高める活動が経営的な課題であると認識するとともに、

取組みの情報開示に努める。 
 
原則 7. 上記の取組みを日常業務において積極的に実践するために、環境や社会の

問題に対する自社の役職員の意識向上を図る。 
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グッドプラクティスの選定について 
 

持続可能な経済社会を日本が世界に先駆けて構築していくためには、経済の血液ともい

える金融が極めて大きな役割を担っています。 
そこで、持続可能な社会の形成に寄与する金融機関の取組の輪を広げていくため、平成

25 年 12 月から翌年１月にかけて、「持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則（21 世

紀金融行動原則）」の署名機関の取組事例の中から、署名機関の相互の投票により、グッド

プラクティス（優良事例）を選定しました（1 署名機関からの応募は、所属ワーキンググ

ループに関わらず 1 業務部門ごとに 1 事例までとし、グループ会社で署名をしている場合

は法人格毎に応募が可能）。 
平成 25 年度は、グッドプラクティスとして 6 事例、及び特別に努力が認められるなど

印象に残った「きらりと光る取組」として 2 事例が選定されました。 

 
投票の際の業務部門及び応募件数（平成 25 年度） 

 
 運用・証券・投資業務部門  8 件  
 保険業務部門  4 件  
 預金・貸出・リース業務部門（署名機関多数のため以下の 4 区分にグループ分け） 

・ 都市銀行・リース・その他  9 件  
・ 地方銀行 A（東日本／北海道・東北・北陸・関東・甲信越・東海 1）  6 件  
・ 地方銀行 B（西日本／東海 2・近畿・四国・中国・九州・沖縄）  3 件  
・ 信用金庫・信用組合・労働金庫  6 件  
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運用・証券・投資銀行部門 グッドプラクティス 

クリーンエネルギー投資をテーマにした金融経済教育の推進 
～社会・経済の発展と地球環境との共生を目指す 
「持続可能な発展」の実現に向けた次世代育成～ 

野村ホールディングス株式会社 

概要  
NISA の導入により投資への関心が高まる中、金融リテラシーの向上が課題となっています。ま

た、国民がよりよく生きるための術として金融リテラシーを身につけることの必要性が、金融庁

をはじめ、広く認識されています。 
野村グループは、金融･経済に関する知識と理解が、適切な資産形成のみならず、健全な資本市

場の形成にも重要と考え、小･中学生から大人まで、幅広い世代を対象とした金融・経済教育に

取り組んでいます。 
当社オリジナルの教育プログラムの 1 つである｢投資って何？｣は、再生可能エネルギーに関する

技術開発を題材に、クリーンエネルギー事業への投資というケーススタディを通じ、 
① 金融経済に関する基礎知識を習得するとともに投資決定プロセスを学ぶ 
② 自立した個人として「意思決定」する力を養う 
③ 持続可能な環境に貢献する手段としての金融の役割や投資について学ぶ 

ことを目的に、当社社員講師が全国の中高生を対象として実施しています。 

取組の効果や実績  
社会・経済の発展と地球環境との共生を目指す「持続可能な発展」の実現に向けた次世代育成に

寄与します。クリーンエネルギー事業への模擬投資体験を通じて、持続可能な豊かな社会を創造

するために必要となる次世代育成を目指しています。 
金融機関の強みを活かした教育プログラムを複数作成しています。また、社員講師が授業を行う

ことで将来の日本経済を担っていく学生に、活きた経済やより実践的な知識を提供しています。 
｢投資って何？｣の実施実績 

・2011 年から、学生向けプログラムを本

格的に開始。延べ 23 回、約 1100 人の

学生を対象にプログラムを実施 
・2009 年から、延べ 34 回、約 740 人の

教員を対象にプログラムを実施（当該

プログラムは、全国の教育委員会が主

催する教員向け研修として採用されて

います。教職員を対象にプログラムを

紹介することで、より多くの学校に展

開されるよう取り組んでいます） 
・2009 年から、延べ 60 人の社員が講師

としてプログラムを実施 

該当原則  
原則１ 原則３ 原則４ 原則６ 
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保険部門 グッドプラクティス 

少子化対策の取組み（所有不動産への保育所誘致、保育施設

への助成、自治体と協働したワークライフバランス推進等） 
第一生命保険株式会社 

概要  
我が国の社会保障制度の持続可能な発展のために解決しなければならない社会的課題である少子

化対策取組として、待機児童解消に向け、当社所有不動産への保育所誘致取り組みを行っており

ます。取組強化のため投資用物件のみならず当社事業所の建物の活用や、情報提供先拡大に向け、

業務提携先大手 2 社以外の運営会社 10 社以上とも定期的な情報交換等を行っています。 
保育施設不足解消に向けて誘致取組を行うことに加え、保育所事業者が開設時およびその後の運

営が困難である状況に対する取組として、（一財）第一生命財団では、民間財団として初めて今

年度より新設保育所等へ備品等の購入費を助成する事業を開始しました。事業内容は、独自に実

施する保育プログラムにかかる備品等の購入費用助成です。対象は、待機児童が多い地域に開園

した認可保育園、認証等保育園および認定こども園で、運営母体に株式会社も含んでいます。当

該事業の認知度向上のため、財団法人ＨＰでのリリースのみならず第一生命 HP でのリリースを

行っています。 
少子化対策取組の一環として、働く女性が妊娠・出産後も安心して職場に復帰できるよう企業側

の制度整備も必要です。WLB 推進取組企業として表彰を受けている当社として、自社のみでな

く社会全体のワーク・ライフ・バランス推進に貢献するべく、自治体と協働して取引先企業のワ

ーク・ライフ・バランス推進を支援する取組みを開始しました。 

取組の効果や実績  
保育所誘致に関しては、2013 年 9 月時点で都心部を中心に７ヵ所の保育施設を開園し、2014 年

には、神戸市・三鷹市・川崎市での開園準備を進めています。開園準備中の３箇所を含め、累計

422 名の待機児童を受け入れることとなります。 
新設保育所等へ備品等の購入費を助成する取組としては、民間財団として初めての事業となりま

す。また対象範囲が社福や認可保育園に限定せず幅広い事から、第 1 回募集にも関わらず計 231
件の応募があり、11 月に 35 件、総額 2961 万円の助成を決定しました。更に当該事業は、子ど

もの健全な育成に誠実かつ真摯な努力と工夫をしている施設への支援を通じて、保育の質の向上

にも貢献し、財団の特性を活かして、保育という公益的事業を補完するものであります。 
WLB 推進取組に関して、2012 年に京都府、2013 年に宮城県、秋田県と連携協定を締結し、企

業による各自治体における WLB 推進

に関わる制度利用の促進を図りました。

自治体と協同で WLB を推進する取組

は全国初の取組であり、京都府と第一

生命との協働取組は官民協働の好事例

として、2013 年 1 月に内閣府主催のワ

ーク・ライフ・バランス担当者交流会

において紹介されました。 

該当原則  
原則１ 原則２ 原則３ 原則４ 
原則６ 
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預金・貸出・リース部門（都市銀行・リース・その他） グッドプラクティス 

環境・復興支援シンジケートローン 
ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社 

概要  
この取り組みは、NEC キャピタルソリューション（NECAP）と日本政策投資銀行（DBJ）と

の間で 2010 年 12 月に締結した「環境にやさしい事業を指向する企業を共同で支援することを

目的とした業務協力協定」を活かしたビジネスモデルです。 
2011 年 3 月 11 日、東日本大震災が発生し、自治体ではインフラの復旧、民間では事業再開に向

けた資本（ヒト・モノ・カネ）が急ぎ求められました。また、大震災被害を教訓とした防災都市

の構築、再生エネルギーを中心としたスマートシティ・スマートコミュニティの構築、次世代医

療・介護体制の構築など、地域住民がいきいきと仕事し、生活していくことができる「東北地

域・日本の真の復興」への要望がかつてない程に高まりました。 
そこで NECAP と DBJ は、2012 年 2 月、東北 6 県の地域金融機関とのリレーションシップを

活用した「環境・復興支援シンジケートローン」を組成して 60 億円のエコ資金調達を行い、そ

のエコ資金を東北地域の企業・自治体の震災被害からの復興とさらなる発展に向けた設備のリー

スとして提供する新たなビジネスモデルを構築しました。具体的には、NEC 東北支社や復興支

援推進室と連携して、東北地域に NEC 製の ICT 製品をはじめとする環境性能の高い機器を対象

とした取引について、さらなる特別優遇料率キャンペーンを展開するなど、グリーン機器の普

及・拡大に取り組みました。その結果、地元の企業・自治体から好評を得て、2013 年 2 月の第

2 弾組成では全国 16 の地域金融機関に拡大し、130 億円のエコ資金を調達しました。 

取組の効果や実績  
2012 年に 60 億円、2013 年の 130 億円と合わせて 2 年累計で 190 億円の調達を実施。参加した

地域金融機関も東北の 6 機関から全国 16 機関に増加。2013 年 7 月末現在で約 130 億円 360 の

企業・自治体に環境性能の高い機器や復興に役立つ製品を低料率のリースをご提供することがで

きました。 
この事例は、多様なステークホルダーの連携によって、環境・社会への貢献の輪を拡大したこと

から、原則前文にある「業態、規模、地域などに制約されることなく、志を同じくする金融機関

の協働」を具現化した好例と評価され、2013 年度グリーン購入大賞の最高賞である環境大臣賞

及び大賞を受賞しました。 
その他、東北の地元新聞等のメディアにも取り上げられるなど、金融機関による環境・社会貢献

の重要性を広くアピールすることができました。 

該当原則  
原則４ 
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預金・貸出・リース部門（地方銀行 東日本） グッドプラクティス 

環境浄化植物「サンパチェンス」の植栽 
株式会社横浜銀行 

概要  
｢サンパチェンス｣とは、当行取引先の株式会社サカタのタネが開発した環境浄化植物で、大気汚

染の原因である二酸化炭素や二酸化窒素、またシックハウスの原因であるホルムアルデヒドを大

量に吸収することで注目を集めています。横浜市、株式会社サカタのタネ、当行の連携事業で、

この環境浄化植物｢サンパチェンス｣の植栽をおこなっています。 
当行の本店が所在するみなとみらいは毎年多くのイベントが開催され、国内外を問わず多くの

人々にお越しいただいている街です。2010 年は APEC、2012 年はダンスイベント、2013 年は

アフリカ開発会議や音楽イベントが開催されました。当行はこうしたイベント開催に合わせて、

サンパチェンスの植栽をおこない、より多くの方に環境への関心を持っていただけるよう、取り

組んでいます。 

取組の効果や実績  
株式会社サカタのタネのデータによると、サンパチェンスの 1 株あたりの二酸化炭素貯留量は平

均 534.4g です（※）。これを当行が 2010 年以降に植栽した累計約 1,130 株に換算すると、累

計二酸化炭素貯留量は 603.9kg になります。これは、植林後 80 年を経過した人工杉約 43.1 本分

の植樹効果に相当します。（※2010 年測定値） 

該当原則  
原則３ 

植栽当初 

数ヵ月後 
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預金・貸出・リース部門（地方銀行 西日本） グッドプラクティス 

高齢化先進地区における廃校を活用した 
地域再生プロジェクトへの取り組み 

株式会社西京銀行 

概要  
高齢化が進む瀬戸内の島で、本来の役目を終えた公共施設（廃校）を活用し、高齢者が安心して

最期まで暮らせる複合型介護施設を整備した事例です。廃校活用により CO2 排出量抑制等環境

に配慮しつつ、地域活性化及び地域の問題解決に取り組みました。 
【山口県周防大島町は 2050 年頃の日本の人口構成と一緒】 

・人口減少 49,739 人（昭和 35 年）→19,084 人（平成 22 年） 
・高齢化率上昇 47.7％  
・高い 65 歳以上の単身化率 25％ 
・少子化…学校数及び生徒数 35 校 9,915 人（昭和 40 年）→19 校 1,808 人（平成 24 年） 
・年間死亡者数約 450 人のうち約 320 人は島外医療機関等で死亡。島内で死亡の約 130 人

うち約 30 人は孤独死。 
【生まれ育った島で安心して最期を迎えられる施設づくり】 

・廃校の活用計画と島民が安心して最期を迎えられる施設を作りたいという島内医療機関の

思いが重なりプロジェクト立上げ 
・サービス付き高齢者住宅（22 戸）、グループホーム（１ユニット）、小規模多機能型居

宅介護、デイサービス、訪問看護ステーション、訪問介護ステーション、託児所、サロン、

レストラン等の施設整備 

取組の効果や実績  
今回の施設により生まれ育った島で自分らしい最期を迎える環境が整ったのと同時に様々な波及

効果をもたらしました。 
・廃校を活用⇒・CO2 排出量の抑制（新築の場合 4,943ｔの CO2 排出） 
・建築コストの約 4 割圧縮  
・工期の短縮 
・雇用の創出⇒約 50 名の雇用創出。全国各地より I ターンなどの定住人口増加に繋がって

いる。 
・地域住民ボランティア（コミュニティケアサポーター）の参画⇒地域のお年寄りの生きが

い、お役立ち感 
・サロン、レストランの活用⇒施設利用者と地域住民とのコミュニティの場として活用 
・補助金、利子補給制度の利活用⇒円滑な事業運営。島民に利用しやすい施設利用料金 

今後、少子高齢化に伴い全国的に本来

の役目を終えた公共施設の増加が予想

されます。今回、環境負荷軽減の観点

からも本来の役目を終えた公共施設を

活用し、地域活性化、地域の問題解決

のモデルケースを構築しました。 

該当原則  
原則１ 原則２ 原則３ 原則４ 
原則６ 
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預金・貸出・リース部門（信用金庫・信用組合・労働金庫） グッドプラクティス 

水源の森を守る活動 
京都信用金庫 

概要  
琵琶湖は、京都・大阪・滋賀ほか近畿 1450 万人の水瓶です。この琵琶湖の清らかな水を滋賀県

の森林が生み出しています。森林は琵琶湖の水源を守るために最も重要な資源であると同時に、

二酸化炭素吸収による地球温暖化防止、治水効果による県土の保全、多種多様な動植物の生態系

保全など多くの機能を有しています。この大きな役割を持った森林が過疎や林業の採算性悪化な

どから手入れ不足となり、本来の機能が十分に発揮されなくなってきており、間伐などの森林整

備の推進が急務となっています。このような状況をふまえ、京都・大阪・滋賀を営業エリアとし

て地域の発展に貢献することが基本理念の当金庫は、この水源の森を健全な姿で次世代に引き継

ぐために積極的に活動に取り組んでいます。 
1． 滋賀県の琵琶湖森林づくり条例に基づき、地元の森林組合と「琵琶湖森林づくりパート

ナー協定」を締結し、協働で『京都信用金庫 絆の森』の森林保全活動に取り組んでい

ます。 
2． 環境定期預金『みどりの絆』による滋賀県「琵琶湖森林づくり基金」への寄付 
3． びわ湖環境ビジネスメッセへの出展 

当金庫では、平成 22 年より環境産業総合見本市「びわ湖環境ビジネスメッセ」に出展し当金庫

の環境への取組について紹介しています。4 回目となる今回は、滋賀県における森林保全活動を

中心に当金庫の環境への取組を紹介しました。 

取組の効果や実績  
・新聞等で大きく報道され、森林保全活動の重要性を伝えることができました。また、当金庫で

は、現在 472 名の役職員が「京信 エコユニット 絆」のメンバーとして森林保全活動をはじ

めとした地域貢献活動の場で活躍しています。メンバー資格を環境社会検定試験（eco 検定）

に既に合格している、又は受験を考えている者としており、現在の eco 検定合格者は役職員の

40%にあたる約 700 名です。メンバーとなる役職員は、環境への幅広い知識を持ち、志高く活

動に取り組んでいます。 
・平成 25 年 5 月 17 日、滋賀県「琵琶湖森林づくり基金」へ寄付しました。寄付金は「琵琶湖

森林づくり事業」に活用されます。環境定期預金『みどりの絆』は平成 26 年についても取扱

いを予定しています。 
・毎年、多くの方にご来場いた

だいています。「びわ湖環境

ビジネスメッセ」開催以来初

の土曜日には一般の方やお子

さんを連れたご家族も多くご

来場いただきました。パネル

や映像を通じて、森林を守る

ことの大切さを伝えることが

できました。 

該当原則  
原則１ 原則２ 原則３ 
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預金・貸出・リース部門（地方銀行 東日本） きらりと光る事例 

やまがた絆の森プロジェクトへの参加 
株式会社山形銀行 

概要  
当行は、山形県が創設した「やまがた絆の森プロジェクト」に基づき、以下の森林整備事業に取

り組んでおります。 
①ぐるっと花笠の森（平成 22 年 4 月から平成 27 年 3 月） 
ATM 相互利用サービス「ぐるっと花笠ネット」で業務提携している、山形信用金庫、米沢

信用金庫、新庄信用金庫、鶴岡信用金庫と連携し、山形県内の 4 地域で植栽や下刈りなどの

森づくり活動を行っております。 
②やまぎん蔵王国定公園の森（平成 22 年 9 月から平成 29 年 3 月） 
企業資金提供型森林整備事業として山形県および山形県林業公社と協定を締結し、平成 22
年 9 月から平成 29 年 3 月までの 7 年間、蔵王国定公園（160 ヘクタール）の間伐を実施し

ます。これにより、年間約 1,200 トンの CO2 吸収効果が得られることになります。 

取組の効果や実績  
各地域の信用金庫と連携した森づくり活動は、近隣の小学生約 20 名が巣箱作りに取り組むなど

活動の輪が広がり、平成 25 年度の参加者が約 370 名となりました。 

該当原則  
原則４ 
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預金・貸出・リース部門（地方銀行 西日本） きらりと光る事例 

森林
も り

を守ろう！山陰ネットワーク会議の活動 
株式会社山陰合同銀行 

概要  
山陰両県は全国屈指の森林県であるにもかかわらず、私たちは、日常生活の中で森林がもたらす

様々な恩恵を享受していることを忘れがちであり、森林の荒廃は進んでいます。 
当行は、森林の荒廃が地域の未来にとって重要な課題であると考え、県民の皆様に森林の現状を

訴え、望ましい森林の姿を一緒に考え、解決策を探っていく運動を展開したいと考えました。そ

こで、平成 18 年 4 月、山陰両県のボランティア団体や NPO 法人などに呼びかけ、ふるさとの

自然を共に考え共に活動する組織として「森林（もり）を守ろう！山陰ネットワーク会議」を設

立しました。当行は、本会議の事務局を務め、各種イベントの開催や各団体の活動紹介を行って

います。設立時は 18 団体でスタートし、平成 25 年 9 月末現在では 54 団体が会員となっていま

す。横の繋がりに乏しく、限定的な活動に留まっていた各団体が手を繋ぐことで、お互いの顔が

見える関係になり、着実に活動の輪が山陰全域に広がっています。 
当行は、森林保全活動の一環として、ネットワーク会議の活動のほかにも、鳥取県｢とっとり共

生の森育成支援事業｣、島根県｢しまね企業参加の森づくり制度」にそれぞれ第１号として平成

18 年度より参画しています。両県、関係市町村の協力により借り受けた森林を「ごうぎん希望

の森」（山陰 4 ヵ所、総面積 46ha）と命名し、年 2 回役職員やその家族が下草刈りや植栽活動

を行っています。 

取組の効果や実績  
・活動初年度は、環境保護をテーマにしたイベントや講演会の開催、地元新聞紙面における会員

団体の活動紹介、森林保全活動イメージソングの CD・DVD の学校等への配布など、まず、

県民一人ひとりに森林の重要性を知ってもらう取組みを重点的に実施しました。 
・平成 22 年には、地域の森林保全活動の支援を目的に、「みんなで森を守ろう！定期」を募集

し、募集金額の 0.05％相当額の 10,630 千円を会員団体の活動に寄付しました。 
・平成 23 年には、設立 5 周年の記念事業として森林保全シンポジウムを開催し、延べ 800 名が

参加しました。 
・平成 25 年には、会員団体の活動の発展と会員団体間の積極的な交流を図るため、「表彰制

度」を新設しました。 
・会員団体が一斉にボランティア活動を行う｢みんなで森を守ろう！一斉ボランティア活動｣の実

施や、会員団体を対象とした研修会の開催、会員相互間の情報ペーパー「もりもり情報」（年

4 回） 
・広報誌「森活通信」の発行、専用ホームページ上での情報発信などに継続的に取組んでいます。 

該当原則  
原則３ 原則４ 原則６ 原則７ 
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■ アライアンス・バーンスタイン株式会社 

 174-01  

アライアンス・バーンスタイン・リミテッド（英国）にてターゲット・イヤー型ファンドの運用に ESG 投

資を組込む 

【原則１】【原則２】【原則４】【原則６】 

弊社グループの英国法人であるアライアンス・バーンスタイン・リミテッドでは、ESG
（Environment, Social and Governance）を考慮したターゲット・イヤー型ファンドを

2013 年 3 月に設定いたしました。 
具体的には、当ファンドの株式部分において、FTSE4Good インデックスをベンチマークと

し、持続可能な社会実現に向けての取り組み、人権に対するスタンス、労働基準、賄賂・

汚職への対応、地球温暖化への対応等の基準を満たす企業を主な投資対象としました。 

【特徴】 

ESG を考慮した当ファンドが、デフォルト・ファンドとして DC プランに導入されること

を想定している点が特徴的だと考えています。個人が ESG 投資を自ら行おうとしても、実

際に行動するのは難しいものです。当ファンドを通じて、気持ちはあってもなかなか行動

に移すことができない DC プラン加入者が、退職後資金の一部をデフォルトとして ESG 銘

柄に投資することができます。もちろん ESG 投資を実践したくない場合には他のファンド

を選べばよく強制ではありません（Opt-out）。まさに、リバタリアン・パターナリズム（従

業員の不利益行動を防ぐため事業主や専門家等が介入すること）を ESG 投資に適用した事

例と考えております。 

 174-02  

東北復興支援チャリティウォーク「The Tohoku Mampo Walk」を実施し、参加者全員の歩数に応じ

た金額を寄付 

【原則１】【原則３】【原則４】【原則５】【原則７】 

東北の復興支援を目的としたチャリティウォーク「The Tohoku Mampo Walk」を 2013 年

5 月から 6 月にかけて社内で実施しました。当チャリティには、計 54 名の社員が 5～6 人

を 1 チームとした 10 チームに分かれて参加し、5 週間の合計歩数を競いました。10 チーム

の合計歩数は約540万歩に達し、歩数に応じた寄付金10万円を被災地に桜の木を植える「さ

くら並木プロジェクト」*の活動支援金として納めました。また結果発表の際は、優勝チー

ムのメンバーを含む全参加者に、福島の菓子、ジャムやワインなどの東北名産品を参加賞

として手渡すことで、食の視点からも復興支援を行いました。 
*さくら並木プロジェクト（NPO 法人さくら並木ネットワーク）： 
http://sakuranamiki.jpn.org/cherry_project 

【特徴】 

当チャリティにおきましては、被災地の復興支援という社会貢献を行ったと同時に、弊社

の約半数の社員が自らの足で歩く仕組みを実践したことにより、電車や車など化石燃料を

必要とする交通手段に頼らない生活を促進したことにより、社会や環境の問題に対する意

識改善につながり、持続可能な社会の形成に寄与することができたと自負しております。 

 174-03  

女性の自分年金作りの重要性を啓蒙することを目的とした丸の内キャリア塾（日本経済新聞社主

催）「自分年金とハッピーリタイアメント」セミナーの協賛および実施 

【原則１】【原則４】【原則６】 
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2013 年 4 月 8 日、日本経済新聞社主催「丸の内キャリア塾」で当社スポンサーのセミナー

を丸ビルホールにて開催しました。セミナー・タイトルを「自分年金とハッピーリタイア

メント」とし、プログラムの第一部はファイナンシャル・プランナーの大竹のり子さん（FP 
ウーマン代表）による講演「公的年金の現状と自分年金作りの必要性について」、第二部は

当社社長山本による講演「日本人にとってのハッピーリタイアメントとは」、第三部はフ

リーアナウンサーの住吉美紀さん、大竹のり子さん、当社アドバイザー土山和順によるトー

クセッション「自分年金の作り方について」、という構成で行いました。 
女性 340 名の応募枠に 1,000 人以上の参加申込みがあり、国の社会保障制度への信頼が揺

らぐ中での一般女性の資産運用への関心の高さを窺わせました。 

【特徴】 

現在 20～40 代の人が老後を公的年金だけに頼った場合、その多くが退職後に金銭的にゆ

とりある老後を迎えることができない、つまり「リタイアメント・プア」の社会的懸念が

あると言われています。当社では「女子の幸福論」（ダイヤモンド社刊）への編集協力、大

学での投資教育講義への講師派遣などを通じて、これまで投資にあまり馴染みがなかった

と考えられる層に対する啓発活動に取り組んできました。 
この取り組みの一環として「自ら備えること」への“気づき”を促し、「リタイアメント・プ

ア」を未然に防ぐための情報提供を行うことを目的として、現役世代の資産形成（＝「自

分年金」作り）を支援する標題のセミナーを行いました。 

 

■ いちごグループ 

 184-01  

「いちごグループ建物管理方針」の制定 

【原則１】【原則２】 

不動産の 9 割以上を占める一方、不動産のプロによる管理があまりなされていない中小規

模の既存ビルを主な運用対象としているいちごグループにおきまして、ミドルサイズのオ

フィスに入居されるテナント様の利便性、居住性の向上を図り、長期にわたりテナント様

の入居満足度向上を目指すため、「いちごグループ建物管理方針」を制定し、ハード面だけ

でなくソフト面においても建物の長寿命化を図っております。 
 
■いちごグループ建物管理方針 
 
1. 「一期一会」の心  
私たちは、運用している建物において、テナント様に対して常に「一期一会」のおもてな

しの心を持って、管理運営を一つ一つ丁寧に行ってまいります。 
また、建物は街の景観を形成する一員でもあるという認識のもと、外観や周辺環境にまで

配慮した管理を行ってまいります。  
 
2. 「安心」の提供  
私たちは、入居されているテナント様に「安心」を提供することを常に心がけます。 
テナント様の安心・安全を第一に考え、いちごグループの有する建物管理の最高の技術に

よる管理サービスを提供してまいります。  
 
3. 「誠実」かつ「真摯」な対応  
私たちは、徹底した現場主義のもと、テナント様の声に耳を傾け、テナント様の立場に立っ

て問題解決を図り、常に誠実かつ真摯な対応を持って建物管理に取り組んでまいります。 
 
4. 法令等の厳格な遵守（コンプライアンスの徹底）  
私たちは、適用されるすべての内外の法令、規則、社会的規範や内部ルールを厳格に遵守
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し、社会の良識に沿った公正で誠実な行動を行い、社会に対する責任を果たします。 

【特徴】 

顔の見える AM 会社として現場主義の徹底を図るとともに、建物管理のパートナーとなる

PM 会社と「いちごグループ建物管理方針」を共有し、いちごグループと同目線でいちご管

理仕様の建物管理を実現しています。 
また、グループの賃貸物件情報サイトにて同方針につき一般の方にも公開を開始しました。

 184-02  

節電啓蒙活動の推進（節電ポスターの制作・掲示） 

【原則１】【原則２】【原則３】【原則４】【原則５】【原則６】【原則７】 

運用物件の節電への取り組みの理解と、入居テナント様への省エネへの意識を高めていた

だくため、節電を呼び掛けるポスターを、エントランス等に掲示しています。 

【特徴】 

ポスターは東京藝術大学との産学協同プロジェクトの一環として、東京藝術大学デザイン

科にて親しみやすいデザインを作成していただいております。 

 184-03  

「ECO」エナジー事業におけるメガソーラーの事業化推進 

【原則１】【原則２】【原則３】【原則５】 

2012 年、不動産の新たな有効活用としての「ECO」エナジー発電によるメガソーラー事業

を主軸とし、物件の ECO 化、ECO 関連コンサルティング、LED の設置推進、LED 演出

による物件バリューアップ等の「ECO」エナジー事業を推進する「いちご ECO エナジー

株式会社」を設立いたしております。 
いちごグループでは、「ECO」エナジー事業におけるメガソーラー事業の早期事業化を推進

しており、2013 年 10 月現在、徳島東沖洲、群馬桐生の 2 基の発電、売電を開始しており

ます。他のメガソーラーにつきましても、早期事業化に向け、順次着工を進めています。 

【特徴】 

不動産運用において培ってきた技術やノウハウを最大限に活用し、長期的な視点に立って、

「ECO」エナジー事業に取り組んでおります。地域活性化にも寄与すべく、地元企業との

連携を図るとともに、地方公共団体との対話を大切にし長期的な関係構築を図っておりま

す。 
すでに発電を開始したメガソーラーにおいては、地域の小学生の再生エネルギー学習の一

助となるべく、見学者用駐車場を設置する等の配慮を行っております。 

 184-04  

CASBEE 不動産評価認証の取得 

【原則１】【原則２】【原則４】【原則５】【原則６】【原則７】 

いちご神田錦町ビルにおいて CASBEE 不動産マーケット普及版による A ランクの認証を

受けました。他の運用物件についても今後継続して CASBEE 不動産評価認証を取得してい

く予定にしております。 

【特徴】 

グループ社員 4 名が CASBEE 不動産評価員の資格を取得し、社内にて CASBEE 不動産の

評価を行える体制を構築しております。 

 184-05  

GRESB 調査への本格参加準備を開始（いちご不動産投資法人） 
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【原則１】【原則２】【原則４】【原則５】【原則６】【原則７】 

欧米などの年金基金が不動産の運用機関を選択する際に、環境・社会への対応を評価する

ためのベンチマークである GRESB （グローバル不動産サステナビリティ・ベンチマーク） 
調査に来期以降本格的に参加するため、今期より試験的に参加いたしました。 
今後も継続して調査に参加し、環境配慮対応の充実を図っていく予定です。 

【特徴】 

 184-06  

BEMS 導入（いちご秋葉原ノースビル） 

【原則１】【原則２】【原則４】【原則５】【原則６】【原則７】 

2013 年 4 月より、いちご秋葉原ノースビルにおいて BEMS（ビルエネルギーマネジメント

システム）を導入し、データの収集解析を通じて、省エネを推進しております。 

【特徴】 

データ収集開始から半年が経過し、分析による改善点が浮上してきており、今後は具体的

な省エネ活動を実施する段階に移行する予定としております。BEMS 導入に当たっては経

済産業省のエネルギー管理システム導入促進事業費補助金を活用しています。 

 184-07  

建物の長寿命化に向けた取り組み 

【原則２】 

いちごグループでは、保有、運用する物件の省エネ化、耐震化、デザインリニューアル等

を継続的に実施し、建物の長寿命化を図っております。 
上述活動に際し、各物件ごとに「建物診断カルテ」を作成し、バリューアップ余地の確認、

耐震評価、リスク診断等を実施しております。 

【特徴】 

環境・建築技術およびノウハウをグループ内で共有するため、一級建築士、構造設計一級

建築士等により構成される独立した専門部署を設置し、専門的な観点から対応にあたって

おります。（環境・建築ソリューション部、エンジニアリング部） 

 184-08  

卸売市場「松戸南部市場」における地域貢献活動 

【原則３】 

いちごグループが運営する「松戸南部市場」では、一般消費者への市場開放をいち早く実

施しており、地域活性化に向け、市と共同での市場祭実施や市場見学会の開催等の地域コ

ミュニティ活動を行っております。 
また、太陽光パネルを設置した自立型トイレを建設し、災害時には近隣住民の方々にご利

用いただけるよう配慮しております。 

【特徴】 

市場見学等を含むバスツアーの実施により、他県からの来場者も誘致しております。 

 184-09  

大規模ショッピングセンター「宮交シティ」におけるサステナブルへの対応 

【原則３】【原則５】 
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いちごグループが運営する「宮交シティ」では、建物全体の設備改修、LED 設置等による

省エネ運用の推進により、エネルギー消費量を削減いたしております。 
また、地域密着型のショッピングセンターとして、災害時における地域住民の方々の避難

場所に活用すべく、津波等に備えて館内フロアに海抜高さの表記を実施いたしております。

【特徴】 

ショッピングセンター活性化に向けた新たな館内演出においても省エネ運用を考慮し、

LED を活用いたしております。 

 184-10  

「グリーンプロジェクト」の実施 

【原則５】 

地上緑化、屋上緑化、壁面緑化等を実施することにより、節電効果、テナント様の居住性

向上を図るとともに、都市や地域においても良好なアメニティを提供しています。 

【特徴】 

 184-11  

CSR 活動としてのコーポレートアクション 

【原則７】 

いちごグループはチャレンジ 25 キャンペーンの趣旨に賛同し、「チャレンジャー」に登録

しております。CO2 削減に向け、継続的にクールビズ、ウォームビズを実施し、空調温度

の管理徹底、不必要時の消灯活動等を行っております。本社帝国タワーオフィスでは、必

要照度に応じ照明器具を見直し、消費電力を削減いたしております。 
また、発生予定電力使用量、印刷用紙等を前提に環境負荷をカーボン・オフセットにより

解消し、上場不動産会社初となるカーボン・ゼロ化を実現いたしております。 
グループ内での啓蒙活動の一環として社内イントラを通じ、全社に環境負荷軽減への取り

組みを周知いたしております。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 インテグレックス 

 076-01  

企業理念「Integrity for Sustainability」 

【原則１】【原則６】 

「Integrity for Sustainability」が当社の理念であり、「第三者機関として人を軸としたサ

ステナブルな企業を支援します。誠実さを軸としたサステナブルな社会の構築を目指しま

す。気候変動への対応を軸としてサステナブルな地球の維持に貢献します。」をバリューと

定め、当社の実施する事業領域（SRI のための調査・評価、モニタリング、ヘルプライン

受託等）すべてを、バリューに沿うものとしています。 
http://www.integrex.jp/company/index.html 

【特徴】 

 076-02  

責任投資原則（PRI）への署名 
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【原則１】 

2010 年 9 月、プロフェッショナルサービスパートナーとして、責任投資原則（PRI）への

署名を行い、事業活動を通じて、原則の実践に努めています。 

【特徴】 

国際的なイニシアティブに参加しています。 

 076-03  

企業の CSR への取組み評価と SRI ファンドへの投資助言（SRI 事業） 

【原則２】 

2001 年度より、毎年、全上場企業を対象に、CSR への取組みを評価するための調査を実施

し、評価データを、SRI 運用を行うファンドに提供しています。提供先 SRI ファンドは、

公募・私募合わせて現在 10 ファンド。他に、海外の公的年金向けの情報提供も行っていま

す。 
http://www.integrex.jp/sri/index.html 
情報提供先ファンドについては、http://www.integrex.jp/sri/sri-fund.html 

【特徴】 

企業のマネジメントシステムの枠組みである ECS2000（CSR 基準）と R-BEC001（SRI
基準）（共に、麗澤大学企業倫理研究センターが中心となり作成された）に準拠した調査・

評価、コンプライアンス・コーポレートガバナンス評価のパイオニアです。 

 076-04  

企業の CSR への取組み支援（CSR 事業） 

【原則４】 

持続可能な社会づくりの担い手となる企業の取組みを直接支援するために、グループ・海

外を含む従業員や取引先等を対象としたモニタリング（CSR/コンプライアンス意識調査）・

ヘルプライン（リスク情報受信窓口の受託）事業を行っています。 
http://www.integrex.jp/csr/index.html 
http://www.integrex.jp/monitoring/index.html 
http://www.integrex.jp/helpline/index.html 

【特徴】 

中立な第三者機関としての機能を提供するものです。 

 076-05  

「一円融合」サイトからの情報発信 

【原則４】 

東日本大震災後の企業による支援活動や震災を契機とした長期的事業改革について公表す

るためのプラットフォーム「3・11 後の企業行動閲覧サイト『一円融合』」を立ち上げ、運

営しています。サイトにより、企業行動の社会からの認知を高めると共に、企業間での情

報共有を通じて、企業社会、日本全体の「一円融合」を目指すことを目的としています。 
http://ichien-yugo311.jp/ 

【特徴】 
企業からのメッセージ等の掲載だけでなく、専門家による「3･11 後の企業行動」に関する

意見・提言、二宮尊徳 7 代目子孫によるコラム、法令・コンプライアンス・危機管理等に

関する最新の動向についての、専門の弁護士による寄稿文等を掲載し、多様なステークホ
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ルダーの連携に資するよう努めています。 

 076-06  

一円融合研修（被災地復興支援）・健康コーチングの実施、マンデーミーティングの開催 

【原則７】 

一円融合研修：社員各自が自主的に、被災地でのボランティアといった直接的な支援活動

を行うことや、東北 3 県を訪れて、現状をよく見ること、また何らかの消費を通じて復興

支援の一助とすることを目的に、社員の自主的な研修の費用補助を行っています（研修レ

ポートの提出が条件）。 
 
健康コーチング：社員自らが主体的・積極的に、健康な「体」つくりを通して健全な「心」

を醸成し「心と体の一円融合」を目指すことを目的として、毎月、専門のトレーナーを招

聘し、健康のための運動・体の鍛え方のポイントについてのコーチングを実施しています。

健康な体、健全な心があってこそ、主体的・積極的に社会に対する意識を高め、社会的な

問題の解決に向けた行動を起こすことができると考えているためです。 
 
マンデーミーティング：社会的な問題について、社員一人ひとりが問題提起を行い議論す

ることを目的として、毎週月曜日の朝にミーティングを開催しています。活発な議論がで

きるように、参加人数を毎回 10 人以内とし、役員は毎回参加、社員は 2～3 週間に 1 回の

参加として異なる参加者と議論ができるようにローテ－ションを組んでいます。時間に定

めはありませんが、毎回約 2 時間の開催となっています。 

【特徴】 

社員の主体的な行動を通じて、社会的な問題に対する社員の意識向上を図っています。 

 

■ ＳＭＢＣ日興証券 株式会社 

 008-01  

当社の CSR 活動を推進するための組織横断型委員会「グリーン委員会」を新設 

広報部内に CSR 室を設置 

【原則１】 

「グリーン委員会」は、当社の CSR 活動を推進するための組織横断型委員会として 2010
年 1 月に設置されました。 その後、2013 年 5 月 31 日に開催された第 14 回グリーン委員

会において、CSR の取り組みを更に深化させていきたいと考え、「CSR」というワードを用

い、名称を「CSR 委員会」に変更しました。 
また、「CSR 委員会」に名称変更後、同年 7 月には規程を制定し、「CSR 委員会」の位置

付けを明文化致しました。  
「広報部 CSR 室」は 2011 年 3 月の機構改革において当社および当社の子会社の CSR 活動

を掌る部署として設置されました。 

【特徴】 
「CSR 委員会」事務局は広報部 CSR 室が務め、当社および当社の子会社の CSR 活動につ

いて企画・運営を行っております。 

 008-02  

環境関連商品・サービスへの取り組み 

【原則２】 

SRI に早くから取り組み、1999 年には日本で初めて投資信託に環境の視点を取り入れた

SRI ファンド「日興エコファンド」の取り扱いを開始以来、環境関連投資信託をお客様に
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提供させていただいています。 
また、2010 年から調達された資金が地球温暖化問題や、環境、持続可能な農業部門な

どに貢献する分野への投融資に利用されることを前提として発行される、環境に配慮し

た社会の実現を支援するための債券「グリーンボンド」の取り扱いを行っております。 
http://www.smbcnikko.co.jp/company/pdf/csr_repoort/2013/report_09.pdf 
P. 23～24 

【特徴】 
環境に貢献する企業へ投資する投資信託と環境保護への投融資に利用されることを目的に

発行された債券の取り扱いやサービスなど、証券業ならではの取り組みを行っています。 

 008-03  

東日本大震災復興支援とそれ以外のボランティア活動に向けた取組みと情報発信 

【原則３】 

2011 年 4 月、「東日本大震災」復興支援活動の一環として、立ち上げた社内イントラネッ

ト内の特設サイトで、「日興ユーカリ倶楽部」を開設し、当初は東日本大震災の被災地

支援でのボランティア活動のみを紹介していましたが、2012 年 4 月より、「東日本大震

災」以外にも対象を拡大し、各種ボランティア活動の紹介やボランティアの募集につい

ても情報発信しています。また、そのボランティア活動報告を掲載し、ボランティア休

暇の利用も促進しています。 

【特徴】 
社内情報共有サイト「日興ユーカリ倶楽部」において、「東日本大震災」復興支援のボ

ランティアやそれ以外のボランティア活動についても紹介し、情報発信しています。 

 008-04  

東日本大震災被災地復興支援活動 

【原則３】 

3 年目となる 2013 年は、昨年に続き、被災地である南三陸町において、当社役社員のべ 191
名が農業支援と海岸清掃を実施しました。社会貢献活動を通じて、社会貢献活動の意義・

重要性を学び、社員間の一体感の醸成を図り、当社が取り組んでいる CSR 活動を実践しま

した。 

【特徴】 
2013 年度新入社員による被災地での復興支援ボランティア活動を行いました。 

 008-05  

環境保全・社会貢献活動の強化期間「Green Week」の開催 

【原則３】【原則７】 

社会貢献活動への参加を通じて環境保全についての理解を深めながら、地域社会や参加者

同士のコミュニケーションを図る事を目的として、2010 年秋より環境保全・社会貢献活動

強化期間「Green Week」を設けています。より多くの役社員が自主的に CSR 活動に参加

出来る機会でもあり、当社役社員の一体感の醸成にも繋がっています。 

【特徴】 
CSR 委員会事務局が主催する CSR 活動（東京・名古屋・大阪地区）、社会貢献につながる

収集活動（ペットボトルキャップ、使用済み切手、未使用文具の収集）、全国の部室店独自

の CSR 活動（マラソンスタッフボランティア、チャリティマラソン参加、地域清掃活動ボ

ランティア等）を行っています。 
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 008-06  

省資源・省エネルギー等の環境負荷の軽減への取り組み 

【原則５】 

環境への取り組みを効果的かつ効率的に行うため、当社グループ各社で環境マネジメント

システムを構築し、2001 年 4 月より、業界初の ISO14001 の認証を取得しています。また、

当社は環境方針を定め、事業活動を通じて、また日常業務の中で、環境配慮に取り組んで

います。 

【特徴】 
業務の中で環境に与える影響を把握し、環境への負荷を減らせるよう PDCA サイクルを通

じて、継続的改善を行っています。 

 008-07  

環境に配慮した CSR レポート発行による当社の CSR 活動の情報開示 

【原則６】【原則７】 

ＳＭＢＣ日興証券が社会の一員として果たすべき責任とその取り組みを広くご報告するこ

とを目的に作成しています。 
http://www.smbcnikko.co.jp/company/csr/csr_download.html 

【特徴】 
2013 年 8 月に発行した CSR レポートでは作成時に印刷物の製作過程で環境に配慮した素

材の使用と印刷を行い、カーボンフットプリントを算定し、表示しました。その後、カー

ボンフットプリントを活用し、カーボンオフセット製品としての認証も取得しました。 

 

■ ＳＭＢＣフレンド証券株式会社 

 181-01  

「ＣＳＲ運営方針」の制定 

【原則１】 

ＳＭＢＣフレンド証券は、持続可能な社会の実現に向けて、当社が取り組むべき重点項目

を整理した「ＣＳＲ運営方針」を制定しています。 
「ＣＳＲ運営方針」 
当社は金融商品取引業者として社会的責任を果たすために、以下の事項を中長期的な重要

課題として認識し、取り組んでいきます。 
１． 企業倫理および法令遵守の徹底 
２． お客さまにとっての付加価値の提供 
３． 本業を通じた社会貢献および環境保護 
４． 社員が誇りをもって働ける職場づくり 

【特徴】 
「ＣＳＲ運営方針」に基づき、全社的にＣＳＲ活動を展開するために、本部および営業店

各部にＣＳＲ推進担当者を２名ずつ配置しています。 

 181-02  

ＥＳＧ関連課題に寄与する金融商品の開発・販売 

【原則２】 
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ＳＭＢＣフレンド証券は、社会貢献型債券・環境保全型債券の販売を通じて、ＥＳＧ関連

課題の解決に取り組んでいます。 
・「地球環境債」の販売 
2012 年 10・11 月および 2013 年 7 月に、欧州復興開発銀行が発行する債券を「地球環境

債」として販売しました。この「地球環境債」によって調達された資金は、欧州復興開発

銀行の審査基準に基づいて選定される自然エネルギー開発や、森林再生などの環境事業プ

ロジェクトに活用されています。 
当社では、「地球環境債」という名称を商標登録し、環境保全を目的とした債券に当社独自

の愛称として使用しています。 
http://www.smbc-friend.co.jp/company/csr/kankyousai.html 

【特徴】 
本業である証券業務に環境・社会への配慮を組み込むことにより、投資家にもＥＳＧ関連

課題の解決へ向けた参画機会を提供しています。 

 181-03  

環境対応車への切替えと排出権購入によるカーボンオフセット 

【原則５】 

ＳＭＢＣフレンド証券は、2007年より営業車の環境対応車への切替えを進めています。リー

ス満了に合わせて、普通車ではハイブリッド車を、軽自動車ではアイドリングストップ機

能搭載車を採用しており、2012 年度には軽自動車の切替えが全て完了しました。 
（2013 年３月末時点の切替率は、普通車 87.8％、軽自動車 100.0％） 
また、2009 年からは、CO2排出量相当分の排出権を購入する「カーボンオフセット」を実

施しています。環境未対応車の CO2 排出量を計算し、それに見合った分の排出権を購入す

ることにより、環境負荷軽減を図っています。 

【特徴】 
営業車の環境対応車への切替えを進めるだけでなく、更なる環境負荷軽減を図るため、環

境未対応車の排出量相当分の排出権を購入する「カーボンオフセット」を実施しています。

 181-04  

ライトダウンキャンペーンへの参加 

【原則５】【原則７】 

ＳＭＢＣフレンド証券では、2013 年 7 月に環境省が呼び掛ける「ライトダウンキャンペー

ン」に参加しました。一部店舗にて電照看板を消灯したり、役職員は定時に退社するなど、

温室効果ガスの削減に取り組みました。 

【特徴】 
更なる電力消費量抑制の為、2013 年度からは消灯対象店舗の増加や全役職員による定時退

社の励行を行うなど、全社的な取組みとして推進しています。 

 

■ 株式会社ザイマックス不動産投資顧問 

 189-01  

サスティナビリティに関するビジョンの制定 

【原則１】【原則６】【原則７】 

以下の通り、ザイマックス不動産投資顧問では、サスティナビリティに関するビジョンを
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制定しています。 
 
サスティナビリティに関するビジョン： 
 
私たちザイマックス不動産投資顧問は、ザイマックスグループの一員として「科学的ビ

ル経営」の理念のもと、収益性・安定性・継続性を兼ね備えた理想的な不動産経営を追

求しています。理想的な不動産経営においては、「リスク」を取り除き、不動産の持続可

能性を向上させる事が必要だと考えます。 
 
不動産を取り巻く多種多様なステークホルダーの皆様とともに、持続的な成長を実現す

るためには、サスティナビリティ（環境・社会・ガバナンス）に対する配慮が欠かせま

せん。 
 
私たちは、自らが運用する事業用不動産を通じて、サスティナビリティに対する配慮に

努めてまいります。 
 
■方針 

 
低炭素社会の実現を目指して 
エネルギー利用の合理化と温暖化ガス排出削減への取組みに努めることで 
低炭素社会の実現を目指します。 

 
資源循環型社会の実現を目指して 
廃棄物の再使用・削減や節水への取組みに努めることで 
資源循環型社会の実現を目指します。 

【特徴】 

不動産を対象とした投資運用において、サスティナビリティに対する配慮に努めることを

明文化しています。 

 189-02  

サスティナビリティ委員会の設置 

【原則１】【原則７】 

サスティナビリティに関するビジョンの実現に向けて代表取締役を長とするサスティナビ

リティ委員会を設置しています。 
 
本サスティナビリティ委員会においては、以下の事項について主に協議しています。 
 
・運用会社としての目標及び実践方法の検討 
・運用ファンドに応じた目標の検討 
・運用ファンドに応じた実践方法の検討 
・決定された目標及び計画の進捗状況の確認 
・上記を踏まえた改善策の検討及び立案  

【特徴】 

サスティナビリティに関するビジョンの実現に向けた体制を構築しています。 
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 189-03  

GRESB（グローバル不動産サスティナビリティ・ベンチマーク）調査（※）への参加 

【原則１】【原則６】 

不動産会社・不動産運用機関のサスティナビリティ・パフォーマンスを測る GRESB 調査

に 2013 年より参加しています。 
 
※GRESB 調査とは 
2009 年に欧州の年金基金グループを中心に創設された GRESB 財団が行うアンケート調査

に基づき、不動産会社・不動産運用機関のサスティナビリティ・パフォーマンスを測る科

学的ベンチマークです。 

【特徴】 

外部機関による調査参加を通して、客観的なサスティナビリティ・パフォーマンスの把握

にも努めています。 

 

■ ＣＳＲデザイン環境投資顧問 株式会社 

 096-01  

GRESB（グローバル不動産サステナビリティ・ベンチマーク）の日本における普及活動 

【原則１】【原則２】【原則５】 

CSR デザイン環境投資顧問は、「環境・サステナビリティ」に配慮した「不動産・まちづく

り」を「金融・投資」の推進力により実現することを目指し、GRESB（グローバル不動産

サステナビリティ・ベンチマーク）の日本市場におけるアドバイザーとして、我が国の不

動産会社・運用機関の国際的なベンチマーク調査への参加をサポートしています。GRESB
は、不動産会社・運用機関単位の環境・社会・ガバナンス配慮を測るベンチマークとして、

欧州の年金基金を始め、あわせて 6 兆 1000 億米ドル（約 610 兆円、1 米ドル＝100 円で換

算）の運用資産残高を持つ 50 以上の機関投資家が投資判断などに活用しているものです。

2013 年調査への参加者数はグローバルで 543（昨年は 443）、内日本からは 29（昨年は 24）
と国内外ともに順調に普及が進んでおり、不動産開発・投資・運用業におけるサステナビ

リティの向上に貢献しています。 

【特徴】 
GRESB は、我が国の一般社団法人不動産証券化協会(ARES)を始めとする各地域・各国の

不動産関連協会からサポートを受けているイニシアティブで、当社は ARES の協力の下、

GRESB の日本における普及を図っています。 
http://www.ares.or.jp/publication/pdf/ARES16p54-66.pdf 

 096-02  

責任投資原則（PRI）への署名とジャパン・ネットワーク不動産ＷＧにおける活動 

【原則１】【原則４】 

国際的なイニシアティブである責任投資原則（PRI）に署名し、PRI ジャパン・ネットワー

クの不動産ワーキング・グループのリーダーとして不動産投資運用における ESG 配慮の推

進に努めています。 
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【特徴】 
本金融行動原則の環境不動産ワーキング・グループと協働しており、2014 年 2 月の WG は

金融行動原則と PRI の共催の予定となっています。 

 

■ 損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント 株式会社 

 019-01  

社会的課題の解決に向けた金融商品（エコファンド「ぶなの森」）の提供 

【原則２】【原則４】【原則５】 

国内株式運用に「環境経営度」の視点を組み入れたエコファンド「損保ジャパン・グリー

ン・オープン（愛称：ぶなの森）」を設定、運用しています。 
「ぶなの森」は 1999 年 9 月に国内 2 番目に設定したエコファンドです。「環境経営度に優

れかつ相対的に割安度の高い日本の株式に投資することで、長期安定的な信託財産の成長

を目指す」というコンセプトのもと、ＮＫＳＪグループの総合力を活かした運用を行い、

広く投資家から支持を集めています。（2013 年 9 月末現在の純資産残高は、191.8 億円） 
「運用レポート」(月次発行)では組入銘柄の環境スコアの開示や銘柄の紹介、環境コメント

を掲載、「ぶなの森ニュース」（四半期発行）では、最新の環境トピックスを紹介するなど、

投資家との定期的な環境コミュニケーションをはかり、環境意識を醸成しています。 

【特徴】 
「ぶなの森」は、良好なパフォーマンスに加え、一貫した運用哲学や運用体制などが評価

され、これまで、「R&I ファンド大賞」やモーニングスターアワード「ファンド オブ ザ イ
ヤー」において、各種の表彰を受けています。2012 年には「エコプロダクツ大賞推進協議

会会長賞（優秀賞）」も受賞しました。 
また、当社は経営基本方針の中に、“当社は、エコファンドのパイオニアとして、環境・社

会・ガバナンス（ESG）へ配慮した責任投資へ積極的に取り組むことにより、資産運用会

社としての社会的責任を果たし、持続可能な社会の実現に貢献します。”と掲げ、積極的に

取り組む姿勢を内外にアピールしています。 

 019-02  

社会的課題の解決に向けた金融商品（SRI ファンド「未来のちから」ほか）の提供 

【原則２】【原則４】 

国内株式運用に、CSR の観点から優れた企業に投資する SRI ファンド「損保ジャパンＳＲ

Ｉオープン（愛称：未来のちから）」の設定および運用に取り組んでいます。 
当ファンドは、企業活動の公正性や倫理性、ステークホルダーとのコミュニケーションや

社会的課題への取組みなどに対する姿勢を重視し、E・S・G の３つの視点から、企業の社

会的責任を評価しつつ、割安度にも優れた日本の株式に投資しています。（2013 年 9 月末

現在の純資産残高は、13.2 億円） 
また 2012 年 8 月に年金基金・機関投資家のお客様向けに「SNAM サステナブル投資ファ

ンド（適格機関投資家専用）」を設定するなど、顧客ニーズにあった商品の提供を行ってい

ます。 

【特徴】 
環境に関する企業調査はＮＫＳＪグループの損保ジャパン日本興亜リスクマネジメント社

が、社会・ガバナンスに関する企業調査はインテグレックス社が行っています。 
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「SNAM サステナブル投資ファンド（適格機関投資家専用）」は採用企業に対し、損保ジャ

パン日本興亜リスクマネジメント社を通じて、ESG 評価を通知しています。通知をした複

数企業からお問い合わせがあり、対話をすすめています。 

 019-03  

国連責任投資原則への署名 

【原則１】 

2012 年 1 月に国連責任投資原則（PRI: United Nations-backed Principles for Responsible 
Investment）への署名を行い、受託者責任に反しない範囲で機関投資家としての社会的責

任を果たすべく行動しています。 

【特徴】 
当社は 1999 年にエコファンドを設定するなど責任投資に関して前向きに取組んできまし

たが、署名をすることで改めて社会的責任を果たすという当社のコミットメントを明確に

しました。資産運用会社として責任投資に取組むと同時に、PRI のワーキンググループに

参加、発表を行うなど責任投資の普及促進方法の検討その他にも注力しています。 

 

■ 株式会社 大和証券グループ本社 

 001-01  

ESG IR ミーティング-非財務情報中心の機関投資家向けグループミーティング- 

【原則１】【原則２】 

ESG に積極的に取り組む上場企業自らが、その理念、戦略・活動を投資家へ直接アピール

する機会をアレンジ。 

【特徴】 
財務分析だけでは把握できない、企業の持続可能性や、企業価値向上に向けた理念・戦略・

活動を投資家が発見する機会を提供しています。 

 001-02  

投資を通じた社会貢献-インパクト・インベストメント 

【原則１】【原則２】【原則４】 

大和証券グループは、「投資を通じた社会貢献～インパクト・インベストメント」として、

グリーン・ボンド、マイクロファイナンスボンド、ワクチン債等の革新的な金融商品を提

供しています。インパクト・インベストメントとは、経済的な利益を追求すると同時に、

貧困や環境などの社会的な課題に対して解決を図る投資のことです。 

【特徴】 
インパクト・インベストメント専用サイトでは、ファイナンシャル・リターンの追及と同

時に、地球温暖化や貧困、保健医療など様々な社会的課題の解決に寄与する「社会的責任

投資」の新しい形をわかりやすく紹介しています。 

 001-03  

CSR 重要課題の設定とその取組みの開示 

【原則１】【原則６】 

大和証券グループは、企業理念を果たし、持続可能な社会実現に向けて、より実効性の高
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い CSR の実現を目指し、これまで寄せられたステークホルダーの声、要請などをもとに、

2 つの CSR 重要課題を設定しています。 
・ 重要課題 1. 金融機能を活用して持続可能な社会に貢献する 
・ 重要課題 2. 健全な金融・資本市場を発展させ次の世代につなげる 

【特徴】 
企業理念に基づき CSR 重要課題を設定、「持続可能な社会の形成」に向けて、金融を通じ

た取組みを CSR 報告書や大和証券グループ本社 CSR サイトにおいて開示しています。 

 001-04  

大和証券フェニックスジャパン・プログラム-東日本大震災現地 NPO 応援基金（特定助成）- 

【原則２】【原則３】【原則４】【原則７】 

投資信託「ダイワ・ニッポン応援ファンド Vol.3-フェニックスジャパン-」の信託報酬の一

部を、平成 28 年度までの 5 年間にわたり日本 NPO センターの「東日本大震災現地 NPO
応援基金（特定助成）」へ寄付。 

【特徴】 
被災者の生活再建に取り組む現地 NPO の組織基盤の強化と人材育成について助成されま

す。 

 001-05  

環境負荷データの開示と環境負荷軽減への取組み 

【原則５】 

大和証券グループは、CO2 排出量、上水使用量、コピー用紙・帳票用紙使用量、廃棄物発

生量とリサイクル量などの環境負荷データを収集し、ウェブサイトにおいて開示。また、

環境への取組みの目標・実績・評価とともに、環境負荷低減に向けた具体的な取組みを開

示しています。 

【特徴】 
「環境マネジメント協議会」を定期的に開催し、グループ各社の担当者が、省資源、省エ

ネルギーやグリーン調達の推進に向け連携し環境負荷の低減に努めています。 

 

■ 大和証券投資信託委託 株式会社 

 002-01  

責任投資原則（PRI）に基づき、ESG（環境・社会・ガバナンス）要因を考慮した資産運用に取組ん

でいます。 

【原則１】 

大和投資信託では、運用会社として ESG（環境・社会・ガバナンス）投資に率先して取組

むべきと考え、2006 年 5 月に国連環境計画・金融イニシアチブ（UNEPFI）が提唱する「責

任投資原則（PRI）」に署名しました。 
コアビジネスである資産運用業務を通し、持続可能な社会の実現に貢献することは、当社

の責任であると考えており、企業の ESG に関する取組みを総合的に勘案して投資判断を行

うために数々の努力を重ね、責任投資（RI）の広範な実践を推進しています。 
 
【主な活動】 
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●「ダイワ SRI ファンド」、「ダイワ・エコ・ファンド」、「地球環境株ファンド」、「ダイワ・

エネルギーテクノロジー・ファンド」などの SRI 型投資信託を開発してきました。 
●責任投資原則を踏まえた体制の整備や、運用プロセスへの ESG 課題の組み入れなどに取

組んでいます。 
●各種プロジェクトやネットワークに参加し、議論内容などを ESG 投資への取組みに反映

させています。 

【特徴】 

・本業を通じた、持続可能な社会の形成への貢献 

・ステークホルダーの活動の支援 

 002-02  

責任投資に関する社内研修・販売会社向け研修の実施 

【原則１】【原則４】【原則７】 

責任投資についての役職員の理解向上や意識浸透を目的に、社内セミナーや e-ラーニング

研修を実施しています。また、一部の投資信託販売会社向け研修テーマにも、責任投資を

取り入れています。（主な内容：責任投資の概念・手法、市場規模、各国の動向、PRI の概

要、他社の取組事例など） 

【特徴】 

 002-03  

ESG（環境・社会・ガバナンス）の観点から、取組みに優れた日本企業に投資する投資信託を開

発し、お客様に提供するとともに、ファンドの純資産額を参考に算出された金額を、毎年寄付して

います。 

【原則２】 

１．DC・ダイワ SRI ファンド 
【ファンドの趣旨】 
「DC・ダイワ SRI ファンド」は、CSR（企業の社会的責任）への取組みに着目して、持続

的な成長が期待される銘柄に投資するファンドです。 
【ファンドの特色】 
●ポートフォリオの構築に際しては、以下の方針で行うことを基本とします。 
①外部調査機関の調査情報を参考に、CSR 評価が高いと考えられる企業群を選定します。

CSR の評価にあたっては、以下の点が着目されます。 
 ・経営トップのコミットメント ・企業の透明性 ・倫理法令順守のマネジメント体制 
 ・企業独自の取組み（環境活動、社会貢献、IR への取組みなど） 
②上記企業群の中から、成長性や持続性の観点から企業の投資価値を評価し、投資対象候

補銘柄を選定します。 
・成長性の評価：製品・サービスの将来性、競争力等。 
・持続性の評価：業績動向、経営効率等。 
・その他：配当政策、PER、PBR など。 
③株価水準、株式市場における流動性等を勘案し、ポートフォリオを構築します。 
●CSR 評価においては、株式会社インテグレックスの調査情報を参考にします。 
 
２．ダイワ・エコ・ファンド 
【ファンドの趣旨】 
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「ダイワ・エコ・ファンド」は、環境への取組み姿勢と株主資本の活用状況に着目するこ

とにより、企業価値の向上が期待される銘柄に投資するファンドです。 
【ファンドの特色】 
●ポートフォリオの構築にあたっては、以下の方針で行うことを基本とします。 
①環境への取組み姿勢を評価します。（外部調査機関の調査情報を参考にします。） 
・環境に配慮した技術開発 ・環境配慮型商品の供給 ・エネルギーの効率活用など 
②株主資本の活用状況を評価します。 
・利益率、売上  ・ROE（自己資本利益率）  ・経営戦略、など 
③株価水準、流動性、分散等を考慮し、ポートフォリオを構築します。 
●環境への取組み姿勢の評価においては、株式会社日本総合研究所の調査情報を参考にし

ます。 
 
３．「ダイワ SRI ファンド」および「ダイワ・エコ・ファンド」に関わる寄付 
大和証券グループでは、「ダイワ SRI ファンド」と「ダイワ・エコ・ファンド」の純資産の

額を参考に算出された金額を、ファンド設定以来、毎年寄付しています。 
平成 25 年においては、「ダイワ SRI ファンド」から、特定非営利活動法人 3keys に寄付い

たしました。また、「ダイワ・エコ・ファンド」からは、米国 NPO 法人コペルニクに寄付

いたしました。 
大和証券グループは、両ファンドの趣旨に鑑み、NPO の基盤強化支援等を通じて、今後も

持続可能な社会の形成に貢献していきたいと考えております。 
 
※本事例の詳細につきましては、当社ホームページの以下のプレスリリースをご参照下さ

い。 
 http://www.daiwa-am.co.jp/system/files/press/press_20131030_19523.pdf 

【特徴】 
・SRI 型投資信託の開発 
・本業を通じた、持続可能な社会の形成への貢献 
・CSR 情報の調査機関との協働 
・ステークホルダーの活動の支援 

 

■ 東京海上アセットマネジメント投信 株式会社 

 150-01  

国連責任投資原則（PRI）への署名 

【原則１】 

2011 年 4 月、責任投資原則（PRI）の考え方に賛同し、運用会社の立場として署名しまし

た。また、各ラインの運用責任者等からなる責任投資委員会および責任投資グループを設

置し、環境・社会・コーポレートガバナンス問題への対応等、責任投資に関する運用方針

の策定を行っています。 

【特徴】 

 150-02  

投資商品を通じての環境配慮への取組み 

【原則１】【原則２】【原則３】 
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・ SRI ファンドの運用 
・ 社会的課題に関連する公募投信の運用 

【特徴】 

（1） SRI ファンドの運用について 
機関投資家向け商品としては、2006 年 1 月より東京海上グループの総合的リスクマネジメ

ントのノウハウを活かし､独自の｢ESGR 分析･評価（環境･社会･ガバナンス･リスクマネジ

メント)｣に基づき、長期的に安定した付加価値獲得を目指す「国内株式 SRI」を提供してい

ます。また、CSR に積極的な企業への投資を行うことにより、持続可能な社会の実現にも

貢献します。 
 
（2） 社会的課題に関連する公募投信の運用について 
世界的な経済成長や人口増加などを背景に、維持・向上が求められている以下の社会課題

に関連する世界各国の株式に投資する投資信託商品「プレミアムワールド」を、2007 年 12
月から提供しています。 

 
 150-03  

ソーラーファンドの提供 

【原則１】【原則２】【原則３】 

ソーラーファンドの設定・運用を通じ、再生可能エネルギーの活用を促進する。 

【特徴】 

我が国のインフラを対象とした投資商品の第一弾として、2012 年 8 月末、企業年金基金

をはじめとした機関投資家向けに太陽光発電設備を投資対象とした「TM ニッポンソーラー

エネルギーファンド 2012」の立ち上げに続き、2013 年 8 月末に第 2 号ファンドを設定し

ました。これらのファンドは、それぞれ我が国の大規模太陽光発電事業 10 ヶ所に分散投資

し、発電電力の売却収入を投資収益とする運用商品です。2012 年 7 月より導入されてい

る「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」を活用することで長期間にわたる一定レベ

ルでの売電収入の確保を目指し、為替リスクがない円ベースでの安定的な投資機会を国内

の機関投資家のお客様に提供しています。 
同制度による再生可能エネルギー由来の電力の買取原資は、全ての電気利用者の電気料

金への上乗せによって賄われます。同制度を活用する当ファンドでは、この上乗せ分の一

部を国内年金基金等の投資家を通じて間接的ながら利用者に再び還元することを意図して

おります。また、わが国におけるクリーンエネルギーの導入促進の一翼を担うという点に

おいても社会的意義のある取組みと考えております。 

 150-04  

社内用資料の印刷物の削減を促進 

【原則５】 

IT の活用を積極的に進めペーパレス化を進めています。 

【特徴】 
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■ 東京海上キャピタル 株式会社 

 152-01  

責任投資原則（PRI）への署名 

【原則１】 

2013 年 4 月、日本に本社をおく PE 運用会社（GP）として初めて責任投資原則（PRI）へ

の署名を行い、事業活動を通じて、投資家の皆様が安心できる投資に努めています。 

【特徴】 

 152-02  

節電対策の実施 

【原則５】【原則７】 

減灯、ブラインドの有効活用、空調温度の調整、クールビズに取り組んでいます。 

【特徴】 

節電・ECO 推進を呼びかけ、社員の意識を高めています。 

 

■ 徳島合同証券 株式会社 

 187-01  

環境への配慮＜社内書類のペーパレス化他＞ 

【原則５】 

社内のペーパレス化に取り組み、本店在庫の書類 7t を 3.5ｔに半減することに成功しまし

た。今後も ITC を活用し効率化を高める予定です。 
その他の取り組みとしまして、社内の照明設備を LED へと変更することによる CO2 削減

営業車両の排出する CO2のオフセット等を行っています。 

【特徴】 

社内資料・FAX 受信資料・各種帳簿類の電子化/照明設備の LED 化/営業車両排出 CO2のオ

フセット 

 

■ 日興アセットマネジメント 株式会社 

 062-01  

国連責任投資原則（PRI）への署名 およびジャパン・ネットワーク議長 

【原則１】 

日興アセットマネジメントは、運用会社として社会的責任を果たすために、ESG（環境・

社会・ガバナンス）に積極的に関わるべきであるという強い志を持ち、2007 年 9 月に国連

責任投資原則（PRI）に署名しました。PRI は、署名機関が ESG 投資の実績を積み上げら

れるよう、各国・地域のネットワークで活動を進めており、日興アセットマネジメントは

2010 年から、PRI ジャパン・ネットワークの議長を務めています。 

【特徴】 

 



運用・証券・投資銀行業務 取組事例 

 

31 

 062-02  

環境マネジメントシステムの導入 

【原則１】【原則５】 

日興アセットマネジメントでは、2001 年に環境マネジメントシステムの ISO14001 の認証

を取得し、環境方針として、1．グリーンインベスターの拡大、2．省エネルギー・省資源

等のオフィス活動の推進、3．情報開示（ディスクロージャー）の充実、を掲げ社内に周知

するとともに、環境保全に配慮したオフィス行動に努めています。 

【特徴】 

 062-03  

SRI ファンドの開発・運用・マーケティング 

【原則２】 

日興アセットマネジメントは、1999 年に日本初のSRI ファンドを開発して以降、SRI ファ

ンドのパイオニアとしてさまざまなタイプの SRI ファンドを開発し運用しています。 
1999 年に環境対応が優れている企業や環境ビジネスにおける優良企業に投資をする「日興

エコファンド」を設定、運用を開始しました。その後も新しい試みを取り入れたファンド

の開発に積極的に取り組んでいます。 
2007 年 6 月には、貴重な水資源を支える世界の企業に分散投資し、持続的な発展性（サ

ステナビリティ）に焦点を当てる「グローバル ウォーター ファンド」と、新興国通貨建

ての世界銀行債券に投資することを通じて、投資家の皆さまに新興国支援の機会をご提供

する「世界銀行債券ファンド（毎月分配型）愛称：ワールドサポーター」の 2 本の SRI ファ

ンドを設定しました。 
「ワールドサポーター」は、投資家の皆さまにご負担いただいた信託報酬の一部を新興国

支援（医療支援・子ども支援など）に取り組んでいる国際連合関連の組織に寄付していま

す。2010 年には、世界初のグリーンボンドに投資する世界銀行との協同開発ファンド*と
して新たに「SMBC・日興 世銀債ファンド（愛称：世界銀行グリーンファンド）」を、続

いて「グリーン世銀債ファンド」を設定しました。世界銀行がグリーンボンドを通じて支

援する事業には、代替エネルギーの導入、温室効果ガス排出を軽減する新技術の開発、森

林再生など、新興国における気候変動問題に取り組むプロジェクトが含まれています。ま

た、2010 年 7 月には、バランス型環境ファンド「グリーンバランスファンド（愛称：グ

リーングリーン）」を開発しました。環境関連「株式」に投資するだけでなく「債券」投資

においても環境関連を重視するという点で日本初のファンドです。債券部分では、環境保

全のために発行される環境関連債券を積極的に組み入れ、株式の部分では、「地球温暖化」、

「水」、「生物多様性」の３つのテーマに着目し投資を行ないます。 
日興アセットマネジメントの SRI ファンドは、証券会社・銀行を中心とした全国の金融機

関にお取扱い頂いております。世界銀行の関係者を講師に招いた一般投資家向けセミナー

の開催や、販売員向けの勉強会などのマーケティング活動を年間 100 回近く行っています。

日興アセットマネジメントの SRI の取り組みは ETF にも広がっています。2009 年 4 月
には、日本で初めての ETF のエコ関連株ファンドとなる「上場インデックスファンド 
FTSE日本グリーンチップ 35」を設定し、東京証券取引所に上場しました。今後も、SRI ファ

ンドの先駆者として、様々な商品の開発と継続的なサポートに努めていきます。（*日興ア

セットマネジメント調べ） 

【特徴】 

 062-04  

信託報酬からの寄付 

【原則２】 

日興アセットマネジメントでは、当社が運用する投資信託「世銀債ファンド（ワールドサ
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ポーター）」において、信託報酬の中から日々の純資産総額に年率 0.05％を乗じた金額を寄

付する活動を行なっています。「世銀債ファンド（ワールドサポーター）」は、相対的に利

回りの高い、新興国通貨建て世界銀行債券に投資する投資信託です。寄付先である国際開

発協会（IDA）は、世界銀行の名で知られる国際復興開発銀行（IBRD）の姉妹機関で、世

界の貧困削減をめざし、途上国における経済成長の促進や不平等是正、生活水準向上のた

めのプロジェクトに長期で無利子の融資や贈与を行なっています。日興アセットマネジメ

ントは、当ファンド設定の 2007 年以降、13 回の寄付を実施しており、これまでの寄付金

の総額は 2013 年 10 月時点で累計 4 億円を超えました。日興アセットマネジメントは、今

後も持続可能な社会の形成に役立つ取組みを行なっていきます。 

【特徴】 

 062-05  

ESG 評価の投資判断プロセスへの取り込みと日本株 CSV 戦略 

【原則２】 

日興アセットマネジメントでは、1999 年に「日興エコファンド」を設定したのを皮切りに、

さまざまな商品を開発してきました。2013 年には新たに日本株 CSV（Creating Shared 
Value）戦略を立ち上げました。日興アセットマネジメントの ESG 調査力から誕生したこ

の戦略は、ESG、市場競争力、財務の 3 項目を中心に投資ユニバースの銘柄について CSV
ポイントを用いて評価するもので、ESG 評価の投資判断プロセスに取り込んだ戦略です。

【特徴】 

 062-06  

日興アセットマネジメント「東日本の子どもたちと歩もうプロジェクト」 

【原則３】 

日興アセットマネジメントは、東日本大震災で被害にあわれた方や、未来を担う子供たち

を継続的に支援するために、当社が運用する一部の投資信託から日興 AM が受けとる委託

者報酬の一定期間分の一部を支援金として復興応援プロジェクト「東日本の子どもたちと

歩もうプロジェクト」を立ち上げました。これまでに 5 回にわたり被災地ボランティア活

動を実施し、のべ 100 名を超える社員が参加しました。 

【特徴】 

 

■ ニッセイアセットマネジメント 株式会社 

 171-01  

ESG 評価のメインストリーム化 

【原則１】【原則２】 

・ ESG 評価を投資判断プロセスに取り込むことに加え、国内株式運用では希望される会社

に対し、ESG 評価のフィードバックを行い、意見交換をも行っています。 
・ ESG に対する当社の考え方を投資先企業に伝え、環境・社会に対する取り組みを応援

したく思っています。また、このような行動の積み重ねが、世界の環境・社会の改善に

つながると信じています。 

【特徴】 

 171-02  

PRI 署名と ESG 取組み基本方針 
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【原則１】【原則４】 

・ 当社では、2006 年に国連責任投資原則（PRI）に署名を行い、資産運用を行うにあたっ

て ESG 問題に配慮する姿勢・方針を明確にしております。 
PRI 署名 
http://www.unpri.org/signatories/signatories/ 
ESG 取組み基本方針 
http://www.nam.co.jp/company/list/responsible.html 

 

【特徴】 

 171-03  

ESG 運用と運用報告 

【原則２】【原則６】 

・ 当社では、投資の分析・判断に ESG 要素を考慮することで、持続可能な経済・社会づく

りに向けた責任を果たすとともに、インベストメントプロセスに対して ESG 要素を反映

させるメインストリーム化を進めています。 
・ ESG 要素の活用度合いを高めた商品の開発も行っております。企業の成長力評価、安定

性評価それぞれに対して ESG 評価をポジティブスクリーン、ネガティブスクリーンとし

て活用し、成長、安定高配当にフォーカスした 2 つの ESG ポートフォリオを構築・運用

しています。さらに顧客ニーズに応じ、これら 2 つのポートフォリオを組み合わせ、国

内株式単独のアセットクラスを用いながら、ダウンサイドを抑制しつつ、絶対リターン

を享受することを目指す商品も提供しています。 
・ 運用報告では、伝統的な財務面での投資の視点に加え、ESG 面での評価理由も明確に記

載・開示しています。 

【特徴】 

 171-04  

ESG の推進・啓発 
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【原則４】 

・ コーポレートガバナンス・オフィサー井口譲二が、各分野の専門家との対談・パネルディ

スカッションを通して ESG の取組を啓発しています。 
・ PRI アウェアネス WG 事務局とし、主に金融業界での ESG 普及に貢献しています。 

【特徴】 

 171-05  

環境への取組 

【原則５】 

・ 自社においても、紙資料の削減や通路の電球の間引き等、積極的に省エネに取り組む一

方、アナリストによる取材では、ESG 評価を行う一環として、企業の環境に対する取組

み等についても質問をすることで、間接的に環境負荷の軽減の意識向上の役をも担って

います。 

【特徴】 

 

■ 野村アセットマネジメント 株式会社 

 108-01  

「東日本復興支援債券ファンド 1105」の設定と復興支援を目的とした寄付 

【原則１】【原則２】【原則３】 

東日本大震災からの復興に寄与すると考えられる政府機関、地方公共団体および企業の発

行する債券を含む国内債券、ならびに国債に投資する投資信託「東日本復興支援債券ファ

ンド 1105」を設定・運用している。当ファンドは、受け取った信託報酬の一部（ファンド

の日々の純資産総額に対し年率 0.2%程度）について、東日本大震災からの復興支援を目的

とした寄付を行う。 
http://www.nomuraholdings.com/jp/investor/library/ar/2013/pdf/nomura_report_all.pdf 
＜NOMURA レポート P31＞ 
http://www.nomuraholdings.com/jp/news/nr/etc/20110408/nam20110408.pdf 
http://www.nomuraholdings.com/jp/news/nr/etc/20110517/nam20110517.html 
http://www.nomuraholdings.com/jp/news/nr/etc/20111108/nam20111108.html 
http://www.nomuraholdings.com/jp/news/nr/etc/20120508/nam20120508.html 
http://www.nomuraholdings.com/jp/news/nr/etc/20121113/nam20121113.pdf 
http://www.nomuraholdings.com/jp/news/nr/etc/20130514/nam20130514.pdf 

【特徴】 

 108-02  

国連責任投資原則（PRI）への署名 

【原則１】【原則４】 

国連責任投資原則（国連 PRI）の基本的な考え方に賛同し、署名機関となっており（2011
年 3 月署名）、ESG 委員会を設置するなど組織体制を整備している。 
http://www.nomura-am.co.jp/corporate/service/responsibility_investment/ 

【特徴】 
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 108-03  

責任投資に関する社内研修の実施 

【原則１】【原則４】【原則７】 

責任投資についての理解向上と意識浸透を目的とした社内研修を実施。 
（国連 PRI、ESG 投資の普及状況、考慮すべき ESG 課題、責任投資の考え方、など） 

【特徴】 

 108-04  

環境研修・環境取り組みチェックの実施 

【原則１】【原則５】【原則７】 

国内野村グループにおいて環境マネジメントシステムを導入し、国内グループ全社員向け

に環境研修および環境取り組みチェックを実施している。毎年、環境目標を設定、開示し、

環境負荷の低減にグループ全体で取り組んでいる。また、イントラネットを通じた情報配

信や環境啓発イベントの開催などにも取り組んでいます。＜Nomura レポート P53-54＞ 
http://www.nomuraholdings.com/jp/csr/citizenship/ 
http://www.nomuraholdings.com/jp/csr/environment/management/ 

【特徴】 

 108-05  

NOMURA レポートによる情報開示、統合レポートへの取り組み 

【原則１】【原則６】 

野村グループの一員として、NOMURA レポート（2004 年より CSR レポートを毎年発刊、

2012 年より NOMURA レポートに統合）および CSR サイト(野村グループ HP 内)による

情報開示を推進している。 
http://www.nomuraholdings.com/jp/csr/report/ 
http://www.nomuraholdings.com/jp/csr/index.html 

【特徴】 

 

■ 野村證券 株式会社 

 107-01  

社会的課題の解決につながる金融商品の提供 

【原則１】【原則２】 

気候変動や水、食糧問題を含めた多様な分野に貢献できる金融商品の取り扱いを、積極的

に推進しています。具体例としては、グリーン IFC 債、ADB クリーン・エナジー・ボンド、

JICA 債等の販売や寄付付き投資信託の設定および販売を行っています。 
＜Nomura レポート P31-34＞ 
http://www.nomuraholdings.com/jp/csr/sustainable/products.html 
http://www.nomuraholdings.com/jp/csr/sustainable/adb.html 

【特徴】 

野村グループは、投資を通じて社会に貢献したいという投資家の思いと、世界各国・地域
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で社会的課題の解決を目的に進められているプロジェクトに対する資金需要との橋渡し役

を担っています。 

 107-02  

地域活性化につながるイノベーティブな事業を実施 

【原則１】【原則２】【原則４】 

野村グループは、水・農業・エネルギー・医療問題などの社会的課題の解決を通じて、地

域経済を活性化するビジネスの創造を推進しています。例えば、アグリビジネスを通じた

地域活性化に向けた活動、地域ファンドの設立・運営サポート、産学連携による事業化促

進プロジェクトへの参画、地域医療の再生に向けた医療分野での取り組みなどを実施して

います。また、2004 年より環境テクノロジーコンファレンを開催し、先端技術やノウハウ

を持つ企業と資本市場の架け橋となることで、クリーンテクノロジーの進歩に貢献する取

り組みを行っています。 
＜Nomura レポート P31-32＞ 
http://www.nomuraholdings.com/jp/csr/sustainable/services.html 

【特徴】 
野村グループは、地域活性化を通じて日本経済の発展に貢献するという考えのもと、日本

全国の本支店ネットワークを活かし、アグリビジネスや医療、地域ファンドなど、新たな

分野でイノベーティブな事業を行っています。 

 107-03  

ESG に関する意識啓発への取り組み 

【原則１】【原則２】【原則４】 

野村インベストメントフォーラムでの統合レポートに関するパネルディスカッションや野

村 IR 主催で｢統合レポートセミナー｣を実施するなど、 さまざまなステークホルダーに対

して ESG 課題に対する意識醸成を進めています。また、野村グループ主催の各種セミナー

やイベント等において、グリーン電力を割り当てるなど、グリーン電力の利用拡大に積極

的に取り組んでいます。 

【特徴】 
Web サイトやレポート、社内イントラネット等を通じた情報発信に加えて、セミナーなど

イベントの場においても環境を始めとした ESG に関する意識啓発に努めています。 

 107-04  

環境パフォーマンスデータの開示と環境負荷低減へ向けたグローバルな取組み 

【原則１】【原則５】【原則６】 

国内において環境マネジメントシステムを確立し、環境保全活動を推進しています。 
野村グループでは、エネルギー使用量、CO2 排出量、紙使用量、廃棄物排出量などの環境

パフォーマンスデータをグローバルに収集し、Nomura レポートや CSR サイトにて開示し

ています。また、環境負荷の低減に向けて、グリーン電力の利用拡大、紙使用量の削減、

リサイクル活動などを各地域で推進しています。＜Nomura レポート P53-54＞ 
http://www.nomuraholdings.com/jp/csr/citizenship/ 

【特徴】 
野村グループでは、グループ全体で環境情報の収集と開示に努めており、2011 年度からは、
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環境情報の信頼性を確保するため、第三者による保証業務を導入しました。各地域では、

具体的な対策として、電気使用量の削減、社員の移動にともなう CO2 排出削減などに継続

して取り組んでいます。また、生物多様性に関する取組みとして、ロンドン本社ビル屋上

での養蜂や、屋上菜園での野菜栽培を実施しています。 

 107-05  

NOMURA レポートによる情報開示、統合レポートへの取り組み 

【原則１】【原則６】 

Nomura レポート（2004 年より CSR レポートを毎年発刊、2012 年より Nomura レポート

に統合）および CSR サイト（野村グループ HP 内）による情報開示を推進しています。 
http://www.nomuraholdings.com/jp/csr/report/ 

【特徴】 
2012 年よりアニュアルレポートと CSR レポートを統合し、事業戦略とサステナビリティ

情報の統合や財務パフォーマンス情報・非財務情報を統合した統合レポート「Nomura レ

ポート」を発行しています。投資家の長期的な企業価値評価ニーズに応えると共に、お客

様のニーズに対応し、ひいては変化する社会の声に応えていくという企業活動や方向性、

持続可能な成長を実践する姿をステークホルダーに伝えるべく今後も統合報告による情報

開示を推進していきます。 

 107-06  

環境研修・環境取組みチェックの実施 

【原則１】【原則７】 

国内野村グループにおいて環境マネジメントシステムを導入し、2009 年より国内グループ

全社員向けに環境研修および環境取り組みチェックを実施しています。また、毎年、環境

目標を設定・開示し、環境負荷の低減にグループ全体で取り組んでいます。また、イント

ラネットを通じた情報配信や環境啓発イベントの開催などにも取り組んでいます。＜

Nomura レポート P53-54＞http://www.nomuraholdings.com/jp/csr/citizenship/ 

【特徴】 
野村グループは、倫理規程の「10. 環境問題への取組み」をもとに、2009 年に環境理念と

環境方針を定めました。以来、この理念と方針に沿って、グループの全社員が環境保全活

動に取り組んでいます。 

 

■ 三菱商事・ユービーエス・リアルティ 株式会社 

 188-01  

ESG 課題への取り組み方針の策定 

【原則１】 

ESG 課題への高いレベルの関心を持ち、継続して環境負荷の低減と地域社会への貢献に取

り組んでいくために、以下のような取り組みを行っています。 
・「環境憲章」の制定 
・「責任不動産投資に係る基本方針」の策定 
・「責任投資原則（PRI）」への署名 
・社長を委員長とするサステナビリティ・コミッティーの月次開催 
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【特徴】 

 188-02  

GRESB（グローバル不動産サステナビリティ・ベンチマーク）への参加 

【原則１】【原則６】 

当社の運用する日本リテールファンド投資法人及び産業ファンド投資法人は、50 社以上の

有力な機関投資家が加盟し、不動産会社やファンドレベルでのサステナビリティへの取り

組みを評価する調査として高く注目されている GRESB（グローバル不動産サステナビリ

ティ・ベンチマーク）に積極的に参加しています。 
産業ファンド投資法人は、2013 年実施の GRESB（グローバル不動産サステナビリティ・

ベンチマーク）調査において、最上位の「Green Star」と認定され、さらに以下の様な取

り組みが評価され、アジアの産業用不動産部門で最も優れた環境事業者として「Sector 
Leader」にも認定されました。 
・運用方法の改善及び設備導入による省エネ化への取り組み 
・テナントや地域住民等を含めたステークホルダーとの関係構築 
・全保有物件におけるエネルギー消費量の計測と管理 

【特徴】 

 188-03  

国連 UNHCR 協会活動のサポート 

【原則３】 

国連の難民支援機関 UNHCR の日本における公式支援窓口である国連 UNHCR 協会をサ

ポートしています。具体的には、当社が運用する日本リテールファンド投資法人の保有商

業施設の空スペース等を同協会に無償提供し、「国連の難民支援キャンペーン」の活動の場

としてご活用いただいています。 

【特徴】 

 188-04  

日本リテールファンド投資法人の地域社会への貢献 

【原則３】 

日本リテールファンド投資法人では、保有する商業施設においてお客さまに安心してお買

い物をしていただけるよう「運用管理方針」に従って日々の施設管理を行うとともに、施

設リニューアルの際には、地域貢献をはじめ、環境配慮や CSR を意識したプランを検討し

ています。 
・ イオンモール鶴見緑地では、高齢者や障害者の方をはじめ、すべての人にやさしいまち

づくりの模範となる都市施設等を表彰する第 14 回（2007 年度）『大阪・心ふれあうまち

づくり賞』大阪市長賞を受賞しました。 
・ あびこショッピングプラザでは緊急時の井戸水提供、京都ファミリーでは災害時の地域

防災活動拠点としての提供などを行っています。 
・ 2011 年に環境配慮型商業施設として生まれ変わったなるぱーくでは、近隣地域の皆さま

とのふれあいを大事にした活動に取り組んでいます。屋上には買い物がてら手軽に野菜

づくりが楽しめる中部地域最大規模（2011 年 4 月時点）の貸し菜園「なるふぁーむ」、

エントランスには地域の皆さまと一緒に育てる「なる花ばたけ」、そして施設内では年間

を通じて収穫・栽培が出来る日本のショッピングセンター初となる「レンタル植物工場」

など、地域の皆さまと育む喜びを共有する活動に取り組んでいます。 
・ 東戸塚オーロラシティは、東戸塚駅前のタワーマンション（住居棟）を縫うように所在

する独特な立地の建物です。かねてより住居棟の皆さんから夏祭りを行いたいとの要望
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があり、安全に開催できる場として 2010 年に施設の広場を夏祭りにお貸ししました。 
・ あびこショッピングプラザでも、地域の夏祭りに協賛したり、地域最大級の手賀沼花火

大会時に見物場所として屋上を開放するなどの協力を継続して行っています。 

【特徴】 

 188-05  

日本リテールファンド投資法人での施設緑化 

【原則５】 

・ なるぱーく、Ｇビル神宮前 03、ラ・ポルト青山等の商業施設では、エントランスや駐車

場壁面、屋上などを緑化し、日射による屋内の温度上昇抑制や省エネ効果に加え、植物

の蒸散作用により屋外気温の上昇を緩和させるとともに、お客さまに癒しや安らぎを与

える視覚効果を与えています。 

【特徴】 

 188-06  

日本リテールファンド投資法人での省エネルギー対策 

【原則５】 

日本リテールファンド投資法人の保有物件では、地球環境を考え省エネ対策や CO2 削減の

ための施策を積極的に行っております。テナントと協力の上、施設によっては設備の初期

投資を行い投資コストをテナントからの月額の賃料で回収しながら施設の効率性を高め、

テナントにとっては一時的な投資負荷をかけずに光熱費の削減が可能な、お互いにとって

Win-Win の関係を築いています。 
・ カーボンリスク対策：エネルギー使用量・CO2 排出量の集計業務を外部の委託先業者を

通じて一括管理し、正確で透明性の高いデータを蓄積しています。このデータを分析し

てエネルギー削減についてのマネジメントを継続的に行っています。 
・ソーラーパネル：施設壁面にソーラーパネルを設置し、発電電力を施設で利用すること

で、CO2の削減を実現しています。また、物件によっては、得られた発電電力や CO2削

減量を施設内外のパネルに表示することで、お客さまにも身近にエコを感じてもらえる

ような工夫も行っています。 
・ LED 照明：従来の白熱照明から LED 照明に変えることで保守の手間が省け、部品や器

具の購入コストが長期的に軽減する効果があります。また、発光効率が高いことで電力

自体の節減が可能となることから、積極的に導入を進めています。 
・カーシェアリング：カーシェアリングとは、登録された会員が所定の車を共同利用する

方法です。所有の場合に比べて手軽に安く車を利用出来るとともにシェアすることで、

必要なときに必要な分だけしか車を利用しないため、CO2 の排出を最低限に抑えること

ができるといわれています。 
・イオンモール鶴見緑地での「大阪ＥＶアクションプログラム」：大阪府は、今後の電気自

動車（EV）需要とそれを核とした産業振興を図ることを目的に「大阪 EV アクションプ

ログラム」を策定いたしました。そのプログラムの一環として、日本リテールファンド

投資法人が保有するイオンモール鶴見緑地が 2010 年度「急速充電器」と「EV カーシェ

ア」の設置場所として決定し、2011 年 4 月より運用を開始いたしました。なお「急速充

電器」については、既に多くの場所に設置されていますが、今回本施設に設置された「蓄

電池付急速充電器」は、日本で初めての取り組みとなり注目を集めています。 

【特徴】 

 188-07  

産業ファンド投資法人での環境負荷低減の取り組み 
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【原則５】 

産業ファンド投資法人の保有する IIF 越谷ロジスティクスセンターでは、再生可能エネル

ギーを活用した環境負荷低減への取り組みを行っています。2011 年にテナントと共同で

10Kw の太陽光発電システムを稼動させ、発電した電力を全て本施設で使用することによ

り、電力使用量の削減を図っています。 

【特徴】 

 188-08  

産業ファンド投資法人でのグリーンビルディング認証取得 

【原則５】【原則６】 

産業ファンド投資法人の保有する 2 物件（IIF 越谷ロジスティクスセンターと IIF 野田ロジ

スティクスセンター）が 2012 年 10 月 5 日付けで、J-REIT が保有する物流施設として初

めて株式会社日本政策投資銀行（DBJ）より DBJ Green Building 認証（Gold）を受けま

した。 

【特徴】 

 

■ 三菱ＵＦＪ信託銀行 株式会社 

 005-01  

SRI（社会的責任投資）の運用力を強化するために ESG 専門部署を設置 

【原則１】 

・ PRI 署名機関である三菱 UFJ 信託銀行は、本邦運用機関として初めて、ESG（環境、

社会、ガバナンス）に関する調査・分析を行う専門部署（ESG グループ）を 2010 年 10
月に立ち上げました。 

・ ESG グループでは、従来から利用しているシンクタンクの CSR 調査も参考としつつ、

企業調査アナリストのネットワークと情報を活用し、企業への独自取材を行い、自前で

企業の持続性に関する取組みを調査し、その評価結果を実際の運用に反映しています。

・ 三菱 UFJ 信託銀行では、この専門部署による取組みが、ESG を考慮した運用の広がり

に貢献できるよう尽力していきます。 

【特徴】 
・ PRI 署名機関として国内運用機関初となる ESG 専門部署を設置したものです。 

 005-02  

自前 ESG 調査を反映したサステイナブル型ファンドの運用 

【原則１】【原則２】 

・ 国内株式サステイナブル型ファンドを平成 23 年 3 月に立ち上げて投資家にご提供して

います。 
・ このファンドは、三菱 UFJ 信託銀行が自社で行う独自 ESG 調査を踏まえて、中長期的

な持続成長を期待できる企業への厳選投資によって安定した投資パフォーマンスの実現

をめざすものです。 
・ 企業活動に ESG（環境・社会・ガバナンス）が組み込まれ、環境や社会など多くのステー

クホルダーとの関係を良好に保ちながら、それを本業の業績に反映させていることが投

資先選定の重要なポイントになると考えています。 
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【特徴】 
・ 世界の年金基金などの投資家は、安定した投資収益を獲得するため、企業評価におい

て、業績見通しや財務情報だけでなく、ESG への取り組みなどの非財務情報も考慮す

る傾向を強めている中、このファンドの受託残高・件数とも増加しています。 
・ 独自 ESG 調査は、平成 22 年 10 月に本邦運用機関としてはじめて設立した ESG に関

する調査・分析を行う専門部署（ESG グループ）で実施しています。 
・ PRI 署名機関である三菱 UFJ 信託銀行は、SRI（社会的責任投資）について早くから

取り組んできましたが、近年では ESG を考慮した企業評価や投資運用に取り組むと同

時に、企業の非財務情報をベースとした持続性評価の拡大を呼びかける活動を、広く

展開しています。 

 005-03  

太陽光発電設備を受託 

【原則１】【原則２】 

三菱 UFJ 信託銀行では、再生可能エネルギー発電事業に関連する設備や契約を一つにまと

めたいといったニーズをお持ちの事業者へ、信託スキームの活用をご提案するなどの取組

みを進めてまいりました。 
平成 25 年 6 月には、電力固定価格買取制度を適用した、本格的な屋根置き太陽光発電設備

の信託契約を締結しました。 
これは、不動産ファンドなどが所有する複数の不動産物件の屋根に、特定目的会社が太陽

光発電設備を設置、その設備につき、三菱 UFJ 信託銀行が信託を設定するというもので、

投資家が複数の設備に投資することにより、ある設備の発電量の不足などのリスクを分散

できます。これにより不動産ファンド等の投資家は、不動産以外の新たな収益源を確保す

ることが可能となりました。 
http://www.tr.mufg.jp/ippan/csr/pdf/report/csr_report_2013_05.pdf 

【特徴】 
・ 複数の発電設備に分散投資することにより、天候等のリスクを分散できます。 
・ 不動産ファンド等の投資家が不動産以外の新たな収益源を獲得できます。 

 005-04  

CO2 削減サポートローン 

【原則２】 

三菱 UFJ 信託銀行は、地球温暖化の防止に積極的に取り組む法人のお客さまに対し、さら

なる CO2削減をサポートするオリジナル商品「CO2削減サポートローン」を開発し、提供

しています。 
このローン商品は、「CO2の削減を宣言されたお客さま」に対し、優遇金利でご融資するだ

けでなく、万一、削減目標が達成できなかった場合には、お預かりした分別管理金により

環境貢献活動（環境団体への寄付等）が実施されるところに特徴があります。お客さまは

CO2削減に向けての“本気度”を広くアピールすることができます。 
http://www.tr.mufg.jp/ippan/csr/pdf/report/csr_report_2013_05.pdf 

【特徴】 

分別管理金は融資実行時にお預かりします。削減目標が達成された場合には全額お客さま

に払い戻しします。 
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 005-05  

野鳥と緑の信託 

【原則２】 

三菱 UFJ 信託銀行では、「多様な生物が共存する豊かな自然を次世代につなぎたい」とい

うお客さまの想いを、金融商品「野鳥と緑の信託」を通じてお手伝いをしています。 
この商品はお客さまからお預かりした金銭信託の収益金を、自然保護団体「公益財団法人 
日本野鳥の会」に寄附するとともに、寄附金と同額を三菱 UFJ 信託銀行が拠出（半年で下

限 50 万円・上限 250 万円）し、お客さまの環境保護への想いを大きくしています。 
http://www.tr.mufg.jp/ippan/csr/pdf/report/csr_report_2013_04.pdf 

【特徴】 
「野鳥と緑の信託」に合計で 100 万円以上のお預け入れをいただき、「自然保護への想いを

記念として残したい」とお考えのお客さまには、北海道根室市の野鳥保護区を一望できる

場所に設置の石碑に、ネームプレートを掲示するサービスもご提供しています。 

 005-06  

「CSR サポートローン」による法人顧客への融資 

【原則２】 

・ 「CSR に関する項目（3～5 個）について改善目標を宣言されたお客さま」に対し、優遇

金利にてご融資する、お客さまの「CSR」へのこれからの取組みを支援するローンです。

・ 仮に目標未達成であっても、優遇金利相当分の分別管理金は外部団体へ寄付するため、

お客さまは目標達成・未達成にかかわらず、「CSR」への貢献が可能です。 
http://www.tr.mufg.jp/ippan/csr/pdf/report/csr_report_2013_05.pdf 

【特徴】 
・ 「CSR」に関して、「過去の実績」ではなく、「将来の取組」を評価する点に特徴のある

融資スキームです。 
・ 「環境」を冠する融資商品は多数ある中で、「CSR」を冠し、「CSR」活動への支援を明

確にした、独自性の高い商品です。 
・ 目標達成に向けた取組みを通じた、お客さまの「CSR」活動の活性化や、社内での「CSR」

への意識をより高める効果が期待されます。 
・ お客さまは、本スキームによる借入により、「CSR」への積極的な取組みを対外的にアピー

ルすることができます。 

 005-07  

少子高齢化問題に対する取り組みの一環として新商品「ずっと安心信託」を開発・販売 

【原則２】 

・ 日本では総人口に占める高齢者の割合が増加し、2055 年には国民の 4 人に 1 人は 75 歳
以上の高齢者になると予測されている中、三菱 UFJ 信託銀行は主に高齢者の大切な資金

を管理・承継できる「ずっと安心信託」を開発し、平成 24 年 3 月から取り扱いを開始し

ています。 
・ 「ずっと安心信託」が持つ 3 つの安心機能は、高齢者を対象とした犯罪の増加や認知症

などの病気への不安の解消にも役立つほか、ご自身の葬儀費用の手当てや、残されたご

家族への計画的な支援を総合的に実現できます。 
・ 2012 年日経優秀製品・サービス賞 最優秀賞 日経ヴェリタス賞を受賞しました。 
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・ 三菱 UFJ 信託銀行では、資産管理や相続などの信託機能とノウハウを活かし、お客さま

や社会のニーズに応える商品をご提供していきます。 

【特徴】 
「ご自分用（定時定額受け取り）」「ご家族用（一時金）」「ご家族用（定時定額受け取り）」

の 3 つの安心機能の組み合わせにより、お客さまの想いにあったプランが作れます。 
http://www.tr.mufg.jp/shisan/zuttoanshin_01.html 

 005-08  

「教育資金贈与信託」の開発・販売 

（平成 25 年度税制改正により創設された制度に基づく商品） 

【原則２】 

・ 三菱 UFJ 信託銀行では、「教育資金贈与信託」の提供により、世代間の資産移転を促し、

次世代を担う孫世代の教育を資金面からサポートするとともに、祖父母さま等の「お孫

さまの人生を教育で支えてあげたい」という想いを実現しています。 
・ 三菱 UFJ 信託銀行独自のサービスとして、オリジナルの「写真入り通帳」の作成ができ

るほか、通帳内にお孫さま等への手書きのメッセージも残すことができます。祖父母さ

ま等がお孫さま等の未来を応援できる商品としてご好評いただいております。 
※平成 25 年 9 月末実績 17,362 件、1,126 億円 

【特徴】 
・元本保証です（元本に万一欠損が生じた場合は、三菱 UFJ 信託銀行が補てんします）。 
・手数料がずっと無料です（信託期間中は管理手数料のほか、払い出しにかかる手数料も

無料です）。 
・三菱 UFJ 信託銀行の「教育資金贈与信託」（愛称：まごよろこぶ）なら、必要な教育費

を予め払い出すことができ、立替の負担なくご利用いただけます。  
・10 万円からお申し込み可能です。  
http://www.tr.mufg.jp/mago/mago.html 

 

■ 労働金庫連合会 

 131-01  

「SRI（社会的責任投資）原則」を 2010 年 4 月に制定し、投融資の判断のプロセスに ESG 課題を

考慮することとしています。 

【原則１】【原則４】 

・ 「SRI（社会的責任投資）原則」の運営に係る内部規程を整備し、規程に基づき運営を

行っています。 
・ SRI 審査委員会を設置し、定期的（毎月）に開催して投融資の判断を行っています。 
・ 上記取組みを通じ、不祥事件・事故のほかネガティブな評価につながる事案が発生した

企業のなかから不適格な投融資先を抽出するとともに、財務指標など経済的側面だけで

なく、企業の社会的責任、例えば環境への取組みやコンプライアンス、従業員への配慮、

地域社会への貢献などの取組みを考慮したポジティブスクリーニングにより選定された

金融商品への投資を行っています。 
・ また、本会の SRI の取組みを 2013 年 10 月よりホームページで紹介しています。 
http://www.rokinren.com/roukinren-sri.html 
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【特徴】 
【SRI（社会的責任投資）原則（抜粋）】 
本会は、「ろうきんの理念」に掲げる“人々が喜びをもって共生できる社会の実現に寄与する

こと”を経営方針に明記し、CSR を重視した経営を行うこととしています。このような経営

方針を実践するためには、投融資行動においても社会性に十分配慮することが必要であり、

また、社会的責任であると考えています。こうしたことから、本会は、持続可能な社会を

目指す金融の担い手として、投融資の判断にあたっては、財務的分析に加えて、ESG 課題

を考慮することとし、以下の取組みを行います。 
① 本会は、投融資に係る分析と意思決定のプロセスに可能なかぎり ESG 課題を組み込み

ます。 
② 本会は、株主議決権を行使するにあたっては、ESG 課題を考慮します。 
③ 本会は、投融資先の ESG 課題に関する適切かつ十分な開示を重視します。 
④ 本会は、投融資先に求める社会性について認識を深めるとともに、自らの ESG 課題に

対しても真摯に取り組みます。 
⑤ 本会は、本原則の実行に関する活動状況や進捗状況を適正に管理します。 

 131-02  

本会の創立 50 周年記念事業として、豊かな森の再生・環境問題に取り組む人材育成を目的とし

た「ろうきん森の学校」を 2005 年 10 月に開校し、森林環境教育事業に取り組んでいます。 

【原則３】【原則４】【原則６】【原則７】 

・ 「ろうきん森の学校」は、日本の里山再生をテーマに、本会が活動資金を支援し、NPO
法人ホールアース研究所を主管団体として実施しています。 

・ 「森を育む、人を育む、森で遊ぶ」の 3 つを活動の柱とし、富士山、福島、広島の全国

3 地区で現地の NPO を軸に地域と共に活動を展開しています。 
・ 本活動は 8 年目を終え、2013 年 3 月末現在、3 地区全体での活動の参加者は延べ 8 万

5,000 人を超えました。さらなる活動の充実に向け取り組んでいきます。 
http://www.rokinren.com/morinogakkou/gakkou.html 

【特徴】 
「ろうきん森の学校」は、3 つのキーワードと 6 項目の基本方針に基づいて取組みを行って

います。 
【3 つのキーワード】 

・ 厳しい環境の中で働く勤労者等に精神的な安らぎを与える「緑」 
・ 身体を動かす喜びと「健康の維持」 
・ 「地球環境保全」への共感と参画 

【6 項目の基本方針】 
・ 地球温暖化防止に対して足元から取り組みます 
・ 地域の多様な自然を取り戻します 
・ 里山を活かした暮らしの提案・発信をします 
・ 森づくりから始める人づくりを行います 
・ 地域全体で活動に取り組みます 
・ 自律した運営を目指します 
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■ あいおいニッセイ同和損害保険 株式会社 

 114-01  

(1) 交通事故低減の取り組み 

(2) 人財※の育成 

※一人ひとりを大切にするという想いを込め、「人材」ではなく「人財」と表記しています 

【原則１】 

(1) 交通事故を減らすことは、社会的課題を解決し、安心で健全な社会の実現につながる

と考え、交通事故低減を損害保険会社としての重要な使命との認識の下、さまざまな

取り組みを行っています。主な取り組みは以下の通り。 
①「事故低減プログラム」の提供 

事業用の自動車を多く所有されているお客さまに「事故低減プログラム」を提供し、事

故ゼロを目指して、ともに取り組みを行っています。過去の事故状況の分析、具体的な

事故低減メニュー・手法を協議した上で目標を設定。月次でレポートを提供し、PDCA
を回して取り組んでいます。 

②「ヒヤリハットマップ」の作成 
地域行政、警察、学校・PTA と連携し、「事故はまだ発生していないが、今後事故が起

きそうだと思われる場所」についての地図「ヒヤリハットマップ」を作成し、地域での

事故発生件数の削減に取り組んでいます。この取り組みを推進するため、「eco 保険証券」

（保険証券の Web 化）をご選択いただいた状況に応じ、「ヒヤリハットマップ」作成に

よる交通事故削減運動を実施した自治体へ寄付します。 
(2) お客さまのために自ら考え、行動し、プロフェッショナルとして自らを磨き続け、激

変する事業環境に柔軟に対応できる「人財」の育成に取り組んでいます。同時に誰も

がいきいきと活躍できる会社を目指して、女性の活躍を中心としたダイバーシティ推

進にも積極的に取り組んでいます。ダイバーシティ推進によって、お互いの価値観を

認め、一人ひとりが最大限に能力を発揮できる組織を目指しています。 

【特徴】 

コミュニケーションレポート 2013 およびホームページをご参照ください 
http://www.aioinissaydowa.co.jp/csr/diversity/ 

 114-02  

商品・サービスの提供を通じた、交通事故低減、環境保護活動 

【原則２】 

(1) 交通事故低減への取り組み 
① 「ベテランドライバーサポート」の提供（業界初） 

自動車保険にご加入の、主に 50 歳以上のベテランドライバーを対象として、安全運転

に関する電話相談、高齢者講習制度、運転免許証更新等の各種情報提供サービスを行い、

シニアドライバーの事故低減をサポートしています 
② スマートホン用アプリ「サポ NAVI」の提供 

自動車事故の未然防止に役立ち、事故発生時に頼れる存在となるため、「安全運転」「事

故防止」「事故・トラブル対応」の 3 つのコンテンツからなるスマートホン用アプリ「サ

ポ NAVI」を提供しています。 
(2) 環境保全の取組み 
① 寄付付き Web 約款の提供（紙資源の使用量削減） 
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② 環境負荷軽減につながる各種商品の提供 
・「ドーン！とおまかせ」・・・壊れにくく、修理しやすい車への、車両保険料割引制度 
・「ハートフルリサイクル」・・・ 車の修理時にリサイクル部品を使用することを条件

に、車両保険の割引を行う特約 
・「ECO カー割引き」・・・ ハイブリッド車、電気自動車、CNG 車（圧縮天然ガス自動

車）先進環境対策車への保険料割引制度 
・｢PAYD（ペイド）」・・・ 実走行距離連動型自動車保険。ガソリン使用量抑制と CO2

 排出削減につながる 
・“TOUGH（タフ）”シリーズ自動車保険でのエコマーク認定取得 

【特徴】 

・ サポ NAVI については、ホームページをご参照ください 
http://www.aioinissaydowa.co.jp/personal/service/mobile/sp_appli/sapo_appli.html 
・ Web 約款については、ホームページをご参照ください 
http://www.web-yakkan.jp/taiken/ 
・ 各種商品についてはコミュニケーションレポート 2013 をご参照ください 

 114-03  

寄付活動・復興支援の取り組み 

【原則３】 

(1) 「MS＆AD ゆにぞんスマイルクラブ（役職員募金制度）」からの寄付活動 
役職員による募金制度を運営し、集まった募金から、環境・医療・社会福祉関連団体へ

の寄付や、全国各地での車いす・福祉車両の寄贈等を行っています。また、各地で頻発

している災害への備えを行っていただきたいとの想いから、今年度より各自治体へ「地

域防災」を目的とした寄付も実施しています。 
(2) ベルマークを通じた、東日本大震災被災地小中学校への継続支援の実施 

社内だけでなく、1,700 社以上の企業・団体等にご協力をいただき、ベルマークを収集

しています。集まったベルマークは被災地の小中学校へ寄贈しており、2011 年度から

の 2 年間で、約 536 万点を被災 6 県 52 の小中学校へお届けしました。 

【特徴】 

・ 役職員の自主取り組みとして実施しています 
・ ベルマークの取り組みについては、コミュニケーションレポート 2013 およびホームペー

ジをご参照ください 
http://www.aioinissaydowa.co.jp/csr/bellmark/bellmark.html 

 114-04  

(1) 地域・取引先との協働活動による、環境保全・交通事故低減の取り組み 

(2) お客さまに「安心」「満足」をお届けする取り組み 

【原則４】 

(1) 地域や取引先とともに、環境保全や交通事故低減の取り組みを実施しています。 
① 「地域 AD 倶楽部」の展開 

「情報提供」「企業交流」「地域貢献」の３つを柱とし、地域に役立つ活動を展開してい

ます。 
② 「感謝の月（地域の皆さま おかげさまで！）」活動の実施 

全国各地において、地元自治体や行政、NPO 団体と協力しながら、交通安全や環境保



保険業務 取組事例 

48 

全等の地域貢献活動を実施しています。2012 年度は 110 の取り組みを実施、約 6,800
名がそれぞれの活動に参加し、地域の皆さまに感謝の気持ちを伝えました。 

③ 無事故推進運動＋エコ安全ドライブ 
 「事故のない健全なクルマ社会づくり」（無事故推進）に地球環境対策を踏まえた「エ

コ安全ドライブ」の要素を取り入れて展開しています。2012 年度は 10,000 社を超える

取引先企業・団体等にご参加をいただき、安心・安全な社会づくりに取り組みました。

(2) 「全力サポート宣言」 
 持続可能な社会の形成には、「お客さまに安心と満足をお届けし、自らも成長してい

くことが大切」と考えて「全力サポート宣言」を掲げ、全社員が代理店・扱者とともに

取り組みを進めています。 

【特徴】 

・「地域密着」を行動指針に掲げ、地域社会や地域のお客さまとのつながり、コミュニケー

ションを重視した活動を行っています。 
・地域 AD 倶楽部についてはホームページおよびコミュニケーションレポート 2013 をご参

照ください 
http://www.adclub.jp/ 
・感謝の月取り組みについては、ホームページをご参照ください 
http://www.aioinissaydowa.co.jp/csr/area_activity/ 

 114-05  

環境保全の取り組み 

【原則５】 

(1)MS＆AD インシュアランスグループ環境基本方針の制定 
(2)あいおいニッセイ同和環境宣言の公表 

関連事業会社を含む全店において、事業活動から発生する環境負荷の削減や、役職員、

代理店・扱者の家庭での CO2削減に取り組んでいます。同宣言は、プロ代理店組織「あ

いおいニッセイ同和全国プロ会」でも採択・公表し、会社と一体となって環境保全の取

組みを行っています。 
(3)「エコアクション２１」認証取得支援の取り組み 

会社とプロ専業代理店組織「あいおいニッセイ同和全国プロ会」が協力し、地域企業に、

環境省策定の環境経営システム「エコアクション２１」の認定取得を支援する活動を展

開しています。 

【特徴】 

・MS＆AD グループとして取り組むだけでなく、事業会社としても環境宣言を公表するな

ど独自取り組みを行っています。 
・環境取り組みについてはホームページをご参照ください 
http://www.aioinissaydowa.co.jp/csr/environment/ 

 114-06  

CSR 推進体制と活動内容の公表 

【原則６】 

(1)CSR 委員会 
CSR 推進を図るため、取締役会直属の専門委員会として、社長を委員長とする「CSR
委員会」を設置し、四半期ごとに開催しています。委員会では、CSR 推進に関する基本
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方針、重点課題、環境対策等の審議を行い、重要課題は取締役会への報告を行っていま

す。 
(2)コミュニケーションレポート（CSR レポート）の発行 

CSR に関わる取組みについてコミュニケーションレポートを作成し、ステークホルダー

に開示しています。 
(3)ホームページでの公開 

CSR に関わる取組みについて、ホームページでも公開しています。 

【特徴】 

コミュニケーションレポート 2013、ホームページをご参照ください 
http://www.aioinissaydowa.co.jp/csr/ 

 114-07  

(1) E ラーニングによる学習機会の提供 

(2) インターネット TV を活用した社員教育の実施 

(3 )ISO14001 認証取得の取り組み等 

【原則７】 

(1) E ラーニングを活用し、全役職員を対象として環境や社会問題に関する学習機会を提

供しています。 
(2) インターネット TV にて人権やコンプライアンスに係る課題等社会問題に関する内容

を放送し、役職員の意識向上を図っています。 
(3) 継続的な環境への取り組みを推進するために、ISO14001 の認証を取得・維持する取り

組みを行っています。また、MS&AD インシュアランス グループ独自のマネジメント

システム「MS&AD みんなの地球プロジェクト」を策定し、環境・社会貢献活動を推

進しています。 

【特徴】 

 

■ アクサ生命保険 株式会社 

 182-01  

社会的責任ファンド「ＣＲ Fixed Income Fund」の設立･寄付 

【原則１】【原則２】【原則４】【原則６】【原則７】 

アクサ生命は、コーポレート・レスポンシビリティ（CR：企業の社会的責任）の取り組み

の一環として、AXA がグローバルに培った機関投資家としての資産運用ノウハウを活用

し、運用収益の一部を寄付金として拠出する社会的責任ファンドを設立(2012 年 5 月)。ア

クサ生命は、このファンドから拠出された寄付金の透明性を確保し、効果的な支援を行う

ために、専門知識を有する外部の有識者を含む「CR アクションアドバイザリー委員会」を

設置。同委員会は、「少子高齢化の社会的課題を解決すること」をテーマとして、以下のと

おり、この課題に取り組む研究者に対する長期的な研究支援、奨学金制度の創設、NGO の

活動支援を行うことを決定。 
 
・ 研究分野「ソーシャルイノベーションの基礎研究を支援」 

寄付先：早稲田大学谷本寛治研究室 
・ 教育分野「CR Fixed Income Fund (アクサ)奨学金制度」（仮）を創設し、介護福祉士・
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保育士を目指す学生を支援」 
寄付先：上智社会福祉専門学校 

・ 活動分野「子育てと仕事の両立を促進する「病児保育」サービスの普及を目指す NPO
法人の活動を支援」 
寄付先：NPO 法人フローレンス（非施設型の病児保育サービス） 

*パートナー企業のアライアンス・バーンスタイン社とステート・ストリート社も、このファ

ンドのコンセプトに共感し、寄付金の拠出に加えて、運用報酬を割り引くという形で貢献

している。 

【特徴】 
・ 資産運用収益の一部を寄付金として継続的に拠出する先駆的な社会的責任ファンド。 
・ 寄付金の透明性を確保し、効果的な支援を行うために第三者委員会である「CR アク

ションアドバイザリー委員会」を設置。 
・ 「少子高齢化」を支援テーマとし、投資期間は 10 年と長期的な視点で寄付金を拠出。

 182-02  

社内対抗節電ウィンターキャンペーン 

【原則１】【原則３】【原則４】【原則５】【原則６】【原則７】 

アクサ生命は、2013 年 1 月～2 月までの 2 ヶ月間、コーポレート・レスポンシビリテｨ（CR：
企業の社会的責任）の取り組みの一環として、社内対抗節電ウィンターキャンペーンを実

施。本キャンペーンからの節電額 100 万円を、地域の活性化と環境保全を目的に、「NPO
法人日本エコツーリズム協会」に寄付。 

【特徴】 
当社の営業店舗が所在する 10 地域（北海道、東北、東京、北陸、中部、関西、中国、四国、

九州、沖縄の電力地域)で、節電を実施し、削減率が最も高かった地域の、エコツーリズム

支援のために寄付をするというもの。寄付金は、NPO 法人を通じて、同地域のエコツアー

ガイド養成資金として寄付され、環境を保全し、観光資源に対する認知と理解を深め、ひ

いては地域活性化に資する活動に役立てられる。 

 

■ イーデザイン損害保険 株式会社 

 146-01  

環境にやさしいビジネスモデルの構築 

【原則５】 

申込書を使わないインターネットでのご契約手続き推進や、証券 e 割（保険証券は発行せ

ず、内容はインターネットでご確認いただく）等の推進により、できるだけ紙資源を使わ

ないビジネスモデル構築に取組んでいる。 

【特徴】 
インターネット割引（インターネットでご契約手続きを実施した場合に適用）証券 e 割な

ど取組み推進の為にお客様にもメリットがある仕組みとしている。 
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■ ＮＫＳＪひまわり生命保険 株式会社 

 014-01  

QOL の向上などに向けた通院治療を続けるお客さまのサポート 

【原則１】 

昨今のがん治療は入院期間が短くなるとともに、外来で治療を受ける患者数が増加してき

ていることから、当社のがん保険に『外来治療給付金』を導入し、がんによる通院費用を 1
年間 120 日分まで、通算ではお支払日数の制限なく保障しています。がん患者とそのご家

族の苦痛の軽減および QOL（療養生活の質）向上に向け、通院治療を続けるお客さまのサ

ポートをしています。 

【特徴】 
仕事を続けながら、がん治療と向き合うお客さまの「日常」を、保険商品を通じてサポー

トしています。 

 014-02  

国立がんセンターと連携した『QOL 向上をサポートする運動』の実施 

【原則１】【原則４】 

がん患者の QOL（療養生活の質）向上を図るため、独立行政法人国立がん研究センターと

連携・協力し、がん患者やそのご家族に対してがん医療情報の普及推進等を行っています。

おもな活動として、（１）国立がんセンターの著作物を利用した医療情報の普及推進、（２）

「市民公開講座」等セミナー活動を通じた医療情報の提供、（３）各地域の「相談支援セン

ター」の存在・相談内容等の代理店を通じた普及推進などを実施しています。 

【特徴】 
多くのお客さまに「がん」に関する知識を深めていただき、がん患者の経済的サポートだ

けでなく、精神的サポート（QOL 向上）にも取り組んでいます。 

 014-03  

「ご契約のしおり・約款」CD-ROM 版の提供 

【原則２】【原則４】【原則５】 

お客さまの利便性の向上、紙資源の保護および環境への配慮の観点から、ご契約時にお客

さまへお渡しする「ご契約のしおり・約款」の CD-ROM 版をほとんどの個人向け商品に用

意しています。 

【特徴】 
①全文検索機能 ②付箋貼り付け機能 ③メモ機能 ④拡大・縮小表示機能などを設けるとと

もに、アニメーション（動画）による CD-ROM 約款の使用方法を収録することにより、 
紙使用量の削減、環境への配慮に加えて、お客さまの利便性向上に取り組んでいます。 

 014-04  

「みんなのひまわりプロジェクト」の展開 

【原則３】【原則４】【原則７】 

植物を育てる喜び、花を咲かせる感動、種の収穫による命の尊さと将来への希望をみんな

で分かちあうことで、命や環境を大切にする心を持った子どもたちを育成するとともに、

その笑顔を見守る大人たちにも笑顔の輪を広げ、温かで持続可能な社会づくりを目指す取
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り組みです。 
社員や代理店がひまわりの種袋を配布するとともに、ひまわりの観察日記を投稿・閲覧で

きる特設ウェブサイトを開設し、笑顔の輪を広げています。また、親子の繋がりや絆を大

切にしており、自分で育てているひまわりの写真を使ってオリジナル絵本を作成・印刷し

て楽しむことも可能です。 

【特徴】 
2013 年度は約 30 万個の種袋を配布し、全国各地で社員や代理店が自主的に活動を行って

います。例えば仙台では、“子どもたちの笑顔で、地域を元気に！”をテーマに「ひまわりプ

ロジェクト 2013～仙台プロジェクト～」に取り組み、津波による大きな被害を受けた宮城

県七ヶ浜町の幼稚園に延べ約 60 人の社員が訪問し、園児と一緒にひまわりを育て、笑顔の

輪を広げました。 

 

■ ＮＫチューリッヒ・リスクサービス 株式会社 

 032-01  

リスクアセスメントサービスの提供推進 

【原則１】 

本来業務としてリスクアセスメントサービス（事故防止のアドバイスを含む）の提供を推

進しています。 

【特徴】 

リスクの見える化として新たな切り口で気付きを与える工夫をしています。また、賠償責

任のアセスメントでは、環境への影響についてもアセスメントすることになっています。 

 032-02  

環境教育の実施 

【原則７】 

日本興亜保険グループの環境活動への取組みを通じ、従業員への環境教育を実施しました。

【特徴】 

チューリッヒ社からの出向者についても環境教育を実施しました。 

 

■ セゾン自動車火災保険 株式会社 

 023-01  

自動車通販事業を通じた環境配慮と安全運転の啓発 

【原則１】【原則２】【原則４】【原則５】 

自動車通販事業を中核とした事業戦略の中で、2010 年度から環境に配慮した以下の取り組

みを実施している。 
 
・通販専用自動車保険におけるネット完結の推進 
お客様がインターネット等により申込手続を行なった場合、インターネット割引（10,000
円※）を適用し、お客様のインターネット等による申込みを推進している。このことによ

り、申し込みに関する紙の使用を削減するとともに、お客様訪問時の自動車等の使用によ
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り発生する CO2排出量を一部削減することにつながっている。 
2012 年度のインターネット割引適用契約の対象自動車保険契約に占める割合は、98.7％と

なった。 
※保険料を一括でお支払いいただいた場合の割引額です。 
 
・通販専用自動車保険における保険証券不要割引の導入 
お客様が当社からの保険証券の送付を不要と判断した場合の保険料割引（600 円割引）を

導入し、紙の使用を削減している。  
2012 年度の証券不要割引適用契約の対象自動車保険契約に占める割合は、40.5％となった。

 
・オフィシャルホームページにおける自動車保険コンテンツの充実 
オフィシャルホームページを見たお客様が安心して保険にご加入いただけるよう、事故事

例や保険金のお支払までの過程を掲載するなど、お客様に自動車保険に関するさまざまな

知識・情報を提供し、お客様に自動車保険をご理解いただくことにより安全運転に対する

意識の浸透を行なっている。 

【特徴】 

今後も引き続きネットでの手続を推奨することにより、紙の使用量削減を推進していく。 
また、お客様からの問合せ内容を反映するなど、オフィシャルホームページのコンテンツ

を充実させることにより、お客様の安全・安心に向けた啓蒙を図っていく。 

 023-02  

環境に配慮した商品戦略の推進 

【原則２】【原則４】【原則５】 

自動車保険商品において、当社所定の条件に該当する自動車を対象に、電気・ハイブリッ

ド車割引（割引額 1,200 円）を導入し、消費者が CO2排出量の少ないエコカーを購入する

ことを促進している。 
2012年度の電気・ハイブリッド車割引適用契約の対象自動車保険契約に占める割合は2.1％
となった。 

【特徴】 
割引については、オフィシャルホームページにおいて、見出しや挿絵により、お客様が見

て分かりやすい工夫をしている。また、割引を通じて間接的に「持続可能な社会の形成に

寄与する産業」の発展に資するべく推進している。 

 

■ 株式会社 損害保険ジャパン 

 022-01  

東日本大震災の教訓を活かした、さまざまな保険商品を開発 

【原則１】【原則２】【原則３】 

◆放射能汚染対策に貢献『除染賠償責任保険』 
 東日本大震災で原子力発電所が被害を受けたことにより、現在も多くの地域に放射能

汚染の影響が残っています。この対策として各自治体による放射性物質の除染作業が本

格的に実施されています。2012 年 4 月 1 日に施行された「放射線量低減対策特別緊急

事業費補助金交付要領（環境省所管）」では、自治体が行う除染事業への国からの補助
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金交付にあたり、作業中の「第三者への賠償事故」「除染作業対象物の損壊事故」に対

応する保険への加入が義務づけられました。 
 これに合わせ、損保ジャパンでは、自治体が実施する放射性物質除染作業に関する賠

償事故に対応した専用商品『除染賠償責任保険』を開発し、2012 年 5 月から販売を開

始しました。『除染賠償責任保険』の特長は、除染作業中の賠償事故に対応するととも

に、国からの補助金交付基準を満たした専用保険商品であるという点です。 
◆自治体向け『帰宅困難者対策保険』 

 首都直下地震が発生した場合、517 万人の帰宅困難者が発生すると推計されています

が、多くの方が帰宅を開始した場合、建物倒壊などによる危険や、道路がふさがれ救助

や消火活動の妨げとなることが懸念されています。そのため、東京都は帰宅困難者対策

条例を制定（2013 年 4 月 1 日施行）し、行き場のない帰宅困難者を収容する一時滞在

施設の募集を開始し、また一時滞在施設には施設側に経済負担緩和のため備蓄品の購入

支援等の対策を検討・実施しています。 
 損保ジャパンが 2013 年 4 月に開発した『帰宅困難者対策保険』は、自治体が施設と

の間で結ぶ協定書のなかで、一時滞在施設開設時に自治体が施設に対して見舞金支援を

行うことを盛り込む場合、自治体が負担する見舞金に対して保険金をお支払いするとい

うこれまでになかった保険です。 
http://www.sompo-japan.co.jp/~/media/SJcms/news/2012/20120604_1.pdf 
http://www.sompo-japan.co.jp/~/media/SJcms/news/2012/20130314_1.pdf 

【特徴】 

東日本大震災発生後の課題の一つである放射能汚染対策の円滑な推進や、震災発生時の一

時滞在施設数の支援を通じ、人命救助や帰宅困難者の安全確保に貢献する商品です。 

 022-02  

日本政策投資銀行（DBJ）と提携し、企業のリスクマネジメントを支援 

【原則１】【原則２】【原則３】【原則４】 

損保ジャパンは、金融機関の連携による新たなサービス提供の一環として、DBJ と提携し、

企業の防災対策を支援しています。DBJ の企業の格付機能を活かし、「DBJ BCM（事業継

続マネジメント）格付」で高い評価を得た企業に対し、工場などの操業が停止した際の損

失を補う企業費用・利益総合保険の保険料を最大で 20%割引しています。さらに、防災対

策を強化したい DBJ の取引先には、損保ジャパン日本興亜リスクマネジメントから事業継

続計画(BCP）の策定支援サービスなどを提供しています。このように、DBJ の格付機能、

NKSJ グループの損害保険およびリスクマネジメントのノウハウを活かし、総合的な金融

サービスを提供しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
http://www.sompo-japan.co.jp/news/download/20111228_1.pdf 
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【特徴】 

東日本大震災を受けて、各企業は BCP（事業継続計画）の策定や見直しなど、更なる防災

力の向上を行い、事業継続体制の強化に取り組む中、リスクマネジメントの需要が高まっ

ています。本取組みは、保険と融資が連携した総合的な金融サービスの取組みといえます。

 022-03  

「太平洋自然災害リスク保険パイロット・プログラム」立上げへの貢献とプログラムへの参加 

【原則１】【原則２】【原則３】【原則４】 

地球温暖化や気候変動により、サイクロンや津波などの大規模自然災害が増加傾向にある

なか、こうした自然災害により甚大な被害を受ける可能性のある太平洋島嶼国に対する支

援策が世界銀行を中心に議論されてきました。当社は、2013 年 1 月に、世界銀行と日本政

府が協力して設立した「太平洋自然災害リスク保険パイロット・プログラム」に参加して

います。 
※プログラムの概要 
太平洋島嶼国のうち、サモア、ソロモン諸島、トンガ、バヌアツ、マーシャル諸島の 5 か

国が世界銀行とデリバティブ契約を締結し、世界銀行は世界銀行信託基金を設立して、一

定規模以上の自然災害が発生した場合に、加入国に対して補償金を支払います。一方、世

界銀行は保険会社とデリバティブ契約を締結し、太平洋島嶼国から引き受けたリスクを民

間保険会社に移転させる仕組みとなっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
http://www.sompo-japan.co.jp/~/media/SJcms/news/2012/20130118_1.pdf 

【特徴】 
気候変動への適応策として、当社では、国内外のデリバティブ契約を引き受け、先進的な

金融技術・ノウハウの蓄積を図るとともに、2009 年 5 月の太平洋・島サミット（北海道占

冠村トマム）における本プログラムの提唱時から検討プロジェクトに参画し、制度実現に

向けて民間保険会社として本プログラム立上げを先導し、2013 年 1 月の本プログラムス

タート時から参加しています。 
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 022-04  

タイ東北部における干ばつリスクを対象とした『天候インデックス保険』の提供 

【原則１】【原則３】【原則４】【原則６】 

天候インデックス保険は、気候変動への適応策のひとつとして、稲作農家の干ばつによる

損害の軽減を目的として開発しました。タイ気象庁が発表する累積降水量が一定値を下

回った場合に一定の保険金をお支払いする商品です。 
この保険は、2007 年から国際協力銀行（JBIC）などとともに気候変動に対応するリスクファ

イナンス手法の研究を進め、2010 年から、タイ東北部において提供を開始しています。商

品開発にあたっては、農家の意見などもヒアリングしながら現地調査を繰り返し、保険に

馴染みのない農家の方々向けにシンプルな商品を実現しました。また、安心してご加入い

ただくために、わかりやすいパンフレットの開発にも力を注ぎました。 
損保ジャパンタイランドが、タイ農業協同組合銀行（BAAC）のローン利用者向けに BAAC
を通じて募集を行っており、販売地域は、2010 年度 1 県から、2011 年度 5 県、2012 年度

タイ東北部 9 県と年々拡大しています。2012 年度は、タイ東北部の一部地域において干ば

つが発生したため、多くの加入者に対して保険金をお支払いすることとなり、改めて保険

の効果・効力について認識していただくことができました。今後も気候変動の「適応」策

としての保険商品の開発・普及を進めるため、商品内容の改定、タイ国内の他県への展開、

対象作物の多様化や他国での展開など幅広く検討していきます。 
http://www.sompo-japan.co.jp/about/csr/customer/weather/index.html 

【特徴】 
異常気象などにより多大な損害をうけている途上国の気候変動への適応策のひとつとし

て、国際協力銀行（当時）などと「官民パートナーシップ」を活用したリスクファイナン

スのあり方についての研究を行い、その成果として商品化が実現しました。 
農業分野における気候変動策として民間保険会社の天候デリバティブの手法の有効性が実

証されつつある事例として、国際機関や政府機関などからも期待が寄せられています。 

 022-05  

道路交通安全マネジメントシステムの国際規格 ISO 39001 で世界初の認証取得 

【原則１】【原則３】【原則６】【原則７】 

ISO39001 は、道路交通安全マネジメントの国際規格で、2012 年 10 月に発行されました。

当社は、日本興亜損保とともに規格の制定趣旨に賛同し、これまでに取り組んできた自動

車事故防止に関するノウハウが世界中の多くの企業にモデルケースとして活用されること

を目指し、NKSJ リスクマネジメントの支援を受け、ISO 39001 のドラフト作成段階に実

施された「パイロット事業」に参画しました。その後、2012 年 9 月に ISO 39001(FDIS：
最終国際規格原案)で世界初の認証を取得、2012 年 10 月の ISO 39001 正式発行に伴い、

FDIS から ISO 39001 規格に移行するための審査の差分審査を受審し、IS（国際規格）で

の登録証を取得しました。 
http://www.sompo-japan.co.jp/news/download/20121026_1.pdf 

【特徴】 
この取り組みを通じて、日本国内のみならず地球規模での道路交通安全に広く貢献してい

くとともに、これまで実施してきた自動車事故防止活動に ISO39001 の考え方を取り込む

ことにより、お取引企業に対する自動車事故防止支援活動の実効性をさらに高めていくこ

とを目指しています。 
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 022-06  

NKSJ グループとして、温室効果ガス（CO2）削減の中長期目標を公表 

【原則１】【原則４】 

気候変動の予防的アプローチとして、NKSJ グループの温室効果ガス削減の中長期目標を

設定し、低炭素な事業活動を目指しています。グループ全体で、2002 年を基準年として 2020
年度に 40％以上削減、2050 年度に 70％以上削減する目標を設定し、環境に配慮した調達、

省エネの取組みを展開するとともに、バリューチェーン全体の環境負荷低減に努めていま

す。 

【特徴】 
削減目標は Scope1（化石燃料の使用に伴う直接排出）、Scope2（購入電力の使用に伴う間

接排出）だけでなく、Scope3（その他事業活動に伴う間接的な排出）も対象範囲に含め、

企業活動全体から排出される温室効果ガス（CO2）を対象としています。 

 022-07  

「SAVE JAPAN プロジェクト」 

～自動車保険を通じ、47 都道府県で自然環境や希少生物を守る取組み～ 

【原則２】【原則３】【原則４】【原則５】【原則７】 

損保ジャパンは、売り上げの約 50％を占める自動車保険を通じて環境問題の解決に貢献す

る取り組み「SAVE JAPAN プロジェクト」を展開しています。ご契約者さま（約 1,000
万件）が保険ご加入時に Web 約款を選択いただいた場合に、その件数に応じて全国の環境

NPO などに損保ジャパンが寄付を行い、各地の NPO センターや環境団体、日本 NPO セ

ンターと協働で、47 都道府県で市民参加型の生物多様性保全活動を行うプロジェクトです。

本プロジェクトは、これまで環境問題にあまり関心のなかった方でも気軽に参加できる機

会を提供することで、参加された方が地域の自然環境に関心を持ち、いきものが住みやす

い環境づくりへつながることを目指しています。そのためプログラムは野外体験を中心に

親子でも参加しやすい活動としています。 
プロジェクトには、多岐にわたるセクターが連携しているほか、保険契約者や販売代理店

も巻き込んだ活動となっており、継続的な連携も期待できます。今後も、地域の皆さまと

ともに、日本各地の豊かな自然を守り、地域に暮らす希少生物種への理解を深めながら、
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いきものが住みやすい環境づくり、そして、持続可能な社会づくりに貢献していきたいと

考えています。 
http://www.sompo-japan.co.jp/covenanter/webyakkan/index1.html 
http://savejapan-pj.net/ 

【特徴】 

本プロジェクトは、これまで培ってきた NPO とのパートナーシップを、社会貢献のステー

ジから本業を通じた協働へと進化させた取り組みの一つです。基幹商品である自動車保険

と融合させることで、全国各地の環境 NPO など約 100 団体との協働に加え、約 42,000 店

の保険販売代理店、そのお客さまも巻き込み、バリューチェーン全体での環境配慮意識の

向上を目指しています。 
2011 年度の全国 12 地域での活動から、「持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則」に

署名後の 2012 年度は、全国 47 都道府県に拡大開催し、また、2013 年度からは、日本興亜

損保と共同開催し、年々規模を拡大しています。2011 年 4 月の開始以来、延べ 15,000 人

以上の市民に参加いただいています。Web約款率も当初目標 60％に対し、2011年度 61.9％、

2013 年上期 66.5％と多くのお客さまに Web 約款を選択いただいています。 
また、各地域で実施した活動は、SAVE JAPAN プロジェクト専用ホームページや Facebook
に公開するほか、各地の地方紙、民放テレビ、FM ラジオなどのマスコミ、各 NPO が発行

する情報誌にも数多く取り上げられており、活動に参加されていない市民にも生物多様性

の大切さを知っていただくプロジェクトとなっています。 

 022-08  

ESD を意識した継続的な取り組み 

～「市民のための環境公開講座」、「損保ジャパン CSO ラーニング制度」～ 

【原則３】【原則４】 

NPO との協働を通じて、環境問題の解決のために自ら考え、行動する人づくりに長年注力

しています。 
◆ 「市民のための環境公開講座」 

（公社）日本環境教育フォーラム、損保ジャパン環境財団と共催で毎年約 12 回の講座

を開催しており、20 年間で約 340 回開催、約 17,000 人の市民の皆さんに受講いただき

ました。 
◆ 社会課題解決型の人材育成を目指す長期インターンシップ「損保ジャパン CSO ラーニ

ング制度」 
環境 NPO 等に大学生・大学院生を派遣するプログラムで、2012 年度で 13 年目を迎え、

累計 726 人の学生を派遣するとともに、全国の NPO とのネットワークを育んできまし

た。 
http://www.sjef.org/ 

【特徴】 
『環境人材の育成』は、損保ジャパンの CSR の原点でもあり、20 年にわたって継続・発

展させています。NPO とのパートナーシップは、社会課題への感度の高い社員の育成や、

商品・サービスの開発にも生かされ、単なる社外事業ではなく、本業における多くの良い

影響が得られています。 

 022-09  

バリューチェーンを意識した環境負荷低減の推進 

【原則４】【原則５】【原則７】 

全国 42,000店以上の代理店と連携しながらバリューチェーン全体での環境負荷低減に取り
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組んでいます。自動車整備工場代理店の全国代理店組織「AIR ジャパン」では、地域に根

差した環境保全活動の展開のため、継続的な啓発活動と組織的な推進を図っています。具

体的には、代理店向けインターネットの集中購買システムを活用したグリーン購入の推進、

環境マネジメントシステムの導入による ISO14001 やエコアクション 21 認証取得支援、リ

サイクル部品検索システムを活用した自動車修理におけるリサイクル部品の活用などを実

施しています。 
また、全国のプロ代理店組織「J-SA」では、ペーパーレスでの保険手続き・募集、「Web
約款」の推進、グリーン購入の推進などに力を入れています。 
http://www.sompo-japan.co.jp/about/csr/environment/performance/index.html 

【特徴】 
グリーン購入の推進では、損保ジャパンと代理店組織「J-SA」による地道かつ継続的なグ

リーン購入の促進と地域との協働によるグリーンコンシューマーの育成の取組みが評価さ

れ、第 14 回グリーン購入大賞の協働プロジェクト部門にて「大賞」を受賞しました。 
http://www.sompo-japan.co.jp/~/media/SJcms/topics/2012/20121102_2.pdf 

 022-10  

CSR を社内に浸透させるための施策と社員教育の充実 

～「E-こと CSR ポイント制度」、「CSR ディベロップメント研修」、「ステークホルダー・ダイアログ」、

「グループ会社、海外拠点との対話・CSR ダイアログ」～ 

【原則７】 

持続可能な社会の構築に向けた企業の責任として、環境問題や社会的課題の重要性を認識

し、解決することのできる感性の高い社員の育成が重要と考え、さまざまな階層を対象に

した各種施策を展開しています。 
◆ 「E-こと CSR ポイント制度」：ｅラーニングを通じて、「職場でのエコ活動」、「社会貢

献活動」、「家庭での取り組み」など 6 つの切り口からなる 10 項目について、日常の行

動をチェックし、そのチェック結果をもとに会社が社員の取り組みに応じたポイントを

金額に換算し、NPO などに寄付しその活動を支援しています。2012 年度は、15,696 人

の役職員が参加し、東日本大震災の復興支援や防災活動を行う 4 つの NPO などに寄付

するとともに、その NPO の活動に社員がボランティアとして参加し、活動を社員と共

有する報告会を開催しました。 
◆ 「CSR ディベロップメント研修」 

損保ジャパングループの本社部門を中心に、本業を通じた CSR 実践のヒントを提供す

る、専門性の高い研修を毎回異なる切り口で実施しています。また、経営幹部層を対象

とした CSR 研修も実施しています。 
◆ 「ステークホルダー・ダイアログ」 

社外講師を招いてステークホルダーの目線や社外の事例を学び、ディスカッションを通

じて日常業務に生かすための気づきを得る機会を設けています。 
◆ 「グループ会社、海外拠点との対話・CSR ダイアログ」 

2010 年度から、国内外のグループ会社向けに「ESG（環境・社会・ガバナンス）アン

ケート」を実施し、ESG 課題を把握することで、各社の独自性に配慮した取り組みを実

施しています。収集した ESG 情報を活用し、さらなる CSR の浸透につなげるため、損

保ジャパンでは、2010 年度から国内グループ会社および海外拠点を訪問し、CSR ミー

ティングを実施しています。海外グループ会社については、2010 年度は中国、2011 年

度はイギリス、トルコ、アメリカ、シンガポール、中国、2012 年度はブラジル、アメ

リカ、インドで開催しました。CSR に取り組む意義、地域における課題や今後のビジョ
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ンについて情報交換、共有することで今後の CSR の展開につなげています。 
http://www.sompo-japan.co.jp/about/csr/sj/management/index.html 

【特徴】 
損保ジャパンの営業拠点は、日本全国にあり、海外拠点もさまざまな地域にまたがるため、

社員浸透のためには複数の施策を組み合わせて実施しています。 
また、一方通行ではない対話型の研修を重視し、損保ジャパン CSR 部と国内、海外のグルー

プ会社とのコミュニケーションも継続的に行っています。 

 

■ 損保ジャパン・ディー・アイ・ワイ生命保険 株式会社 

 029-01  

社員による認知症サポーター養成講座の受講 

【原則１】【原則３】【原則４】【原則７】 

高齢化対応の一環として、認知症の問題について、社員の知識と理解を深め、お客さまサー

ビスや地域社会での認知症の方への適切な対応方法を身につけることを目的に、認知症サ

ポーター養成講座の社員受講を推進しています。 

【特徴】 

事業所所在地の新宿区高齢者福祉課と連携して開催し、新宿区の高齢者の実態も踏まえた

内容となっています。 

 029-02  

ＦＰなどを講師とした「マネーセミナー」への協賛やホームページでのお金に関する情報提供 

【原則１】【原則４】【原則６】 

より間違いのない生命保険選びのためには、マネーに関する正しい知識が不可欠で、より

多くの消費者に身に付けていただくことが社会的にも重要であるという認識から、2002 年 
8 月からファイナンシャルプランナーなどを講師とした「マネーセミナー」への協賛を継

続して行っています。テーマは家計・節約から老後の生活まで多様であり、毎回一般聴講

者を募集しています。  
また、オフィシャルホームページではファイナンシャルプランナーによる公的保障に関す

るわかりやすい説明を掲載するなど、お金にまつわるさまざまな情報を提供しています。 

【特徴】 
マネーセミナーは、毎月テーマがかわります。長期で聴講することにより多様なマネーの

知識を得ていただいています。 

 029-03  

知的障がい者の自立支援 

【原則４】【原則７】 

知的障がい者の就労支援 NPO 法人による、手作りパン・お菓子の社員向け出張販売会を実

施しました。NPO への収益貢献とともに、障がい者の方の社会交流や生活自立の機会提供

となりました。 

【特徴】 
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 029-04  

東日本大震災の被災地「移動図書館プロジェクト」支援 

【原則４】【原則７】 

社員が古本・CD を収集した売却金で、東日本大震災の被災地を巡回する移動図書館を支援

するボランティア活動を実施しました。 

【特徴】 
継続的な東日本大震災の被災地支援を目的として、2012 年度に続き、実施しました。 

 029-05  

あしながＰウォーク 10 への継続的な参加 

【原則４】【原則７】 

2011 年より、あしなが育英会の遺児学生が主催するフィランソロピーウォークへ社員が継

続して参加しています。 

【特徴】 

 029-06  

節電対策の実施 

【原則５】【原則７】 

節電のために、全社で減灯、週１回の早帰り、ブラインドの有効活用、PC の節電、空調温

度の調整、クールビズ等に取り組んでいます。 

【特徴】 
節電・ECO 推進ニュースを発信し、社員の意識を高めています。 

 029-07  

ベルマーク運動への協賛（教育環境の改善への貢献） 

【原則６】 

財団法人ベルマーク教育助成財団が主催するベルマーク運動への協賛を通じて、教育環境

の改善に貢献しています（へき地学校、特別支援学校、開発途上国の学校、東日本大震災

の被災校、海外日本人学校等への支援も含みます）。 

【特徴】 
当社商品の新規契約時と契約更新時に 20 点ベルマーク・ポイントを付与しています。ホー

ムページでベルマーク運動について紹介しています。2013 年度より、社員によるベルマー

ク収集も開始しました。 

 029-08  

エコキャップ運動 

【原則７】 

NPO 法人キャップの貯金箱推進ネットワークを通じ、売却金を「世界の子どもにワクチン

を日本委員会」に寄付しています。CO2 削減にもつながり、キャップ仕分け作業が、障が

い者の就労支援になっています。 
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【特徴】 
当社内で社員が自主的に参加しています。飲料サプライヤーとの連携で、環境負荷がかか

らない仕組みとなっています。 

 029-09  

『愛の募金運動』への社員参加 

【原則７】 

東京都生命保険協会・東京地方ＣＲ委員会主催の『愛の募金運動』に全社員で参加してい

ます。寄附金は、東日本大震災被災地の高齢者や都内の福祉施設・団体への支援に活用さ

れます。 

【特徴】 

 

■ 損保ジャパン日本興亜リスクマネジメント 株式会社 

 027-01  

気候変動影響を考慮した洪水リスク評価手法の開発に向けた共同研究 

【原則１】【原則２】【原則４】【その他】 

損保ジャパン日本興亜リスクマネジメント㈱は、2010 年度に、京都大学防災研究所と共同

で、気候変動を考慮した洪水リスク評価手法の研究開発を開始しました。近年、集中豪雨

による河川の氾濫など、気候変動の影響による洪水リスクが増大しているものの、日本全

域の洪水リスクを統一基準で定量的に評価できる手法は確立されていません。社会的な

ニーズの高まりや地球温暖化予測シナリオに基づく全球気候モデルの情報制度の向上など

を背景に、日本全域の洪水シミュレーションモデルの開発に着手しました。洪水リスクマ

ネジメントの観点から、地球規模の気候変動・異常気象に対する「適応」策に資する情報

を提供すべく、基礎的な調査研究、知見の蓄積に努めています。 

【特徴】 
当面は、三大都市圏における洪水リスク評価システムの完成を目指し、最終的には日本全

域の洪水リスク評価システムに発展させる予定です。今後、洪水リスクを低減・回避する

新たな保険サービスの提供に活用すると共に、行政への防災・減災施策の提言に役立てる

ことを目指しています。 

 027-02  

新宿新都心の防災まちづくり 

【原則１】【原則３】【原則４】【その他】 

株式会社損害保険ジャパンは、2009 年に西新宿超高層ビルの当事者として、また、損害保

険会社の使命として、西新宿の超高層ビル街区における「防災まちづくり」に積極的な役

割を果たしていくことを、地域の関係者のみなさまに宣言致しました。それ以来、グルー

プ会社のひとつである損保ジャパン日本興亜リスクマネジメント株式会社（※）が新宿駅

西口地域の１事業者として、新宿駅周辺防災対策協議会西口部会の幹事会メンバーを務め、

新宿区や地域の事業者および大学などと連携し、地域防災力の向上を図るため、地域連携

による訓練や勉強会などの企画・実施に参画し、地域における災害時の自助・共助の実効

性の向上に貢献しています。2010 年以降の具体的な活動としては、地域連携訓練と地域の

セミナーの実施を通じた活動が挙げられます。年に一度開催される地域連携訓練では、グ
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ループを挙げて企画段階から主体的に参加し、地域内の事業者や医療機関等との連携によ

る傷病者対応訓練、地域に設置される新宿西口本部を中心とした被害状況や負傷者数など

の情報を共有する訓練、高層ビルにおける建物安全診断の試行訓練などが行なわれていま

す。また、協議会が主催するセミナーにおいても企画段階から参加し、地域の事業者と災

害時の自助・共助活動や新宿新都心における「防災まちづくり」のあり方についてディス

カションを行なっています。 
※さまざまな業種の企業への BCM（事業継続マネジメント）コンサルティングサービスの

提供、防災、減災に関する情報発信を行っています。 

【特徴】 
自治体、大学、医療機関、事業者等の地域のステークホルダーが連携して、災害時の情報

の共有、人々の安全確保、地域内滞留者への対応のあり方等の多様なテーマについて検討

を行うとともに、総合的な防災訓練を年１回行い、その内容の検証を行なうことで、新宿

駅西口地域の「防災まちづくり」を推進しています。ＮＫＳＪグループでは、同取組みに

積極的な参画しイニシアティブを発揮しています。 

 027-03  

エコファンド及び SRI ファンドを通じて企業の環境経営度分析および CSR 経営度分析を実施 

【原則２】【原則６】【その他】 

損保ジャパン日本興亜リスクマネジメント㈱は、損保ジャパン日本興亜アセットマネジメ

ント㈱が販売している投資信託のうち、5 つのエコファンドと 2 つの SRI ファンドで、企

業の「持続可能な社会へ寄与する取組み」について経営度分析を実施しています。また、

投資家へ環境情報を提供する環境コミュニケーションの取り組みを行っています。エコ

ファンドの週次・月次のレポートでエコファンド投資信託の組入銘柄企業の優れた環境へ

の取組みを紹介するとともに、環境に関する最新情報を掲載したニュースを年４回発行す

る業務を担っています。また、アンケートに回答していただいた企業に対しても、アンケー

トの集計結果や質問項目ごとの自社の取組みの業界内での相対的なレベルなど、環境経営

を推進する上で参考になる分析資料を提供しています。 

【特徴】 
環境経営度分析や CSR 経営度分析の実施と企業や投資家とのコミュニケーションを通じ

て、今後の環境や CSR の取組みの普及・促進を図っています。 
その他にも、「ISO26000 に基づく CSR 経営戦略コンサルティングサービス」、「生物多様

性コンサルティングサービス」、「再生可能エネルギー・リスク診断サービス」、「メガソー

ラー（大規模太陽光発電所）事業者向けリスクコンサルティングサービス」、「バリュー

チェーン CO2排出量の算定や CO2排出削減貢献量の算定を支援するサービス」など新しい

サービスを開発し、企業の戦略的な CSR や環境の取組みを支援するコンサルティングを実

施しています。さらに、CASBEE 評価認証機関、東京都および埼玉県の排出量取引制度の

登録検証機関としての業務を通じて、適切な建築物の維持保全と低炭素化を支援していま

す。 

 

■ そんぽ２４損害保険 株式会社 

 020-01  

ISO14001 等を通した環境への取組み 
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【原則１】【原則７】 

そんぽ２４では、ＮＫＳJ グループの１サイトとして、国際規格「ISO14001」に基づく環

境マネジメントシステム（EMS）を構築・運用しています。 
また環境と経営の両立の実現に向けた「ハナコアラ運動」を独自に推進し、省エネ・省資

源に繋がる社内活動を行っており、紙および使用電力量の削減による CO2 の削減などに取

組み、成功事例や改善課題等を共有しながら、環境へ配慮した取組みと事業コストの削減

を推進しています。 

【特徴】 
成功事例等の共有、定期的な進捗管理により、環境に対する意識付けを図っており、社員

参加型の取組みとして浸透、実施している。 

 020-02  

セーフティドライブの推進 

【原則４】 

そんぽ２４では、ウェブサイト上に「セーフティドライブ」のページを設け、安心で楽し

いカーライフを送るための様々なヒントをご紹介する「安心！楽しい！カーライフ」や、

CO2 発生量の低減につなげることを目指して様々なエコドライブを支援する「ReCoo(レ
クー)」の掲載による情報提供を行っています。また、「安心！楽しい！カーライフ」につい

ては、その内容をメールマガジンにて、ご契約いただいているお客さまに配信し、快適な

カーライフのヒントをお届けするとともにセーフティドライブの推進を図っています。 

【特徴】 
ウェブサイト上の情報公開により、広く「エコ安全ドライブ」の普及に努めている。 

 020-03  

リサイクル部品の活用の推進 

【原則４】【原則５】 

そんぽ２４では、一般社団法人日本損害保険協会の一員として、自動車の利用者に、自動

車を修理する際に部品を交換するのではなく、できるだけ補修をすることで廃棄される部

品を減らせることや、交換が必要な場合でも、新品ではなく、リサイクル部品を利用する

ことで、廃棄物と同時に製造時に発生する CO2 排出量も減らせることを訴えるため、業界

統一ロゴを作成し、チラシや専用ホームページで啓発しています。 

【特徴】 
リサイクル部品活用の啓発を通じ、地球環境保護に努めている。 

 020-04  

社会貢献活動の実施 

【原則７】 

そんぽ２４では、地域の清掃活動や緑の募金活動、エコキャップ運動等の社会貢献活動に

取り組んでいます。社員が社会貢献活動に参加することにより、地域社会への貢献や環境

問題等へのさらなる意識の向上を図っています。 

【特徴】 
より多くの社員が賛同・参加できるメニューを選定、実施することにより、社会貢献活動

の定着と社員の活動参加促進を図っている。 
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■ 第一生命保険 株式会社 

 003-01  

資産運用におけるＥ・Ｓ・Ｇ行動原則「Ｅ・Ｓ・Ｇ三本の矢」 

【原則１】【原則２】 

 当社は、約 30 兆円の資産を運用する機関投資家として、安全性・収益性だけでなく社会

性・公共性にも配慮した資産運用に努めています。近年、環境（Environment）・社会

（Society）・ガバナンス（Governance）を考慮した投融資への世界的な関心が高まる中、

当社では「E・S・G」の視点を盛り込み、政府の成長戦略への貢献を目指して独自に策定

した行動原則（「三本の矢」）を実践しています。  
http://www.dai-ichi-life.co.jp/dsr/society/investment/index.html 

【特徴】 
①【「E」の矢】資産運用を通じた環境保護への取り組み 

中期経営計画期間である 2013 年～15 年の 3 年間で成長分野へ最大 1,500 億円の投融資

を行い、その柱の一つとして環境・インフラ分野への投融資を拡大することとしていま

す。機関投資家として環境に配慮した資産運用行動が社会全体の持続的な発展につなが

るという考え方のもと、当社では高い資金需要が見込まれる環境・インフラ分野への投

融資を積極化しています。 
②【「S」の矢】 資産運用を通じた社会貢献への取り組み 

「社会貢献活動の取組方針」に基づき、資産運用を通じても、多様性をお互いに受容す

る「ダイバーシティ＆インクルージョン」の実践による女性の活躍推進や少子化問題の

解決等への支援を積極的に行っています。 
③【「G」の矢】 資産運用を通じた企業統治への取り組み 

２兆円超の国内株式を保有する機関投資家として、当社は投資先企業のコーポレート・

ガバナンス（企業統治）向上につながる取り組みを推進しています。 

 003-02  

「消費者教育教材『ライフサイクルゲームⅡ～生涯設計のススメ～』を活用した金融保険教育の

取組み」 

【原則１】【原則２】【原則３】【原則４】 

・ 当社は、中学生・高校生を主な対象として 2004 年に製作した『ライフサイクルゲーム』

の内容を全面的に見直し、2012 年に新たに『ライフサイクルゲームⅡ～生涯設計のスス

メ～』を製作しました。 
・ 当ゲームは、スゴロク形式のゲームを楽しみながら人生のさまざまなリスクと必要な備

え、消費者契約等に関わる知識を学べる消費者教育教材です。 
・ 学校教育現場における本教材活用を通じた健全な消費者教育が実践されるべく、学校・

消費生活センター・各種の消費者向けイベント等に無償提供しているほか、当社職員が

本教材を使用して学校等での出張授業を実施しています。 

【特徴】 
・ 2012 年 3 月に公益財団法人消費者教育支援センター主催の「第 8 回消費者教育教材資

料表彰」において、「優秀賞」を受賞し、その中から学校教育の現場で実際に使用した教

員の方々の評価などをもとに、2013 年 5 月に「最優秀賞」として選出されました。 
・ 消費者関連団体の有識者から高い評価をいただいているばかりでなく、本教材を用いた

授業を体験された生徒たちや先生方からも良好な評価が寄せられています。 
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 003-03  

「待機児童解消をはじめとした少子化対策の取組み（所有不動産への保育所誘致、保育施設へ

の助成等）」 

【原則１】【原則２】【原則３】【原則４】【原則６】 

・ 当社は、少子高齢化対策を当社社会貢献活動の中心取組テーマの一つに掲げ課題解決に

取組んでいます。 
・ 具体的には、保育所運営会社大手の株式会社ＪＰホールディングスならびに株式会社ポ

ピンズと業務提携し、待機児童数の多い地域を中心に全国の当社所有物件で保育所誘致

を行っています。 
・ 取組みの当初は当社の投資用物件を中心に取り組んでいましたが、立地等の問題により

活用可能な物件が限定される等の課題を踏まえ、現在では、当社が事業所として使用し

ている建物を活用するとともに、情報提供先拡大に向け、業務提携 2 社以外の運営会社

10 社以上との定期的な情報交換等の対応も進めています。 
・ この結果、2013 年 9 月時点で都心部を中心に 7 箇所開園し、来年の開園に向けて準備

を進めている３箇所を含めて、累計 422 名の待機児童を受け入れることとなります。 
・ 一方で、保育所等事業者は開設時およびその後の運営に公的補助金がなければ経営が立

ち行かない状況にあります。そこで、当社が出捐した一般財団法人第一生命財団では今

年度より新設保育所等への助成事業を開始しました。 
・ その事業内容は、新設の保育所等（認可保育園、認証等保育園および認定こども園）が

保育の質を高めるために、独自に実施する保育プログラムにかかる備品（遊具・楽器・

絵本）等の購入費用を助成します。助成対象の運営母体は社会福祉法人に限らず、株式

会社も含んでいます。 
・ さらに、働く女性が妊娠・出産後も安心して職場に復帰するための企業側の制度整備に

向けて、自治体と協働して取引先企業のワーク・ライフ・バランス推進を支援する取組

みを開始しました。2012 年に京都府、2013 年に宮城県、秋田県と連携協定を締結しま

した。 

【特徴】 
・ 全国的な保育所誘致の取り組みは、生命保険業界では初の試みとなります（当社調べ）。

・ 全国の保育所への待機児童数約 25,000 人（厚生労働省発表：2011 年 4 月時点）の約 10％
に相当する 2,500 人の児童収容を中長期的に目指し、待機児童問題の解消を目指してい

ます。 
・ 保育園等へ遊具等、幅広く備品を助成する取組みは民間財団では初の取組みとなります。

また、認可保育所や社会福祉法人に制限することなく、幅広い対象施設に対して助成し

ています。 

 003-04  

「国民の健康増進に向けた取組み（第一生命グループ「健康経営」）」 

【原則１】【原則２】【原則３】【原則４】【原則６】【原則７】 

・ 国民の健康増進を当社が解決すべき重要な社会課題と位置づけ、ＤＳＲ（Dai-ichi’s 
Social Responsibility）※１経営の一環として課題解決に取組んでおり、約 4 万名の生

涯設計デザイナー（営業職員）を通じた啓発活動のほか、生命保険会社としての当社な

らではのノウハウやビジネスモデルを活かした活動を展開しています。 
・ 当社は創業以来、生命保険会社として国民の健康を望む気持ちに応えていくという社会
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的な使命感のもと、国民病に対する取組みを行ってきました。結核患者向け診療施設開

設（1935 年）、心疾患に対する医療・研究を行う「心臓血管研究所」の設立（1959 年）、

厚生労働省等の後援のもと保健衛生向上を図る目的で「保健文化賞」の創設（1950 年）、

海外グループ会社においても、例えば第一生命ベトナムにおいては、白内障手術の無償

提供を継続的に実施してきています。 
・ 近年は、現代の国民病とも言われるがんの啓発への取組みを重点的に実施しており、正

確な情報の提供、早期発見・早期治療等への啓発に資するべく、独立行政法人国立がん

研究センターとがんに関する情報提供について包括的連携協定を締結し、同センター監

修による情報紙を生涯設計デザイナーのお客さま訪問活動にて配布しているほか、セミ

ナーの実施やホームページ・営業専用端末「ＤＬＰａｄ」上で様々な情報をインタラク

ティブに提供する等しています。 
http://www.dai-ichi-life.co.jp/dsr/report/index.html 
 
※１： 「ＤＳＲ」とは、「CSR」の頭文字を第一の「Ｄ」とし、Dai-ichi's Social Responsibility、

すなわち「第一生命自身の社会的責任」の略称で、当社経営のキャッチフレーズと

しているものです。当社は全社で PDCA サイクルを回すことを通じて経営品質の向

上に取り組み、さまざまなステークホルダーの皆さまへの社会的責任を果たしてい

きたいと考えています。 

【特徴】 
・ お客さまの万が一の場面に直面している生涯設計デザイナーであるからこそ、お客さま

に親身になった活動を展開できています。 
・ お客さまの健康を望む気持ちに応えていく社会的責任を果たすためにはグループ役職員

自身が健康医療に高い関心を持つ必要があるとの認識のもと、お客さまと役職員の健康

増進を重要な経営課題と位置づけ、社長直轄の「ＤＳＲ推進委員会」傘下に「健康増進

推進専門委員会」を設置し、「健康経営」を強力に推進しています。 

 003-05  

「『緑の環境デザイン賞』『緑の都市賞』を通じた環境保全の取組み」 

【原則３】【原則４】 

・ 『緑の環境デザイン賞』は、地域の美しい景観を形成すると同時に、人と自然が共生す

る都市環境の形成に寄与する緑化プランを公募し、優秀な作品を表彰するとともに、そ

の実現のための助成を行うもので、1990 年に「緑のデザイン賞」として創設しました。

・ 2009 年に「緑の環境デザイン賞」と改称し、新たに都市の環境共生に必要な緑地機能を

積極的に取り入れたプランを評価する基準を加え、地域におけるヒートアイランド化の

緩和や生物多様性保全に効果のある緑化プランを積極的に支援してきています。 
・ これまでに全国の 139 の地域で新たな緑地が誕生しています。 
・ また、今年度より環境問題への一層の取組強化として、緑の保全･創出活動に卓越した成

果を上げている市民活動団体、企業等の民間団体、公共団体を顕彰する「緑の都市賞」

に特別協賛しました。緑の”計画”を助成・支援する「緑の環境デザイン賞」、緑の”実績”
を顕彰・支援する「緑の都市賞」という 2 つの賞を一体的に運営することで、”都市の緑”
に関わる環境保全活動を総合的に支援しています。 

【特徴】 
・ 「緑の環境デザイン賞」は、公益財団法人都市緑化機構と共催しており、国土交通省・

環境省・全国知事会・全国市長会・全国町村会の後援を受けて運営しています。 
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・ 「緑の都市賞」は公益財団法人都市緑化機構が主催、当社が特別協賛、国土交通省・環

境省・総務省・全国知事会・全国市長会・全国町村会の後援を受けて運営している、1981
年に創設された、内閣総理大臣賞を有する顕彰制度です。 

 003-06  

「産業復興支援型の被災地支援ボランティア活動」 

【原則３】【原則７】 

・ 福島県では地震・津波・原発事故による風評被害に加えて、沿岸地域では津波により塩

害を受けた農地も広がっており、地域経済を支えてきた農業生産高は激減しています。

当社は、産業復興支援型の被災地支援として、「ふくしまオーガニックコットンプロジェ

クト」の活動を支援するボランティア活動を実施しました。 
・ 同プロジェクトは、食用ではなく塩害にも強いコットン（綿）を有機栽培で育て製品化

する取組みを通じて、福島県で新たに綿農業と繊維産業を創出することを目指すもので、

当社はこの趣旨に賛同し、9 月 20 日（金）から 3 週に渡り、63 名の職員がボランティ

アとして畑の草取り・コットンの収穫などの活動支援を行いました。 

【特徴】 

・ 参加者は、自身の目で被災地を見ることで被災地の現状を理解するとともに、現地の方々

が復興に向けて強い意気込みのもと前向きに取り組む姿に元気・勇気をもらい、決して

震災を忘れずしっかり伝えていくべきであるとの認識を持つことができました。また、

同じ目的に向かって職位や所属を超えて協働することで、参加者同士の強い絆が生まれ

ました。 

 003-07  

「環境経営の推進」 

【原則６】【原則７】 

・ 当社は、中長期的に「持続可能な社会づくり」に貢献するアジアを代表するグローバル

な保険グループを目指すため、「環境基本方針」を定め、当該方針に基づく具体的な行動

計画として「2013-15 年度環境中期取組計画」（以下「環境中期取組計画」）を策定して

います。 
・ 「環境中期取組計画」は、当社の事業活動を通じて、「１．地球温暖化防止に向けた取組

（省エネ）」「２．循環型社会構築に向けた取組（省資源）」において今後取り組むべき具

体的な数値目標を設定するとともに、「３．環境保護に向けた企業取組」「４．社会的要

請に対応する環境経営の深化」において定性的目標を設定しています。 
・ 「環境中期取組計画」は、目標毎に PDCA サイクルによる遂行状況の振り返りと改善策

を実行し、定期的に経営層に報告する体制を構築しています。 
・ 詳細につきましては当社ホームページの以下アドレスをご参照ください。 
http://www.dai-ichi-life.co.jp/company/dsr/society/ecology/index.html 

【特徴】 
・ 「環境中期取組計画」の実効性を高めるため、代表取締役社長を委員長とする「ＤＳＲ

推進委員会」の傘下に、社長から任命された環境管理責任者が委員長を務める「社会貢

献・環境活動推進専門委員会」を設置し、全社での環境取組を推進すべく、重要課題の

審議を行っています。さらに委員会にて決定された取組みを全社に浸透すべく、環境取

組推進事務局と関連する所属でワーキンググループを組織して連携を図りつつ、各種施

策を全社横断的に推進することで実効性を高める体制を構築しています。 
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・ 「環境中期取組計画」に基づく当社の環境取組全般について、2013-15 年度中期経営計

画」「Ａｃｔｉｏｎ Ｄ」に沿って「Ａｃｔｉｏｎ Ｄ-“ＥＣＯ”」と称し、全社を挙げ

た取組であることを示すことで、役職員の環境取組意識の向上に取り組んでいます。 
・ 「環境中期取組計画」および同計画の遂行状況はＤＳＲレポートや当社ホームページで

開示し、当社ステークホルダーの皆さまとのコミュニケーション促進に努めています。

 

■ 太陽生命保険 株式会社 

 004-01  

環境・社会・企業統治（ESG）を考慮した資産運用の推進 

【原則１】【原則２】【原則６】 

太陽生命では、機関投資家として社会的責任をより一層果たしていくためには、投融資活

動を通じて社会や環境により良い影響を及ぼし、持続可能な社会の実現に貢献していくこ

とが不可欠であると考えています。 
こうした考えの下、2007 年 3 月に国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEPFI）が提唱

する「責任投資原則（PRI）」に、日本の生命保険会社として初めて署名したほか、2011 年

11 月には「21 世紀金融行動原則」に署名するなど、環境・社会・企業統治の課題を考慮し

た資産運用の推進を通じて、持続可能な社会の形成に貢献しています。 
 
＜主な取り組み＞ 
・ 責任投資原則（PRI）を踏まえた資産運用体制の整備のほか、投資分析や投資の意思決

定プロセスに、従来の投融資判断に加えて、環境・社会・企業統治に関する企業評価を

組み込んでいます。 
・ 環境問題・省エネルギーに関する取組みの一環として、個人向け融資において、「太陽光

発電設備等購入のための資金」を提供しています。 
・ クリーンエネルギーの導入促進を通じて持続可能な社会の形成に貢献するため、日本の

大規模太陽光発電事業や風力発電事業などの環境に配慮した投融資の取組を行っていま

す。 
・ 保有ビルの照明を LED 等省エネ型機器への取替を積極的に推進していることに加え、自

社ビルの新築・建替や大規模改修時に、景観への配慮やバリアフリー対応のほか、環境・

省エネルギーの観点から、屋上緑化、断熱効果の高いガラス、明るさにより照度を自動

調整する照明機器等の環境配慮施策を実施しています。 
・ 株主総会の議決権行使ガイドラインに責任投資原則（PRI）の考え方を明記することで、

受託者責任に加え、環境・社会・企業統治の視点を考慮した議決権行使を実施していま

す。 
・ 投融資先、取引先の環境・社会・企業統治に関する活動状況を確認するとともに、収集

したＣＳＲレポート等を分析し、自社の取組みの参考としています。 
・ 環境・社会・企業統治の課題を十分考慮した資産運用に関する具体的な取組みをホーム

ページやコミュニケーションレポートに掲載し社内外に開示するとともに、英語版のア

ニュアルレポートにも同取組みを掲載し、広く取組みの周知に努めています。 
 
＊太陽生命の環境・社会・企業統治等を考慮した資産運用の詳細は以下をご覧ください。 
http://www.taiyo-seimei.co.jp/summary/pri.html 
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【特徴】 
日本の生命保険会社として初めて責任投資原則（PRI）に署名するなど、環境・社会・企業統治の

課題も考慮した資産運用の推進を通じて、持続可能な社会の形成に貢献しています。 

 004-02  

「太陽光発電ファンドへの出資」「太陽光発電設備等購入のための資金提供」 

【原則２】 

太陽生命では、「責任投資原則（PRI）」や「21 世紀金融行動原則」に署名するなど、環境・

社会・企業統治の課題を考慮した資産運用の推進を通じて、持続可能な社会の形成に貢献

しています。 
こうした資産運用の具体的な推進策として、太陽光発電事業や風力発電などの環境に配慮

した投融資の取組みや、個人向け融資において「太陽光発電設備等購入のための資金」を

提供しています。 

【特徴】 
持続可能な社会の形成に貢献するため、省エネルギー・環境問題等への取組みの一環とし

て実施しています。 

 004-03  

地域・社会への参加 

【原則３】 

太陽生命は、「地域・社会への参加」として、以下の取組みを通じて、地域の方々との交流

や地域振興等に取り組んでいます。 
・ 全国一斉の清掃活動「全国一斉クリーンキャンペーン」の実施 
・ 汐留本社がある東京都港区の事業者・区民・区が連携して地域における環境保全活動を

進める「みなと環境にやさしい事業者会議」、「打ち水大作戦」、「やめよう！歩行喫煙キャ

ンペーン」等への参加 
・ 被災地支援（被災地特産物の全社斡旋等） 等 

【特徴】 
従業員自らが地域・社会に根差した活動に参加し、地域・社会の健全な発展につながる取

り組みを推進しています。 

 004-04  

地域貢献活動と地球環境の保護の取組み 

【原則４】 

太陽生命は、健康・医療面での地域貢献活動および社会福祉への取組みとして、献血活動、

車椅子の寄贈運動、太陽生命厚生財団を通じた「高齢者福祉」「障がい者の福祉」への助成

を行っています。 
また、地球環境の保護の取組みとして、「太陽生命の森林」「太陽生命くつきの森林」での

森林保全・育林活動を行っています。 

【特徴】 

従業員自らが地域・社会に根差した活動に参加し、地域・社会の健全な発展につながる取

り組みを推進しています。 
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 004-05  

地球温暖化防止に向けた取組み 

【原則５】 

太陽生命は、地球温暖化防止に向けた取組みとして、2010 年 4 月より改正施行された「エ

ネルギーの使用の合理化に関する法律」に対応した省エネ管理体制を整備し、全社を挙げ

て地球温暖化防止のための行動を推進しています。また、グリーン IT化への取組みやグリー

ン購入の推進を行っています。 

【特徴】 
「Ｔ＆Ｄ保険グループ環境方針」に基づき、日々の業務の中で使用するエネルギーについ

て管理し、デマンド監視システムによる契約電力の管理や電気、ガス、水道使用量・料金

管理システムにより使用状況を把握し削減をはかるなど、環境保全に向けた継続的な取り

組みを進めています。 

 004-06  

CSR に関する情報開示とご契約者懇談会の開催 

【原則６】 

太陽生命では、コミュニケーションレポートの発行やホームページを通じた情報開示を

行っています。また、ご契約者様に、太陽生命や生命保険に対する理解を深めていただき、

またご意見・ご要望をお伺いすることを目的に、「太陽生命ふれあい倶楽部（ご契約者懇談

会）」を開催しています。 

【特徴】 
「太陽生命ふれあい倶楽部」へは 436 名（2012 年度）のお客様に参加いただき、社業全般

にわたるご意見をいただきました。その内容は貴重な情報として全社に伝え、それぞれの

業務の改善に活かしています。 

 004-07  

「全社節電運動」、「ライトダウン」の実施 

【原則７】 

全国的な電力供給不足を踏まえ、太陽生命が社会的使命をはたしていくためには、節電取

組みを継続していくことが重要と考えました。デマンド監視システムによる使用電力上限

目標を定め、全社節電運動を実施しています。 
また、夏至･冬至を中心とした期間に退館の目標時間を設定し電気を消そうという「ライト

ダウン」の運動を毎年実施（2012 年度は夏期 7 月 5 日、冬期 12 月 21 日）しており、環境・

省エネへの意識付けや早帰りの運動として定着しています。 

【特徴】 
太陽生命では、電力使用制限が遵守しなければならない法的対応であることを従業員全員

が認識した上で、本節電運動の取組みを推進していきます。 

 

■ 東京海上日動あんしん生命保険 株式会社 

 147-01  

社員向け「認知症サポーター養成講座」の開催および受講推進 
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【原則１】【原則３】【原則４】【原則７】 

厚生労働省と全国キャラバン・メイト連絡協議会が推進する「認知症サポーター100 万

人キャラバン」に賛同し、地域や家族の安心と安全を支えるボランティア活動として、「認

知症サポーター養成講座」に取り組んでいます。これは、認知症の人とその家族が安心し

て暮らせる街づくりを目指す取り組みで、講座を受講した社員が、認知症について正しく

理解し、友人や家族にその知識を伝えたり、生活や仕事の中で認知症の人やご家族に温か

く接し、支えていくことを目指しています。 

【特徴】 
専門の研修を受けた社員（キャラバン・メイト）が講師を担当し、全国各地で DVD 視聴や講習・

ロールプレイングによる約 1 時間半の講座を実施しています。 

 147-02  

ピンクリボン運動の支援 

【原則１】【原則４】【原則７】 

当社は、NPO 法人 J.POSH（日本乳がんピンクリボン運動）を通じて、ピンクリボン運

動（乳がんの早期発見の大切さをお伝えする運動）を支援しています。 
乳がんは、日本での罹患率は増加していますが、正しい知識を持ち、早期発見、早期治

療を行えば治癒率の高いがんでもあります。当社では、各種情報提供を通じて、乳がんの

早期発見に必要な検診の重要性を正しくお伝えするなど、ピンクリボン運動を支援してい

ます。 

【特徴】 
全国各地で街頭キャンペーンを実施しています。ピンクのウインドブレーカーを着用し、

乳がんの早期発見に必要な検診の重要性をお伝えするリーフレットをお配りするなど、各

地で工夫を凝らした取り組みを行っています。 

 147-03  

抗がん剤治療患者向け「タオル帽子」の製作 

【原則４】【原則７】 

抗がん剤を治療したがん治療は、副作用によって頭髪が失われることから、患者さんが

それを忌避して、結果としてがんが進行することがあります。「タオル帽子」の製作は、盛

岡市の市民団体「岩手ホスピスの会」が、「がん患者さんやそのご家族の方々を支援したい」、

「闘病中の患者さんを勇気づけたい」という想いから始められたものです。当社はこの活

動に感銘を受け 2009 年から製作協力を行っています。 

【特徴】 
当社を含めた東京海上グループ関係者とその家族が、一針一針想いを込めて製作し、毎年

1000 個以上の「タオル帽子」を「岩手ホスピスの会」に寄贈しています。 

 

■ 東京海上日動火災保険 株式会社 

 113-01  

フリート事故削減アシスト＆エコ安全ドライブ診断 

【原則１】【原則２】【原則３】 
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「フリート事故削減アシスト＆エコ安全ドライブ診断」は、企業向け自動車における事故

防止コンサルティング、およびエコドライブコンサルティングサービスです。 
事故抑制（事前予防）と、エコロジー（燃費効率向上）を合わせたコンサルティングを実

践しています。 

【特徴】 
事故というお客様のイザというときに役立つ保険と事故の事前予防に役立つコンサルティングサー

ビスを同時に提供しています。 

 113-02  

「Green Gift」プロジェクト 

【原則１】【原則２】【原則３】【原則４】 

東京海上日動は、地球環境保護のために「ご契約のしおり（約款）」等を冊子ではなく、ホー

ムページ上でご確認いただく方法をご選択いただいたお客様を「Green Gift」パートナー

として、「Green Gift」プロジェクトを推進しています。 
紙の削減につながるこの活動にご賛同いただき、Web 約款等をご選択いただいた場合、紙

資源の使用量削減額の一部を、マングローブ植林をはじめとした国内外の環境保護活動に

役立てます。 
「Green Gift」プロジェクトによる紙資源の節減効果はもちろんのこと、それに伴い推進

するマングローブ植林事業にも地球温暖化防止、生物多様性の保全、高潮・津波被害の防

止、植林地域の地域・経済振興や人材育成など様々な効果があります。 

【特徴】 
お客様の賛同を得て、“環境配慮”（ペーパーレス、マングローブ植林等）を実践しています。

 113-03  

早期災害復旧支援サービス 

【原則１】【原則２】【原則３】【原則４】 

東京海上日動は、災害復旧分野で高い専門技術を有するベルフォア社と提携し、企業のお

客様向け「早期災害復旧支援サービス」をご提供しています。ベルフォア社は、従来新品

交換しか方法がないと考えられていた機械・設備等を、精密洗浄等により罹災前の機能・

状態に修復します。これにより、特に新品交換に長時間かかる特注品等の場合、事業中断

期間を大幅に短縮することが可能となります。 
2011 年 1 月保険始期の契約より、原則としてすべての事業者向け火災保険※に、「安定化

処置費用担保特約」を付帯し、ベルフォア社の災害復旧サービスを、一定の条件のもとで

追加負担なくご利用いただくことが可能となりました。 
なお、東京海上日動とベルフォア社が提供する早期災害復旧支援サービスに関しては、日

本のみならず、2006 年に米国、2008 年に欧州、2010 年から東南アジアでの提携を開始し

ており、世界中のお客様を対象に事業の早期復旧を支援できる態勢を整えています。 
※森林火災保険と財物損害・休業損失を補償しない超ビジネス保険を除きます。 

【特徴】 
早期災害復旧と、環境配慮を合わせた保険商品サービスの提供を実践しています。 

 113-04  

東北大学・東京海上日動による地震津波リスク研究（産学連携） 

【原則１】【原則２】【原則３】【原則４】【原則６】 
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東京海上日動は、2011 年 7 月に東北大学と産学連携協定を締結し、2012 年 4 月からは

東北大学災害科学国際研究所（IRIDeS）内に、「寄付研究部門 - 地震津波リスク研究（東

京海上日動）」を設置しました。 
http://www.tsunami.civil.tohoku.ac.jp/hokusai3/J/irides_etrisk/index_j.html 
このプロジェクトでは、東北大学・東京海上日動がこれまで培ったノウハウを結集し、東

日本大震災や過去の巨大地震における津波リスク（波高分布や到達時間）を分析し、社会

の脆弱性や防災力を考慮した、より信頼性の高い被害推定（シミュレーション）や発生確

率を加えた津波リスク評価手法を研究しています。また、これらの研究で得られた成果は、

広く社会に情報発信していきます。 
* 地震津波リスク評価モデル/ハザード研究 
* 国内・海外で発生した地震・津波リスクのデータ収集・分析 
* 東日本大震災の被害実態、及び復旧・復興における各種の情報分析 
* 各種シンポジウム・啓発活動（含む、小学生向け「ぼうさい授業」、「防災グッズ」の開

発等） 
http://www.tokiomarine-nichido.co.jp/j0201/pdf/120601.pdf 

【特徴】 
地震・津波リスク評価における体系的な仕組み・手法を構築することで、より信頼性の高

い推定が可能となり、沿岸地域での減災計画を行うための基礎情報として、安全・安心な

社会づくりに貢献することができます。特に、津波リスクは今まで手つかずの分野であり、

国内外でのリスク評価を実施し、体系的な予防防災・減災への支援、さらには、リスクを

転化する免災というシステムを構築していきます。 
・リスク研究：国内外の自然災害学会等において、リスク評価にかかる研究成果を発表 
・シンポジウム：2012 年 10 月（仙台）、2013 年 2 月（東京） 
・ぼうさい授業：2012 年度は 36 の小学校で実施し、約 2400 名の児童が参加 

 113-05  

自動車保険「地震・噴火・津波危険 車両全損時一時金特約」開発 

【原則１】【原則２】【原則３】【原則４】【原則６】 

東京海上日動は、2012 年 1 月から自動車保険の新商品「地震・噴火・津波危険 車両全損

時一時金特約」を販売いたしました。本保険は、「地震・噴火・津波」によって自動車が「全

損」となった場合に保険金をお支払いするものです。 
■自動車保険 新商品「地震・噴火・津波危険 車両全損時一時金特約」 
・ 補償内容： 本特約による保険金は、「全損」と判定する一定の基準に合致する場合、も

しくは、損傷の修理が不可能として廃車された場合に、お支払いします。（車

両保険（一般条件）が付保された契約に限ります。） 
（事例） 自動車が津波によりシートの座面を超える浸水を被った場合、自動車が津波によ

り流出し発見されなかった場合、自動車が全焼した場合、建物倒壊等によってご

契約の自動車が建物の下敷きになった場合等 
・ 保険金額：  50 万円（定額）（但し、車両保険の保険金額が 50 万円を下回る場合はその

金額をお支払いします。） 
・ 保険料：  一律 5,000 円 
http://www.tokiomarine-nichido.co.jp/j0201/pdf/110705.pdf 

【特徴】 
地震・噴火・津波リスクは、低頻度であるものの、一度に巨大な被害が発生する可能性が
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ある（リスク量が大きい）ため、長期に亘って安定的な保険制度を維持することが難しい

ことから、これまで民間保険会社では極めて限定的な引き受けしかできませんでした。 
こうしたなかで、当社では、東日本大震災における保険金支払での経験やお客様からのご

意見・ご要望等を踏まえて、業界で先立って、万一地震で被災されたお客様が生活復旧に

おいて自動車を再取得するための一時金を補償する保険として、自動車保険「地震・噴火・

津波危険 車両全損時一時金特約」を開発したものです。 

 113-06  

「1 日自動車保険（ちょいのり保険）」発売 

【原則１】【原則２】【原則３】【原則４】【原則６】【原則７】 

東京海上日動は、2012 年 1 月から、携帯電話でいつでも加入できる「ちょいのり保険（１

日自動車保険）」を発売しました。本商品は、お客様が親や友人の自動車を運転する際に、

1 日あたり 500 円の保険料で、必要な日数分だけ、いつでもどこからでも携帯電話で加入

できる業界初の新しい自動車保険です。 
＊ なお同保険は、NTT ドコモの「ワンタイム保険（１日自動車保険）」として、2011 年

10 月より先行販売しています。 
http://www.tokiomarine-nichido.co.jp/service/auto/ichinichi/index.html 

【特徴】 
販売開始以降、2012 年 9 月 17 日時点において利用日数累計２０万日を突破しました。 
http://www.tokiomarine-nichido.co.jp/j0201/pdf/120925.pdf 
いつでもどこからでも手ごろな保険料で手軽に自動車保険に加入することができる」とい

う本商品の新規性に加え、商品を通じて、若年層（10-20 歳代）などに多い「無保険運転」

の事故縮減という社会的課題の解決にも貢献することができます。 
現在、無保険運転による事故は年間 10 万件以上発生していると推定され、同社は引き続き

本商品の提供を通じて、無保険運転による事故縮減に貢献し、今後も保険商品・サービス

を通じて人々の暮らしや企業活動に役立つ「安心と安全」の提供を実現していきます。 

 

■ 日新火災海上保険 株式会社 

 145-01  

環境負荷削減に寄与する商品サービス 

【原則２】【原則５】【原則６】【原則７】 

環境配慮型自動車保険「アサンテ(※)」によるリサイクル部品の利用促進や、紙の約款に

代えてＷｅｂ上で保険約款を参照いただく「インターネット約款」、紙証券の発行に代えて

ＷＥＢ上で契約（変更）内容をご確認いただく「インターネットによる契約確認サービス

（Ｍｙ日新）」等による紙資源の節約に取り組んでいます。 
(※) 当社自動車保険「ユーサイド」に「リサイクル部品使用特約」および「指定修理工場

入庫条件付車両保険特約」をセットした商品 

【特徴】 

収益の一部を、ケニア共和国の環境保護活動家、故ワンガリ＝マータイ氏が始めたグリー

ンベルト運動（植林活動）に活用してもらうため、寄託いたしました。 

 145-02  

チャリティー募金イベントの実施 
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【原則４】【原則６】【原則７】 

2008 年より毎年実施しているもので、一般の方や社員からの寄付金を募り、寄付にご協力

いただいた方にお礼として、当社社員から集めた中古の本や CD 等の中から好きなものを

選んでいただくイベント 

【特徴】 

ご協力いただいた寄付金は、「特定非営利活動法人 交通遺児等を支援する会」へ全額寄付し、

交通事故で親を亡くした子供たち（交通遺児）の支援に活用されています。 

 145-03  

AED 講習会の実施 

【原則４】【原則６】【原則７】 

当社の役職員が事故や災害の場所に居合わせた際、人命救助に有効とされている AED を速

やかに使用できるようにするため、役職員に対する AED 講習会を実施しています。 

【特徴】 

 

■ 日本興亜損害保険 株式会社 

 016-01  

道路交通安全マネジメントシステムの国際規格 ISO 39001 で世界初の認証取得 

【原則１】【原則３】【原則６】【原則７】 

ISO39001 は、道路交通安全マネジメントの国際規格で、2012 年 10 月に発行されました。

日本興亜損保は、損保ジャパンとともに規格の制定趣旨に賛同し、これまでに取り組んで

きた自動車事故防止に関するノウハウが世界中の多くの企業にモデルケースとして活用さ

れることを目指し、NKSJ リスクマネジメントの支援を受け、ISO 39001 のドラフト作成

段階に実施された「パイロット事業」に参画しました。その後、2012 年 9 月に ISO 
39001(FDIS：最終国際規格原案)で世界初の認証を取得、2012 年 10 月の ISO 39001 正
式発行に伴い、FDIS から ISO 39001 規格に移行するための審査の差分審査を受審し、IS
（国際規格）での登録証を取得しました。 
http://www.sompo-japan.co.jp/news/download/20121026_1.pdf 

【特徴】 
この取り組みを通じて、日本国内のみならず地球規模での道路交通安全に広く貢献してい

くとともに、これまで実施してきた自動車事故防止活動に ISO39001 の考え方を取り込む

ことにより、お取引企業に対する自動車事故防止支援活動の実効性をさらに高めていくこ

とを目指しています。 

 016-02  

2012 年度の事業活動全般から排出される CO2 をオフセットし、カーボン・ニュートラルを達成 

【原則１】【原則４】 

日本興亜損保では、2008 年 7 月に発表した「カーボン・ニュートラル宣言」に基づき、2012
年度までに CO2排出ゼロ・カーボンニュートラル企業を目指し、自社の CO2排出量を削減、

2012 年度の事業活動全般において排出された CO2排出量を全量オフセットし、カーボン・

ニュートラルを達成しました。カーボン・ニュートラル化の対象範囲は、営業・出張や紙・
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印刷、通勤、社外利用などの間接的排出まで含めた企業活動全般（スコープ３を含む）で

す。 
なお、2012 年度の CO2排出量は 46,964ｔ-CO2ですが、これは原子力発電所の停止による

影響を大きく受けた直近の電力排出計数を用いて算出したものです。この影響を除いた

2012 年度の CO2排出量（電力排出係数を 2006 年度値に固定して算出）は 42,548ｔ-CO2、

自助努力による実質的な削減率は 20.3％となり、カーボン・ニュートラル宣言の際に定め

た目標（20％削減）を達成しました。 
 

 

 
 

【特徴】 
通勤や物流も含めた企業活動全般に伴う CO2 排出量を包括的にニュートラル化するのは業界

初。 

 016-03  

NKSJ グループとして、温室効果ガス（CO2）削減の中長期目標を公表 

【原則１】【原則４】 

気候変動の予防的アプローチとして、NKSJ グループの温室効果ガス削減の中長期目標を

設定し、低炭素な事業活動を目指しています。グループ全体で、2002 年を基準年として 2020
年度に 40％以上削減、2050 年度に 70％以上削減する目標を設定し、環境に配慮した調達、

省エネの取組みを展開するとともに、バリューチェーン全体の環境負荷低減に努めていま

す。 
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【特徴】 
削減目標は Scope1（化石燃料の使用に伴う直接排出）、Scope2（購入電力の使用に伴う間

接排出）だけでなく、Scope3（その他事業活動に伴う間接的な排出）も対象範囲に含め、

企業活動全体から排出される温室効果ガス（CO2）を対象としています。 

 016-04  

サステナビリティをテーマとした世界のこども向けコミュニティサイト（「未来クル・MIRACLE」）を

NGO と協働で運営 

【原則４】 

持続可能な社会の実現のために、次代を担う子どもたちの教育はとても大切です。2011 年

より、小中学校で「身近な消費生活と環境」の授業が加わり、小学校高学年では外国語教

育がスタートしました。 
日本興亜損保では、こうした動きに沿い、主に小学校高学年から中学生を対象としたサス

テナビリティ教育の場を提供することとしました。それが世界の子どもたちをつなぐ、日

英両言語のコミュニティサイト「未来クル・MIRACLE－世界とつながるキッズコミュニ

ティ」です。サイトの運営は、日本の環境情報を世界に発信している NGO ジャパン・

フォー・サステナビリティと協働で行っています。 
※詳細は、Web サイト（http://miracle-kids.net/ja/）を参照ください。 

【特徴】 
日ごろの生活ではめったに出会えないような、遠く離れた国や地域に住む同世代の仲間が、

どんなふうに生活し、何を思い、どのような未来を描いているのか――このサイトでのコ

ミュニケーションを通じて、つながる楽しさを発見してもらえたらと思っています。そし

てこのサイトでのコミュニケーションがきっかけとなって、各地域・各国そして世界を「本

当に幸せな未来」へと動かしていってくれる子どもたちが出てきてくれることを願ってい

ます。 
このサイトのもう一つの特徴は、日本語と英語の両言語で運営されていることです。こど

も達からの日本語の書き込みは英語に、英語での書き込みは日本語に翻訳されてアップさ

れます。日ごろ英語を使う生活をしていない日本のこども達にとって、海外の人とコミュ
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ニケーションを取るのは勇気がいることかもしれません。このサイトを通じて、言葉のち

がいで地球上の大勢の仲間と友だちになる機会を提供しています。 

 016-05  

「エコ安全ドライブ」の普及 

【原則４】【原則５】 

日本興亜損保は、環境への貢献と燃料費の節約、

そして交通事故の少ない社会づくりに貢献するエ

コ安全ドライブの普及を目的として、企業を対象

とした「エコ安全ドライブコンテスト（環境省後

援）」を 2008 年 10 月から開催しています。また、

エコ安全ドライブに関する講習会の実施、エコ安

全ドライブをいつでも実践していただくためのパ

ンフレットや車内外に貼るステッカーの提供など

により、エコ安全ドライブの普及促進にも努めて

います。 

 

【特徴】 
日本興亜損保では、「エコ安全ドライブ」普及のために、独自の「エコ安全ドライブインス

トラクター制度」を創設し、社員・代理店がインストラクターとなって、普及活動を行っ

ている。 

 016-06  

保険証券・約款のペーパーレス化の推進 

【原則４】【原則５】 

自動車保険および火災保険の保険約款などをインターネットでご確認いただくペーパーレ

スの仕組みを導入し、保険証券および保険約款を紙で交付しないことで紙資源の削減に努

めています。 
この自動車保険約款のペーパーレス化につながる Web 型約款をお客さまがご選択された場

合、１件につき一定額を日本興亜損保が負担し、国連認証の再生可能エネルギーのプロジェ

クトにより創出された排出権などを購入することでカーボン・オフセットを実施していま

す。 
※  排出権の購入は 2011 年 5 月 1 日より一時的に停止し、2012 年 3 月末までの期間、そ

の資金を被災地支援に寄付しました。 
2012 年度は被災地の早期復興と環境にやさしい地域づくりに貢献することを目的に、

被災地の「低炭素型復興プロジェクト」などの支援を通じた、カーボン・オフセット

を実施しました。このプロジェクトでの J-VER によるカーボン・オフセット量は、

10,000t-CO2となりました（2013 年 9 月現在）。 
（低炭素型復興プロジェクトとは、被災地における間伐等の森林管理や木質バイオマ

スの活用等による低炭素社会の実現に貢献するプロジェクトで、被災地の雇用拡大や

経済発展に寄与することが期待されます。） 
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2013 年度からは、カーボン・オフセットを含む自然環境保全や次世代教育などを通じた

持続可能な社会の実現に向けた取組み“地域貢献 eco プロジェクト”を実施しています。

 
【特徴】 

紙資源の削減を目的にペーパーレスな約款などの利用拡大を促進するべく、カーボン・オ

フセットを行っています。 

 016-07  

樹脂バンパーの補修、リサイクル部品の活用を推進 

【原則４】【原則５】 

自動車部品の補修やリサイクル部品の利用促進を通じて、環境に配慮した事故対応を推進。

車両保険事故の際に、補修が可能な場合は部品交換せずに修理をしていただく、また補修

が困難な場合はリサイクル部品をご利用いただくことを提案しています。 
車両保険事故の修理の際、樹脂バンパーを交換ではなく、補修した場合やリサイクル部品

を活用していただいた場合は、日本興亜損保が１件につき一定額を負担して排出権などを

購入し、カーボン・オフセットを実施しています。 
 
※  上記事例番号 016-06 同様、排出権の購入は 2011 年 5 月 1 日より一時的に停止し、2012

年 3 月末までの期間、その資金を被災地支援に寄付しました。 
2012 年度は被災地の早期復興と環境にやさしい地域づくりに貢献することを目的に、

被災地の「低炭素型復興プロジェクト」などの支援を通じた、カーボン・オフセット

を実施しました。このプロジェクトでの J-VER によるカーボン・オフセット量は、

10,000t-CO2となりました（2013 年 9 月現在）。 
（低炭素型復興プロジェクトとは、被災地における間伐等の森林管理や木質バイオマ

スの活用等による低炭素社会の実現に貢献するプロジェクトで、被災地の雇用拡大や

経済発展に寄与することが期待されます。） 
2013 年度からは、カーボン・オフセットを含む自然環境保全や次世代教育などを通じ

た持続可能な社会の実現に向けた取組み“地域貢献 eco プロジェクト”を実施していま
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す。 

【特徴】 

利用促進を目的にカーボンオフセットを実施しています。 

 

■ 三井住友海上あいおい生命保険 株式会社 

 169-01  

「いのち」「医療」に関する活動として、最先端の医療に関する以下の情報提供や啓発活動を実施

している。 

・専用WEBサイト「先進医療.net」「脳卒中Report」「先進医療ナビ」による情報提供 

・社団法人 日本脳卒中協会との共同事業「脳卒中プロジェクト」の推進 

・子宮頸ガン検診の普及・啓発活動の推進 

・当社商品ブランド「＆LIFE」の新契約件数に応じた金額をワクチン等の購入費用として寄付 

【原則１】【原則４】 

・ 各専用 WEB サイトを通して、最先端の医療に関する情報提供・啓発活動に積極的に取

り組んでいます。「先進医療.net」：先進医療を実施している医療機関の詳細レポートや

先進医療に関するコラムにより、最先端の医療に関する情報をお届けする情報発信型の

専用 WEB サイトです。 
「脳卒中 Report」：脳卒中の予防法から最新治療法まで詳しく紹介する情報発信型の専

用 WEB サイトです。 
「先進医療ナビ」：先進医療の基礎知識、先進医療に該当する技術および療養内容、そ

の実施医療機関を調べることができる情報検索型の専用 WEB サイトです。 
・ 全国各地での専門医を講師とする「脳卒中セミナー」を開催し、「予防」と「備え」への

理解を深めていただくことに努めています。「脳卒中週間」に全国の生保課支社や代理店

でポスターの掲示を行い、正しい知識の普及や、上記セミナーでの啓発活動を広く行い

ました。 
・ 「唯一予防できるがん」である「子宮頸がん」について、日本における検診受診率向上

に向けて、定期検診の重要性などについて説明した情報誌「Cervix（サービックス）～

子宮頸がんにならないという選択～」を配布しています。また、東京 FM の子宮頸がん

予防プロジェクト「Hellosmile」と連動した啓発活動も行っています。 
・ かけがいのない「いのち」を大切に守り未来に受け継いでいきたいという思いを込めて、

当社商品ブランド「＆LIFE」の新契約件数に応じた金額をワクチン等の購入費用として

認定 NPO 法人「世界の子どもにワクチンを 日本委員会（JCV）」へ寄付しています。

【特徴】 

 169-02  

環境保護・地域貢献活動として以下の取組みを継続的に実施している。 

・よこはま動物園ズーラシアの花壇整備・植樹活動 

・本社周辺クリーンアップ活動 

【原則３】 

・ 当社社員によるボランティア活動として、「よこはま動物園ズーラシア」の花壇や緑地の

整備など、環境保護・地域貢献活動に取り組んでいます。この活動は、よこはま動物園

の園内緑化活動計画の一端を当社が担うものであり、横浜市の目指す「市と企業・市民

の協働取り組み」のひとつとなっています。 
・ 年に 2 回、始業前の早朝に本社周辺のクリーンアップ活動を行っています。この活動は、
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2012 年 11 月に当社１周年を記念して、地域社会の皆さまへの感謝の気持ちを伝えるた

めに、本社部門としてできる取り組みとしてスタートしたものです。 

【特徴】 

 169-03  

MS&AD グループのラムサール条約湿地保全活動「ラムサールサポーターズ」に参画 

【原則４】 

・ 大切な水辺とそこで暮らす多くの生きものたちを守り次世代に引き継いでいくため、

MS&AD グループの社員・家族が参加し、国内のラムサール条約登録湿地において、生

態系の保護や清掃活動、生き物調査を行っています。 

【特徴】 

 016-04  

○環境ISO14001 に合致した環境マネジメントシステムを構築し、事業活動における環境負荷の

低減に向け、具体的な目標と実行計画を策定し、取り組んでいる（主たる取組みは「紙」、「電

気」、「ガソリン」の使用量削減）。 

○取り組みについて当社ホームページ、ディスクロージャー誌、MS&ADグループのCSRレポート

等にて情報を開示している。 

【原則５】【原則６】 

・全社員が省エネ・省資源、リサイクル活動の推進を目標に取り組む「全店共通活動」と、

本社各部が環境に配慮したサービスの提供や業務の進め方に関する具体的活動目標を設

定して年間目標を立案・実行する「本社部門活動」の 2 本柱で進めています。 
「全店共通活動」としては、「紙使用量の削減」、「電力使用量の削減」、「ガソリン使用量

の削減」の 3 点を取り組んでいます。 
「本社部門活動」の主なものは、「ダイレクトサービス」を実施し、当社のお客さまサー

ビスセンターからご契約者さまへご名義・ご契約内容等の変更手続き書類を直接送付す

るものです。この活動は、ご契約者さまから直接手続き書類の発送をお申し出いただく

ことにより、迅速で丁寧なサービスをご提供するとともに、省資源・紙使用量の削減に

つながります。 

【特徴】 

 169-05  

○社会貢献について、企画部にて全社的な活動を推進している。併せて、部署ごとに「環境・社会

貢献活動推進役／サポーター」を選任し、地域に密着した社会貢献活動を企画・実施してい

る。 

○環境取組について、人事総務部にて全社的な取組みを推進している。部署ごとに「環境・社会

貢献活動推進役／サポーター」を選定し、ラインによる取組みや環境教育を推進している。 

【原則７】 

・ 当社では職場単位で、年に1度は「環境・社会貢献活動」に取り組むことを推奨していま

す。「環境・社会貢献活動推進役／サポーター」を中心に、（１）職場単位で取り組む

『環境・社会貢献活動』（２）会社が企画・運営する各種環境・社会貢献活動（３）「集

めるボランティア（収集活動）」等の活動を行っています。 
・ 「環境・社会貢献活動推進役／サポーター」を中心に、前述の環境取組を行っています。

【特徴】 
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 169-06  

環境および社会貢献取組を推進する独自のマネジメントシステム「MS&ADみんなの地球プロジェ

クト」をスタートし、MS&ADグループの全社、全拠点で推進。 

【原則７】 

前述の環境ISOにおける全店共通取組と、各部独自の「環境負荷削減（省資源・省エネ）取

組」「職場単位で取り組む社会貢献活動」、さらに一人で参加できる環境・社会貢献活動等

を合わせて、全社・全拠点で推進する取り組みです。当社では2013年度のスローガン「地

球にやさしく、社会にやさしく、財布にやさしく」を掲げ、前述の環境ISO取組、社会貢献

活動を実施しております。 

【特徴】 

 

■ 三井住友海上火災保険 株式会社 

 090-01  

太平洋自然災害リスク保険パイロット・プログラムへの参画 

【原則１】【原則２】 

2013 年 1 月に日本政府と世界銀行が協力して設立した「太平洋自然災害リスク保険パイ

ロット・プログラム」において、自然災害リスク引受保険会社として参画しています。 
本制度は日本政府と世界銀行が協力して設立されたもので、保険市場が十分に発達してい

ない太平洋島嶼（とうしょ）国（サモア、トンガ、マーシャル諸島、バヌアツ、ソロモン

諸島）で一定規模の自然災害（サイクロン及び地震）が発生した場合に、被災した国・地

域へ迅速に復興資金を提供することを目的としています。 
世界的に大規模災害が増加する中、こうした制度の必要性は飛躍的に高まっており、太平

洋地域で初めてとなる本制度への参画により、同地域の経済的・社会的活動を支援してい

ます。 

【特徴】 

 090-02  

生物多様性の保全活動 

【原則１】【原則２】【原則３】【原則４】【原則５】【原則７】 

＜主な取り組み＞ 
○「企業と生物多様性イニシアティブ（JBIB）」の活動 

http://www.ms-ins.com/company/sustainability/environment/maintenance/index.html
※ 企業が集まり共同研究する「JBIB」の設立以来、会長会社として活動を支援していま

す。 
JBIB 等の特別協力を受け、当社は 2007 年から企業が生物多様性の取り組みを行うた

めの啓発活動として、企業の担当者向けに生物多様性シンポジウム「企業が語るいき

ものがたり」を開催し、今年で 7 回目となります。 
○熱帯林再生プロジェクト 

http://www.ms-ins.com/company/sustainability/environment/rainforest/index.html 
※ 2005 年 4 月からインドネシア林業省と連携し、ジャワ島のパリヤン野生動物保護林の

再生プロジェクトに取り組んでいます。現在は、地元農民への農業指導等による地元

農民の収入向上・自立等、経済的な貢献に注力しています。また、このプロジェクト

で得たノウハウと経験を活かし、同じジャワ島にあるメラピ国立公園において、JICA
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と協働して荒廃地回復プロジェクトを推進しています。 
○駿河台ビルの緑地 

http://www.ms-ins.com/company/sustainability/environment/afforestation/index.html
※ 緑地を管理する「緑地マネジメントシステム」を構築し、財団法人都市緑化基金「社

会・環境貢献緑地評価システム（SEGES）」の「Superlative Stage」に、継続して認

定を受けています。また、生物多様性により配慮した屋上庭園として改修後、2013 年

10 月再オープン時から公開空地として一般に開放しています。屋上庭園の一画にある

菜園コーナーは、近隣の住民に無償で貸し出しており、地域との交流を深めています。

○「MS＆AD ラムサールサポーターズ」の活動 
http://www.ms-ad-hd.com/ramsar/ 
※ ラムサール条約に登録された湿地を中心に、多様な生き物が暮らす水辺の生物多様性

保全活動。MS&AD グループをあげて全国各地の湿地で社員と家族が生態系の保護や

清掃活動、生き物調査を実施しています。また社外への環境啓発取組みとして、湿地

の生物多様性を学ぶ小学生向けの環境教育プログラムを作成し、小学校で社員講師に

よる出張授業を実施しています。 

【特徴】 

 090-03  

安全運転アプリ「スマ保」の提供 

【原則１】【原則２】【原則５】 

2012 年 8 月より「保険をてのひらに。」をコンセプトとした、スマートフォンユーザー向

けサービス「スマ保」を提供しています。安全運転・事故防止をサポートするアプリや、

大規模自然災害に遭遇したときの安心・安全な行動をサポートするアプリを、ご契約の有

無にかかわらず、無料でダウンロード・ご利用いただけるサービスです。 
・スマ保専用 HP 
http://www.ms-ins.com/sumaho/?utm_source=of&utm_medium=bn&utm_campaign=hp

【特徴】 

○ 運転適性と傾向を診断する「『運転力』診断」機能や、台風、大雨、大雪等の荒天情報

に基づいた「運転注意アラート（プッシュ通知）」配信による荒天時の運転注意喚起機

能などにより、安全運転・事故防止をサポートします。また「災害時ナビ」により、大

規模自然災害時にＧＰＳ等を利用して全国自治体指定の避難所等を地図やカメラ（AR）

で案内します。クルマの事故や故障の際には、「緊急時ナビゲーション」により必要な

初期対応をナビゲートするので安心です。2012 年のサービス開始から 35 万件のダウン

ロード実績がある大ヒットアプリです（2014 年 1 月末現在）。 
○ 自動車保険の契約内容確認機能によって環境にやさしいペーパーレス化を進めることが

でき、また、事故防止によって事故時車両損傷に伴う交換部品の削減（＝廃棄部品の減

少）による省資源化 にもつながります。 

 090-04  

再生可能エネルギー事業を支援 

【原則２】 

2012 年 6 月よりメガソーラー事業者を取り巻くさまざまなリスク（火災リスク、賠償責任

リスク、日照不足リスクなど）を総合的に補償する「メガソーラー総合補償プラン」の販

売を開始しました。火災保険・施設賠償責任保険、デリバティブ等で構成されており、事

業者のニーズに応じてリスクごとに引き受けることが可能です。メガソーラー事業者のリ

スク補償ニーズに対応し、再生可能エネルギーの普及を側面から支援しています。 
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・ニュースリリース 
http://www.ms-ins.com/news/fy2012/news_0620_1a.html 

【特徴】 

ご契約いただく各々のメガソーラー事業者ごとに補償する条件や保険金額などを個別に設

計することが可能です。事業者のニーズにマッチした補償を提供できます。 

 090-05  

「天候デリバティブ商品」「地震デリバティブ商品」の設計・販売 

【原則２】 

異常気象や天候不順といった気象現象の変動によって生じる損失を回避・軽減する効果を

持つ天候デリバティブ商品や、地震の発生によって生じる損失を回避・軽減する地震デリ

バティブ商品を、お客さまのニーズに応じて設計し、販売しています。また米国において

も、子会社を通じて天候リスクヘッジ手段を提供しています。 
・ＭＳ＆ＡＤホールディングスＣＳＲレポート２０１３ 
http://www.ms-ad-hd.com/csr/earth/protect.html#protect_01_01 

【特徴】 

 090-06  

タイの自然災害保険制度の立ち上げ支援、および「優秀損保会社 タイ国首相賞」の受賞 

【原則２】 

世界的に自然災害が頻発し、被害が甚大化する中、タイ政府がタイ国内での洪水に対する

補償を確保するため「タイ自然災害保険制度」を立ち上げました。当社はこの制度立ち上

げを支援し、これまでのタイ洪水からの復興支援なども含めたタイの保険業界への貢献が

高く評価され、2012 年 9 月にタイ保険委員会事務局による「優秀損保会社 タイ国首相賞」

において、外国保険会社として初めて第 1 位を受賞しました。 

【特徴】 

タイ自然災害保険制度は、日本の地震保険に似た制度であり、タイ政府が拠出し設立され

た「タイ自然災害ファンド」を再保険会社と位置づけ、今後のタイ国内での洪水被害の補

償を確保することを目的としています。当社はこの立ち上げを支援しました。 

 090-07  

エコアクション 21 の認証取得の支援 

【原則２】【原則５】 

セミナーの開催や個別コンサルティングの実施などによって、「エコアクション 21」の認証

取得活動を全面的に支援しています。エコ整備に取り組む「アドバンスクラブ」の会員を

対象に、各地域の審査人が講習の実施と継続的なフォローを実施する「関係企業グリーン

化プログラム」に参加して取組みを進め、2012 年 3 月末では 300 社を超える会員が当社支

援で同認証を取得しました。 
・エコアクション 21 の認証取得を支援（三井住友海上 HP） 
http://www.ms-ins.com/company/sustainability/environment/service/ea21.html 

【特徴】 
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 090-08  

地域に開かれた環境コミュニケーションスペース「ECOM 駿河台」をオープン 

【原則３】 

2012 年 2 月に竣工した三井住友海上社駿河台新館に、地域に開かれた環境コミュニケー

ションスペース「ECOM 駿河台」をオープンしました。前庭広場は“「いきもの」と「まち」

と共生する緑地”として、野鳥や蝶にとって食べものとなる実、蜜、虫などが採れる樹種や、

薬剤散布が不要な樹種など、いきものと人に配慮したものとなっています。「ECOM 駿河

台」では、パネルの展示による情報発信や、講演・ガーデニング講座など、環境を中心と

したテーマでさまざまなイベントを開催し、地域の方々と交流する場として活用していま

す。 
・「ECOM 駿河台」専用ホームページ 
http://www.ms-ins.com/company/csr/ecom/index.html 

【特徴】 

ECOM 駿河台の名称は、コンセプトである環境（ECO）＋コミュニケーション

（COMMUNICATION）を表現しています。1 階には、有機食材を使ったメニューを提供

するレストランがあり、2 階は、展示や講座、ワークショップが開催できるスペースになっ

ています。 

 090-09  

「保険」を通じてお客さまとともに地球環境を保護するための仕組み「Green Power サポーター」 

【原則３】【原則５】 

お客さまとともに「保険」を通じて地球環境保護等に取り組む「Green Power サポーター」

の仕組みを構築しています。具体的には次の４つの取組みの達成度に応じて、地球環境保

護に取り組む団体や東北復興支援等に寄付を行っています。 
○ パソコンやスマートフォンで保険内容を確認できる「eco 保険証券・Web 約款」（紙使

用量削減） 
○ パソコン上で契約手続きを完結できる「電子契約手続」（紙使用量削減） 
○ エンジン洗浄などを行う「エコ整備・エコ車検」（CO2や有害物質の排出を削減） 
○ 環境にやさしい自動車修理を行う「自動車リサイクル部品活用」（CO2排出量を削減）

・Green Power サポーターHP 
URL：http://www.ms-ins.com/company/csr/gps/index.html 

【特徴】 

紙や CO2 を削減するだけではなく、本業を通じてお客さまとともに環境保護につながる取

り組みを、まとめて寄付につなげている点が特徴です。 

 090-10  

「環境・社会活動サポーター」の選任による環境・社会貢献活動の推進 

【原則３】【原則７】 

全国の部支店ごとに選任された「環境・社会活動サポーター」が推進役となり、地域に密

着した社会貢献活動として｢部支店で年に 1 つは環境・貢献活動｣に取り組んでいます。 
・社員・代理店による地域貢献活動 
http://www.ms-ins.com/company/sustainability/social/member/index.html 
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【特徴】 

 090-11  

事業活動における環境負荷の低減に向けた取組み 

【原則５】【原則７】 

2000 年 12 月に ISO14001 認証を取得し、MS&AD インシュアランス グループにて策定し

た CO2 排出量削減中長期計画の達成に向け、具体的な目標と実行計画を策定し、社内イン

トラネット上で進捗状況を見える化し推進を図っています。また、取組状況は公式ホーム

ページで開示しています。 
・環境負荷低減の取組み 
http://www.ms-ins.com/company/sustainability/environment/ems/burden.html 
・ISO14001 の実行状況 
http://www.ms-ins.com/company/sustainability/environment/ems/execution.html 

【特徴】 
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■ 株式会社 愛知銀行 

 139-01  

環境保全に配慮した金融商品の取扱い 

【原則２】 

環境にやさしい住宅の取得を支援するため、「オール電化住宅」、「ガス省エネ住宅」、「名古

屋市緑化認定住宅」、「太陽光発電住宅」、「長期優良認定住宅」取得を対象とした住宅ロー

ン金利プラン（金利優遇）を取り扱っております。 

【特徴】 

 139-02  

環境保全に配慮した金融商品の取扱い 

【原則２】 

ハイブリッド車、低燃費・低排出ガス認定自動車、エコカーの取得を対象としたエコカー

ローン金利プラン（金利優遇）を取り扱っております。 

【特徴】 

 139-03  

環境保全に配慮した金融商品の取扱い 

【原則２】 

環境に配慮した経営に取り組む企業に対し、私募債発行時の手数料を優遇する「あいぎん

エコ私募債」を取り扱っております。 

【特徴】 

 139-04  

環境保全に配慮した金融商品の取扱い 

【原則５】 

太陽光発電等の再生可能エネルギー事業へ参入する企業を支援するため、「愛銀再生可能エ

ネルギー事業支援ローン」を取扱っております。 

【特徴】 

 139-05  

環境保全に配慮した店舗づくり 

【原則５】 

店舗の新築の際に、壁面緑化、太陽光パネル、風力と太陽光発電によるハイブリッド照明

灯などを設置し、エコ対応重視型の店舗づくりを推進しております。 

【特徴】 

 

■ 青い森信用金庫 

 178-01  

融資新商品「青い森しんきん・太陽光発電プラン」を発売 
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【原則２】 

平成 24 年 9 月 3 日より、太陽光発電設備費用の専用ローンを発売し、関連産業の発展と青

森県民等の環境配慮へのインセンティブを図った。 

【特徴】 

「CO2 排出削減」「エコな暮らし」への取組みに貢献。 

 178-02  

「青森県地球温暖化対策推進計画」への参画 

【原則４】 

青森県及び青森県内に本店を置く 5 金融機関で組織される「青森県環境金融検討会」へ参

画し、平成 23 年 11 月に連携・協働に関する協定を締結。 

【特徴】 

金融業務を通じて快適で暮らしやすい「低炭素社会の形成」へ貢献。 

 178-03  

「省エネルギー」への取り組み 

【原則５】 

本部・営業店全店において、クールビズ、ウォームビズ、間引き照明、月 2 回の一斉定時

退陣を実施中。 

【特徴】 

東日本大震災以降、可能な限りの「節電」を徹底 

 178-04  

「環境保全」への取組み 

【原則７】 

「奥入瀬渓流」の清掃活動。平成 5 年から継続実施。平成 24 年度役職員 98 名参加。 
「名勝種差海岸」の保全活動。平成 17 年から継続実施。平成 24 年度役職員 331 名参加。

【特徴】 

青森県内名勝地の保全活動に役職員・関連会社職員が継続して参加。 

 178-05  

「カーボンオフセット」の利用 

【その他】 

「青森県県有林 J-VER プロジェクト」の趣旨に賛同し平成 23 年 11 月に「青森県県有林

J-VER クレジット」50t-CO2を購入。 

【特徴】 

森林の環境保全や地球温暖化防止へ貢献。 
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■ 株式会社 青森銀行 

 074-01  

省エネ関連設備を有する住宅向けの住宅関連融資において、優遇金利を設定 

【原則２】 

住宅ローンの金利優遇項目として、オール電化、省エネ断熱化等を有する住宅の新築や増

改築を設定しております。 

【特徴】 

持続可能な社会形成に資する金融商品を提供し、省エネに関する意識を高めることを目的

としております。 

 074-02  

取引先の省エネ対策・新規設備導入ニーズに対する情報提供等を実施 

【原則２】 

取引先が抱える「省エネルギー対策課題」に対し、「情報提供活動」「顧客ニーズの把握・

喚起」を行い、課題解決に向けた支援を実施しております。また、省エネ診断を行う企業

との業務協力により、取引先の省エネ対策・新設備導入ニーズへの支援を実施しておりま

す。 

【特徴】 

省エネ設備の導入が促進され、取引先企業においても社内の共通認識として環境配慮に向

けた活動が期待できます。 

 074-03  

環境資源の利活用等を目的とした寄贈、ならびに営業店による地域貢献活動の実施 

【原則３】 

当行創立 70 周年を記念し、青森県内における環境資源である「三陸復興国立公園の創設」、

および「白神山地の世界遺産登録 20 周年」を記念した寄贈を行いました。 
また、各営業店による清掃活動等のボランティア活動を実施し、地元町内会や企業と連携

することにより、地域一体となって地域貢献ならびに環境保全にかかる活動を実施してお

ります。 

【特徴】 

青森県における環境資源の利活用の促進、観光振興、自然保護ならびに環境保全活動の支

援につなげることを目的としております。 

 074-04  

青森県との「地球温暖化対策」推進のための協定書締結に基づく情報共有、普及・啓発活動等へ

の取り組み 

【原則４】 

青森県と相互に連携・協同し地球温暖化対策を推進する。低炭素化施策に係る情報共有、

金融支援、普及・啓発活動の推進や、環境金融商品の普及拡大を図るものです。 

【特徴】 

青森県との協同により、地域社会に対する各種取り組みを行うことで地域特性を活かした
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地球温暖化対策への活動に取り組んでまいります。 

 074-05  

青森県県有林 J-VER クレジットの保有 

【原則５】 

青森県が発行する「青森県県有林 J-VER クレジット」の第一号購入者として 50t 購入。環

境保全や地域温暖化防止に向けた取り組みを推進しております。 

【特徴】 

購入したクレジットを今後の商品開発等に活用することで、多様なステークホルダーの環

境保全への参画が期待できます。 

 

■ 株式会社 秋田銀行 

 044-01  

〈あきぎん〉森づくり活動 

【原則３】【原則６】【原則７】 

平成 21 年 10 月に由利本荘市の水林国有林内において、当行および関連会社の役職員とそ

の家族により、森づくり活動をスタートさせ、植樹や間伐を実施しております。さらに平

成 24 年 10 月からは、あらたに山本郡人峰町の町有林においても、植樹活動を実施してお

ります。 

【特徴】 

 044-02  

カーボン・オフセット 

【原則５】 

大館北秋田森林組合が発行する秋田県産 J-VER クレジットの購入を皮切りに、八峰町、秋

田市および大館市がそれぞれ発行する J-VER クレジットも購入しました。 
このクレジットにより、当行役職員の名刺や現金封筒のほか、当行が秋田市・大館市に寄

贈している市民封筒の作成の過程で発生する CO2とオフセット（相殺）しています。 

【特徴】 

 044-03  

≪あきぎんエコ宣言≫ 

【原則７】 

環境問題への取組方針として制定した「あきぎんエコ宣言」に基づき、省エネルギーへの

取組み、地球温暖化防止に向けた活動を積極的に進めております。 
《あきぎんエコ宣言》 
① 室内の温度設定をこれまで同様夏季 28℃、冬季 20℃に設定するとともに、クールビズ、

ウォームビズにも取り組みます。 
② シュレッダー車の活用により、紙資源のリサイクルに努めるほか、両面印刷の励行など

紙の使用枚数削減に努めます。 
③ エコ定期など環境保全に役立つ商品ラインナップの拡充に努めるほか、贈答品について
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もエコ対応商品の導入に努めます。 
④ 低燃費車の導入を順次進めるとともに、アイドリングストップにも努めます。 
⑤ 照明器具および待機電力の利用削減に努めます。 
⑥ 松枯れ再生などの森林育成に積極的に取り組みます。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 足利銀行 

 079-01  

「あしぎん環境対応サポート資金」の取扱開始 

【原則２】 

平成 24 年 4 月より、「あしぎん環境対応サポート資金」の取扱いを開始しております。 
本融資商品は、「環境配慮型企業サポートプラン」と「環境保全取組み企業サポートプラン」

の 2 つのプランがあり、前者は、ISO14001 等、当行の定める機関からの認定・認証を取得

し、既に環境問題に取り組んでいる事業者様に対して必要な事業資金を提供するものであ

り、後者はこれから環境問題に取り組もうとしている事業者様に対して、環境保全に係る

事業資金を提供する商品です。地球温暖化防止や原子力発電所事故の影響によるエネル

ギー問題解決等、環境保全に向けた取組みが大きな社会問題となっていることを踏まえ、

環境問題に取り組む事業者の皆さまを資金面から支援することを目的としております。平

成 25 年 3 月には太陽光発電事業を行うお客さま向けの融資商品として「あしぎん太陽光発

電支援融資」の取扱いを開始しました。 

【特徴】 
福島原子力発電所事故の影響によりエネルギー不足が大きな社会問題となっており、各事

業者様においても、従来にも増して環境へ配慮した取組みが求められております。このよ

うな状況の中、環境問題に取り組む事業者様を資金面で支援するために創設いたしました。

 079-02  

日光杉並木保護への取組み 

【原則３】 

日光杉並木の保護、環境保全への協力・支援を目的として、「日光杉並木オーナー制度」に

基づき、特別史跡及び特別天然記念物である日光杉並木街道に属する杉を継続的に購入し

ております。平成 24 年度は 5 本の杉を購入し、平成 25 年 2 月現在、一団体としては最多

の 73 本（1 本 10,000 千円）の杉を保有しております。（平成 25 年 2 月 14 日現在、530 本
の杉に 401 名の所有者がいます。） 
なお、杉の購入代金は、栃木県が「日光杉並木街道保護基金」で運用しており、その運用

益は、並木杉の樹勢回復事業や杉並木保護の普及広報事業といった保護事業に活用されて

います。 

【特徴】 
日光杉並木街道は、日光街道、例幣使街道、会津西街道の 3 つの街道からなる総延長 37 km
に及ぶ、日本が世界に誇る並木道であり、国の特別史跡及び特別天然記念物の二重指定を

受けています。1625 年から 20 数年の歳月をかけて植えられた並木杉の数は、一説には 5 
万本ともいわれていますが、現在では 12,500 本ほどに減少しています。原因としては、台

風などの自然災害や杉自身の老齢化のほか、車社会の進展や街道周辺の開発による樹勢の
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衰えなど生育環境の悪化が指摘されています。 
栃木県では、世界に誇る日光杉並木を守るため、「日光杉並木街道保存管理計画」を定めて、

様々な杉並木保護事業に取組んでおり、「杉並木オーナー制度」もその一つです。日光杉並

木は、長い年月をかけて守り育てられた地域の歴史的資産であり、同時に、自然環境資産

でもあります。当行では、こうした地域の資産・資源を守り、未来へとより良い形で引き

継ぐべく、制度が開始された平成 8 年よりオーナーとなり、多くの並木杉を購入してきま

した。 

 079-03  

足尾での植樹活動 

【原則４】【原則７】 

NPO 法人足尾に緑を育てる会（※1）と連携し、新入行員に対する CSR および環境教育の

一環として、日光市足尾町の松木渓谷での植樹活動を実施しています。平成 25 年 6 月には、

銀行内のみならず、より多くの企業に環境保全活動の機会を提供するとともに、環境意識

の向上をサポートすべく、当行の研修プログラムを提供し、共同で社会貢献活動研修を実

施しました。 
具体的には、当行の新入行員 98 名と栃木県産業協議会（※2）の会員企業の新入社員 53 名

が、丸一日かけて同一内容・同一工程の研修に参加し、相互の交流・親睦を図りつつ、足

尾に約 300 本の苗木の植樹を行いました。植樹活動に伴い、地元足尾町の公害の歴史を学

ぶとともに、環境問題についての専門コンサルタントである外部講師（株式会社インター

リスク総研）を招き、環境問題と金融業務との関連についてのセミナーを受講しました。 

【特徴】 
「足尾」は、日本の公害の原点として、環境問題における意義や内外における知名度が高

いものの、栃木県内では鉱毒事件や過疎化といったマイナスイメージが根強いのが実情で

す。森林保全活動や環境教育をさらに強化していくにあたり、一歩踏み込んだ取組みとし

て、当行の研修プログラムを栃木県産業協議会を通して、県内の複数の企業に提供するこ

とにいたしました。経済成長の光と影を象徴する「足尾」において、当行と地域企業の新

入社員が共同で植樹活動等を行うことをきっかけとして、環境に配慮した活動・行動が栃

木県内企業全体の取組みとなるよう働きかけていきたいと考えています。 
（※1）NPO 法人足尾に緑を育てる会は、「足尾の山に 100 万本の木を植えよう」などをスローガンに発

足。これまでの植樹活動等が評価され、23 年 12 月には、日本ユネスコ協会の「プロジェクト未来遺産」

に登録されています。 
 オフィシャルブログ：http://blog.goo.ne.jp/ashio-midori/c/9b9be804bde794ab876dd310bb742300 
（※2）栃木県産業協議会は、昭和 56 年、栃木県内の有力企業経営者の経済団体として設立され、定期的

な勉強会等を通じて情報交換や異業種交流、後継者育成などを行っています。当行は事務局の役割を果た

すなど、積極的に支援しており、平成 25 年 10 月現在の会員企業は 106 社となっております。 

 079-04  

「あしぎんの森」創設 

【原則４】【原則７】 

栃木県事業「企業等による森づくり推進事業」に参画し、契約森林場所を「あしぎんの森」

と称し、森林保全活動に取り組んでおります。平成 23 年 12 月、栃木県、矢板市と「企業

等の森づくりに関する協定」を締結し、栃木県県民の森（矢板市）に「あしぎんの森」（0.49ha）
を創設し、平成 25 年 4 月に、当行役職員とその家族約 300 名による第 2 回目の植樹活動を
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実施しました。活動の結果、とちぎカーボンオフセット制度により、1.04 トンの二酸化炭

素吸収量が認証されました。 
今後も広葉樹等の植樹や下草刈りなど予定し、「あしぎんの森」の運営・管理を継続するこ

とにより、地域の豊かな森林資源や自然環境の保全に取り組んでまいります。 

【特徴】 

栃木県の山々は、県北西部の日光連山や県北東部の那須連峰などに代表され、その山々が

育んだ水は、那珂川、鬼怒川、渡良瀬川などとなり、栃木県内、そして関東平野を潤し、

太平洋に注ぎます。しかしながら、生活様式、木材需要など社会環境の変化から、手入れ

の行き届かない森林が増加するなど、栃木県の森林も健全と言えない状況であることが問

題になりつつあります。 

「企業等による森づくり推進事業」とは、企業等が社会貢献活動の一環として行う森林整

備活動を推進することにより、首都圏の貴重な水源である栃木県の山々の森林を守り、森

の持つ公益的機能の向上と森林・林業に対する理解の促進を図ることを目的とした栃木県

の事業です。 

当行では、事業の趣旨に賛同し、職員に対する環境教育および次世代教育という観点も加

味し、職員家族参加型の自発的なボランティア活動として取り組んでおります。 

 

■ 尼崎信用金庫 

 156-01  

あましんグリーンプレミアム 

【原則３】【原則４】 

営業エリア内の法人・個人・団体を対象に環境改善に寄与する技術、製品・工法、取組み

及びアイデアについて表彰を行う制度 
【部門・表彰内容】 
・環境事業部門 

自社で開発した技術や製品・工法などにより環境改善に大きく寄与する一定の効果を

あげている事業者を表彰する 
・環境活動部門 

組織として（個人の場合は個人として）環境問題を意識した活動等を通じて、一定以

上の効果をあげている先を表彰する 
・環境アイデア部門 

地域住民から幅広く、環境問題改善に向けたアイデアを募集し、低コストかつ迅速に

実現可能であり効果的なアイデアを表彰する 

【特徴】 

地域の皆様が行っている環境への取組みにスポットをあて、当金庫独自の表彰を行い積極

的に発信していくことを通じて、環境文化の創造に繋げていくことを目的としている。 

 156-02  

あまちゃん・しんちゃんプロジェクト 

【原則３】【原則４】 

平成 23 年の創業 90 周年記念事業として開始した営業店による地域貢献活動。 
各営業店で地域のニーズ（地域の課題）の掘り起こしを行い、環境・安全・文化・教育と



預金・貸出・リース業務 取組事例 

 

97 

いった幅広い分野で、地域の一員として地域の活性化に取組む 
＜営業店の主な活動内容＞  
・教育・学童交通安全プロジェクト 
・防犯安全コミュニケーションプロジェクト  
・緑化・環境保全プロジェクト  
・認知症サポータープロジェクト 等 

【特徴】 

各営業店がそれぞれの地域や自治会などとコミュニケーションを図り、ニーズ（地域の課

題）に合った活動を展開し、地域との絆を深めていく 

 156-03  

あましん緑のプロジェクト 

【原則３】【原則４】 

兵庫県と尼崎市が策定した「尼崎 21 世紀の森構想」に地元企業として参画し、地域の環境

保全活動の主体的な役割を担うことを目指した活動 
・平成 22 年 7 月 7 日 兵庫県と「尼崎 21 世紀の森づくりの推進に関する協定」を締結 
・本店敷地内に育苗施設を設置し、苗木の里親企業第１号として苗木を育成 
・尼崎市内の本支店に尼崎 21 世紀の森づくりを紹介する「苗木の里親コーナー」を設置 
・職員を「苗木の里親案内人」として養成（苗木の里親の受付・苗木の提供など行う） 
・定額積立定期預金「どんぐりの木」の発売 
・あましん植樹祭の開催                     等 

【特徴】 

兵庫県、尼崎市、地域住民と連携し当金庫が主体的に地域の環境保全活動を推進している。

 

■ 株式会社 阿波銀行 

 054-01  

あわぎん ECO プロジェクトの実施 

【原則１】 

2008 年から「あわぎん ECO プロジェクト」をスタートさせ、CO2削減に向けた各種施策

を展開しています。具体的には、環境保護に向けた各種金融商品の取扱いや、エコカー・

電気自動車の導入、クールビズ・ウォームビズおよび全行ライトダウン運動の実施など、

お客さまと職員が身近に取組める活動を多岐にわたり実施しています。現在は 2014 年度に

て 2009 年度比 5％の CO2削減をめざしています。 

【特徴】 

改正省エネ法に対応し、定量的に CO2を計測しています。 

 054-02  

環境保護に寄与する商品の取扱い 

【原則１】【原則２】 

金融機能を通じて、お客さまの環境保護に向けた取組みを応援しています。 

■「あわぎん太陽光発電ローン」 

電力会社への電力供給（10ｋＷ以上の全量買取）を目的とした、発電事業のための設備資
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金専用商品です。太陽光発電設備導入により温室効果ガス排出削減に積極的に取組む法人

および個人事業主のお客さまに必要な設備資金を供給し、地域の環境負荷低減に貢献しま

す。 

■「あわぎんエコ・ローン」 

環境保全への取組みを行うお客さまに、CO2 排出削減にかかる設備資金、公害防止施設の

設備資金、ISO 認証取得のための資金等をご融資する際に通常より金利を引下げ、環境保

全への取組みを促進します。（平成 25 年 10 月現在） 
■「あわぎんソーラーローン」 

太陽光発電や家庭用蓄電池の設備を導入するお客さまにご利用いただけるローン商品で

す。家庭への太陽光発電および蓄電池設備の設置を促進し、省エネルギー化に貢献します。

（平成 25 年 10 月現在） 
■「あわぎんマイカーローン＜ウルトラＣａｒ＞」 

エコカーご購入の際に通常より金利引下げを実施し、お客さまのエコカーご購入を応援し

ます。（平成 25 年 10 月現在） 

【特徴】 

 054-03  

森づくり活動および過疎化がすすむ農山漁村の支援活動を実施 

【原則４】 

2009年に徳島県と締結した｢とくしま協働の森づくり事業｣パートナーシップ協定に基づき

森林保護につながる寄付を実施したほか、職員ボランティアによる「あわぎんの森」森づ

くりボランティア活動を継続的に実施しています。 
また、2011 年から過疎化が進む農山漁村の支援を目的とした「とくしま農山漁村（ふるさ

と）応援し隊」事業に参画し、ボランティアによる農作業等の支援を通じて、過疎地域を

守り森林保護につながる活動を展開しています。 

【特徴】 

 054-04  

アドプト・プログラム吉野川「うちの土手」清掃ボランティア活動の継続実施 

【原則４】 

平成 11 年 7 月から、アドプト・プログラム吉野川の主旨に賛同しアドプト契約を締結して

います。吉野川大橋から西へ 600 メートルの南岸を「うちの土手」（「うち」とは徳島弁で

「わたし」の意味）と命名し、年 3 回の清掃ボランティア活動を継続的に実施しています。

平成 25 年 7 月までに、のべ約 3,500 名の職員および家族が参加しています。 
また、平成 15 年 8 月には、県西部の 5 店舗がアドプト契約を締結。四国一の清流で知られ

る吉野川支流の穴吹川河口周辺を「分家うちの土手」と命名し、年 2 回の清掃活動を継続

的に実施しています。平成 25 年 6 月までに、のべ約 1,900 名の職員および家族が参加して

います。 

【特徴】 
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■ 株式会社 イオン銀行 

 161-01  

個人向けローンの取扱い 

【原則２】 

個人のお客さまを対象として住宅用太陽光発電システム、定置型リチウムイオン蓄電池の

購入および設置工事等にご利用いただける「ソーラーローン」を提供しております。 

【特徴】 

 161-02  

環境に配慮した取組み 

【原則５】 

「クールビズ」の実施のほか、照明の間引きの実施。本部事務所の一拠点ならびにイオン

銀行イオンモール津田沼店においてはスポット照明および基本照明を LED に交換するな

ど、電力量の削減に取り組んでおります。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 池田泉州ホールディングス 

 035-01  

環境関連商品の取扱い（池田泉州銀行） 

【原則２】 

定期預金では平成 25 年 8 月、“みどりひろがる街づくり”をテーマとした『みどりひろがる

定期預金』を発売いたしました。 
 
融資では、企業や家庭における「電力不足への対応」や、「環境保全への取組み」を応援す

るため、平成 24 年 3 月より、省エネ・省電力及び環境関連の融資制度を創設いたしました。

【特徴】 

『みどりひろがる定期預金』は、お預入総額の 0.005％相当額を地域の緑化推進を目的とす

る基金・団体に寄付。また、抽選で環境やみどりをテーマにした賞品をプレゼントしてい

ます。 
 
省エネ・省電力及び環境関連の融資制度では、事業者の方に対し、「省エネ診断」や「省エ

ネコンサル」のご紹介をはじめ、各種「省エネソリューション」を提供する企業のご紹介

までお手伝いいたします。省エネソリューション導入時における、ご融資利用時には、金

利の優遇を行います。なお、個人の方には、家庭での創エネ・省エネへの取組みを応援す

るため、「太陽光発電装置の設置」、「省エネリフォーム」や「エコカー購入」におけるご融

資金利の引下げ幅を拡大いたします。また、平成 24 年 10 月より「再生エネルギー固定価

格買取制度」を利用し、太陽光発電事業を行う事業者の方向けに「太陽光発電応援ローン」

の取扱いを開始しており、最長 20 年までの融資期間に対応いたします。 

 035-02  

環境に配慮した店舗づくり （池田泉州銀行） 
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【原則５】 

新設や移転店舗を中心に、屋上緑化をはじめ太陽光発電システム、電動バイクの導入を進

め、地元の環境保全に配慮した店舗づくりに努めています。 

【特徴】 

改装を機会に、LED 照明機器を積極的に取り入れるなど、節電や省エネに配慮した設備を

導入した「節電対応型店舗」への切り替えも進めています。 

 035-03  

自然環境保全活動に当行の行員と家族が参加（池田泉州ホールディングス、池田泉州銀行） 

【原則７】 

当行は、緑を増やすことで地球温暖化を防止し、次世代の子供たちや動物に暮らしやすい

環境を残すことを願って、さまざまな活動に積極的に参加しています。 

「共生の森・草刈イベント」、「共生の森・植樹祭」には、毎年当行の行員とその家族がボ

ランティアとして参加しています。  

【特徴】 

「共生の森」は、大阪府や NPO、企業等の団体が協働で、堺市臨海部の廃棄物処分場跡地

で森づくりを進めているもので、自然の回復力を活かしながら、野鳥や小動物が生息する

大規模な”ビオトープ”を創造していこうという取組みです。 

 

■ いちい信用金庫  

 103-01  

融資商品、環境改善ローン「eco アクション」の提供 

①環境負荷低減設備を導入するために必要な設備資金および運転資金を提供しています。 

②環境マネジメントシステム取得に関する資金を提供しています。 

【原則２】 

① 地域の事業者に環境経営への取組みを促すとともに、環境負荷低減に取組む事業先を支

援します。 
② 財団法人日本環境協会が定める環境格付の評点またはこれと同等以上と認められるもの

により事業者の環境配慮の取組みを審査・評価し、同協会が定めるランク・評点と金利

優遇幅またはこれらと同等以上と認められるものによる評価結果によって金利を段階的

に変更する融資制度としています。 
http://www.shinkin.co.jp/ichii/syouhin/eCO24.01.04.pdf 

【特徴】 

① 環境格付の評点により債務者の環境配慮の取組みを審査・評価し、評価結果に応じて金

利を段階的に優遇します（環境格付に応じて最大 0.20％優遇）。 
② 資金使途について確認するとともに、融資開始日から「3 年以内に CO2 排出原単位 6％

改善または CO2排出量 6％削減」の誓約を条件とし、融資後も進捗のモニタリングを行

います。 

 103-02  

預金商品、環境貢献定期積金「舞ほたるⅡ」の提供 

取扱期間 平成２５年５月２０日～平成２５年６月２８日 
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販売限度額 ２０億円 

【原則２】 

① 取扱期間終了後、定期積金契約額の 0.01％相当（200 千円）を当金庫が拠出し「あいち

森と緑づくり基金」（注）に寄付しました。 
（注）愛知県が森や緑の持つ様々な公益的機能の発揮を目的に、平成 21 年度から「あい

ち森と緑づくり税」を導入し、県内の森林や里山等の整備・保全をするために行っ

ている事業。 
② 契約者に環境に配慮した「無添加石けんセット」を進呈しました。 
③ 好評に付き、取扱期間終了前（6 月 24 日）に販売限度額に達し、販売を終了しました。

【特徴】 

当金庫が「ホタルの庭」（注）を通じて環境保全活動を行っていることをＰＲすることを

目的に販売しました。商品チラシの裏面に当金庫の近隣地域でホタルが観察できるスポッ

トの地図を印刷し、ホタルが住める自然環境の保全に興味を持っていただけました。 
（注） 自然を大切にするとともに、子どもたちに夢を与えたいとの思いをこめて、本店隣

地に造園しました。 
ホタルは、子どもから大人まで多くの方々に環境問題に関心をお持ちいただくこと

を願って、卵から成虫になるまで 1 年をかけて大切に育てています。 

 103-03  

「ホタルの庭」の造園・開放・鑑賞会 

【原則３】 

① 本店隣地に清浄な環境のシンボルであるホタルの棲む庭「ホタルの庭」を造園しました。

② 毎年 6 月には、闇夜に浮かぶ光の幻想を地域の方々に観賞していただいています。 
（平成 22 年から高齢者福祉施設への慰問を兼ねた「ホタル出張鑑賞会」を実施し、平

成 25 年度は高齢者福祉施設のほか、幼稚園への「ホタル出張鑑賞会」を実施しました。）

「ホタルの庭」について  
http://www.shinkin.co.jp/ichii/firefly/firefly.htm 
環境保全活動を通じた地域貢献活動について 
http://www.shinkin.co.jp/ichii/kinnko/2013/2013_P26_27.pdf 

【特徴】 

① 自然を大切にするとともに、子どもたちに夢を与えたいとの思いをこめて、造園しまし

た。 
② 子どもから大人まで多くの方々が環境問題に関心をお持ちいただくことを願い、蛍はた

まごから成虫になるまで 1 年をかけて大切に育てています。 

 103-04  

「エコアクション21」の認証を取得（平成24年4月2日） 

環境への取組を効果的、効率的に行うことを目的に、環境への目標を持ち、行動し、結果を取り

まとめ、評価する環境経営システムを構築、運用、維持するとともに、社会との環境コミュニケー

ションを行っています。 

【原則５】 

平成24年4月2日「エコアクション21」認証を取得しました。（平成25年度は本部・本店営

業部および一宮市内店舗、出張所を対象）。 
取組内容 
1. 環境方針の策定（平成23年6月20日「環境宣言」制定） 
2. 環境計画の策定 
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（１）実施体制を制定 
（２）環境への負荷と環境への取組状況の把握及び評価 
（３）環境目標及び環境活動計画を策定 
（４）遵守すべき環境関連法規の洗い出しと状況を把握 

3. 計画の実施 
・全役職員により、「環境宣言」、「環境計画書」に基づいて計画達成に取り組んでいます。

http://www.shinkin.co.jp/ichii/news/kannkyoukatudou2012.pdf 

【特徴】 

・ 環境省の策定した「エコアクション 21 ガイドライン」に基づき、環境への取組みを適

切に実施し公の認証を受けることにより、社会的責任（CSR）の有効性を高めることが

できます。 
・ 環境経営のための仕組みを構築、運用、維持している事業者として全組織、全活動、全

従業員を対象し、全社的に環境負荷の低減に努めることができます。 

 

■ 茨城県信用組合 

 166-01  

再生可能エネルギー、省電力など環境分野への取組み 

【原則５】 

1. お客様の太陽光発電設備の設置を応援する商品の取扱い 
①太陽光発電融資（事業用） ②太陽光発電ローン（住宅用） 

 
2. 太陽光発電（事業用）セミナーの開催 

平成 25 年 1 月に太陽光発電（事業用）セミナーを開催 
①茨城県の新エネルギー施策 ②大規模太陽光発電設備 ③税制面の優遇措置 
④屋根貸しビジネス等 

 
3. 新店舗をエコ仕様に 

平成 23 年 6 月にオープンした 84 店舗目となる常陸太田支店は、省エネルギー化を積極

的に推進するため、敷地内に太陽光発電設備を設置し、店内はすべて LED 照明を導入

しています。 
 
4. 全店及び職員の家庭による節電実行 

いばらぎエコチャレンジへ積極的に取り組み、環境保全に向けた実践的な活動を行って

います。具体的には、徹底した節電運動の実施、冷暖房の設定温度の見直し、照明の間

引き、ハイブリット自動車への逐次入替などに取り組んでいます。 

【特徴】 

金融を通じて地域のみなさまの再生可能エネルギーや省電力のための設備投資を積極的に

支援し、推進しています。 

 

■ 株式会社 伊予銀行 

 034-01  

いよぎん環境クリーン資金 
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【原則２】 

「いよぎん環境クリーン資金」として、環境保全に関する設備資金および運転資金、排出

権（信託受益権を含む）取得資金、環境配慮への取組みについて第三者から認定・認証を

受けているお客さまの一般の運転資金、設備資金を提供する商品を取り扱っています。 

【特徴】 

 034-02  

伊予銀行エバーグリーンの森 

【原則３】 

愛媛県、大洲市、愛媛の森林基金との連携のもと「伊予銀行エバーグリーンの森」森林づ

くり活動協定を締結し、役職員および家族等による森林づくりのボランティア活動を開始

しています。 

【特徴】 

 034-03  

公益信託伊予銀行環境基金「エバーグリーン」 

【原則３】 

平成 20 年 3 月から、ふるさと愛媛で環境保護活動に取り組んできるみなさまを支援してい

ます。現在までに、81 先に約 29 百万円の助成金を贈呈しています。 

【特徴】 

 034-04  

「森のあるまちづくり」をすすめる会 

【原則３】【原則４】 

愛媛県、松山市、地元企業のみなさまのご賛同をいただき、伊予銀行が中心となって「『森

のあるまちづくり』をすすめる会」を平成 22 年 8 月に発足しました。「森づくり」の第一

人者である宮脇 昭氏（横浜国立大学名誉教授）のご指導を受け、遊休地などに土地本来の

樹種を植え、緑豊かなまちづくりの活動を展開しています。現在 63 団体、植樹本数累計は

4 万本。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 岩手銀行 

 066-01  

「CSR の基本方針」の策定～みどりの銀行のイーハトーヴ宣言～ 

【原則１】【原則３】【原則５】 

「CSR（Corporate Social Responsibility： 企業の社会的責任）の基本方針」を策定しま

した。 
岩手銀行におきまして、経営理念のひとつとして「地域社会の発展に貢献する」を掲げ、

銀行業務を通じて「地域の経済活性化」といった社会的責任を担ってまいりましたが、社

会的意識の変化に合わせ、環境問題や社会問題などについても積極的に対応していく必要

があると認識し、平成 25 年 4 月より「広報 CSR 室」を設置しております。 
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このような背景のもとに、今般、「みどりの銀行のイーハトーヴ宣言」をコンセプトワード

として、これから当行がより積極的かつ永続的に地域に密着した活動を展開していくため

の「CSR の基本方針」を策定いたしました。 
 
1. CSR の基本方針 
（１）コンセプトワード 
※「みどりの銀行のイーハトーヴ宣言」とは… 
地域のみなさまの心の中には、それぞれ思い描く「理想のいわて・東北」があると思い

ます。私たちは、現実の「岩手・東北」のなかでその理想が少しでも形を成すことができ

るよう、これから行動していきたいと考えています。 
コーポレートカラーが「みどり」の岩手銀行が掲げる「みどりの銀行のイーハトーヴ宣

言」には、そうした決意が込められています。 
 
（２）CSR の活動テーマ（CSR 活動に取組む目的） 
①地域社会の永続的発展への貢献 
②地域のみなさまとのコミュニケーション 
 
（３）CSR 活動のキーワード（重点項目） 
①豊かなくらし 
様々な金融サービスや商品などを通じて、当行の社会的使命でもある地域経済・産業の活

性化を目指していきます。 
■復興再生支援チームによる活動 
■ビジネスマッチング 
■いわて「ものづくり企業」支援プロジェクト（略称：MonoPro いわて） etc. 

 
  第 2 回復興応援商談会 名城大学との産学連携協定 

②豊かなしぜん 
当行のコーポレートカラーである「みどり」に注目し、自然保護に取組んでいきます。 
■再生可能エネルギー普及に向けた支援 
■岩手県県有林の森林づくり支援 
■エコアクション 21 etc. 

 
洋野町角浜地区メガソーラー 岩手県県有林 エコアクション 21 塾 
 （完成イメージ図） J-VER クレジット購入 
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③豊かなこころ 
協賛事業などを通じて、地域の人々、特に若い世代の「こころ」を育むなど、地域の人づ

くり活動に取組んでいきます。 
■福祉文化の向上 
■地域行事への参加 
■スポーツ・文化事業への協賛 
■インターン・シップ、職場訪問 etc. 

【特徴】 

岩手銀行は、今後も、地域のみなさまとの積極的なコミュニケーションを通じて地域社会

の永続的発展に貢献し、地域のみなさまが思い描く「理想のいわて・東北」が現実のもの

となるよう日々努力してまいります。 

 066-02  

県内 3 金融機関合同「ストリートワイド訓練」の実施 

【原則１】【原則３】【原則６】 

岩手銀行、東北銀行、北日本銀行の 3 行が連携した緊急時対応訓練「ストリートワイド訓

練」を実施しました。 
「ストリートワイド訓練」とは、各企業がおのおの策定している業務継続計画（BCP、
「Business Continuity Plan」の略）の実効性を確認するため、複数の企業または組織をま

たいだ形で行う訓練のことで、海外では広く使われている訓練手法です。 
今回の訓練は、東日本大震災において 3 行が業務継続に向けて連携して対応した経験を踏

まえ、実際に有効であった「メール便の共同運行」や「仮出張所などの共同出店」などに

ついて、今後もスムーズな横の連携・協議を行うための組織立った対応策が機能するかど

うか、という点に絞って実施し検証いたしました。 

【特徴】 

当行は、こうした訓練により、今後も地域の金融機能の中心的役割を担う地方銀行の社会

的責任を全うしてまいります。 

 066-03  

「認知症サポーター養成講座」の実施 

【原則１】【原則３】【原則７】 

岩手銀行では、「みどりの銀行のイーハトーヴ宣言」をコンセプトワードとした CSR の基

本方針を定め、より積極的かつ永続的に地域に密着した活動を展開していくことにしてお

り、その一環として、高齢者等への接し方に関する知識や技術の習得にも取組むこととし、

厚生労働省が推進する、高齢者等が安心して暮らせる地域をつくる「認知症サポーターキャ

ラバン」事業を活用いたしました。 
具体的には、当行の接遇レベルの向上を目的とした研修に、認知症サポーターとしての知

識や技術を習得するため、「認知症サポーター養成講座」を組入れました。 
認知症サポーターは、認知症について正しく理解し、認知症の人や家族を温かく見守り、

支援する応援者のことで、認知症サポーターキャラバン事業は、厚生労働省が推進する「認

知症を知り地域をつくるキャンペーン」の一環の事業です。 
認知症の人と家族の会 岩手県支部を講師として、岩手銀行本店にて、全営業店より行員各

1 名が受講いたしました。 
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【特徴】 

 066-04  

「メガソーラー発電事業」に対する融資対応 

【原則３】【原則５】 

当行は、3 件のメガソーラー発電事業に対し、融資を実行しました。 
これらの融資は、平成 24 年 7 月より開始された「再生可能エネルギー固定価格買取制度」

に基づく設備投資で、実施されるメガソーラー発電事業に対する融資対応になります。 
3 件の詳細は以下の通りです。 
1. 青森県及び岩手県で農場を経営する養鶏業者。2010 年度に自家用太陽光発電施設を建

設、本件にて太陽光発電の売電事業に取組むなど、環境に配慮した事業展開に積極的に

取組んでいる。畜産業においても、太陽光発電事業は自家用電力や売電収入の確保、農

場の環境改善、雇用拡大等の相乗効果が見込まれることから、畜産業界の先進的なビジ

ネスモデル事業として、農林資産省の「農山漁村再生可能エネルギー供給モデル早期確

立事業」の補助金の採択を受け、取組んでいる。 
 当行初の、岩手県で実施されるメガソーラー発電事業に対する融資対応。 
 発電規模：1,500kW、年間発電量：約 190 万キロワット時（約 450 世帯相当） 
2. 株式会社 NTT ファシリティーズが本事業のために設立した会社。NTT ファシリティー

ズは、地球環境を考えた統合ファシリティーサービスを提供しており、太陽光発電シス

テム構築事業では、全国で 960 箇所 120MW（2013.1 現在）の太陽光発電システムの実

績がある。本事業は、盛岡市が公募を行った「ユートランド姫神隣接地メガソーラー設

置運営事業者」のプロポーザルで、審査基準の「事業者の遂行能力」、「発電事業の計画

性」および「地域への貢献度」について審査員が採点を行い、全審査員の合計で最高点

を NTT ファシリティーズが獲得し、最優秀企画提案者として選定され、実施されるも

の。 
 当行初の、盛岡市で実施されるメガソーラー発電事業に対する融資対応。 
 発電規模：1,780kW、年間発電量：約 183 万キロワット時（約 500 世帯相当） 
3. 地元企業者や東光電気工事株式会社、日本紙パルプ商事株式会社の出資により設立した

SPC（特定目的会社）。本事業は、地元企業と東光電気工事株式会社が協力し、太陽光

発電所の建設や運営を行うことで、地域の活性化が図られ、地域の再生エネルギー導入

が促進されることが期待される。 
 北東北最大規模のメガソーラー発電事業に対する融資対応。 
 発電規模：約 11.2MW、年間発電量：約 1,160 万キロワット時（約 4 千世帯相当） 

【特徴】 

当行は、今後とも再生エネルギー等、震災復興に係るプロジェクトやインフラ施設の整備

に向けた公共性の高い事業に積極的に対応し、地域社会の発展に貢献して参ります。 

 066-05  

「エコアクション２１」導入プログラムの継続実施 

「いわぎんグリーン化プログラム『ＥＡ21 塾』」の実施 

【原則３】【原則６】 

・「いわぎんグリーン化プログラム『ＥＡ２１ 塾』」の実施 
当行は、エコアクション２１地域事務局「銀河」と連携し、エコアクション２１の取得認

証を目指す事業者のみなさまを支援する目的で、エコアクション２１「関係企業グリーン
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化プログラム」として標記プログラムを実施しています。 
 
<開催主旨> 
（１）エコアクション２１（以下、ＥＡ２１） 
環境省が定めた環境経営システム・取組み・報告に関するガイドラインにもとづく制度

であり、事業者が環境への取組みを効率的・効果的に実施するため、環境省が ISO 規格を

ベースにして策定した環境経営システムツールのことです。事業者が環境負荷の把握から

削減までを効率よく実施でき、経営的にも効果があると言われています。 
 
（２）ＥＡ２１「関係企業グリーン化プログラム」 
ＥＡ２１の中央事務局が実施する認証取得支援のためのプログラムのことです。環境配

慮型経営に積極的に取組む事業者を支援するとともに、地域温暖化対策や環境保全への取

組みを進めてまいります。 
 
＜「いわぎんグリーン化プログラム『ＥＡ２１塾』」エコアクション２１導入セミナー＞ 
平成 25 年 7 月 2 日、岩手銀行本店にて、岩手銀行、エコアクション２１地域事務局「銀河」

主催で、ＥＡ２１取得・認証に興味のある事業者を対象に開催いたしました。 

【特徴】 

 066-06  

キャンペーン商品を通じた地域・社会への貢献活動（被災地の福祉団体へ車両寄贈） 

【原則３】【原則６】 

社会福祉法人岩手県社会福祉協議会を通じて被災地の福祉団体にトヨタ「アクア」を寄贈

いたしました。 
今回の寄贈は、岩手銀行が平成 24 年 6 月 8 日から 8 月 31 日まで実施した、創立 80 周年

記念「ありがとうキャンペーン」の趣旨に基づくもので、期間中に取扱いした「お楽しみ

定期 夢開運」の預入残高の 0.008%相当額を岩手銀行が拠出し、沿岸被災地の高齢者や障

がい者の巡回訪問のための車両を福祉団体に寄贈したものです。多くのお客さまよりご賛

同をいただいた結果、車両 3 台分に相当する預入残高となり、お預入れいただきましたお

客さまに対しまして、ご協力に敬意を表するとともに、深く感謝申し上げます。 
なお、車両の寄贈にあたっては、平成 25 年 2 月 6 日に贈呈式を開催いたしました。 

【特徴】 

当行では、今後とも地域社会へ貢献するとともに、より一層お客さまにご満足いただける

ような商品内容・サービスの充実に努めてまいります。 

 066-07  

全行を挙げた省エネルギー対策 

【原則５】 

平成 25 年度（平成 25 年 4 月～平成 26 年 3 月）のエネルギー使用量（電力・ガス・灯油・

重油）を、省エネ法の基準年度である平成 21 年度対比で、10％以上の低減することを目標

に設定。 
 ※一部の被災地域店舗は平成 24 年度使用量以下を目標 
各部店にエネルギー管理責任者を 1 名配置し、目標の進捗管理と啓蒙活動を徹底している。
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【特徴】 
夏季節電対応、行用車のエコドライブの定着等により、環境だけでなくコスト削減にも寄

与 

 

■ 株式会社 インターリスク総研 

 168-01  

太陽光発電総合コンサルティングの提供 

【原則２】 

太陽光発電事業の企画・設計段階において、計画の妥当性や収益性、災害リスクに関する

各種評価サービスを提供してします。また金融機関の職員や顧客に対する再生可能エネル

ギーセミナーの講師派遣も行っています。上記サービスの提供により、再生可能エネルギー

市場への資金供給の円滑化に貢献しています。 
http://www.irric.co.jp/risksolution/environment/04/index.html 

【特徴】 

 168-02  

生物多様性総合コンサルティングの提供 

【原則２】【原則３】【原則４】 

原材料調達や事業所の土地利用をはじめとする生物多様性リスクに関するマネジメント体

制の構築、リスク評価、ソリューションのサービス提供を実施しています。 
また企業が自らの事業所等を活用して、自治体や地域のステークホルダーと協働しながら

生物多様性保全に取り組むための、緑地保全・活用コンサルティングを提供しています。 
http://www.irric.co.jp/risksolution/environment/03/index.html 

【特徴】 

 168-03  

エネルギー関連支援サービスの提供 

【原則２】【原則３】【原則５】 

チェックシート、現地調査、ヒアリング等に基づき、電気の使用内訳を明らかにした上で、

節電取組みの効果（節電率、節電金額）や追加的な取組み余地について評価するサービス

を提供しています。また過度の空調の制限によって従業員や顧客への負担をかけないよう

に、室内環境の快適性を診断するサービスも提供しています。地域金融機関、自治体と連

携した節電セミナーを多数実施しています。 
http://www.irric.co.jp/risksolution/environment/05/index.html 

【特徴】 

 168-04  

「エコアクション 21」集団認証取得プログラムの支援 

【原則３】 

環境省が定めた環境マネジメントシステムである「エコアクション21」の集団認証プログ

ラムである「関係企業グリーン化プログラム」の展開を支援しています。本プログラムに
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関しては、MS&AD インシュアランスグループの三井住友海上で既に数多くの実績があり、

またいくつかの地域金融機関においても支援を行っています。 
エコアクション21 の認証取得を支援（三井住友海上HP） 
http://www.ms-ins.com/company/sustainability/environment/service/ea21.html 

【特徴】 

 

■ 株式会社 ＳＢＪ銀行 

 160-01  

CSR 基本方針の策定 

【原則１】 

当行では、CSR を経営上最も重要な事項に位置づけ、取締役会で「CSR 基本方針」を策定

しております。 
 
「CSR 基本方針」 
当行は、CSR を企業活動の重要な柱と位置づけ、企業倫理の向上と法令遵守とともに、環

境保全や社会貢献といった CSR への積極的な取組みを推進し、社会における責任を果たす

ことによって、持続的成長を図り、当行の経営理念である「お客さま、社会から愛される

銀行」を目指します。 
1. お客さま本位の徹底 
2. 地域社会発展への貢献 
3. 環境に配慮した企業活動 
4. リスク管理・コンプライアンスの徹底 
5. 透明性の高い情報開示 
6. 経営トップの責務 
7. 自由闊達な企業風土の醸成 

【特徴】 
PDCA サイクルに基づき、毎年度期初に CSR 計画を策定し(Plan)、各営業店並びに本部各

部署にて CSR 計画を実行しております(Do)。さらに、年度末にその実績を評価するととも

に(Check)、次年度の CSR 計画に評価結果を反映しております(Action)。 

 160-02  

環境に配慮した企業活動 

【原則３】 

当行各部店において環境に配慮した様々な活動を行っております。 

● ペットボトルのキャップ・空き缶のプルトップ・使用済み切手の収集等を通じた支援

活動 

● 地域清掃ボランティア活動 

● 「チャレンジ 25 キャンペーン」への継続参加 

● クールビズの継続実施 

● 裏紙の再利用 

【特徴】 

当行では、環境保全と企業活動の調和のために持続的な取組みを行い、環境に配慮した企
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業活動を目指します。 

 160-03  

地方銀行との連携による地域経済活性化 

【原則４】 

当行は銀行としての高い公共性を認識し、本業の活動を通じて社会の発展に貢献すること

が重要であるとの考えのもと、より多くのお客さまへ、商品・サービス・情報をお届けす

るために、地方銀行との連携を積極的に推進してまいります。 
2012 年度までに、西日本シティ銀行、静岡銀行、東邦銀行、十六銀行と業務提携を結んで

おり、この連携を活用し、地位経済の活性化、お客さまに寄与する活動に努めております。

【特徴】 
当行と提携金融機関相互のネットワークを活用し、お客さまにとって利便性が高く有益な

商品・サービス・情報の開示の提供に努めるとともに、「日韓経済の架け橋」という当行な

らではの役割を果たしてまいります。事例としては、2013 年 11 月に西日本シティ銀行と

共同主催で福岡市にて「九州酒類輸出商談会」を開催し、九州の酒類醸造メーカーと韓国

輸入業者とのビジネスマッチングを行うなど、積極的な連携を実施いたしました。 

 160-04  

日韓交流の一層の促進・金融経済教育の充実 

【原則４】 

当行は、「愛される銀行」という経営理念のもと、銀行としての公共的使命と社会的責任を

果たすため、地域経済及び地域社会の安定的な発展に寄与する様々な活動を行っておりま

す。 
● 韓国文化体験教室(韓国語講座及び韓国料理体験教室) 
● 韓国語教室の開催 
● 小学校への出張講座の開催 
● 小学生を対象とした「SBJ 銀行見学デー」の開催 

【特徴】 

日韓交流の一層の促進を図り、日本と韓国の経済の架け橋としてだけではなく、両国間の

文化の面でも架け橋となれるよう、様々な活動を実施してまいります。 

 160-05  

透明性の高い情報開示 

【原則６】 

当行は、お客さま、株主、社員、社会等のステークホルダーと広くコミュニケーションを

行い、企業情報を公正かつ迅速に開示します。 

● ホームページの充実 

● ディスクロージャー誌の充実 

【特徴】 
当行はステークホルダーへの透明性の高い情報開示の実践方法としてディスクロージャー

誌の充実を図る中、2013 年度作成のディスクロージャー誌において、 
 ①責任ある木質資源を使用した紙や、環境負荷の少ない植物油インクの使用 
 ②カーボンオフセットの適用 
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 ③見やすく読み間違えにくいユニバーサルデザインフォントの採用 
など、環境や読者の利便性に配慮した取組みを行っています。 
今後も、ステークホルダーに向けた CSR 活動を推進してまいります。 

 160-06  

自由闊達な企業風土の醸成 

【原則７】 

当行は、役職員が誇りを持ち、互いの人間性を尊重し、いきいきと働ける銀行を目指すと

ともに、高い専門性を持つ人材を育成し、もって、自由円滑な企業風土を醸成します。 

● 役職員向け CS 研修の実施 

● INS(職員教育)センターの運営  ※INS＝Instructor の略 

● CSR 経営指標への反映 

● CSR 計画の周知・徹底 

【特徴】 
お客さまからの信頼と信用を旨とし、グローバルな観点から、社会に有用な金融商品・サー

ビスを提供することによって、お客さまの多様なニーズに対し、的確かつ迅速にお答えし

ます。 
また、当行の役員は、CSR 基本姿勢の実現が自らの役割の重要な一部分であることを認識

し、率先垂範することはもちろん、関係者に広く周知します。 

 

■ ＮＥＣキャピタルソリューション 株式会社 

 070-01  

エコリース・エコファイナンスによるエコビジネス活性化 

【原則１】 

新エネルギー･省エネルギー普及拡大のため、当社独自の基準によって認定したエコリー

ス・エコファイナンスに積極的に取り組んでいます。認定基準は、環境影響評価や LCA（Life 
Cycle Assessment）評価などの観点から常に見直しを行い、生物多様性保全への貢献も基

準に組み込んでいます。 
平成 15 年度から取り組みを始め現在は 209 件が登録されており、登録された物件への取り

組みを積極的に推進しています。 
取組事例→http://www.necap.co.jp/csr/report/2010/highlight/highlight1/index.html 

【特徴】 
環境性／経済性／社会性／拡張性／独自性の 5 項目について、製造～廃棄の各段階を評価

し認定します。環境性については更に GHG や生物多様性などの細目について評価します。

これは最新技術の知識を有したメーカー系リース会社ならではの独自の評価方法です。 

 070-02  

ビオトープ作りを通じて子ども達に環境生物多様性保全教育を行う『わくわく子どもの池プロジェク

ト』 

【原則３】 

ビオトープをつくる前に、子ども達は周辺地域に生息する生きものの種類や体のつくり、

生態などを学びます。そして生きものが住み着きやすいビオトープを子ども達自身が考え
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て設計し、話合い、協力して作ります。当社ボランティアは子ども達には難しい力仕事な

どをサポートします。ビオトープ造成には高度な専門知識が必要なため NPO 法人アサザ基

金と協働して行っています。 
平成 19 年からスタートし平成 25 年 3 月までに 33 の小学校等で実施しました。 
実施事例→http://www.necap.co.jp/csr/report/2010/highlight/highlight3/index.html 

【特徴】 
ただビオトープを学校にプレゼントするだけでなく、子ども達が自発的に活動するための

きっかけになるよう、3 回の事前学習と造成後のフォロー学習を行っています。 
NPO との協働活動であり、自治体や教育委員会とも連携しています。PTA や地域住民がボ

ランティア参加したり、社員の子どもが通う小学校で実施する例もあり、プロジェクトご

とに様々な拡がりを見せています。 

 070-03  

NEC”TOMONI”プロジェクトによる震災復興支援活動 

【原則３】 

ＮＥＣグループ社員が毎月南三陸町を中心とした被災地に行き、ボランティア活動を行っ

ています。これは社員が自発的に始めた活動で、参加者はＮＥＣグループ全体に拡がって

います。自治体や NPO と連携を深めながら様々な活動を行っています。 
紹介ページ→http://jpn.nec.com/community/ja/disaster/index.html 

【特徴】 
ＮＥＣグループの社会貢献活動担当者達が手弁当で活動を始め周囲の社員に拡がってい

き、その後会社が全面的に支援していくという社員主導型で始まった活動です。そのため

当社を始めとするＮＥＣグループ会社が中心になって活動しています。社員ボランティア

が地元の住民や自治体、NPO とのつながりを形成し、ＮＥＣグループ各社が独自の社会貢

献プログラムを提供していくという、多面的な活動に発展しています。 

 

■ 株式会社 愛媛銀行 

 115-01  

ふるさと振興基金の設立 

【原則１】 

公益財団法人愛媛銀行ふるさと振興基金は、愛媛銀行の創立 40 周年を記念して、昭和 58
年に設立したものです。愛媛県内における産業経済の発展に寄与する産業活動又は文化活

動に対して、顕彰事業および助成事業を継続して行うことにより、ふるさとの振興に寄与

してまいります。 

【特徴】 

 115-02  

ひめぎん CSR 倶楽部の設立 

【原則１】 

ひめぎん CSR 倶楽部は、行員からの寄付等による「ひめぎん愛・愛ギフト」を主な財源と

して、環境・福祉・教育及び文化・スポーツへの助成を行うことを目的として設立したも
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のです。これにより、地域社会の環境改善・福祉の向上、教育・文化・スポーツのレベル

アップに寄与してまいります。 

【特徴】 

 115-03  

愛媛銀行環境方針の制定 

【原則１】 

当行は、CSR の重点課題と位置付けている環境保護活動の指針として、平成 20 年に「愛

媛銀行環境方針」を制定しました。地域社会の一員として、行員一人ひとりが課題の重要

性を認識し、森林整備や使用済み天ぷら油の回収等の環境保全につながる活動を展開する

ことで、地球環境の保護に取組んでいます。 

【特徴】 

 115-04  

愛媛 eco アイデアコンテストの実施 

【原則３】 

次世代を担う子どもたちに地球環境への意識を高めてもらおうと、「愛媛 eco アイデアコン

テスト 2012」を開催しました。今回は愛媛県内の小学生から標語での募集をしたところ、

応募総数は 3,279 作品にのぼり、その中から 32 作品と 18 校が選ばれました。 

【特徴】 

 115-05  

「愛媛マラソンコース・クリーンアップ活動」実施 

【原則３】 

愛媛県が主催する「ボランティアチャレンジ 2012」の一環として、愛媛マラソンコース周

辺の清掃・美化活動に当行行員及びその家族約 350 名が参加し、燃えるごみやビン、缶な

ど合わせて 40 袋のゴミを回収しました。 

【特徴】 

 115-06  

災害等に備えた行内備蓄について 

【原則３】 

当行は、南海トラフ大地震等、今後予想される災害に備え、本部・全支店・関連会社にお

いて食料、飲料水、携帯用トイレの備蓄をしました。飲料水は、株式会社ぞっこん四国（松

山市）が製造販売するミネラルたっぷりの中硬水、トイレは株式会社 PlusOne（松山市）

が製造販売する携帯用トイレ（愛媛県の新商品生産による新事業分野開拓者認定制度認定

済）、食料は缶入り乾パンを備蓄し、大災害に備えます。同時に「ぞっこん水」と「携帯用

トイレ」に関しては、県産品の販路拡大にも寄与しています。 
当行は、今後、行員あるいは、県下の企業へも大災害に備えた備蓄を呼びかけていきたい

と考えております。 

【特徴】 
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 115-07  

ひめぎんふるさと観守り隊について 

【原則３】 

当行は、ふるさとの発展に役立つ銀行として、社会貢献に取り組むべく、「ひめぎん ふる

さと観守り隊」を平成 24 年 8 月 8 日に結成しました。犯罪や事故の未然防止を図るために、

愛媛県内の支店長・渉外課長・渉外行員・年金アドバイザー等、外訪活動に従事する者が、

外訪活動を通じて収集した情報（緊急情報・犯罪疑い情報・異変情報）を、行政機関に通

報・情報提供・相談を行い、安全で安心なまちづくり活動に取り組んでいます。 

【特徴】 

 115-08  

愛媛銀行 ecHo の森活動の実施 

【原則４】 

当活動は「企業の森林づくり活動協定」に基づき、環境保全の取組みとして平成 21 年 2 月

より実施しています。平成 24 年度においては新入行員を中心に約 50 名の行員が参加し、

下草刈作業を実施しました。 

【特徴】 

 115-09  

本店営業部に電気自動車を導入 

【原則５】 

本店営業部に電気自動車（日産リーフ）を営業用車両として導入しました。従来、当行の

営業活動は、主にガソリン車やガソリンバイクにて行っておりましたが、電気自動車を導

入するなど CO2 排出量削減に努め、今後も環境保全への取組みを積極的に行ってまいりま

す。 

【特徴】 

 115-10  

オフセット・クレジット（J-VER）の購入 

【原則５】 

当行は、平成 23 年 7 月、愛媛県内で初めて認証された久万広域森林組合のオフセット・ク

レジット（J-VER）を 20t-CO2購入いたしました。J-VER 制度は、平成 20 年 11 月に環境

省が創設した制度であり、愛媛県のマッチングにより県内で第一号の購入となりました。 

【特徴】 

 115-11  

愛媛県内で初のコンバート EV（改造電気自動車）の導入 

【原則５】 

当行は愛媛県が取り組む新産業創出のための電気自動車の研究開発に協力しています。そ

の一環として、平成 24 年 1 月、愛媛県 EV 開発センターの技術指導を受けた民間会社が県

内ではビジネスとして初めて製作したコンバート EV（改造電気自動車）を、当行の営業用

車両として導入しました。 
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当行は、電気自動車の開発・普及およびビジネス化を推進するため、愛媛県 EV 推進協会

にも参画するなど、低炭素社会の実現に向けた取組みを支援しています。 

【特徴】 

 115-12  

「電力マネジメントシステム」の導入について～四国内金融機関初、スマートクロック設置～ 

【原則５】 

当行は、平成 23 年 12 月 1 日より本店および研修所において使用電力量の削減を図るため

電力マネジメントシステムを導入しました。電力マネジメントシステムは、スマートクロッ

クと呼ばれる省エネ機器を導入して電力の見える化を行うことにより省エネの取り組みを

実施するものです。スマートクロックは本店に 3 台、研修所に 4 台の、計 7 台設置して省

エネ行動に役立てています。 

【特徴】 

 115-13  

松山市が発行する国内クレジットの購入について 

【原則５】 

当行は、低炭素社会の構築に向けた広範な取り組みを行っており、平成 24 年 3 月、松山市

が発行する国内クレジット（坊ちゃんクレジット、マドンナクレジット）を購入しました。

坊っちゃんクレジットは太陽光発電由来の CO2 削減効果を、またマドンナクレジットはボ

イラーの燃料を重油から天然ガスに転換したことによる CO2 削減効果をクレジット化した

ものです。平成 23，24 年度の 2 カ年で認証された国内クレジットは 295t-CO2であり、当

行はこれらのクレジットの約 4 割（114t-CO2）を購入し、ATM などの CO2排出量と相殺

することにしています。 

【特徴】 

 115-14  

使用済み天ぷら油の回収について 

【原則５】 

当行は、平成 20 年 12 月から環境への取組みの一環として、社宅及び松山市内と市外の一

部の店舗と地域の皆様を対象に使用済み天ぷら油を回収し、バイオディーゼル燃料へリサ

イクルする取り組みに参加しています。使用済み天ぷら油の回収は、ごみの減量、石油使

用量の削減、地球温暖化防止等環境保全に役立っています。 

【特徴】 

 115-15  

愛媛銀行「CSR の取組み」報告書の作成 

【原則６】 

愛媛銀行は、「CSR の取組み」報告書を作成して、開示しています。 
http://www.himegin.co.jp/furusato/pdf/h24csr.pdf 

【特徴】 
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■ 愛媛信用金庫 

 123-01  

環境方針の制定および環境マネジメントシステム「ISO１４００１認証」の取得 

【原則１】 

愛媛信用金庫は、平成 20 年 12 月、役職員の環境保全に対する行動の指針となる環境方針

を制定しました。この基本方針に基づき、役職員全員で環境保全のための活動に取り組ん

でいます。平成 21 年 3 月には、愛媛県内に本店を置く金融機関として初めて環境マネジメ

ントシステム・ISO14001 認証を取得しました。 

【特徴】 

愛媛信用金庫の環境方針や環境自主行動計画に基づき、全役職員が当事者意識を持って各

施策に取り組んでいます。各部店における取組み状況については、監査部による内部監査

時に検証し、必要に応じて指導を行うなど、実効性の向上に努めています。 

 123-02  

環境貢献型の独自商品の取扱い 

【原則２】 

当金庫の環境方針に基づき、地域の皆さまの環境保全活動を支援するため、環境貢献型商

品の開発および推進に努めています。 
愛媛信用金庫ソー

ラーローン 
太陽光発電システム設置資金および設置に合わせたリフォーム資金（増改築、

蓄電池設備等）にご利用いただける商品です。 
エコマイカーローン

モア 
ハイブリッドカー、電気自動車、天然ガス自動車などの購入資金（中古車を

含む）にご利用いただける商品です。 
カーライフローン・エ

コ 
エコカー（新車）購入資金、パーツ・オプションの購入・取付費用などにご

利用いただける商品です。 
エコリフォームロー

ン 
太陽熱利用給湯、オール電化、燃料電池システムの購入費用および設置費用、

ガス省エネリフォーム等の費用などにご利用いただける商品です。 
エコサポートローン 
（パーソナル） 

家庭用生ごみ処理機器や節水機器、エコマーク・省エネ性マーク付製品など、

環境保全に役立つと認められる製品、器械の購入設置費用などにご利用いた

だける商品です。 
あいしんエコサポー

トローン 
法人および個人事業主のお客さまを対象に、低公害車、太陽光発電システム

などの購入費用や設置にかかる費用、公害防止施設・環境保全施設等の建設

資金などにご利用いただける商品です。また、環境保全の取組みについて第

三者から認定・認証を受けているお客さまの運転資金や設備資金にもご利用

いただけます。 

なお、当金庫で取り扱う環境配慮型商品は、ホームぺージに掲載しています。一部の商品

は、インターネットで申込みすることができます。

（http://www.shinkin.co.jp/ehime/eco/index.html） 

【特徴】 

環境保全に資するための資金に特化した低金利の商品を開発することで、地域におけるエ

コ意識の高揚と太陽光発電システムの普及に努めています。環境問題に対するお客さまの

考え方など情報を収集しながら、ニーズ喚起を行っています。 

 123-03  

３Ｓ診断による経営改善支援 

【原則３】 
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当金庫では、経営改善支援の一環として、「３Ｓ診断」を実施しています。地域の中小企業

等に対して、３Ｓ（整理・整頓・清掃）診断を行い、経営者および従業員が自ら「ムダ・

ムラ・ムリ」の削減を推進する職場づくりを支援しています。具体的には、①診断実施、

②診断報告レポート（30 頁程度）を報告し、全従業員参加のもと報告会を開催、③要望に

より継続的活動のための個別支援（実行状況の点検を含む）を行っています。 

【特徴】 

３Ｓは、企業にとって基本的な活動であり、専門知識や技術は必要ないことから、どのよ

うな企業でも取り入れることができます。全従業員による３Ｓへの取組みを推進すること

で、エネルギー消費や廃棄物の削減に繋がり、経営力の強化にも繋がります。当金庫にお

いても、３Ｓを実践するとともに、お客さまへの情報提供、提案が行えるよう職員の研修

を実施しています。 

 123-04  

クールビズ、ウォームビズの実施 

【原則４】 

消費電力の削減および二酸化炭素排出に伴う地球温暖化防止のために、クールビズや

ウォームビズを実施しています。クールビズでは、冷房 28℃を目安として設定したり、退

庫 30 分前に空調を停止したりすることで電力使用量削減に努めるとともに、ノーネクタイ

などの軽装勤務を取り入れています。ウォームビズでは、暖房を 20℃を目安として設定し

たり、インナー、アンダーウェアなどの重ね着やひざ掛けの使用などを推奨しています。 

【特徴】 

当金庫の役職員が率先して取り組むことにより、環境負荷軽減の実現だけでなく、地域社

会に対してもこれらの取組みの重要性や実施効果を発信するよう努めています。 

 123-05  

環境にやさしい店舗づくり 

【原則５】 

新規店舗については、環境配慮型店舗として「太陽光発電システム設備」を設置している

ほか、「LED 照明」を多く採用しています。また、窓ガラスは温度保持効果の高い「複層

ガラス」を使用しています。「太陽光発電システム設備」は 5 店舗（雄郡支店・中萩支店・

石井支店・三島支店・川之江支店）に設置しており、今後も新設、改築等の機会に導入し

ていく方針です。コピー機などの事務機器についても、新規設置や買い替えの機会を捉え

て、環境配慮型のものを積極的に取り入れています。 
また、Web システムの活用によるペーパーレスの推進や、役職員に対する省エネ意識の啓

蒙（全店舗のコピー機器周辺に「両面コピー」「集約コピー」等の方法を紹介したポスター

を掲示。電灯スイッチやエレベーター開閉ボタンの近くへ節電協力のプレートを設置。）な

どを行っています。 

【特徴】 

環境負荷軽減に寄与する各種設備等の導入により、CO2 排出量の削減や省エネに努めてい

ます。また、役職員一人ひとりが公私を問わず省資源・省エネルギーに長期的に取り組む

こととしています。 

 



預金・貸出・リース業務 取組事例 

118 

■ 株式会社 大分銀行 

 157-01  

社会貢献・環境保護活動 

【原則１】 

・平成 18 年に大分県の企業参画森づくり事業へ参加し、「大分銀行の森」（大分県由布市）

づくり活動に取り組んでいます。毎年、行員ボランティアにより草刈作業を実施してい

ます。 
・清掃活動…本店早朝ボランティア清掃（月１回）、県一斉清掃活動（年１回）、記念植樹

地クリーン作戦（年 1 回）を推進。 
・「ペットボトルキャップ収集活動」…明治安田生命保険相互会社と協働して実施。 
・大分銀行「災害ボランティアクラブ」…平成 24 年 10 月に災害時におけるボランティア

活動等に積極的に取組むとともに迅速な対応・サポートができる体制を構築するために

「災害ボランティアクラブ」を行内に設置しました。加入者は平成 25 年 10 月現在で 90
名程度。 

【特徴】 

 157-02  

環境問題に対応した金融サービスの提供 

【原則２】 

・「エコおおいた応援ローン」…「エコおおいた推進事務所」として登録された企業に対し、

登録する際に設定した取組目標達成のための運転・設備資金の金利を優遇。 
・「マイカーローン」、「リフォームローン」…環境に配慮した車や住宅の購入資金であれば、

金利を優遇。 
「カーボン・オフセット エコ私募債」…私募債の引受に際しお客さまより頂く引受手数料

の 20％を、事例番号 157-05 記載の「国内クレジット」購入費へ充当する。 

【特徴】 

 157-03  

専門チームの設置 

【原則３】 

「再生可能エネルギーチーム」…メガソーラーや地熱等エネルギーの研究、また環境問題

の改善活動として再生可能エネルギーに積極的に取り組むお客さまを支援する。 

【特徴】 

 157-04  

環境に配慮した店舗づくり 

【原則５】 

新築する店舗については、「太陽光発電設備」の設置をはじめ、「エコ内装材」や「ペアガ

ラス」を使用するなど、環境に配慮した店舗づくりを行っています。 

【特徴】 
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 157-05  

環境に配慮した業務運営 

【原則５】 

・ 「クールビズ」「ウォームビズ」の実施 
・ ハイブリッドカーの導入推進…社用車をハイブリッドカーに順次買換え。 
・ 電気自動車の購入…社用車として電気自動車を 3 台購入。 
・ 電気スクーターの購入…営業車輌として電気スクーターを 1 台購入。 
・ 「国内クレジット」の購入…平成 25 年 4 月、8 月に国内クレジット制度に基づく「おお

いた太陽光倶楽部」の活動により創出・認証された CO2 排出削減量「国内クレジット」

を購入。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 大垣共立銀行 

 041-01  

世界銀行発行「グリーンボンド」への投資～“債券投資”を通じた“地球温暖化対策”～ 

【原則２】 

2011 年 6 月、世界銀行の債券「グリーンボンド」に 1 千万米ドルを投資しました。 
投資を通じ、開発途上国における石油、石炭などの代替エネルギーの導入、温室効果ガス

の排出軽減技術の開発支援、森林再生などの地球温暖化対策事業を支援するために活用さ

れます。 

【特徴】 

債券投資を通じた地球温暖化対策 

 041-02  

環境への取組みを後押しする金融商品の提供 

【原則２】 

お客様の環境への取組みを後押しするべく、様々な金融商品の開発・提供を行っています。

【主な金融商品】 
◇「Ｅチャレンジファンド」の取扱開始（2011 年 6 月～） 
  環境やエネルギーなどの資金について、通常より低金利で 
   ご融資させて頂く専用ファンド。 
◇マイカーローン「エコシリーズ」の取扱開始（2009 年 7 月～） 
  「エコカー減税対象車」、又は、より低燃費な自動車を購入される場合に、 
  適用金利及び保証料を引下げ。 
◇リフォームローン「エコ型」の取扱開始（2010 年 5 月～） 
  リフォーム時に太陽光発電装置等を導入される場合に、適用金利を引下げ。 

【特徴】 

金融商品の提供を通じた地球温暖化対策 

 041-03  

ポイントを引換えて「緑の募金」へ寄付 
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【原則２】 

ポイントプログラム「サンクスポイント・プレゼント」で「緑の募金」へ寄付できる“ポ

イント募金”を取扱っています。 
引換申込を受けたポイントを 5 ポイント 1 円に換算し、年 1 回（毎年 3 月）、社団法人国土

緑化推進機構に寄付いたします。 

【特徴】 

ポイント・プログラムを利用した森林づくり活動の支援 

 

■ 大阪厚生信用金庫 

 104-01  

クールビズ、ウォームビス、緑のカーテン 

【原則１】【原則５】 

大阪厚生信用金庫では、「チャレンジ 25」に参加するとともに、地球温暖化防止対策の一環

として、「クールビズ」「ウォームビズ」を実施しています。また電力不足と猛暑に備え、

植物の葉で窓などを覆って日光を遮る「緑のカーテン」の取組みに、7 店舗（2013 年度）

で取り組んでいます。 
http://www.co-sei.co.jp/topics/coseiecocoolbiz.html 
http://www.co-sei.co.jp/topics/coseiecowarmbiz.html 
http://blog.goo.ne.jp/sheshenina/c/45e795389950f7a45e0253dcdb279a8c 

【特徴】 

 104-02  

エコ定期「わかば」、地球温暖化対策支援ローン「こうせいエコ計画」 

【原則２】 

大阪厚生信用金庫では、大阪府とのタイアップにより、預金残高の 0.02%を「大阪府みど

りの基金」に寄付するエコ定期「わかば」を取り扱っています。また、取引先企業の環境

への取組みを支援するため、太陽光発電システムやガスコージェネレーションシステム、

高効率給湯器等の設置費用に対する支援ローン「こうせいエコ計画」を取り扱っています。

http://www.co-sei.co.jp/topics/pdf/ecoteiki.pdf 
http://www.co-sei.co.jp/topics/coseiecokikin_ecoteiki.html 
http://www.co-sei.co.jp/topics/coseiecokeikaku.html 

【特徴】 

 104-03  

ＳＡＫＡＩエコ・ファイナンスサポーターズ倶楽部 

【原則２】【原則３】 

大阪厚生信用金庫は、堺市内に支店を置く他の金融機関とともに、「ＳＡＫＡＩエコ・ファ

イナンスサポーターズ倶楽部」に参加しています。この取組みにおいては、堺市と倶楽部

が連携して、市民・事業者のみなさまのニーズに応じた環境配慮型金融商品を提供します。

また、参加金融機関は、企業 CSR 活動の一環として、各店舗で省エネに取り組むほか、環

境イベントの開催について堺市と連携協力を行います。さらに、これらの取組みを、店舗
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ネットワークを活用し市民・事業者のみなさまに情報発信することで、活動への参加・取

組みの拡大を図ります。  
http://sakai-eco-fsclub.jp/kinyu/index.html 
http://sakai-eco-fsclub.jp/lineup.html 

【特徴】 

堺市は、快適な暮らしとまちの賑わいが持続する低炭素都市『クールシティ・堺』の実現

のため「エネルギー・イノベーション」「モビリティ・イノベーション」「ライフスタイル・

イノベーション」の推進を図っており、倶楽部は市民がこれらのイノベーションに取り組

む際の金融面でのサポートを行うものです。 

 104-04  

エコキャップ 

【原則４】 

大阪厚生信用金庫は、「エコキャップ推進協会」の趣旨に賛同し、2008 年 7 月よりペット

ボトルキャップの収集活動を開始しました。 
http://www.co-sei.co.jp/topics/coseiecocap.html 

【特徴】 

 104-05  

エコｂｌｏｇ 

【原則６】 

大阪厚生信用金庫は、環境関連の活動として行っている様々な取組みを、「エコ blog」とし

て紹介しています。 
http://blog.goo.ne.jp/sheshenina 

【特徴】 

 104-06  

生駒山系花屏風活動 

【原則７】 

大阪厚生信用金庫は、2010 年 4 月より、大阪府のアドプトフォレスト四條畷南野「生駒山

系花屏風活動」に参画しています。大阪府の『アドプトフォレスト』は、生物の多様性確

保や地球温暖化防止のため、企業の参画を得て、放置された人工林や竹林など荒廃した森

林の広葉樹化を推進する制度です。 
当金庫は大阪府、四條畷市、NPO 法人日本森林ボランティア協会と連携し、職員参加によ

る植樹活動と竹林伐採を定期的に実施しています。 
http://www.co-sei.co.jp/topics/coseiecoact.html 

【特徴】 

 

■ 株式会社 沖縄海邦銀行 

 180-01  

みどりの運動 
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【原則 1】【原則７】  

・ 昭和 49 年より続けている運動で、毎月１回「みどりの講演会」を実施。 
平成 25 年 10 月末現在で 465 回の開催を見ており、講演内容も身近な園芸手法から郷土

のみどりについて、あるいは森林資源といったテーマで延べ 400 名余の講師の方々にお

世話になっております。 
講演には苗木の配布も行っており、これまで 54,400 本の苗木配布を行いました。又、

沖縄県主催の植樹祭・育樹祭には本部、営業店の役職員が積極的に参加しております。

・ 窓口に「みどりの募金箱」を設置し、お客様よりの募金と行員の賞与よりの募金及び銀

行利益の一部を沖縄県緑化推進委員会へ寄付する活動を行っております。（寄付額：76
回 9,400 万円） 

【特徴】 

～沖縄をみどりの島に緑と花で心に安らぎを～の理念を掲げ、昭和 49 年よりの永年の活動

に県民・各界よりご賛同、評価を頂いております。 

 180-02  

チーム美（ちゅ）らサンゴ 

【原則１】【原則７】 

県内外企業 14 企業が参加する「チーム美らサンゴ」に当行も平成 16 年より参加。 
海水温の上昇による白化現象・オニヒトデ被害等危機的な状況にある沖縄のサンゴ礁を蘇

らせるため、サンゴ礁の回復・保護活動を行っております。 
年 300 本のサンゴ植付けを目標に、年 4 回のサンゴ植え付け活動を実施しています。 
平成 24 年 11 月、全国豊かな海づくり大会において、当チームは「農林水産大臣賞」を受

賞しました。 

【特徴】 

県内外異種業種 14 企業による協働サンゴ保全取組 

 180-03  

かいぎん環境貢献基金 

【原則１】【その他】 

沖縄県内に所在し、非営利活動による地域環境保全に取組む団体に対し、助成を行ってお

ります。1 団体 100 万円を上限に、これまでに 6 回の助成で 49 団：3,704 万円の助成を行

いました。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 沖縄銀行 

 165-01  

おきぎんふるさと振興基金 

【原則 1】【その他】 

当財団は、(株)沖縄銀行の創立 30 周年を記念して設立され、沖縄の産業・伝統文化の振興、

学術研究に励む方々を支援する目的で助成活動を続けています。（平成 3 年から助成開始）

毎年、外部選考委員による厳正な審査を経て、約 10 先／年の方々に助成を行っています。
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【特徴】 

5 つの部門（産業、学術、環境、マルチメディア、コミュニティ）にて募集を行っている。

今年度の環境部門については、オニヒトデの利活用に関する研究に対し助成を行いました。

 165-02  

セーフティマップの作成・配布 

【原則３】【原則７】 

自然災害発生時にお客さま及び役職員の安全を確保する観点から、本部・営業店ごとの避

難経路・避難場所の情報等を地図化した「セーフティマップ」 を作成しています。 

【特徴】 

自然災害時にお客さま及び役職員を迅速且つ的確に避難させることができ、二次被害の発

生を避け、災害による被害の低減を目的としています。 

 

■ 帯広信用金庫 

 119-01  

中央支店の地中熱ヒートポンプ 

【原則５】【原則６】 

中央支店は、地中熱ヒートポンプ冷暖房システムにより、地中の熱を使って暖房・冷房を

行っています。中央支店ではそのほかにも様々な省エネシステムを採用し、電力の消費削

減による CO2の削減効果をカラマツ本数に換算して中央支店ロビーに掲示しています。 

【特徴】 

2009 年から 2013 年 6 月までの CO2削減量は 250,286.6kg、カラマツ本数換算で 98,538
本となりました。 

 

■ オリックスグループ 

 106-01  

オリックスグループのエコサービスとエコ活動を公開 

【原則１】【原則２】 

オリックスグループは、ビジネスを通じて環境・エネルギー問題の解決に貢献するため、

環境関連製品や環境技術、またエネルギーに関するお客さまのニーズに応じて、エコサー

ビス・インテグレーターとしてさまざまな機能を総合的に提供しています。 
 オリックスグループ各社がご提供するエコサービスや環境負荷低減などグループ各社が

取り組むエコ活動の情報は、ホームページなどで公開しています。 

 
◆オリックスグループ ホームページ ： http://www.orix.co.jp 
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【特徴】 

オリックスグループ各社が提供するエコサービスやエコ活動の情報をホームページなどで

ご紹介しています。 

 106-02  

施設の運営利用における環境配慮の取り組み 

【原則１】【原則２】 

■環境負荷低減技術を採用したオフィスビル 

オリックスグループの大阪本社ビル「オリックス本町ビル」（大

阪府大阪市）では、旧建物の躯体の再利用をはじめ、さまざま

な環境配慮を行っています。外構部や屋上での高木緑化、太陽

光発電システムや高効率でメンテナンス性にも優れたヒートポ

ンプ式ビルマルチエアコン、LEDなどの長寿命照明を採用する

ほか、自然光の利用や水資源の再利用、BEMSなど、建築段階

から省エネ・省CO2に貢献する環境負荷低減技術を採用し、不

動産事業の環境負荷低減に取り組んでいます。 
※「CASBEE大阪」S認証（最高ランク）取得、「CASBEE大阪 OF THE YEAR 2011」

受賞。一部の技術は環境省の「クールシティ中枢街区パイロット事業」にも認定。 

 
■京セラドーム大阪 

雨水を再利用し、トイレや植栽潅水に使用しています。また、海風を利用し、アリーナの

自然換気を行う自然換気方式を採用しています。 
 
■オリックス劇場 

旧大阪厚生年金会館を、伝統的な建物外観を保存しながら多目的ホールとしてリノベー

ションしました。また、太陽光発電システムも採用しています。 

【特徴】 

自社で使用するオフィスビルや運営する施設について、開発からその後の運営管理まで各

段階で環境負荷低減に取り組んでいます。 

 106-03  

環境関連機器のレンタル 

【原則１】【原則２】【原則３】 

オリックス・レンテックは、災害時などの非常用電源として利用できる発電機や移動式蓄

電池を最短 1 日からレンタルしています。また、全国の自治体向けに大気中の微小粒子物

質（PM2.5）の測定器を、食品（加工）会社や食品流通会社向けには放射能測定装置を取

り揃え、レンタルサービスを通じてお客さまの環境測定業務を支援します。 

【特徴】 

3万3千種、117万台以上のレンタル機器を保有するノウハウを生かし、短期から長期まで、

お客さまの利用形態に合わせた柔軟な期間設定でレンタル機器をご提供します。 

 106-04  

蓄電システムレンタルサービス 

【原則１】【原則２】【原則３】【原則４】 
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オリックス、日本電気株式会社

（NEC）、株式会社エプコが共同

で設立したONEエネルギー株

式会社は、蓄電池レンタルとス

マートハウス向けアプリケー

ションを組み合わせた家庭向け

エネルギーサービスを展開して

います。一般家庭（一戸建て）向けにNEC製の定置用蓄電池（容量：5.53kWh）とエプコ

が開発したスマートハウス向けアプリケーション「ぴぴパッ！」をクラウドデータ連携に

より組み合わせ、システム一式をレンタルでご提供する国内初(*)のエネルギーサービスで

す。災害発生時の非常用電源を確保するだけでなく、電力の見える化と最適な電力使用方

法のご提供により、電力使用量の削減や昼間の最大需要電力の抑制（ピークカット）にも

貢献します。 
(*)2013 年 4 月 25 日現在、株式会社 SVP ジャパン調べ。家庭用定置型蓄電池の場合。 

 
さらに、太陽光発電システムと蓄電システムの併用により、発電した電気の余剰分を「貯

める」もしくは「売る」ことが可能になります。余剰電力を貯める場合、電力会社から購

入する電力量を減らし、家庭内の自給自足を目指します。また、貯めずに売る場合でも、

ダブル発電(*)にならないため、無駄なくお得に売電することができます。 
(*)太陽光発電と家庭用燃料電池や蓄電池を組み合わ

せて、より多くの電力を売ることができるダブル

発電は、太陽光発電だけの場合より低い固定買取

価格が設定されています。 
※ONEエネルギー株式会社  
 http://oneenergy.co.jp/ 
※商品カタログ  
 http://oneenergy.co.jp/files/service/OneEnergy.pdf 

【特徴】 

定置用蓄電池とスマートハウス向けアプリケーションを組み合わせ、蓄電システム一式を

ご家庭にレンタルする国内初のサービスです。電力の見える化などによるご家庭の電力使

用量の削減、社会全体の昼間の最大需要電力の抑制（ピークカット）にも貢献するエネル

ギービジネスです。 

 106-05  

再生可能エネルギー発電事業への投資・事業展開 

【原則１】【原則２】【原則４】 

■太陽光発電 

再生可能エネルギーが注目を浴びるなか、オリックスグループは、「メガソーラー」にお

いて2013年3月期から3年間で合計最大出力300MWの発電所の開発を、「屋根設置型太陽光

発電」においては合計最大出力100MWを目指し、着実に開発を進めています。 

 
 ●メガソーラー （日本全国で28ヵ所 最大出力143.2MW） 

自治体や企業などが保有する全国の遊休地を賃借し、最大出力1,000kW（1MW）以上の

大規模な太陽光発電所（メガソーラー）の建設を進めています。 
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●屋根設置型太陽光発電 （日本全国で49ヵ所 最大出力27.2MW） 
お客さまが保有する工場や倉庫など大型施設の屋根を賃借し、太陽光発電システムを設

置する屋根借り方式の太陽光発電事業を推進しています。また、オリックスグループで

保有する商業施設などの屋根も活用しています。 
 
上記のプロジェクトにおける年間の予想総発電量は18,566万

kWhで、一般家庭約51,600世帯分(*)の年間電力消費量に相当しま

す（2013年6月28日現在）。 
(*)1世帯当たり年間3,600kWhで試算。 出典：電気事業連合会「電力事情について」。 

 
■木質バイオマス発電事業  （木質チップを活用したバイオマス発電） 
群馬県で木質チップ専焼発電の「吾妻木質バイオマス発電所」

を運営しています。木質チップ専焼発電は、木質チップ燃料をボ

イラで燃焼させ、その蒸気熱でタービンを回転させて発電する仕

組みです。化石燃料の代替としてバイオマスである木質チップを

燃料とすることで、CO2排出量の低減につながるだけでなく、サー

マルリサイクル(*1)技術の活用で、より環境に配慮した発電事業を

行っています。最大出力は13.6MW、年間送電量は9,200万kWh(*2)

で、一般家庭に換算すると約25,600世帯分(*3)の年間電力使用量に

相当します。 
(*1) 廃棄物を単に焼却処理するだけではなく、焼却の際に発生するエネルギーを回収・利用すること。 

(*2) 2012年度送電実績。 

(*3)一世帯あたり3,600kWh/年で試算。出典：電気事業連合会「電力事情について」。 
 
■地熱発電 

「杉乃井ホテル」（オリックス不動産運営）は、自家用では国内

最大級の規模となる、地熱を利用した「杉乃井地熱発電所」を所

有・運営しています。最大出力は1.9MWで、発電した電力はホテ

ル全般の電気設備で使用し、ピーク時の使用電力の1/3を賄ってい

ます。オリックスは、温泉旅館の運営と杉乃井ホテルでの地熱発

電ノウハウを生かし、他の温泉地でも地熱発電の事業化と地域の

活性化策を検討していきます。 
 
■風力発電 

4事業、合計34機の風力発電事業に出資し、風力発電の推進をサポートしています。これ

らのプロジェクトの最大出力は合計35.9MWになります。 
 • 秋田新屋ウィンドファーム 6.8MW （秋田県） 
 • たちかわウィンドファーム  3.2MW （山形県） 
 • 五島岐宿風力発電研究所 1.2MW （長崎県） 
 • 仁賀保高原風力発電所  24.75MW （秋田県） 

【特徴】 

多様な再生可能エネルギーの活用推進に寄与すべく、事業会社への出資だけでなく、自ら

も発電事業者としてバイオマス発電や太陽光発電などを積極的に展開しています。 
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 106-06  

自動車リース・レンタカーなど自動車関連分野での環境配慮型サービス 

【原則１】【原則２】【原則５】 

オリックス自動車は、車両管理台数100万台（2013年3月31日時点）と自動車リース業界No.1
の実績を誇り、お客さまの利用形態に合わせて、リース、レンタカー、カーシェアリング

を組み合わせることで、最も合理的な車両の利用方法をご提案しています。また、自動車

には欠かせない適正なメンテナンスサービス、エコドライブを推進するテレマティクスの

導入、またリースやレンタル終了車両の中古車販売や適正処理など、クルマのライフサイ

クルの各時点で環境負荷低減やCO2排出量の削減、環境意識の醸成に役立つサービスを総合

的にご提供しています。 

■レンタカー・カーシェアリング（EV・HV）の導入 

レンタカーやカーシェアリング車両として、環境負荷の少ない電

気自動車（EV）・ハイブリッドカー（HV）の導入を推進していま

す。現在、全国で 124 台の EV と 3,219 台の HV をお客さまにご

提供しています（2013 年 3 月 31 日時点）。また、一部の店舗では電動アシスト付き自転車

のレンタサイクル事業「e チャリ」も展開しています。 

■テレマティクスサービス「e-テレマ」 

「コンプライアンス」「環境」

「安全」に配慮した車両運行

のコンサルティングサービスです。お客さま

の車両に専用の車載器を搭載し、運行状況を

可視化。運用方法から効果検証までのコンサ

ルティングを実施することで、最適な車両使

用から適切な労務管理、事故の未然防止やCO2

排出量の削減までをトータルにサポートしま

す。 

■リース車両等の適正なメンテナンス 

リース車両やレンタカー車両の定期点検時に、適正なオイル交換・補充やタイヤの空気圧

チェックなど適正なメンテナンスを実施し、車両の燃費向上とCO2排出量の削減に貢献して

います。また、故障修理時の部品交換の際、再生部品の活用を推進し省資源化にも努めて

います。 

【特徴】 

合理的なクルマの使い方と、クルマのライフサイクルの各時点で環境負荷低減や CO2 排出

量の削減、環境意識の醸成に役立つサービスなどを総合的にご提供しています。 

 106-07  

リース終了物件の３Ｒと適正処理、広域リサイクルシステム 

【原則１】【原則２】【原則５】 

■オリックスグループの 3R と適正処理 

リースやレンタルは、「必要な機器を必要な期間」だけ利用する手段として、リデュースに

も寄与するサービスです。オリックスでは、年間約 31 万件のリース物件が契約期間の満了

を迎え、約 80％は再リースに、残りは契約終了となります。オリックス環境はリース終了
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物件の管理を担当し、独自の物流ネットワークを活用して全国各地から回収し、リユース、

リサイクルを推進しています(*)。オリックスグループは、こうしたノウハウとネットワー

クを生かし、廃棄物処理事業およびリサイクル事業を展開しています。 
(*)2013 年 3 月期のリース終了物件のリユース・リサイクル率は約 97％、OA・PC 機器については 99.9％。

■広域リサイクルシステム （不用物の処理を日本全国でサポートするネットワーク）  
不用物の回収、リユース、リサイクル、適正処理を、日本全国で複合的にサポートするネッ

トワークを構築し、「広域リサイクルシステム」としてご提供しています。 
 処理会社の選定や配車手配、売却時の価格査定やコスト削減提案、適正処理に関する事

務作業を一元管理し、全国均一のクオリティで回収、リサイクル、不適正処理の防止に努

め、全国に拠点を構えるお客さまの不用物の処理をサポートします。また、廃 OA 機器や

機械類からは、金属系廃棄物中間処理施設（船橋工場）で培った金属資源価値の目利き力

を生かして、有用な金属資源を回収し、金属リサイクルビジネスを展開しています。全国

から回収した鉄や非鉄金属を素材として、再資源化市場へご提供する金属商社や金属加工

業としての役割も担っています。 

【特徴】 

オリックスは、リース事業で培ったノウハウと独自のネットワークを生かし、お客さまに

3R と適正処理のサービスをワンストップでご提供しています。 

 106-08  

ESCO サービス 

【原則２】 

ESCO（Energy Service Company）は、建物

の省エネルギーに関する包括的なサービスを

ご提供することにより、これまでの利用環境

を損なうことなく省エネルギーを実現する

サービスです。省エネルギー機器の設置やメ

ンテナンス、効果検証に関わる費用などは、

ESCO サービスによるエネルギーコストの削

減分で賄われるため、省エネルギーとコスト

削減を同時に実現できる手法として多くの企

業や自治体が導入しています。 
 オリックスは、お客さまのエネルギー使用
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状況を把握するエネルギー診断を行い、省エネルギー手法の提案から実施に至るまでトー

タルサービスをご提供します。工場、倉庫、商業店舗、ホテルなどさまざまな物件用途に

対応し、特定のメーカーに限らず、お客さまにとって最適な機器・アイテムを選定し、導

入後の維持管理から省エネルギーの効果検証、運用コンサルティングまで、継続したサポー

トを行います。 

【特徴】 

オリックスは、工場、倉庫、商業施設、ホテルなどさまざまな物件用途に応じた ESCO サー

ビスをご提供しています。 

 106-09  

ESCO ファンド 

【原則２】 

「ESCO ファンド」は、環境配慮型の設備投資に対象を限定した金融スキームです。オリッ

クスは ESCO サービスなどのノウハウと、地域金融機関の地元に密着した情報網との組み

合わせにより、お客さまの資金ニーズにお応えしています。オリックスは、滋賀銀行、紀

陽銀行、福岡銀行などの地域金融機関と提携し、地域経済の活性化と地域社会の CO2 排出

量の削減に貢献しています。 

【特徴】 

地域金融機関と連携してご提供する、環境配慮型の設備投資に使途を限定した金融スキー

ムです。 

 106-10  

環境配慮型融資の保証 

【原則２】【原則３】 

地域金融機関向けに環境配慮型融資の保証を行っています。オリックスが独自に制定した

環境配慮ランクに応じて、地域金融機関が融資条件を優遇することで、企業の環境意識の

醸成や環境活動をサポートします。 

【特徴】 

環境配慮ランクに応じた融資条件の優遇により、地元企業の環境意識の醸成や環境活動を

支援する環境配慮型の金融サービスです。 

 106-11  

成果報酬型デマンドレスポンスサービス 「はっとわっと」 

【原則２】【原則５】 
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「はっとわっと」は、お客さまの最大需要電力の抑制（ピークカット）や電力使用量の削

減を支援するサービスです。オリックスは、お客さまの過去の電力使用実績をもとに、電

力需給契約や節電行動の見直しなど、最適な節電プランをご提案します。また、お客さま

の電力使用量や気象情報を30分ごとにウェブサイト上で表示するほか、過去の電力使用傾

向と気象情報から翌日の電力使用量を予測し、計画値を超える予測の際には注意報を、実

際に計画値を超過しそうな場合には警報

をメールでお知らせします。 
 本サービスに必要な機器や通信費はオ

リックスが負担し、節電によって得られ

たコスト削減分をお客さまとシェア（分

配）します。節電ニーズがありながら

BEMSの普及が進んでいない100kW～

500ｋWの需要家のお客さまにも、初期投

資の負担をすることなくご利用いただけ

るサービスです。 
 
 
 

 

【特徴】 

お客さまは初期投資費用やランニング費用を負担することなく、節電対策やエネルギーマ

ネジメントを開始することができます。節電達成額に応じてコスト削減分をお客さまとオ

リックスでシェアし、オリックスはその報酬分から機器や通信費などのサービスコストを

賄います。 

 106-12  

「SANGO ORIX」活動 

【原則３】【原則４】 

オリックス不動産は、サンゴ礁が持つ高い生物多様性の保持能

力を守り、美しい海を次世代へ残すため、沖縄サンゴ礁再生プ

ロジェクト「SANGO ORIX」を 2008 年に開始し、沖縄県の

海域でサンゴの移植活動に取り組んでいます。有限会社海の種

および沖電開発株式会社と連携し、サンゴ礁の成長状況などの

確認調査を含めた保全・再生活動を続け、2013 年 7 月までに

6,800 本のサンゴを移植しました。今後合計で 10,000 本の移
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植を予定しています。 
 
■オリックス・ゴルフ・マネジメントは、運営するゴルフ全施設で、お客さまからの募金

と不用になったゴルフボールやロストボールを回収してリサイクルした資金をもとに

「SANGO ORIX」に参加しています。 
■オリックス自動車は、沖縄旅行の予約サイト「沖縄ツアーランド」を運営する株式会社

パムと共同で、ハイブリッドカーをご利用いただいたお客さまからの売上の一部を寄付

し、「SANGO ORIX」に参加しています。 
■公益財団法人オリックス財団は、2013 年 3 月に沖縄県浦添市において沖縄県下の養護施

設の児童ら 46 名をご招待し「サンゴ礁って何だろう? サンゴ礁の再生活動に参加してみ

よう!」をテーマに、移植用サンゴの苗作り体験や沖縄のサンゴの大切さについて学ぶ「児

童体験プログラム」を開催しました。 

【特徴】 

オリックスグループは、「SANGO ORIX」などさまざまな環境保全活動に取り組んでいま

す。 

 106-13  

水族館における環境取り組み  

「えのすい ECO」他 

【原則３】【原則４】【原則５】 

オリックス不動産が運営する「新江ノ島水族館」「京都水族館」「すみだ水族館」の水族館

では、施設設備や事業運営上でもさまざまな環境配慮の取組を実施しています。また、水

族館を街づくりに貢献するレジャースポットとしてだけでなく、エデュケーション（教育）

とエンターテインメント（娯楽）を融合させた「エデュテインメント型の水族館」として

捉え、体験プログラムなどを催しお客さまに環境学習の場をご提供しています。 
 
■「新江ノ島水族館(※)」（神奈川県藤沢市） http://www.enosui.com/ 

 生物に関する生態学（エコロジー）と環境を考える活動（エコア

クション）の2つの側面から独自の環境活動「えのすいECO」に取

り組んでいます。相模湾の生物や環境の多様性を伝える展示のほか、

クラゲの観察やウミウシの採集・研究など生態を楽しく学べる場をご

提供し、子供たち向けに生物や環境について楽しく学べる体験学習プ

ログラムを催すほか、「えのすいECOデー」を開催してビーチクリー

ン活動を行うなど地域の皆様とも協働して環境活動に取り組んでい

ます。 
※オリックスグループならびに株式会社江ノ島マリンコーポレーションなどによる共同事業 

 
■「京都水族館」（京都府京都市） http://www.kyoto-aquarium.com/ 

 日本初の水槽内の完全人工海水化により、海から大型車両で海水を輸送する

必要がなくなり、運送時に発生する CO2排出量を削減するほか、高性能の節

水型ろ過システムにより給排水量を低減しています。また、太陽光発電シス

テムの設置、雨水のトイレ洗浄水利用、ミスト空調などの環境配慮の取組も

実施しており、国土交通省が実施する「住宅・建築物 省 CO2先導モデル事業」に採択され

ています。 
 その他、国の天然記念物オオサンショウウオの種の保存のための研究と情報発信にも努
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めるなど、水族館の運営を通じて、地球環境や生物多様性の保全につながる活動も進めて

います。 
 
■「すみだ水族館」（東京都墨田区） http://www.sumida-aquarium.com/ 

 館内のほぼ全ての照明に LED 照明を採用し、京都水族館に続き人工海水と

高性能の節水型ろ過システムを導入しています。世界最大級の水草レイアウ

ト水槽（ネイチャーアクアリウム）は、光合成を行った水草が放出する酸素

で水槽内のいきものが呼吸し、その二酸化炭素を水草が取り込む循環が行わ

れる自然環境が体感できる水槽です。また、小笠原の海で生まれたアオウミガメ（絶滅危

惧種）を育て、小笠原の海に返す試みも行っています。その他にも、オガサワラヨシノボ

リやゼニタナゴ、ゲンゴロウなどの絶滅危惧種の展示を通して、自然保護の重要性を啓発

しています。 

【特徴】 

レジャースポットとして街づくりに貢献するだけではなく、水族館運営上でもさまざまな

環境配慮の取り組みを実施しています。また、地球環境や生物多様性の保全につながる活

動にも取り組み、水族館の運営を通じて、エデュケーション（教育）とエンターテイメン

ト（娯楽）を融合させた「エデュテインメント型の水族館」としてお客さまに「環境学習」

の場をご提供しています。 

 

■ 株式会社 香川銀行 

 154-01  

環境関連商品の提供 

【原則２】 

・「かがわの環ローン「オート」」の取扱 
・「香川リフォームローン（ハッピー家族）・エコ」の取扱 
・環境に配慮した住宅ローンへの金利引下げ 

【特徴】 

 154-02  

地球温暖化防止への取組み 

【原則５】 

「チャレンジ 25 キャンペーン」に参加し、地球温暖化防止に向けた活動を推進しています。

・ クールビズ・ウォームビズの実施 
・ 屋上緑化の実施 
・ ハイブリッドカーなどのエコカーを順次導入 
・ 本店ビルの一部に LED 照明を導入 
・ 営業店ロビーの什器備品（椅子・記帳台など）を間伐材使用の製品へ順次切替 

【特徴】 
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■ 株式会社 鹿児島銀行 

 036-01  

環境格付、融資、サポートによる環境配慮型経営に取り組む企業の支援 

【原則１】 

・ 環境格付の付与 
・ 環境格付を付与された事業者に対する環境関連融資「かぎん環境格付融資」の創設 
・ 鹿児島県制度融資「地球温暖化対策資金」の取扱い 
・ 宮崎県制度融資「快適な環境・職場づくり支援貸付」の取扱い 
・ 環境に関するビジネスマッチングの実施 
・ 環境に関する各種支援制度（補助金制度等）の案内 

【特徴】 

環境配慮型経営に取り組む企業を総合的にサポートしています。 

 036-02  

「環境に配慮した」債券に対する投資 

【原則１】 

アジア開発銀行が発行する債券「ウォーターボンド」に対する投資（2011.6.30～2014.6.30）

【特徴】 

債券に対する投資を通してアジア貧困国の水道整備事業を支援し、水質汚染の改善に寄与

しています。 

 036-03  

環境に配慮した商品・サービスの開発・提供 

【原則２】 

・ 屋久島ボランティア預金（支払利息の一部を（財）屋久島環境文化財団に対して寄付）

・ 太陽光発電ローン（太陽光発電を設置する住宅の新築・増改築に対する貸出） 
・ エコ住宅金利優遇制度（環境に配慮した住宅の新築・増改築に対して金利を優遇） 
・ かぎんマイカーローン（実行件数に応じて CO2排出権を日本政府に無償譲渡／環境に配

慮した車両の購入・修繕に対して金利を優遇） 
・ 消費性ローンにおける金利優遇（環境に配慮した使途に対して金利を優遇） 

【特徴】 

預金やローン等の商品・サービスを開発・提供することにより、個人のお客様の環境に配

慮した取組みを支援しています。 

 036-04  

環境に配慮した取組みに関する普及活動の推進 

【原則３】 

環境に配慮した取組みについてのテレビ番組に対する協賛 

【特徴】 

テレビ番組協賛を通して市民の環境意識の向上に寄与 
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 036-05  

環境に配慮した地域社会の活動に対する主体的な取組みの実施 

【原則４】 

・「かごしま市地球温暖化対策地域協議会」に委員として参加 
・「環境パートナーズシップかごしま（エコパかごしま）に委員として参加 
・「九州森林の日植樹祭」での行員による植樹活動を実施 
・「かごしま環境パートナーズ協定」を締結し、県有林の間伐を実施 
・「かごしまエコファンド制度」による CO2吸収量のクレジットを購入 

【特徴】 

地域づくりのフィナンシャルリーダーとして、環境に配慮した地域社会の活動に対する主

体的な取組みを実施しています。 

 036-06  

銀行業務運営における環境負荷の軽減 

【原則５】 

・屋上緑化の実施 
・フラクタル日よけの導入 
・太陽光発電の実施 
・小型風力発電機の導入 
・電気自動車・電動バイクの導入 
・ペーパーリサイクル・蛍光灯リサイクルの実施 
・グリーン購入・3R（リデュース、リユース、リサイクル）の実施 
・節電の取組み（冷暖房運用管理の徹底、クールビズ、ウォームビズ等）の実施 
・お客様に対する頒布品として環境に配慮した商品を採用 

【特徴】 

日常の銀行運営において環境負荷の軽減を実施しています。 

 036-07  

環境に配慮した取組みの開示 

【原則６】 

・ ホームページ、ディスクロージャー誌、ポスター、テレビ番組で当行の取組内容を紹介

【特徴】 

環境に配慮した取組みについて複数の媒体を活用して開示しています。 

 036-08  

環境に配慮した取組みの情報発信 

【原則７】 

・ 行内に対する定期的な eco ニュースの発信 
・ 役職員による環境に配慮した取組みの呼びかけ（節電、自動車から徒歩・自転車にシフト）

【特徴】 

行内に対する定期的な情報発信による役職員の環境意識の向上 
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■ 株式会社 関西アーバン銀行 

 116-01  

環境支援商品の提供 

【原則１】【原則２】【原則３】 

（1） 環境関連預金 
「eco 定期預金」 

   自然環境保護に役立てていただくため、受入残高の一定割合を環境保全団体へ寄附

する商品。 
 
（2） 環境関連融資 

① 「環境配慮評価融資/私募債」 
   環境保全に積極的に取り組まれている事業者の「環境配慮状況」を当行所定の環境 
   配慮基準に基づいて評価し、その結果に応じた条件の設定を行う商品。 

② 「関西アーバン 環境支援融資」 
   環境に係る一定用件（ISO14001・エコアクション 21 等の認証を取得している法人

等）を満たす事業資金に対して当行所定金利から優遇を行う商品。 
③ 「スマートハウス住宅ローン」 

    太陽光発電装置設置済みの住宅購入の他、太陽光発電装置の設置工事費用に係る 
    借入れについて、住宅ローンと同様の期間・金利等の条件を可能とする商品。 
 
（3） 環境関連投資信託 

① 「環境未来バランスオープン（愛称：環境宣言）」 
    当行が当ファンドの販売会社として受け取る信託報酬の一部から CO2 排出権を購

入し、日本政府へ無償譲渡する仕組みの商品。 
② 「環境ビジネス日本株オープン」 

    環境に関する高い技術力を有する企業を中心に、投資魅力のある銘柄に投資する 
    投資信託商品。 

【特徴】 

「eco 定期預金」 
   取扱い開始以降、寄附累計額は 990 万円となる。 
   平成 25 年度実績 350 万円 

① 滋賀県 「マザーレイク滋賀応援基金」 180 万円 
② 大阪府 「大阪府環境保全基金」 170 万円 

 116-02  

環境負荷の低減 

【原則１】【原則４】【原則５】 

（1）環境マネジメントシステムの取組み 
〈平成 25 年度 取組項目〉 
① エネルギー使用量の削減 
② 電気使用量の削減 
③ 紙使用量の削減 
④ 環境配慮型用紙の購入 
⑤ 環境問題に対する意識の醸成 

 
（2）電気自動車の導入 
   電気自動車を営業用車両として導入し、滋賀県内の一部店舗に配置。 
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【特徴】 

全行ベースでの取組み 

① 「節電運動」の実施 

② 「クールビス」「ウォームビズ」の実施 

③ 「ライトダウン・キャンペーン」への参加 

④ 「関西エコオフィス運動」への参加 （東京・名古屋を除く） 

 116-03  

地域の環境保全活動 

【原則３】【原則４】 

（1）地域の清掃活動 
  ① 滋賀県「琵琶湖岸」 

毎年、7 月 1 日（びわ湖の日）に地元企業の方と一緒に琵琶湖岸の清掃活動を実施。

  ② 兵庫県「須磨海岸」 
   10 月に三井住友フィナンシャルグループの一員として、須磨海岸の清掃活動を実施。

 
（2）スポーツ大会協賛 
  毎年、滋賀県にて開催される「学童野球大会」「中学生卓球大会」に協賛し、環境啓発

型イベントとして、参加者に対しペットボトルキャップのリサイクル活動を呼びかけ、

集まったキャップは地元の福祉団体へ寄贈。 

【特徴】 

 116-04  

情報開示（リリース） 

【原則６】 

（1） ホームページ 
「地域・環境への貢献」というページを作成し、「CSR の基本方針」「環境方針」をは

じめ、「環境への取組み」「地域への貢献活動」等について開示。 
  また、三井住友フィナンシャルグループのホームページにも当行 CSR 活動をリンク貼

付。 
 
（2） ディスクロージャー誌 
  「当行における CSR・環境保全活動」として、『地域貢献活動』『自らの環境負荷の軽

減』『銀行本来の業務を通じた活動』について開示。 

【特徴】 

 116-05  

環境教育（行内・行外） 

【原則７】 

（1） CSR レポートによる学習 
  毎月 1 回、「行内イントラネット」上に CSR・環境をテーマとするレポートを掲示し、

職員向け CSR・環境活動の啓蒙を実施。 
 
（2） 「ISO26000」研究会への参加 
  三井住友フィナンシャルグループが開催する研究会に参加し、活用方法を検討。 
 
（3） 親子向け「夏休み！びわ湖体感学習」の開催 

次代を担う子供たちに関西の“マザーレイク”琵琶湖を通じて、自然を大切に思う気持
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ちを育んでいただくことを応援するため、環境学習船による親子向け体感学習を開

催。 

【特徴】 

「夏休み！びわ湖体感学習」 
   平成 25 年 8 月開催、74 名の親子連れが参加。 
  〈内容〉 

① 授業  琵琶湖に関する講和 
② 実習  水質調査、プランクトン観察、ヨシ笛作成 
③ 見学  滋賀県立「琵琶湖博物館」 

 

■ 株式会社 北九州銀行 

 061-01  

北九州市主催「ひまわり BIG りコンテスト」への共催 

【原則２】 

社会貢献活動の一環として、北九州市の花であるひまわりを子供たちに育ててもらうこと

により、郷土愛の醸成や緑の普及・啓発を図ること等を目的として北九州市が主催する「ひ

まわり BIG りコンテスト」（注）を共催した。当行は、生徒の取組みや熱意を考慮して「特

別賞」を提供している。 
（注）小中学生等が育成したひまわりの直径等を競うもの。 

【特徴】 

地方公共団体と連携した地域に根ざした活動である点、および次代を担う小中学生等を対

象としている点。 

 

■ 岐阜信用金庫 

 179-01  

小中学生向け環境学習の実施 

【原則３】 

環境関係の出前授業として、産官学連携の協力関係にある岐阜大学の教授等を講師として、

小中学生向けの環境学習を県教育委員会等関係者の協力のもと実施しています。 

【特徴】 

子供たちの環境に対する意識向上に寄与できるものと考えています。  

 179-02  

清掃ボランティア「クリーン作戦」実施 

【原則３】 

毎年 6 月を「しんきんの日感謝月間」として、その活動の一環として清掃ボランティア活

動「クリーン作戦」を営業地域の公園などで実施しており、当庫の役職員はもちろん家族

を含めて毎年 1,000 名を超える人たちが地域の美化向上につとめています。 

【特徴】 

地域美化向上 
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 179-03  

カーボン・オフセット購入 

【原則４】 

岐阜市にぎわいまち公社が発行する国内クレジットを購入し、当庫が実施するイベント時

に発生する CO2と相殺を行います。 

【特徴】 

地方公共団体の環境配慮事業への協力 

 179-04  

環境金融商品の販売 

【原則５】 

環境配慮型融資商品として、環境対応自動車の購入等に合わせてマイカーローン、環境配

慮型住宅の新築・改築に合わせた住宅ローン・リフォームローンを優遇金利で取り扱って

います。 

【特徴】 

環境配慮行動者への協力 

 179-05  

店舗新築・改築時の環境への配慮 

【原則５】 

店舗の新築時・改築時に『太陽光発電の導入』『照明設備の LED 導入』『緑のカーテン設置』

『環境配慮資材の活用』等省エネ、環境配慮などして取り組んでいます。 

【特徴】 

環境配慮企業への協力 

 179-06  

『省エネルギー』への取組み 

【原則７】 

本部・支店および関連会社において、クールビズ、ウォームビズ並びに定例定時退庫を実

施している。 

【特徴】 

省エネ、環境への意識改革・向上 

 

■ 株式会社 紀陽銀行 

 125-01  

ISO14001 の取組み 

【原則１】 

紀陽銀行では、2001 年 3 月に本店敷地内を対象として ISO14001 の認証を取得し、また、

紀陽フィナンシャルグループ全体としても環境に配慮した取り組みを行っております。 
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【特徴】 

 125-02  

環境活動を行う事業者への支援 

【原則２】 

紀陽銀行では、三菱東京 UFJ 銀行と「環境融資等に関する業務協力協定」を締結し、両行

が連携して地域環境の保護ならびに環境事業の支援に積極的に取り組み、地域企業の発

展・地域経済の活性化に貢献しております。 
また、平成 21 年 3 月にはオリックス株式会社と「環境負荷削減支援事業」に関する基本契

約を締結し、地元企業の皆様に ESCO 事業をご支援しております。 

【特徴】 

 125-03  

和歌山県「企業の森」事業 

【原則３】 

紀陽銀行では、環境保護活動への取組みの一環として、和歌山県が森林の環境保全を目的

として実施している「企業の森」事業に参画しています。2006 年 4 月より、和歌山県日高

川町の「紀陽の森」において活動を開始、これまでに約 3,300 本の植樹を行いました。毎

年、社内にてボランティアを募り、下草刈り活動を通じて森林の保全活動を行っておりま

す。 

【特徴】 

 125-04  

地域の環境美化活動への参加 

【原則３】 

紀陽銀行では、創立 100 周年を機に 1995 年 6 月に「紀陽銀行小さな親切の会」を発足さ

せ、同時に社団法人「小さな親切」運動本部に加入しました。毎年、同会の活動の一環と

して、各営業店エリアにおける清掃活動や地元の催し物へのボランティア参加、献血への

協力などの活動を行っております。 

【特徴】 

 125-05  

環境にやさしい店舗づくり 

【原則５】 

紀陽銀行田辺支店では、内装に和歌山県産の檜を、ペンダント証明には LED を、浄化槽は

ペットボトルの廃材を利用したエコ製品を採用しております。また、屋上には太陽光パネ

ルを設置し、年間 13,168kWh（平成 24 年実績）の発電を行っております。これは、杉の

木が 1 年間に吸収する CO2の量に換算しますと、約 300 本分に相当します。 

【特徴】 

 125-06  

エコ販促品の利用 

【原則５】 
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紀陽銀行では、店頭などでお客様にお渡しする PR 用頒布品に環境に配慮した商品を導入し

ています。例えば、再生紙 100％のポケットティッシュや、使用後にそのまま古紙回収に

出せるアルミキッチンホイル、蛍光増白材・柔軟剤および塩素系漂白剤を使用せず環境に

配慮した生産工程で作られたタオルなどがあります。 

【特徴】 

 125-07  

CSR レポートを発刊 

【原則６】 

紀陽フィナンシャルグループでは、当グループの CSR（社会的責任）活動をより多くの方

にご理解いただくために、「CSR レポート」を発刊しております。当グループの活動全体を

紹介するととともに、営業店での独自の取り組みも紹介しております。 

【特徴】 

 125-08  

節電への対応 

【原則７】 

東日本大震災以降の電力不足に対応するため、紀陽フィナンシャルグループの総力を挙げ

て節電に取り組んでまいりました。今後も電力供給が不足する見通しであり、引き続き節

電への協力を行ってまいります。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 京都銀行 

 013-01  

①「環境方針」「環境プラン」「環境プログラム」の制定 

②「環境会議」・「環境委員会」の設置 

【原則１】 

①2008 年に制定した「環境方針」（基本理念と行動指針）に基づき、具体的な行動計画と

して「環境プラン」（中期計画）、「環境プログラム」（年度計画）を制定して、全役職員が

一丸となって環境保全活動に取組んでいる。 
②環境問題の取組みについては専務取締役を議長とし、常務取締役等で構成する「環境会

議」ならびに、各部部長がメンバーとなり、各部横断的な組織である「環境委員会」を適

宜開催し､計画の策定、進捗状況の管理等を実施している。 

【特徴】 

「第一次環境プラン」では CO2排出量を 2013 年度に 2007 年度比 17％削減といった数値

目標や「銀行本体の取組」「お客様、地域社会に向けた取組」「役職員の取組」毎に、具体

的な行動計画を制定している。 

 013-02  

商品づくり 

【原則２】 
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「京銀エコ・ローン」、「京銀エコ・私募債」、「京銀住宅ローン・エコ金利プラン」、「マイ

カーローン・エコカーセーフティドライブプラン」などの環境配慮型商品を扱っている。 

【特徴】 

 013-03  

①「京銀ふれあいの森」、「京銀ふるさとの森」の保全、育成 

②「京都モデルフォレスト協会」の活動への参画 

③「日本の森を守る地方銀行有志の会」への参画 

【原則３】 

①平成 24 年 4 月に京都府ならびに京都モデルフォレスト協会と「森林の利用保全に関する

協定」を締結し、この協定のもとに京都市北区上賀茂にある本山国有林の一部（15.22ha）
を「京銀ふれあいの森」として、林野庁、京都府、京都モデルフォレスト協会、京都産業

大学および京都大学と連携して森林の保全・育成に取組んでいる。また平成 19 年に当行嵐

山研修会館の敷地内に、約 4000 本の苗木を地元小学生や近隣の方々と植樹し、以降は下草

刈りなど、育成活動を行なっている。 
②「京都モデルフォレスト協会」の「森林づくり基金」への寄付や、同協会が主催する森

林整備活動に積極的に参加している 
③2008 年に当行などが中心となって設立した「日本の森を守る地方銀行有志の会」に参画

し、各地域の有効情報の共有を進めている。 

【特徴】 

 013-04  

①環境にやさしい店舗づくり 
②リサイクルトイレットペーパー 

【原則５】 

①建物の什器や内装に地域産木材を使用することにより、木材使用の啓発を行なっている。

また屋上緑化、太陽光発電・風力発電、LED 照明、電気自動車等を設置している。 
②日常業務で発生する廃棄文書を集約してリサイクルを実施し、トイレットペーパーなど

に再利用している。またリサイクルしたトイレットペーパーは京都府内や滋賀県内の当行

店舗所在地にある公立小学校等へ寄贈している。 

【特徴】 

 013-05  

①「ミニ環境レポート」の発刊 
②「びわ湖環境ビジネスメッセへの出展」 

【原則６】 

①2010 年より「ミニ環境レポート」を発刊し、営業店等で配布している。内容は当行の環

境問題への取組みのほか、環境会計も同レポートに公表している。 
②毎年、長浜で開催される「びわ湖環境ビジネスメッセ」に出展し、当行の環境問題への

取組みを公表している。 

【特徴】 

 013-06  

①「環境の日」 
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②クールビズ、ウォームビズ、アイドリングストップ 

【原則７】 

①原則、毎月第 3 水曜日を「環境の日」として、役職員に向けて、環境保全についての啓

発をおなっている。19 時消灯、本部建物におけるエレベーター使用の原則禁止や、社員食

堂において「地産地消メニューの提供等の施策を実施している。 
②クールビズ、ウォームビス、アイドリングストップ等、日常の中で省エネルギーに取組

んでいる。 

【特徴】 

 

■ 京都信用金庫 

 038-01  

「SR・環境宣言」の制定 

【原則１】 

平成 24 年 6 月、「SR（社会的責任）・環境宣言」を制定しました。地域とともに SR・環境

活動に取り組むために、当金庫の全役職員及び地域に対して SR 及び環境に関する当金庫の

基本理念と方針を示すものです。 
当金庫は「持続可能な発展への貢献を最大化」することが最重要課題のひとつであること

を認識し、「かけがえのない地球環境」を守り、エココミュニティの発展に全力で取り組ん

でまいります。 

【特徴】 

 038-02  

環境配慮型金融商品の取扱 

【原則２】 

個人のお客様向けに「ＥＣＯ優遇サービス」や節電支援ローン「エナジーセーブ」、法人・

個人事業主のお客様向けに「エココミュニティ・ローン」、節電支援ローン「パイロット節

電」、太陽光発電事業支援融資「パイロット発電」といった商品を取り扱っています。また、

「ぶなの森」「地球力」など環境に関連する投資信託も取り扱っています。 

【特徴】 

 038-03  

環境定期預金「みどりの絆」 

【原則２】 

ナラ枯れ被害から京都の山々を守る京都市の取組「京都みどりプロジェクト」と琵琶湖の

水源である森林を守る滋賀県の取組「琵琶湖森林づくり事業」に協賛しています。平成 24
年より環境定期預金「みどりの絆」を取り扱い、多くのお客様のご賛同により、これまで

に京都市及び滋賀県に合わせて 200 万円を当金庫より寄付しました。 
寄付金は「ナラ枯れ対策等による京都の森林保全事業」（京都市）と「琵琶湖森林づくり事

業」（滋賀県）に活用されています。また、この商品のノベルティに地元の木を使うことで、

地元の林業、木材産業の振興をはじめ、森林保全および地球温暖化防止に貢献しています。

なお、この「京都みどりプロジェクト」への寄付に対し、京都市より感謝状を授与されま
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した。 

【特徴】 

 038-04  

環境啓発活動 

【原則３】 

地域の皆様に当金庫の環境への取組を紹介しながら、ともに環境への関心を高めていただ

こうと、地域の小学生を対象にした「夏休み子ども環境教室」を開催しています。また｢び

わ湖環境ビジネスメッセ｣などの環境展示会に参加し、当金庫の環境活動や地域貢献の取組

を紹介しています。 

【特徴】 

 038-05  

森林保全活動 

【原則３】【原則４】 

①「京都信用金庫 絆の森」 
滋賀県の琵琶湖森林づくり条例に基づき、地元の森林組合と「琵琶湖森林パートナー協定」

を締結し、地域と協働で琵琶湖の清らかな水を育む森林を守る活動を推進しています。 
協定に基づき、組合の所有する森林の一部を「京都信用金庫 絆の森」と名づけ、当金庫役

職員とその家族が草刈や植林などの森林保全活動に取り組んでいます。 
②フォレスト・サポーターズ」への参加 
平成 23 年 5 月より、美しい森林づくり推進国民運動「フォレスト・サポーターズ」に参加

しています。 

【特徴】 

 038-06  

地域の清掃活動 

【原則３】【原則４】 

①地域の清掃活動 
各店舗で、地域の一員として NPO 法人や町内会など、地域の皆様と協働で近隣の清掃活動

を行っています。 
②河川の清掃活動 
環境保全活動の一環として、平成 23 年より大阪府と京都府の河川で、NPO 法人をはじめ

とする地域の皆様とともに清掃活動を行なっています。大阪府では交野市と枚方市を流れ

る天野川において、シジミ、アユ、ホタルが生息できる清流にすることを目標に清掃活動

に取組んでいます。京都府では京都市を流れる桂川と、その支流で亀岡市を流れる年谷川

で活動に取り組んでいます。 

【特徴】 

 038-07  

KES・環境マネジメントシステム・スタンダード・ステップ２SR の認証取得 

【原則５】 

平成 22 年度より、京都から立ち上がった全国規模の環境マネジメントシステム「KES・環
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境マネジメントシステム・スタンダード・ステップ 2」の認証を取得しています。 
さらに平成 24 年 10 月、持続可能な発展への貢献を最大化するために、従来の環境マネジ

メントシステムに ISO26000 の要素を導入した新規格「KES・環境マネジメントシステム・

スタンダード・ステップ 2SR」の認証を全店舗で取得しました。 
SR・環境マネジメントシステムの構築により、当金庫の活動及び金融商品・サービスに係

る SR 活動の向上及び環境影響の低減を推進し、役職員一人ひとりが積極的に SR・環境活

動に取り組んでいます。 
【平成 25 年度の SR・環境改善目標】 

 ＳＲ課題・環境管理重点テーマ 

ＳＲ課題 
地域の絆づくり活動の実施 各部門年 1 回以上実施 

環境配慮型金融商品開発及び販売 商品開発、販売 

環境改善目標 

電力使用量の削減 １％削減（平成２4 年度比） 

事務用紙使用量の削減 ３％削減（平成２4 年度比） 

業務用 紙ごみ排出量の削減 ３％削減（平成２4 年度比） 
 

【特徴】 

 038-08  

環境に配慮した店舗づくり 

【原則５】 

店舗の新築、改修の際に環境に配慮した店舗づくりを行い、事業活動から生じる環境負荷

を最小限に抑えるため、「店舗新築、改修における環境基準」を制定しています。 
【店舗新築、改修における環境基準】 
（１）環境性能の高い建物の建築 
（２）自然エネルギーの利用 
（３）エコカー・電動バイクの導入 
（４）高効率照明設備の設置 
（５）高効率空調設備の設置 
（６）節水型衛生設備の設置 
（７）店舗の緑化 

【特徴】 

 038-09  

eco 検定の受検促進と「京信 エコユニット 絆」の活動 

【原則７】 

当金庫では、東京商工会議所主催の「環境社会検定試験（eco 検定）」の受検を推進してい

ます。平成 25 年 7 月に行われた「第 14 回環境社会検定試験（eco 検定）」では 91 名が合

格し、役職員の約 40％に当たる 704 名が eco 検定合格者＝エコピープルとなりました。 
また、eco 検定合格者の活動支援を目的に東京商工会議所内に設置されている「エコピープ

ル支援協議会」に、「京信 エコユニット 絆」として登録しています。有志役職員がメンバー

となり、eco 検定の受検で得た知識を活かして CSR 活動に取り組んでいます。 

【特徴】 
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■ 桐生信用金庫 

 060-01  

環境関連商品の取扱い（エコ定期預金、環境サポート） 

【原則２】 

平成 19 年 4 月に取扱いを開始したエコ定期預金「みんなで地球を救おう定期」は、現在ま

でに 7 回発売している。本商品の預入条件は、チャレンジ 25 の趣旨に賛同し、個人チャレ

ンジャー宣言をされた個人の方が対象。販売終了時点の残高の 0.04％を当金庫が拠出し、

環境保全団体等へ寄付を行っている。平成 25 年 3 月末で販売を終了した第 6 回エコ定期預

金は、2,454 百万円の預入があり、4 団体に行った寄付金総額は 981 千円となった。第 7 回

は 3,000 百万円募集し、1,200 千円の募金を予定している。 
また、平成 22 年 12 月には事業者の環境保全等の対応面を評価したローン商品「環境サポー

ト」を発売した。 

【特徴】 

エコ店舗として開設。 

 060-02  

カーボンオフセット通帳の導入 

【原則２】 

平成 23 年 2 月より、計 6 種類の通帳を群馬県内の金融機関で初となる「カーボンオフセッ

ト」を利用した環境配慮型通帳に切り替えを行った。当金庫が発注した通帳の製造工程で

発生する CO2を計量し、その排出量に見合う削減活動を、カーボンオフセットプロバイダー

に依頼して実質排出量を相殺（オフセット）させる仕組み。当金庫では、年間約 90,000 冊

の通帳を発行しており、これにより年間で約 4t の CO2を相殺することが可能となった。 

【特徴】 

オフセットの仕組みを通帳に組み入れた。 

 060-03  

「地球温暖化防止計画」の策定、「環境問題取組方針」の制定、「群馬県環境 GS」の認定 

【原則５】 

当金庫独自に策定した「きりしん地球温暖化防止計画」に基づき、平成 20 年度より電力・

ガソリン・コピー用紙の使用量削減に向けた取組みを行っている。また、毎月全店舗から

使用量を報告させ、本部から改善策等を随時指示することで更なる削減に努めている。平

成 18 年度の使用量を基準として、平成 20 年度から平成 24 年度までの 5 年間を計測期間に

設け、最終的に各項目 6％（年度毎▲1.2％）の使用量削減を全項目達成した。平成 25 年度

からは上記 3 項目について前年比▲2％を目標とした。 
平成 23 年度からは、環境問題への取組姿勢をより地域の皆さまに知ってもらうため、「環

境問題取組方針」を制定したほか、新たな金庫統一の取組みとして、群馬県内の全 33 店舗

が「群馬県環境 GS（ぐんまスタンダード）」に申請し、認定を受けた。ついては、毎年度

終了後に電力・ガソリン・コピー用紙使用量の取組結果を報告の上、群馬県の HP で公表

していく。 

【特徴】 

金庫統一の取組みを当金庫ホームページ、ディスクロ等でも PR。 



預金・貸出・リース業務 取組事例 

146 

 060-04  

店舗照明の LED 化、ソーラー発電システムの導入・電動バイクの導入 

【原則５】 

5 月に玉村支店と玉村東支店を統合し、新「玉村支店」として新築移転した。当金庫で 2
店舗目となる太陽光発電システムを導入し、玉村支店の約 1/3 の電力（約 12,000kwh）を

発電する。店舗の内の照明は全て LED 照明とした。また、当金庫で初めて電気で走る電動

バイクを導入するなど、環境に配慮した店舗となっている。 

【特徴】 

エコ店舗として開設。 

 060-05  

足尾植樹活動 

【原則７】 

栃木県足尾の山を緑豊かな環境にし、渡良瀬川の清浄化を図ることを目的として、平成 21
年度から足尾での植樹活動を年 1 回継続的に実施している。この活動は、環境保護の大切

さを知る良い機会であることから、新入職員における環境学習の一環としても位置付けて

いる。平成 25 年 4 月 5 日（金）に実施した第 5 回活動は、新入職員 21 名と CSR 推進委

員 14 名が参加し、「NPO 法人足尾にみどりを育てる会」の全面協力のもと、山肌が露呈し

た急斜面に約 120 本の苗木を植樹した。また同日、エコ定期預金にかかる寄付金 30 万円（苗

木 1,000 本分）を贈呈した。 

【特徴】 

環境学習の一環として実施。 

 060-06  

地域清掃活動 

【原則７】 

全役職員を対象とした地域清掃活動を年 1 回継続的に実施している。平成 25 年 9 月 21 日

（土）に実施した第 9 回清掃活動には、約 500 名の役職員が揃いの黄色いジャンパーを着

用のうえ参加し、重点地区内の公園等 6 ヶ所の清掃を行った。 

【特徴】 

地域に親しまれている公園等において実施 

 

■ 近畿労働金庫 

 095-01  

環境委員会の設置、環境改善活動の推進 

【原則１】【原則７】 

2002 年 6 月に「近畿ろうきん環境宣言」を制定し、環境マネジメントマニュアルに基づく

取組みを継続的に展開しています。 
2003 年度から、「KES 環境機構」の環境マネジメントシステムの審査を受け、以後今日ま

で連続して KES 認証を取得しています。 
また、2003 年 7 月から関西広域機構 の「関西エコオフィス宣言」運動に参加、ノー上着・
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ノーネクタイ勤務の「夏のエコスタイル」を実施するなど、環境課題で社会参加も進めて

います。 
当金庫の環境委員会は、担当役員を環境委員長に毎月 1 回開催し、環境にかかる年間計画

の設定や進捗状況の点検のほか、環境に関する法律や条例の調査、環境に関する苦情対応、

職員への環境教育や啓発など、環境マネジメント活動に取り組んでいます。 
http://www.rokin.or.jp/about/environment.html 

【特徴】 

 095-02  

社会貢献預金の取扱い 

【原則２】 

社会貢献預金（すまいる）は、お客さまに 4 つの寄付コース「エコ推進コース」「子どもた

ちの未来応援コース」「災害復興支援コース」「国際協力コース」からご希望の寄付コース

をお選びいただき、ご預金を通して、エコ推進・子どもたちの未来応援・災害復興支援・

国際協力を行っている各分野の NPO 団体などの活動を応援するものです。 これまでの満

期のお利息から寄付する仕組みではなく、定期預金の店頭表示金利より一定金利を引き下

げさせていただき、毎年 3 月末の残高の 0.10%相当額を当金庫から寄付させていただく仕

組みとしています。  
http://www.rokin.or.jp/customer/save/term/contribution.php 

【特徴】 

上記の取組みを推進するため、「2013 年度環境改善目標のガイドライン」において「金融

エコ商品の推進」を重点目標の一つに掲げるとともに、各営業部店の目標（年間 5 件以上 
の獲得）を定めています。 

 095-03  

クリーンアップ作戦の実施、ペットボトル・キャップのリサイクルへの協力 

【原則３】 

2003年度よりごみ問題や水環境保全の大切さを役職員が考える機会として、「クリーンアッ

プ作戦」を実施しています。2012 年度は環境保全活動への参加を広く呼び掛けるために、

須磨海岸（兵庫県）、桂川河川敷（京都府）、紀ノ川河川敷（和歌山県）の 3 ヶ所で河川・

海岸清掃を実施しました。 
また、2006 年 9 月より、淡海フィランスロピーネット（滋賀県社会福祉協議会、滋賀県労

働者福祉協議会、滋賀県内企業などで構成された社会貢献推進組織）が進める「ペットボ

トルのキャップリサイクル事業」のモデル会員として、ペットボトルのキャップ回収に協

力しています。当金庫では、滋賀県内の職場はもとより、全職場での取組みとして、広く

職員の参加を呼びかけています。 
http://www.rokin.or.jp/about/environment.html 

【特徴】 

ペットボトル・キャップ回収の試みは、キャップを集めてチップ化し、プラスチック商品

に再生することで、1．地球環境保護活動の推進（省資源）、2．障がいのある方の就労支援

の 2 つを同時に達成していこうとするものです。 
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■ 株式会社 群馬銀行 

 092-01  

自然環境保護ファンドの取扱い 

【原則２】 

3 県にまたがる尾瀬の地元である群馬銀行、第四銀行、東邦銀行、新潟証券と委託会社がそ

れぞれ収受した信託報酬の一部を公益財団法人尾瀬保護財団に寄付する投資信託「尾瀬紀

行」を取り扱っています。尾瀬の自然環境を後世まで末永く守り続けることを目的とした

当ファンドの販売・運用を通じて地域社会の発展に貢献しています。 

【特徴】 

 092-02  

公益財団法人群馬銀行環境財団の活動 

【原則３】 

1995 年 11 月、企業理念である「地域社会の発展を常に考え行動すること」の実践活動の

一環として、自然と人間が共生し、地域にふさわしい環境を創造するために公益財団法人

群馬銀行環境財団を設立しました。環境保全に関わる啓発事業や助成事業を実施していま

す。 
■環境探検隊 

毎年 70 名前後の中学生が参加し、渡良瀬川の源流から下流にかけて、各探検ポイントを見

学し、水を通して環境について学習するイベントです。平成 8 年度に実施して以来、206
校 1,036 名の中学生が参加しています（平成 25 年 10 月末現在） 
■エコ・キッズ・キャンプ 

地球規模での環境破壊が深刻化している今日、将来を担う子供たち（小学生）を対象に、

一泊二日で環境問題について「体験学習」を行う機会を作り、環境保全について学んでい

ただく活動です。平成 17 年度から実施しております。 
■群馬銀行環境財団賞 

平成 9 年度より、自然環境・生活環境の保全活動および調査研究等に優れた業績をあげた

団体・個人の方々を表彰し、助成金を交付しています。 
■群馬銀行環境財団教育賞 

平成 20 年度より、群馬県内の小学校、中学校、中等教育学校、高等学校および特別支援学

校を対象として、環境改善や保全についての実践的な活動を募集し、その中から優れた活

動を表彰し、助成金を贈呈しています。 
■その他 

群馬県が実施する環境活動に協賛して特製マイバッグを無料配布しています。また、渡良

瀬川の源流地点「足尾の山」に緑を復元する運動を支援し苗木の寄贈を行っています。 

【特徴】 

公益社団法人群馬銀行環境財団ホームページ http://www.gunginkankyo.jp/index.htm 

 092-03  

「ぐんぎんの森」整備活動 

【原則４】【原則７】 

環境保全活動の一環として、群馬県と締結した「県有林整備パートナー事業実施協定」に
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より指定された赤城山内の県有林 3.69ha を「ぐんぎんの森」と命名し、2012 年から整備

活動を実施しています。 
新入行員研修の一環として間伐・枝打ち作業を行うなど行員に対する環境教育を行いなが

ら、森林整備に取組んでまいります。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 京葉銀行 

 052-01  

Ｐａｙ-ｅａｓｙ利用で環境保全をサポートする「エコプロジェクト」 

【原則４】 

「Ｐａｙ-ｅａｓｙ（ペイジー）収納サービス」を利用して税金・各種料金をお支払い頂い

た場合、納付 1 件につき 5 円を、当行が「ちば環境再生基金」に寄付致します。 
①当行 ATM、②インターネットバンキング、③モバイルバンキングの 3 つのお取扱いチャ

ネルを利用して、お支払い頂けます。また、12 月末日を基準として 1 年間における金額を

算出し、翌年 3 月までに寄付を行い、その状況を当行ホームページにて公表しています。 

【特徴】 

お客さまと協働して環境保全に取り組んでおります。 

 052-02  

満期案内を環境保全に変える「エコプロジェクト」 

【原則４】 

現在郵送されている「定期預金の満期案内」について、ご案内を希望されないお客さまへ

の発行を中止させて頂くことで「紙資源の節約」や「環境保全」を図ります。また、プロ

ジェクトにご賛同頂いたお客さま 1 名につき年間 50 円を、当行が「ちば環境再生基金」に

寄付致します。 
毎年 12 月末日を基準として、ご賛同頂いたお客さまのうち、基準日時点で定期預金残高が

あるお客さまを寄付の対象として金額を算出し、翌年 3 月までに寄付を行い、その状況を

当行ホームページにて公表しています。 

【特徴】 

お客さまと協働して環境保全に取り組んでおります。 

 052-03  

環境に配慮した店舗づくり 

【原則５】 

太陽光パネル・LED 照明・省エネ型空調等、節電や環境に配慮した設備を導入しています。

新設・移転・建替等を行う店舗を中心に太陽光パネル・LED 照明・省エネ型空調等、節電

や環境に配慮した設備を積極的に導入しています。 

【特徴】 

自ら省資源・省エネルギー等の環境負荷軽減に努めています。 
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■ 株式会社 高知銀行 

 126-01  

エコ住宅ローンの取り扱い 

【原則２】 

2010 年 12 月から、太陽光発電等各種省エネ設備を備え、環境に配慮した住宅の新築、増

改築、借り換え等に利用できる「エコ住宅ローン」を取り扱いしています。 

【特徴】 

当行の住宅ローン基準金利より引下げした金利を適用しています。 

 126-02  

地域の清掃活動 

【原則３】 

2009 年 4 月から、毎週月曜日、本店および全営業店（70 店舗）の店舗周辺の清掃活動を実

施しています。 
また、今年度は初めての試みとして、「第 1 回こうぎんお遍路ウォーク」を開催し、当行本

店から四国霊場第 31 番札所「竹林寺」までの沿道の清掃活動を実施しました。 

【特徴】 

上記のほか、地域の清掃活動にも積極的に参加しています。 

 126-03  

クールビズ・ウォームビズの継続実施 

【原則５】 

2007 年より、毎年、クールビズ・ウォームビズを継続して実施しています。 
・ クールビズ（5/1～10/31）：冷房温度を 28℃に設定（営業店ロビーの営業時間中は 26℃

を目安）。 
・ ウォームビズ（12/1～3/31）：室温 19℃目処に設定。 

【特徴】 

本年度におけるクールビズの実施期間は、平成 23 年度 5/16～10/31 より、上記期間に拡大

しています。 

 

■ 株式会社 西京銀行 

 088-01  

環境保全活動への取組み 

【原則１】【原則７】 

西京銀行では、2011 年に、環境保全活動に対する当行の基本的な考え方を明示するととも

に、環境保全活動を体系的かつ継続的に実施するため、「西京銀行環境方針」を制定しまし

た。また、CO2 排出量の削減策としてクールビズ、ウォームビスの継続実施、退行時間の

早期化、清掃ボランティア活動の実施、太陽光発電システムの設置、エコ支援手当の創設、

営業用車両のエコカー導入、「チャレンジ２５キャンペーン」の企業チャレンジャー登録等

の取組みを実施しています。 
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【特徴】 

 088-02  

環境保全に配慮した金融商品 

【原則２】 

西京銀行は、環境保全に取り組む事業者の皆さまをサポートするための低金利の事業性

ローンである「エコパッション」をはじめ、「太陽光発電専用グリーンローン」、「エコ住宅

ローン」、「地球にやさしい環境づくり融資（山口県制度融資）」等の環境配慮型ローンを取

り扱っています。 

【特徴】 

「エコパッション」については商品改定（内容充実）を行い、本商品をご利用いただいた

お客様よりご希望があった場合には、当行が国内クレジットの共同実施者となり、お客様

の排出削減事業を全面的に応援いたします。また、必要に応じて、国内クレジット認証に

かかるコンサルタント会社等への取次ぎも行います。 

 088-03  

当行の環境保全活動への取組みについて 

【原則３】 

西京銀行は、2011 年に「西京銀行環境方針」を制定するとともに、山口県内の金融機関で

は初めて、「国内クレジット制度」に参加しました。取組みの第１弾として、本店所在地で

ある周南市の一大イベント「周南冬のツリーまつり」で排出される CO2 排出量を積算し、

その相当量を山口県内の商業施設における照明設備の省エネ化で創出された国内クレジッ

ト（排出権）を用いて、カーボンオフセット致しました。 
第 2 弾として、当行のお客様の CO2 排出削減事業に共同実施者として参画し、同事業か

ら創出される国内クレジット（排出権）を取得、当行の営業用二輪車が排出する CO2（45t）
とカーボンオフセット致しました。 
なお、『国内クレジット制度』に共同実施者として参加する金融機関は中国地方では初めて

となります。 
2012 年も「周南冬のツリーまつり」のカーボンオフセットを実施。山口県内の商業施設が

省エネ化で創出した国内クレジットと岩手県県有林で実施される森林整備で吸収される

CO2吸収量を当行が購入し「周南冬のツリーまつり」で排出される CO2量を相殺すること

で”CO2の地産地消”と”東北支援”を同時に実施しました。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 山陰合同銀行 

 100-01  

環境配慮型商品の提供および金利優遇の実施 

【原則２】 

■「エコ型銀行保証付私募債」 

 ・環境に配慮した取組み（ISO14000 取得等）を行っている企業を対象とし、本私募債の

発行による資金調達に加え、企業イメージの向上を支援している。 

■「ソーラーシステムローン」 
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 ・太陽光発電システム購入のための専用ローン(家庭向け及び事業者向け)を提供してい

る。 

■住宅ローン金利優遇 

・省エネ住宅や環境に配慮した住宅の購入および新築の場合に金利優遇を行っている。 

■マイカーローン金利優遇 

・エコカー購入の場合に金利優遇を行っている。 

【特徴】 

環境配慮型商品の提供等を通じ、お客様の環境に配慮した取組みを支援している。 

 100-02  

排出権取引支援 

【原則３】【原則４】【原則６】 

■オフセット・クレジット（J-VER）制度の普及・仲介及び事業化支援 

・鳥取県内で認証済みの J-VER について、ビジネスマッチング業務として販売支援を実

施している。 
（平成 25 年 9 月末現在実績：7 社 8 件、合計 470t-CO2） 

・現在、鳥取県と共同している J-VER 地域コーディネーター制度を、県外の J-VER 事業

者（自治体）にも普及させるよう取組んでおり、今年度中にコーディネーター契約を締

結する予定。 

■国内クレジット事業化支援 

・地元自治体の排出削減事業に対し、国内クレジット事業化を支援。クレジット購入者

（共同実施者）として地元企業を紹介し案件全体をプロデュース。（支援件数：2 件） 

【特徴】 

クレジットの地産地消を目指す取組み。J-VER 販売支援をビジネスマッチング業務として

行うことで、継続的な取組みとなるよう工夫している。また、企業に対して、カーボン・

オフセットの提案を行うことで、CSR や企業価値向上への取組みを支援している。 

 100-03  

CSR としての森林保全活動 

【原則３】【原則４】【原則６】【原則７】 

■「ごうぎん希望の森」森林保全活動 

 ・鳥取県、島根県、関係市町村の協力により借り受けた 4 ヶ所の森林で、平成 18 年度か

ら役職員や家族がボランティアで森林保全活動を行っている。 
■「森林(もり)を守ろう！山陰ネットワーク会議」事務局 

 ・山陰両県で森林保全活動に積極的に取組むボランティア団体や NPO 法人のネットワー

クを構築し、参加団体同士の情報交換等を通じて活動の輪を広げていくため、平成 18
年 4 月、当行の呼びかけにより発足。当行は事務局を務め、各種イベントの開催や参

加団体の活動の紹介を行っている。 
【参加団体数】平成 18 年 4 月発足時：18 団体 ⇒ 平成 25 年 9 月末現在：54 団体 
■「日本の森を守る地方銀行有志の会」事務局 

・森づくりに関する地銀各行の情報やノウハウを共有し、各々の活動に反映させること

で、森づくりの取組みを活性化するため、平成 20 年 7 月に設立。当行は設立当初から

事務局を務めている。 
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【特徴】 

山陰両県の約 3 分の 2 を占める大切なふるさとの森林を次世代に伝えるため、地域の皆さ

まと一緒になって森林を守り育む運動に取組んでいる。また、全国の地方銀行の仲間とと

もに、森林保全・地球環境保護に対する問題意識を共有し、継続的な情報交換を行いなが

ら、それぞれの発展的取組みを促す支援を行っている。 

 100-04  

省エネ・省資源・リサイクルへの取組み 

【原則５】【原則７】 

■省エネ 

・省エネ型エアコン、LED 照明、太陽光発電システム、電気自動車、ハイブリッド車等省

エネ・環境配慮型製品を順次導入しているほか、社内の省エネ意識の向上により消費エ

ネルギーの削減に努めている。 

■ペーパーレス化 

・インターネットバンキングの活用、行内文書の電子化等によりペーパーレス化を進めて

いる。 

■リサイクル 

・廃棄文書のトイレットペーパーや家畜の敷き藁へのリサイクル、ゴミの固形燃料原料へ

のリサイクル等に取組んでいる。 

【特徴】 

省エネ節電コンペの実施等により、行員の省エネに対する意識を高めている。 

 

■ 株式会社 滋賀銀行 

 017-01  

＜事業者向け環境配慮型融資「未来の芽」＞ 

【原則２】 

＜事業者向け環境配慮型融資「未来の芽」＞は、「カーボンオフセット定期預金『未来の種』」

による、地球温暖化防止への思いが込められたご預金を、環境配慮に先進的な事業者や、

温室効果ガス削減への取組みに対してご融資する商品です。2008 年 7 月の北海道洞爺湖サ

ミットの開催に合わせて、取り扱いを開始したものです。なお「未来の種」、「未来の芽」

とも好評のうちに、預金枠、融資枠ともに 60 億円に達したため、取り扱いは終了していま

す。 

【特徴】 

ご預金者の地球温暖化防止への思いを受け継いで、温室効果ガス削減につながる事業資金

へご融資する、「エコのかけはし」。 

 017-02  

＜琵琶湖原則支援資金（ＰＬＢ資金）＞ 

【原則２】 

＜琵琶湖原則支援資金（PLB 資金）＞は、地球環境保全に向けた 3 つの原則「しがぎん琵

琶湖原則（PLB 原則）」に賛同いただいたお客さまに、滋賀銀行独自の「PLB 格付（環境

格付）」を実施し、その格付評価により、環境保全に向けた取組みに対するご融資の金利を
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年最大▲0.5％まで優遇するものです。 
① しがぎん琵琶湖原則（PLB 原則）への賛同⇒②PLB 格付（環境格付）の取得⇒③環境

対応型融資「琵琶湖原則資金（PLB 資金）」でご融資 

【特徴】 

お客さまが、環境経営の具体的な取組みの参考となるよう、格付内容をオープンにして環

境保全の取組みを促進しています。 

 017-03  

＜カーボンニュートラルローン 未来よし＞ 

【原則２】 

＜カーボンニュートラルローン 未来よし＞は、自然エネルギーの導入を促進し、琵琶湖

の環境と生態系の保全を目的とするサービスです。環境対応型融資商品の利用を通じて「太

陽光発電システム」等を導入された場合、削減された温室効果ガス（CO2）の量を滋賀銀行

が推計し、排出権取引価格を参考に金額換算、琵琶湖の固有種で絶滅危惧種の「ニゴロブ

ナ」「ワタカ」の保護・育成・放流事業に資金を拠出しています。 

【特徴】 

各商品で適用される金利プランからさらに年 0.1％の金利を差し引くことで、環境保全に

“志”のあるお客さまをサポートしました。また、ニゴロブナ 24 万匹、ワタカ 18 万匹相当

を放流しました。 

 017-04  

＜エコプラス定期預金＞ 

【原則３】 

＜エコプラス定期預金＞は、滋賀銀行のダイレクトチャネル（ATM、電話、インターネッ

ト）を利用して定期預金をしていただくと、1 回のお預け入れごとに 7 円（ダイレクトチャ

ネル利用で不要となる申込用紙代相当額）を滋賀銀行が積み立て、小・中学校の「学校ビ

オトープ」づくりに資金を拠出する商品です（2003 年より取扱開始）。 
近江商人の経営哲学「三方よし」の考え方に基づき、ご預金者はダイレクトチャネル利用

で金利がプラス＜預けてよし＞、滋賀銀行は紙資源を削減＜預かってよし＞、資金の拠出

により「環境学習の場」である「学校ビオトープづくり」をお手伝い＜世間、環境によし

＞。 

【特徴】 

2006 年度以降の助成校累計は、27 校で総額 1,279 万円。子供たちは生き物や植物の観察を

通して多くのことを学び、「環境学習の実践の場」として活用いただいています。 

 017-05  

＜カーボンオフセット定期預金「未来の種」＞ 

【原則３】 

＜カーボンオフセット定期預金「未来の種」＞は、お客さまがお預けいただいた定期預金

の金額に応じて、滋賀銀行が費用を負担して温室効果ガス排出権を購入するものです。2008
年 4 月、国内の金融機関で初めて開始しました。定期預金（預入期間 5 年）の一定割合（0.1％）

の排出権を、2008 年から 2012 年の京都議定書に合わせた 5 年間にわたり滋賀銀行が購入

し、国に無償譲渡しました。 
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【特徴】 

定期預金の金額に応じて温室効果ガス排出権を購入する、国内初の取組みです。 
初年度から累計で 11,950t の排出権を無償譲渡しました。 

 017-06  

＜エコビジネスマッチングフェア＞ 

【原則４】 

＜エコビジネスマッチングフェア＞は、環境関連の製品や技術・サービスに特化した、滋

賀銀行主催の商談会です。環境に特化した商談と交流の場の提供を通じて、今後の新たな

事業展開のサポートを目的として開催しています。滋賀銀行の豊富な営業基盤とネット

ワークを活用し、環境関連の製品・サービスに特化したビジネス商談会を主催しています。

事前の商談対応の充実を図り、参加アンケートや詳細なバイヤー情報をもとにマッチング

を行っており、今年で 6 回目となります。 

【特徴】 

エコビジネスパートナー探しの場として、各ブースでは、商談や情報交換が活発に行われ

ています。 

 

■ 株式会社 四国銀行 

 102-01  

エコ住宅ローン、高知県産材住宅ローンの販売 

【原則２】 

エコ住宅ローン・・・ 太陽光発電、電化住宅、省エネガス等の設備のある住宅の購入等に

金利優遇を実施しています。 
高知県産材住宅ローン・・・ 高知県産材を 50％以上使用する住宅に対し貸出金利を優遇

することにより高知県産材の普及に貢献しています。 

【特徴】 

全国 1 の森林率である高知県の特性を活かして、地域経済に貢献する取組みです。 

 102-02  

J-VER の移転・購入 

【原則４】 

当行が間伐を行っている「四銀絆の森」が、高知市の CO2 吸収プロジェクトに含まれるこ

とから、このプロジェクトに参加し、「四銀絆の森」で創出されたオフセット・クレジット

28t の移転に加え、107t を追加購入、この 135t の J-VER を活用した環境配慮型定期預金

を発売しました。 

【特徴】 

 102-03  

NPO との協働間伐 

【原則７】 

行員、家族、お客さまが参加し、NPO こうち森林救援隊と協働で「四銀絆の森」で間伐活
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動を行っています。 

【特徴】 

 

■ 四国労働金庫 

 140-01  

金融エコ商品の販売 

【原則２】 

ご自宅のエコ・耐震化（太陽光発電設置、オール電化、バリアフリー化、耐震補強など）

のための「ナッ得・エコ住宅ローン（無担保）」やハイブリッド車等の次世代エコカー購入

のための「カーライフローン」、環境配慮型住宅に金利引下げ項目が適用される「有担保住

宅ローン」等の金融エコ商品を通じて、環境負荷の低減に努めています。 

【特徴】 

 140-02  

NPO 法人・ボランティア団体の行う福祉活動や環境問題等の、非営利の公共性の高い活動に対

する助成金制度の実施 

【原則３】 

社会貢献の一環として、年 1 回 400 万円を限度に助成金申請の募集を行い、2013 年度まで

に、354 件・約 6,081 万円の助成を実施しています。1 団体、最高 20 万円、過去に助成実

績のある団体は最高 10 万円。 

【特徴】 

学識者（大学教授）2 名を含めた助成金選考委員会で助成先を決定しています。 

 140-03  

ろうきん 5R 運動（Rokin の Refuse, Reduce, Reuse, Recycle） 

【原則５】 

企業の社会的責任（CSR）を果たしていく課題として、地球温暖化防止に向けた取組を進

めています。特に、「東日本大震災」以降は、冷暖房の適正温度設定によるクールビズ・ウォー

ムビスを、5 月から 10 月まで延長して実施しています。また、再生紙やインクリボンの再

利用等、資源の有効利用にも努めています。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 静岡銀行 

 015-01  

基本方針と環境マネジメントシステム 

【原則１】 

静岡銀行は、基本理念「地域とともに夢と豊かさを広げます。」のもと、環境問題への積極

的な取組みが企業活動の存続にかかわる必要条件として位置づけ、「6 つの基本方針」を定

めています。また、静岡銀行グループでは、環境マネジメントシステムの ISO14001 の認

証を 2002 年に取得し、これを維持しています。 
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静岡銀行グループでは、環境マネジメントシステムに基づき、「環境目的」を定め、環境保

全につながる具体的な施策に取り組むとともに、PDCA サイクルのなかで継続的に改善を

図っています。また、「環境問題への取組指針」として 3 項目を定め、地球温暖化防止等に

向けた各種施策の方向性と位置づけを明確にすることで、一層の取組み強化を図っていま

す。 

【特徴】 

環境目的・環境目標の設定、環境マネジメントシステムの継続的な改善についても、基本

方針の中に定めています。 

 015-02  

金融業務を通じた環境への対応 

【原則２】 

静岡銀行グループの総合金融機能を発揮し、お客様の環境保全の取組みをさまざまなかた

ちでサポートしています。 
・ 環境格付融資や、環境格付私募債「ECOBON（エコボン）」、エコサポート・ビジネスロー

ンを提供しています。 
・ グループ会社である静銀経営コンサルティング株式会社では、お客様への環境マネジメ

ントシステム認証取得のサポートや、CO2 排出量削減に関する「環境・温暖化コンサル

ティング」などのサービスを提供しています。 
・ 静岡銀行では、排出権の購入を必要とするお客さま向けに、信託代理店として募集型の

信託商品である排出権特定金外信託を取り扱っています。 
・ 預金利息を環境保全に取り組む団体などに寄付する定期預金のほか、環境配慮型企業へ

の投資を対象とした投資信託などを取り扱っています。 

【特徴】 

静岡銀行グループ環境問題への取組指針 1「金融業務を通じた環境への対応」に基づく取組

みです。 

 015-03  

従業員の地域・家庭での環境への対応強化 

【原則４】【原則７】 

静岡銀行グループでは、地球温暖化防止に関する意識調査の実施や、環境に関する情報発

信を通じ、従業員の地域・家庭での環境問題への取り組みを強化しています。「小さな親切」

運動に積極的に関わり、静岡銀行グループの多くの従業員（平成 24 年度会員数は約 5,300
名）が活動に参加しており、「里山づくり（植樹・森林整備）」や「クリーン作戦」などの

活動を展開しております。 
また、公益信託「しずぎんふるさと環境保全基金」を通じて静岡県内で環境保全活動に取

り組んでいる個人や団体などに助成金を支給しています。 

【特徴】 

静岡銀行グループ環境問題への取組指針 3「従業員の地域・家庭での環境への対応強化」に

基づく取組みです。 

 015-04  

銀行グループの環境負荷の低減 
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【原則５】 

静岡銀行グループでは、環境保全活動の一環として、地球温暖化防止に向けた CO2 排出量

の削減に取り組んでいます。具体的には、紙使用量の削減や、エネルギー使用量の削減（クー

ルビズ＆ウォームビズ）、カーボンオフセット等を実施しています。 
静岡銀行では、「環境目的」に本部別館の電力使用量の削減を掲げ、全銀協の業界自主目標

である「平成 12 年度比 20％削減」に取り組むとともに、未達成部分についてはカーボン

オフセットを実施することとしておりますが、平成24 年度については、平成12年度比19％
削減であったため、削減目標 20％に対する未達成部分 1％については、平成 25 年度にカー

ボンオフセットを実施しました。 

【特徴】 

静岡銀行グループ環境問題への取組指針 2「銀行グループの環境負荷の低減」に基づく取組

みです。 

 

■ 静岡県労働金庫 

 134-01  

福祉金融機関としての金融商品の開発・提供 

【原則２】 

静岡県労働金庫では、福祉金融機関としての社会的責任を自覚し、「会員が行う経済・

福祉・環境および文化にかかわる活動を促進し、人々が喜びをもって共生できる社会」の

実現を目指した金融商品の開発・提供をすすめています。 
□エコ応援割引 

住宅ローン（固定金利選択型および変動金利型）をご利用いただく方で、太陽光発電

設備を導入した住宅など、環境に配慮した住宅を新築・購入等される方を対象に、金利

割引プランをご用意しています。 
□NPO事業サポートローン 

保健、医療、福祉の増進などに資する活動を行い、地域の福祉向上に大きな役割を果

たしているNPO法人への金融支援策として「NPO事業サポートローン」を取り扱ってい

ます。 
□自治体とのパートナーシップ協定締結 
  静岡県労働金庫では自治体が実施する太陽光発電システムの導入拡大や、地球温暖化

防止を図るための新エネルギー普及促進活動に賛同し、2013 年 2 月 1 日に袋井市と「袋

井市新エネルギー普及促進パートナーシップ協定」を、5 月 30 日に浜松市と「はままつ

太陽光発電パートナーシップ協定」を締結しました。 
  これらの協定締結を機に、静岡県労働金庫は太陽光発電システムをはじめとした新エ

ネルギー機器等の導入拡大に向けた啓発活動などを実施しています。 

【特徴】 

 134-02  

地域社会への貢献活動 

【原則３】 

静岡県労働金庫では、地域社会への貢献活動としてさまざまな取組みを行っています。 
□福祉車両・車いすの寄贈 
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1998年より、毎年県下の福祉施設へ車いす・福祉車両を寄贈しており、2013年度は、

福祉車両（車いす移送車）3台を県内の福祉施設等に寄贈いたしました。寄贈した福祉車

両はそれぞれの施設で移送サービス等に活用いただいています。 
【これまでの寄贈実績】 
車いす 560台、福祉車両 24台、累計寄贈先施設 のべ218施設 

□「地域役立資金」の活用 
「地域役立資金」は、県下の勤労者自主福祉運動の推進、発展に寄与する活動に役立

てることを目的として、2010年6月の通常総会にて会員総意のもとに創設された資金で

す。2012年度から各事業が本格的に展開されています。 
【主な活用状況】 

 ●「ロッキー奨学基金」により 8 名の大学生へ奨学金が授与されました。 
 ●教育ローン利子補給制度がスタートし、2013 年 5 月には対象者に対し初回の利子補給

が実施されました。 
 ●本部活動拠点として、2012 年 4 月に「ALWF ロッキーセンター（静岡県勤労者総合会

館３階）」がオープンし、勤労者福祉を目的とした会議・イベントに幅広く利用されて

います。 
 ●ロッキーカレッジ（各種セミナー）を開講しました。 
□社会貢献活動等への協賛・協力 
●演劇を通じて“豊かなこころ”を育成することを目的とし、小学生を演劇公演に招待

する、劇団四季の「こころの劇場」プロジェクト（静岡公演）に協賛しました。 
●福祉活動への募金を呼びかける、日本テレビ系列のチャリティ番組「24 時間テレビ 35」

へ協賛するとともに、募金の受付け（振込みによる募金は振込手数料免除）を行いま

した。 
□NPO への支援 

静岡県労働金庫では、社会がかかえている生活・福祉などの課題解決に向けて地域で

主体的に活動しているNPOへの支援活動に取り組んでいます。 
●〈ろうきん〉の会員から拠出していただいた「NPO 助成資金」を活用し、（公財）静

岡県労働者福祉基金協会が主催して、地域で主体的に活動している NPO 法人を対象と

した「NPO プレゼント講座」を開催しています。また、同協会は、当金庫の「NPO
事業サポートローン」をご利用いただいている NPO 法人への利子補給制度を設けてお

り、2012 年度は８団体へ利子補給を行いました。 
●NPO 法人静岡県ボランティア協会への活動支援として、「しずおか福祉バザール」に

〈ろうきん〉として 584 点のバザー品を提供しました。また、同協会が主催する「静

岡ボランティア研究集会」へ広告協賛を行いました。 
●静岡県がすすめる「新しい公共事業」活動推進事業への支援として、2011 年度より「ふ

じのくに NPO 活動基金」への寄付を行っています。2012 年度は 650,900 円を寄付し、

静岡県内におけるこどもの健全育成・子育て支援事業に活用される予定です。 

【特徴】 

 134-03  

環境への取組み 

【原則５】【原則６】【原則７】 

地球規模で深刻化し世界的な問題となっている環境問題に対して、静岡県労働金庫では、

環境に関する基本方針「環境宣言」を制定し、環境負荷を低減する活動や職員への環境教
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育などをすすめています。 
□ＫＥＳ・環境マネジメントシステム・スタンダード認証の取得 

2008年2月より、ＫＥＳ・環境マネジメントシステム・スタンダード「ステップ２（＝

ISO14001と同レベルの要求項目）」の認証を全ての営業店および本部ビルで取得してい

ます。 
今後も、引き続き省エネルギー・省資源化の促進に取り組みます。 

□「環境保護にも役立宣言」制度 
無担保ローン『役立宣言』４商品および住宅ローンのご契約件数1件につき50円と、Ｋ

ＥＳ取組みによるエネルギー・資源削減成果の一部を、環境保護団体「静岡県地球温暖

化防止活動推進センター」へ寄付する制度を設けています。2012年度は995,700円を寄付

し、同センターが行う、静岡県内の地球温暖化対策事業への支援や、ふじのくにエコチャ

レンジの活動費用などに活用されました。 

【特徴】 

 

■ しずおか信用金庫 

 185-01  

エコアクション 21 の取組み 

【原則１】 

当金庫では、「自然環境の保全と環境にやさしい事業活動を念頭に、地域社会と調和して継

続的な環境保全活動に取り組みます」という環境基本方針を掲げ、平成 20 年より環境経営

システム「エコアクション 21」に取組んでいます。 
行動方針および環境目標に基づいて定めた計画に沿って、環境に配慮した活動に取組むと

ともに、PDCA サイクルを基本としたエコアクション 21 を通じて、継続的な改善を図って

います。 

【特徴】 

活動推進にあたっては全店より CSR リーダーを選任し、取組みを強化しています。また、

県内金融機関において、エコアクション 21 の認証登録取得（平成 21 年に本部・本店、平

成 25 年には全店にて取得）は初となっています。このような取組みが評価され、平成 25
年には環境省及び一般財団法人持続性推進機構主催のエコアクションに関するセミナーに

おいて事例を紹介させて頂きました。 

 185-02  

環境配慮型金融商品の取扱い 

【原則２】 

自らが販売・提供する商品への環境配慮として下記の商品を取扱い、環境に配慮した融資

資金については金利を優遇しています。 
１．観光応援融資「エコ・セレクトローン」 
太陽光発電設備の設置、低公害車の購入、環境対策や整備を目的とした事業用資金等、

環境へ配慮した事業用融資の金利優遇商品です。 
２．環境配慮型商品「カーライフプラン・エコ」「リフォームプラン・エコ」 

エコカーの購入資金、エコ関連設備の購入・設置資金等、環境配慮型の消費者ローン商

品です。 
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【特徴】 

エコアクション 21 環境目標項目「自らが販売・提供する商品及びサービスに関する環境配

慮」に関する取組みとして位置付けています。お客様のニーズと照らし合わせ、商品性等

の見直しを図っています。 

 185-03  

しずおか未来の森サポーター「谷津山再生活動」の実施 

【原則３】【原則７】 

当金庫では、平成 22 年より静岡市中心市街地にある里山「谷津山」の整備活動に取組んで

います。市街地の緑地として重要な役割を担っている谷津山ですが、近年放置竹林が広が

り土砂崩れなどの恐れがあることから、当金庫では市民の憩いの場、自然体験等の環境教

育の場として再生し、未来に自然を残そうと活動しています。 
 
活動内容は下記の通りです。 
１．整備活動（下草刈り、竹の伐採） 
地域の環境保全活動として、役職員が整備活動を実施しています。  

２．環境教育活動 
子供たちが自然に触れながら、楽しく学べるように、自然教室や工作体験等を実施して

います。  
３．PR 活動 
店頭、HP、社内外のイベント会場にて、谷津山の現状や当金庫の活動内容を紹介してい

ます。 
４．植樹 
平成 24 年 3 月、当金庫が日頃整備活動をしているエリアにおいて、創立 80 周年を記念

した植樹会を実施しました。 

【特徴】 

しずおか未来の森サポーター活動として、平成２２年に静岡県および谷津山再生協議会と

協定を締結し、社会貢献活動の一環として取組んでいます。運営には若手職員（入庫 1～3
年目）が携わり、役職員の交流の場にもなっています。 
エコアクション 21 環境目標項目「理事長が取上げた環境目標（環境保全活動の実施）」に

関する取組みとして位置付けています。 

 185-04  

環境配慮型の店舗づくり 

【原則５】 

「環境への配慮」をコンセプトとし、お客様がご利用しやすい店舗づくりを進めています。

現在、5 店舗（平成 21 年駅南支店、平成 23 年羽鳥支店、焼津支店、平成 24 年安西支店、

麻機支店）において、下記の環境配慮型設計を取り入れています。 
・ 太陽光発電設備による二酸化炭素排出量の削減 
・ LED 照明を採用した省エネ対策 
・ 熱遮断ガラスフィルムによる空調負荷低減、自然採光の有効活用 
・ 駐車場の緑化、熱交換塗料の塗布 

【特徴】 

エコアクション 21 環境目標項目「二酸化炭素排出量の削減」に関する取組みとして位置付
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けており、店舗新築時には環境配慮型の店舗設計を推進しています。 

 

■ 株式会社 静岡中央銀行 

 093-01  

ホームローン「エコ住宅プラン」の取扱い 

【原則２】 

ホームローンにおいて、太陽光発電等のエコ設備設置の住宅への借入に対して、適用金利

から引下げをする「エコ住宅プラン」を取扱っています。 

【特徴】 

 093-02  

チャレンジ２５への取組み 

【原則５】【原則７】 

チャレンジ 25 へ参加し、クールビズ・ウォームビズ実施のほか、電気・コピー用紙・水道・

ガソリン等の使用量削減に向けた取組みを全行を挙げて実施しています。 

【特徴】 

 093-03  

環境に配慮した店舗作り 

【原則５】 

店舗の建替えや新築に際して、ロビーや ATM コーナー等に LED 照明を採用しています。

【特徴】 

 

■ 株式会社 七十七銀行 

 101-01  

地域貢献に関する考え方 

【原則１】【原則２】 

当行は、地域社会の持続的な発展のためにリーダーシップを発揮して、社会的責任を果た

し、地域社会と共生する企業となることを目指しております。また、東日本大震災からの

地域社会・経済の一日も早い復興・再生に向け、全力で取り組んでおります。 
具体的には、地域への円滑な資金供給とお客さまのニーズに合わせた商品・サービスの提

供を行っているほか、地域経済の活性化のために、企業活動のサポートや各種情報の提供

を行っています。さらに、地域社会の一員として、地域の自然環境を保全し環境負荷の軽

減を図るなど、環境問題への取組みを積極的に推進しているほか、地域社会との交流や文

化活動の後援、社会福祉活動等、社会貢献活動に継続的に取り組んでおります。 

【特徴】 

 101-02  

「環境方針」の制定 
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【原則１】【原則２】【原則７】 

当行では、地域金融機関として環境に対する当行の考え方を明確化し、地域の自然環境を

保全し環境負荷の軽減を図る取組みを積極的かつ継続的に推進するため、「環境方針」を制

定し、平成 24 年 4 月に公表いたしました。 
今後とも本方針のもと、持続可能な社会の形成に向け、環境保全活動を推進してまいりま

す。 
 

環 境 方 針 
（基本理念） 
七十七銀行は、良き企業市民として、美しく豊かな自然環境を守り、次の世代により良く

引き継いでいく社会的責務があると考えています。 
当行は、経営の基本理念である行是の第一に掲げる「奉仕の精神の高揚」という考え方の

もと、地域社会と共生する企業を目指し、持続可能な社会の形成に向け環境保全活動に積

極的かつ継続的に取り組んでまいります。 
（行動指針） 
１． 環境に関連する法規制、協定およびその他当行が同意する事項を遵守します。 
２． 省エネルギー、省資源およびリサイクル活動を推進し、環境負荷の軽減に努めます。 
３． 環境に配慮した金融商品、サービスの提供により、環境保全に取り組むお客さまを支

援します。 
４． 役職員一人ひとりが環境問題に対する認識を深め、地域社会の環境保全活動を推進す

るために、啓発活動に取り組みます。 

【特徴】 

 101-03  

金融商品・サービスを通じた環境保全活動 

【原則２】 

当行では、金融商品・サービスを通じて、環境保全活動等の社会貢献活動に積極的に取組

む企業を支援しております。 
・ 地球温暖化防止、リサイクル関連設備導入等に取り組む企業を対象とした「七十七社会

貢献活動支援ローン」および「社会貢献活動支援私募債」をお取扱いしております。 
・ 環境配慮型企業等への投資を対象とした投資信託「フィデリティ・スリー・ベーシック・

ファンド（水と大地とエネルギー）」をお取扱いしております。 
・ エコカー等を購入するお客さまを対象に、マイカープランの金利引下げを実施しており

ます。 
・ 環境に配慮した省エネ住宅設備のリフォーム資金ニーズなどにお応えするため、無担保

住宅ローンの金利を引下げした「エコ得セブン」のお取扱いを開始しております。 

【特徴】 

 101-04  

東日本大震災からの復旧・復興への取組み 

【原則２】【原則３】 

当行では、東日本大震災による甚大な被害を踏まえ、金融サービスの提供と金融仲介機能

の発揮に努めるとともに、地域・お客さまの復興に向けた取組みを金融面から支援し、地
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域と共にある金融機関としての責務を果たしていく観点から、地域経済の復興と発展への

貢献に向けた「復興支援方針」を策定しております。 

【特徴】 

 101-05  

「夏の仙台・クリーンキャンペーン」への参加、「日本の森を守る地方銀行有志の会」への参加 

【原則３】【原則４】 

・ 「夏の仙台・クリーンキャンペーン」への参加 
「小さな親切」運動宮城県本部の事務局を務める当行では、仙台市内中心部の清掃活動

の企画、運営を行っており、毎年仙台七夕まつり開催前に行われる「夏の仙台・クリー

ンキャンペーン」に本部行員約 100 名が参加し地域の美化に貢献しております。 
・ 「日本の森を守る地方銀行有志の会」への参加 
当行は、森づくり活動の地方銀行情報ネットワークである「日本の森を守る地方銀行有

志の会」のメンバーとして、美しい健全な自然を次世代に引き継いでいくための活動を

行っています。 
当会は、平成 25 年 4 月に、仙台市で「日本の森を守る東北サミット」を開催し、当行も

参加しました。当サミットは、震災により甚大な被害を受けた海岸防災林再生のきっか

けづくりを目的に開催したもので、当行は地元行として事務局の運営に協力したほか、

若林区荒浜での植樹式に先立ち、新入行員 135 名がクロマツの苗木約 750 本の植樹を行

いました。当日は、強風が吹きつけるなか、新入行員が固い土にシャベルで穴を掘り、

苗木の 1 本 1 本を心を込めて植樹しました。 

【特徴】 

 101-06  

リサイクル・省資源への取組み 

【原則５】 

・ 営業店の文書・帳票などのリサイクル 
営業店の文書・帳票などの情報資産管理の厳格化と事務効率化を図るため、文書管理シ

ステムを導入しています。文書保存用ファイルはとじ具を含め 100％紙製のものを使用

し、保存期限が経過した情報資産をそのままリサイクルできるようにしております。 
・ 環境に配慮した素材を使用した通帳への切り替え 
平成 25 年 3 月 11 日より、環境に配慮した取組みの一環として、新しい通帳の取扱いを

開始しました。新しい通帳の特徴として、素材を、現在のリサイクルができない「布ク

ロス」から、再生紙としてリサイクル可能な「紙クロス」に変更しました。また、焼却

時の有毒ガス発生を抑制するため、印刷塗料に「植物油インキ｣を使用するとともに、磁

気ストライプに「脱塩化ビニル」の素材を採用しました。 
・ 再生紙利用、ペーパーレス化の推進等 
大量に使用する伝票や封筒、印刷物についての再生紙利用、ペーパーレス化の推進、グ

リーン購入の推進など、日常的な環境負荷の軽減にも努めております。 

【特徴】 

 101-07  

環境負荷の軽減に向けた取組み、「チャレンジ 25 キャンペーン」への参加 
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【原則５】【原則６】 

・ 環境負荷の軽減に向けた取組み 
・ クールビズ・ウォームビズの実施 
温室効果ガス排出削減および節電対策の一環として、夏期にクールビズを、冬期にウォー

ムビズを実施しております。夏期は室内温度を 28℃、原則ノー上着・ノーネクタイの軽

装とし、冬期は室内温度を 20℃として暖かい服装で勤務するなど、地球温暖化防止への

意識高揚にも貢献しております。 
・ 環境に配慮した営業車両の導入 
ガソリン等の使用による温室効果ガス排出の抑制を図るため、営業車両におけるハイブ

リッド車や低燃費の軽自動車等の環境対応車への切り替えを順次行っております。平成

25 年度上半期は環境対応車への切り替えを 38 台行いました。 
・ 「チャレンジ 25 キャンペーン」への参加 

当行は、エネルギー使用量の削減などを通じた温室効果ガス排出削減に一層貢献するた

め、環境省が推進する地球温暖化防止国民運動「チャレンジ 25 キャンペーン」へ参加し、

地球温暖化防止に向けた取組みを進めております。 

【特徴】 

 101-08  

LED 照明への切替え 

【原則５】【原則７】 

当行では、省エネルギーおよび節電への取組みを強化するため、平成 25 年 9 月より全ての

店舗およびキャッシュサービスコーナー（建替えを予定している店舗等を除きます）を対

象に、営業室やロビー等の照明を蛍光管から LED（発光ダイオード）へ切替える取組みを

開始しました。 
○LED 照明の設置内容 
・ 対象となる施設 
  店舗（店舗内キャッシュコーナーを含む）：103 ヵ店 
  店舗外キャッシュサービスコーナー：233 ヵ店 
※ 既に LED 照明を設置している店舗および今後建替えを予定している店舗等を除く、全て

の店舗ならびにキャッシュサービスコーナーが対象となります。 
○設置時期 
・ 平成 27 年 9 月末までに順次切替えを進めてまいります。 
○電力削減効果 
  照明の間引き等により節電努力をしている現状と比較しましても、年間約 435 千 kWh
（一般家庭の約 120 世帯分）の電力使用量が削減できる見込みです。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 清水銀行 

 018-01  

環境に配慮した店舗づくり 

【原則５】 

・ 平成 24 年 12 月 3 日にオープンした藤枝支店・藤枝ローンセンターは、LED 照明の設置、
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太陽光パネル、駐車場緑化環境等配慮店舗となっております。 

【特徴】 

・ お客さまの環境配慮に対する意識も高くなっており、新設する際は環境に配慮した店舗

づくりを実施しております。 

 018-02  

しずおか未来の森サポーター活動の実施 

【原則７】 

・ 平成 22 年 6 月 16 日、静岡県が企業の森づくりを支援する「しずおか未来の森サポーター

制度」に基づき、静岡県及び静岡市と森作り協定を締結しました。 
・ 活動の対象地域を三保松原とし、松林の保全や景観維持のために、植樹や下草刈り、周

辺清掃等を展開しております。 

 

【特徴】 

・ 上記活動の一環として、毎年 12 月に内定者による植樹を実施しており、これまで植林し

たマツは 1,480 本となりました。 

 018-03  

清掃活動への参加 

【原則７】 

・ 静岡市の貴重な水源である 2 つの川の水質と自然環境を守るために実施されている興津

川・安倍川クリーン作戦へ毎年多数の行員が参加しております。また、同様に富士山一

斉清掃にも参加しております。 

【特徴】 

上記活動は 10 年以上の継続した取り組みとなっており、平成 25 年は 7 月に活動を実施い

たしました。 

 

■ 株式会社 ジャパンネット銀行 

 011-01  

軽装（オフィスカジュアル）勤務 

【原則５】 

クールビス、ウォームビズ、ノーネクタイでの勤務を奨励。 

【特徴】 

省エネルギー活動の取り組み 

 011-02  

ペーパレス化 

【原則５】 

iPad、プロジェクター等の活用により、会議資料等のペーパーレス化を実施。 

【特徴】 

省エネルギー活動の取り組み 
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 011-03  

消費電力量の削減 

【原則５】 

空調の調節、通常業務に支障がないレベルでの消灯を実施。 

【特徴】 

省エネルギー活動の取り組み 

 

■ 株式会社 十八銀行 

 159-01  

地域清掃活動への参加 

【原則３】 

長崎都市経営戦略推進会議（地元経済団体、県、市、大学等で構成される産学官連携によ

る地域経済活性化プロジェクト）の「おもてなし向上」推進の一環として大型イベント前

に開催される（年 4 回）清掃活動に県内各企業といっしょに当行も積極的に参加していま

す。 

【特徴】 

環境整備と併せて、さるくガイドの説明を受けながら行うもので、地元の歴史の再認識等

高めていくことで観光活性化を図っていくものです。 

 

■ 株式会社 十六銀行 

 097-01  

「環境方針」の制定 

【原則１】【原則２】【原則３】【原則４】【原則５】【原則６】【原則７】 

平成 25 年 4 月から新たに「環境方針」を制定しました。 
この方針に基づいて当行およびグループ各社の全役職員が環境保全活動に努めます。 
「環境方針」http://www.juroku.co.jp/16bank/info/hosin/kankyou.shtml 

【特徴】 

「環境方針」の制定に合わせ、当行独自の環境マネジメントシステム（JEMS）をスタート

しました。 

 097-02  

環境対応型金融商品の取扱い 

【原則１】【原則２】 

十六銀行ディスクロージャー誌 2013 十六銀行の現況 「十六銀行の CSR」 P33 
http://www.juroku.co.jp/aboutus/disc/pdf2013/d2013-04.pdf 

【特徴】 

銀行の本来業務を通じて、環境問題という社会的課題の解決に取り組んでいます。 

 097-03  
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地球環境に配慮した通帳 

【原則１】【原則５】 

平成 25 年 2 月の通帳のデザインの刷新に合わせ、通帳用紙やインキに「地球環境に配慮し

た素材」を採用。また、ユニーバーサルデザインにより見やすく・ご利用いただきやすい

通帳へと変わりました。 
十六銀行ディスクロージャー誌 2013 十六銀行の現況 「十六銀行の CSR」 P33 
http://www.juroku.co.jp/aboutus/disc/pdf2013/d2013-04.pdf 

【特徴】 

 097-04  

環境教育の実施 

【原則３】【原則４】 

当行は国立大学法人岐阜大学と環境の分野で連携し、様々な事業を行っています。 
そのひとつとして小学生を対象に、地球温暖化と家計支出をテーマにした「環境金融教育」

（平成 24 年 12 月）と太陽光発電をテーマにした「科学教室」（平成 25 年 8 月）を実施し

ました。 

【特徴】 

平成 24 年 4 月に十六銀行は、岐阜大学との間で「環境保全における連携に関する覚書」を

締結しました。この事業は、社会的課題である環境の分野において銀行と大学が連携し、

地域社会への貢献を目指す独自の取組みです。 

 

■ 株式会社 荘内銀行 

 084-01  

LED 照明やソーラーパネルの導入 

【原則１】 

新店舗を中心に LED 照明やソーラーパネルを導入し、省電力・省エネルギーを推進してい

ます。 

【特徴】 

LED 照明について新設店舗を中心に導入を行うとともに、既存店舗においても順次、更新

を図っています。平成 25 年度に店舗リニューアルを行った「あかねケ丘支店」と「ときめ

き通り支店」においては、ソーラーパネルを導入し、店舗内の空調や照明に利用するなど

省電力・省エネルギーに努めています。 

 084-02  

環境ならびに省エネに配慮した取り組み 

【原則１】 

本部・営業店全てでクールビズ、ウォームビズに取り組んでいるほか、山形県エコドライ

ブ推進モデル事業所に登録し、エコドライブの推進も行っています。 

【特徴】 

地球温暖化防止に向けた環境に配慮した取り組みとして、毎年、クールビズやウォームビ
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ズに取り組み、空調機器の電力使用量の削減を図っているほか、エコドライブの推進事業

所としてエコドライブやエコ通勤に取り組んでいます。 
より実効性を高めるために、NPO 法人 山形県自動車公益センターの出前講習会を受講し

ているほか、エコドライブステッカーを営業車に貼り付け、啓蒙活動にも協力しています。

 084-03  

ニューフロンティアビジネス推進室の設置 

【原則２】【原則３】 

地域の振興と持続可能な社会の形成に寄与する産業であり、かつ今後の成長が期待される

分野である、アグリ、医療・介護、再生可能エネルギー、観光の各分野の情報集約と専門

性強化を図り、地域におけるプロデュース機能の発揮、主体的なプロジェクト参画を進め

るために平成 25 年 4 月にニューフロンティアビジネス推進室を設置しました。 

【特徴】 

アグリ :  6 次産業化や農商工連携を支援 
医療・介護 : 高齢化率が高い山形県における高齢者向けサービスの事業化支援 
再生可能エネルギー : 大小様々な再生可能エネルギープロジェクトの組成支援 
観光 : 行政と連携した観光振興支援 

 084-04  

「小さな親切」の活動 

【原則３】【原則４】 

荘内銀行では、「小さな親切」の会の山形県鶴岡地区の事務局を務め、毎年 7 月の第一日曜

日に市内中心部の公園周辺の清掃活動を企画しています。当行役職員や市内の会員企業の

従業員が参加するこの活動は年々、参加者が増加しており平成 25 年度は 500 名を超える規

模となりました。 

【特徴】 

当行が事務局を務める鶴岡地区だけでなく、山形市や酒田市など県内各地で開催される清

掃活動に多くの役職員やその家族が参加しています。また、鶴岡「小さな親切」の会では

昨年度より小学生バリアフリー教室を開催し、高齢者疑似体験具(ゴーグルやウェイトなど）

を付けての買物を体験し、高齢者や体に障害を持つ方にとって日常の移動や買い物がどん

なものなのか経験する中から自分にできる「小さな親切」について考えてもらう取り組み

も行っています。 

 084-05  

「荘銀かねやま絆の森」の森づくり活動 

【原則３】【原則７】 

荘内銀行では、平成 22 年に企業の森である「荘銀かねやま絆の森」を山形県金山町に設置

し、山形県及び地元林業者と協働しながら森づくり活動を展開しています。これまでに植

林、裾枝打ち、下刈り、遊歩道整備に取り組んできたほか、整備された森林が持つ防災機

能やバイオマス・エネルギーなど地域における再生可能エネルギーの導入可能性について

学ぶ勉強会などを開催し、森づくりの楽しみと地域特性を活かした学びの場を提供してい

ます。 

【特徴】 
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平成 25 年度の春の活動では、山形大学農学部の教職員・学生とともに杉林の下刈り作業に

取り組んだほか、農学部の教員による 6 次産業化の事例紹介、金山町役場職員による町の

現状と課題の報告を受けて、役職員、山形大学の教職員・学生、行政、地域住民とともに

「私たちが考える地域活性化策」と題したワークショップに取り組みました。 
平成 25 年度の秋の活動では、同じ金山町で森づくりに取り組む企業との合同企画による森

づくりを開催し、当行を含む 6 社の従業員・家族が裾枝打ちや自然観察、下刈りに取り組

んだほか、参加企業の森づくりの取り組みを紹介する交流会を開催しました。 
また、森づくりのフィールドとなる金山町の地域産品の普及や交流人口拡大を目的とした

「金山物産展」の開催支援など森づくりを通じた地域交流ネットワーク構築の取り組みも

行っています。 

 

■ 城南信用金庫 

 121-01  

「脱原発」に向けた積極的な取組み 

【原則１】 

テレビ番組やラジオ番組への出演や、「IMF・世銀年次総会フォーラム」「エネ経会議総会」

「国連大学」「千葉商科大学」などでの各種講演会やシンポジウムへの参加、書籍(「信用金

庫の力」岩波ブックレット、「城南信用金庫の『脱原発』宣言」クレヨンハウスブックレッ

ト)の発刊、「城南総合研究所調査報告書」の発行等を通じて、原発の危険性や、日本の未来

や子供たちの将来のためにも即刻「原発ゼロ」にすべきであることを広く訴えた。 

【特徴】 

「原発に頼らない安心できる社会」の実現をめざす 

 121-02  

LED 照明を導入 

【原則１】 

中野支店、溝ノ口支店、荏田支店、稲城支店、すずかけ台支店、上星川支店、相模大塚支

店、深沢支店、立会川支店の計 9 店舗に LED 照明を導入  累計 23 店舗に導入 

【特徴】 

LED 照明の導入により、省電力、省エネルギーを推進する 

 121-03  

営業店の屋上にソーラーパネルを設置 

【原則１】 

新築した中野支店と溝ノ口支店の屋上にソーラーパネルを設置し発電を開始 

既に本店と事務センターに設置済み 

【特徴】 

ソーラーパネルの発電により、省電力、省エネルギーを推進する 

 121-04  

「節電プレミアムローン」の取扱い 

【原則２】 
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ソーラーパネルの設置費用、蓄電池の設備費用、自家用発電機の設置費用等、省電力に関

連する設備投資のためのローンに対して、当初 1 年間は 0.0％(無利息)、2 年目以降は 1.0％
(固定金利)の利率を適用。 
対象者：個人 金額：50 万円以上 300 万円以内 期間：3 年以上 8 年以内 

【特徴】 

地域のお客様に、省電力・省エネルギーに向けた取組みを奨励 

 121-05  

「節電プレミアム預金」の取扱い 

【原則２】 

ソーラーパネルの設置、自家用発電機の購入、蓄電池の購入、LED 照明への切り替え等、

省電力に関連する 10 万円以上の設備投資を行ったお客様に対し、定期預金金利 年 1.0％
を適用。 
対象者：個人 預入金額：1 世帯につき 100 万円まで 期間：1 年 

【特徴】 

地域のお客様に、省電力・省エネルギーに向けた取組みを奨励 

 121-06  

各地域で清掃活動を実施 

【原則３】 

5 月 18 日に職員組合主催のイベント「多摩川クリーン作戦」において、85 名の職員が参加

して、多摩川河川敷の清掃活動を実施。その他にも、各営業店にて、店舗周辺や駅前で清

掃活動を実施。 

【特徴】 

清掃を通して、地域の環境を配慮した取組みを推進する 

 121-07  

節電・新エネルギー推進ビジネスローン「エナジーシフト」の取扱い 

【原則３】 

ソーラーパネルの設置費用、蓄電池の設備費用、自家用発電機の設置費用等、省電力に関

連する設備投資のための中小企業向けローンを取扱開始。「IS014001」または「エコアクショ

ン 21」の認証を取得している場合 0.2%金利優遇 
対象者：法人または個人事業者 期間：15 年以内 

【特徴】 

地域のお客様に、省電力・省エネルギーに向けた取組みを奨励 

 121-08  

「ソーラーパネル相談窓口」を設置 

【原則３】 

本店内に「ソーラーパネル相談窓口」を設置し、大手家電量販店の㈱コジマや㈱ヤマダ電

機、東京ガス㈱などの専門業者と連携をとり、ソーラーパネルの設置に関するお客様の悩

み事に親身に対応している。 
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【特徴】 

地域のお客様に、省電力・省エネルギーに向けた取組みを奨励 

 121-09  

「省エネ診断サービス」を実施 

【原則３】 

経済産業省所管の一般財団法人省エネルギーセンターが実施している「無料節電診断サー

ビス」「無料省エネ診断サービス」を活用するとともに、三菱電機ビルテクノサービスと提

携し、オフィスビルを所有するお客様に対して、省エネのための設備改修にかかる補助金

利用の可能性を調査し、可能性がある場合には設備改修工事の実施を前提として補助金申

請の代行手続きを行うなど、地域のお客様の経営効率化支援に取組んでいる。 

【特徴】 

地域のお客様に、省電力・省エネルギーに向けた取組みを奨励 

 

 121-10  

電気自動車のモニター実施 

【原則５】 

エコカーである電気自動車を普及させるため、三菱自動車工業と連携して、営業店 3 店舗

にて電気自動車を営業車として使用するとともに、希望するお客様に試乗の機会を提供し

ている。 

【特徴】 

エコカーである電気自動車の普及を図る 

 

■ 城北信用金庫 

 130-01  

長期計画に基づく CO2 排出量削減への取り組み 

【原則１】 

当金庫は、平成 20 年に環境に関する 5 ヵ年計画「環境マネジメント２００８」を策定し、

CO2排出量の 10％削減を目標として取り組んでまいりました。 
全拠点への LED 照明導入、空調設備更新の促進等を実施した結果、平成 24 年度には CO2

排出量の 29％削減を達成することができました。 
今年度は、引き続き 3 ヵ年計画「環境マネジメント２０１３」を策定し、電気・水道・ガ

ソリン・コピー用紙の各使用量について、継続的な節減を目指して取り組んでまいります。

【特徴】 

子会社を含む城北信用金庫グループ全体で数値目標を設定し、グループ内で連携すること

で目標を達成すべく取り組んでいます。 

 130-02  

環境に配慮した金融商品の提案 

【原則２】 
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環境問題に配慮した下記の金融商品を取扱い、お客様にご提案しています。 
・ 「環境保全設備支援ローン」 
・ 「城北住宅ローン・エコ」 
・ 「城北カーライフプラン・エコ」 
・ 「損保ジャパン・グリーン・オープン」（投資信託） 

【特徴】 

地域企業の環境へ配慮した設備の導入や、家庭におけるエコ住宅及びエコカーの取得を支

援し、持続可能な社会の形成に寄与することを目的としています。 

また、資産運用を検討されているお客様に対しては、環境問題への取り組み状況等から投

資銘柄を選択するエコ・ファンドをご用意することで、環境に配慮した企業への投資機会

をご提供しています。 

 130-03  

東北地方支援買物ツアーの催行 

【原則３】 

昨年度に続いて、平成 25 年 7 月に「東北地方支援買物ツアー“がんばろう東北!!”２０１３」

を催行し、ツアーの趣旨にご賛同頂いた 43 名のお客さまにご参加いただきました。 
お客さまに“ご自身の目で被災地を見て実感していただく”趣旨から、南三陸町や陸前高田市

では「語り部」から被災地の生の声に触れ、気仙沼市の「復幸」商店街ではお買物を通じ

て被災地の支援を行いました。 

【特徴】 

当金庫では、お客さまに被災地復興支援の機会をご提供するとともに、震災を実感して頂

くことで、地域の防災に役立てることを目的にツアーを企画しています。 

 130-04  

家族ぐるみによる植樹ボランティア活動 

【原則４】 

当金庫では、平成 21 年度より、東京都が主催する「海の森」緑化プロジェクトに植樹ボラ

ンティアとして団体参加しています。 
役職員とそのご家族から希望者を募ることで、家族ぐるみで参加できるボランティア活動

と位置づけており、今年度も 11 月に実施する予定です。 

【特徴】 

役職員が家族ぐるみでボランティア活動に取り組むことで、環境保全への関心を広げてい

く目的で取り組んでいます。 

 130-05  

東日本大震災被災地での復興ボランティア活動 

【原則７】 

当金庫では、平成 23 年度から東日本大震災被災地でのボランティア活動を企画しており、

職員から希望者を募って被災地でのボランティア活動を行っています。 
今年度は、7 月に復興ボランティア活動を実施し、宮城県気仙沼市の小泉海岸と日門海岸の

清掃活動を行いました。被災地には、いまだに津波による流出物が埋まったままの海岸が

多数あります。 
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11 月には、今年度 2 回目のボランティア活動の実施を予定しており、今後も継続的な支援

に取り組んでまいります。 

【特徴】 

当金庫では、職員によるボランティア活動を企画・支援していくことで、社会貢献への意

識向上を目指しています。 

 130-06  

eco 検定の受検奨励 

【原則７】 

当金庫では、「環境社会検定試験（eco 検定）」の受験を役職員に奨励しています。 
平成 25 年 3 月末時点で 198 名の職員が合格しており、今後も eco 検定合格者＝”エコピー

プル”の増加に取り組んで参ります。 

【特徴】 

環境についての幅広い知識を業務に活用し、環境活動の推進に役立てることを目的に取り

組んでいます。 

■ 株式会社 常陽銀行 

 094-01  

環境保全基金「エコーいばらき」による環境保全活動の支援 

【原則１】【原則２】【原則３】【原則４】【原則６】 

当行は、茨城県内における緑豊かな自然環境と快適でうるおいのある生活環境を守り育て

ていく活動の裾野を広げること目的に、平成 4 年に公益信託「エコーいばらき」環境保全

基金を設置しました。 
当基金は、茨城県内で環境保全活動を行う団体・個人を対象に、森林保全、海岸・湖沼の

浄化、生活環境の改善や環境教育の普及等の活動、東日本大震災からの復旧・復興にかか

る環境保全事業を募集し、運営委員会で審議選定のうえ助成を行っています。 
今後とも、より充実した環境保全活動や子供たちの環境保全への関心をさらに高める活動

を支援して参ります。 

【特徴】 

平成 24 年度の助成 ：  75 先 903 万円（震災復興に係る環境保全活動を行う団体 7 先を

含む） 
設立からの累計 ： 702 先 8,259 万円 

 094-02  

環境保全への取組み 

【原則２】【原則３】【原則５】【原則６】 

常陽銀行グループは、茨城県内では 119 の全拠点が、茨城県から環境にやさしい取組みを

行う事業所として「茨城エコ事業所」の認定を受け、また、福島県内では 10 拠点が「地球

温暖化防止のための福島議定書」を締結し地域と連携した環境保全活動に取り組んでいま

す。 
省エネ対応では、当行全体のエネルギー使用量を把握する体制を整え、例年夏季と冬季に

全拠点を対象に「消費電力削減コンペ」を開催し、成績優良拠点を表彰しています。また、

店舗設備においても、太陽光発電設備や LED 照明の設置など環境に配慮した店舗づくりを
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進めています。 
森林保全活動では、2009 年に茨城県・いばらき森林づくりサポートセンターと「いばらき

協働の森パートナーズ協定」を締結し、那珂市に「常陽ふるさとの森」を創設し森林保全

活動を開始しました。加えて、ひたちなか市や筑波山で植樹活動を実施したほか、2013 年

には、南相馬市鎮魂復興市民植樹祭に参加し緑の防潮堤づくりにも取り組んでいます。 

【特徴】 

 094-03  

環境関連の商品の取扱い 

【原則２】【原則３】【原則６】 

常陽銀行では、地域の環境保全に貢献し、環境保全に取り組む企業を積極的に支援するた

め、環境関連の商品（常陽エコ・セレクトローン、太陽光発電事業支援融資制度「LALA
サンシャイン」）を取り扱っています。また、当行のグループ会社である株式会社常陽産業

研究所では、環境に関する国際規格 ISO14001 の認証取得支援説明会を開催しているほか、

個別のコンサルティングを実施し、お取引先の ISO 取得支援に取り組んでいます。 

【特徴】 

 094-04  

「環境理念・環境方針」の制定 

【原則３】【原則７】 

 常陽銀行グループは、平成 20 年に「環境理念・環境方針」を制定し、環境保全活動を通

じて、当行の事業活動における環境負荷の軽減を図るとともに、環境保全に取り組むお客

さまを支援し、地域と連携して持続可能な地域社会の実現に努めています。 
【環境理念】 
常陽銀行グループは、水と緑に恵まれた茨城県を主要な営業地盤とする企業として、豊か

な自然環境を守り育てていくことが、私たちの「社会的使命」と考えています。ふるさと

の環境を守り、持続可能な社会を実現するため、地域と連携協力し、環境保全活動に継続

して取り組んでまいります。 
【環境方針】 
① 省資源、省エネルギー、リサイクル活動を推進し、事業活動によって生じる環境負荷の

軽減に努めます。② 環境に配慮した金融商品・サービスの提供を通じて、環境保全に取り

組むお客さまを支援します。③ 本方針を当行グループ全役職員に周知徹底し、一人ひとり

が積極的に環境保全活動に取り組みます。 

【特徴】 

 094-05  

地域とのふれあい 

【原則３】【原則７】 

常陽銀行では、地域とのふれあいを通じて地域社会・地域経済の発展に貢献するため、関

連財団財団法人常陽藝文センターを通じて、郷土文化の掘り起こし・各種文化の普及活動

や郷土の歴史・金融経済に関する資料の収集・公開に取り組んでいます。 
各拠点では、一部店一貢献運動として、地域のお祭りやスポーツ大会、総合防災訓練への

参加、クリーン作戦などの環境保全活動、福祉施設への慰問など地域に根ざした活動を行
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い、地域との交流を深めています。 
また、行員個々人のボランティア活動を企業として支援するため「常陽ボランティア倶楽

部」を 1994 年に設立し、3,400 名を超える会員による福祉、環境、国際交流、地域振興の

イベント参加等さまざまな活動を行っています。また、毎年、全店で「タオル一人 1 本提

供運動」を実施し、社会福祉協議会等へ寄贈しています。 

【特徴】 

2007 年 11 月、「常陽ボランティア倶楽部」は、内閣府より振興奨励賞「あしたのまち・く

らしづくり活動賞」を受賞しております。 

 094-06  

バリアフリーへの取組み 

【原則４】【原則６】 

当行では、「人に優しい銀行をめざして」、バリアフリーへの取り組みを進めております。 
身体が不自由なお客さまやご高齢のお客さまにも安心してご利用いただけるよう、128 カ

店に車いすを配備、視覚障がい者対応 ATM も全店に配備しています。 
 また、「おもてなしの心」と車いすの操作方法など「介助技術」の向上を目指して、行員

を対象に「サービス介助士 2 級養成講座」を開催し、資格取得者を全営業店に配置する取

り組みを進めています。 
さらに、認知症の方やそのご家族を温かく見守り支援をする「認知症サポーター」を養成

しており、全役職員が「認知症サポーター養成講座」を受講する取り組みを行っておりま

す。 

【特徴】 

 

■ スルガ銀行 株式会社 

 080-01  

エコオフィス化の推進 

【原則１】【原則５】【原則６】 

（１）環境配慮店舗の設置 
店舗の新設やリニューアルオープンの際に、環境に配慮した設備の導入を積極的に推進し

ています。自動調光が可能な LED 照明や駐車場壁面の緑化、カーボンオフセット付きリサ

イクル材、店舗屋上への太陽光パネル設置など環境にやさしい設備を導入しています。「熱

海支店」や「御殿場東支店」、「御殿場駅支店」、「沼津岡宮支店」は静岡県の建築物環境配

慮制度（CASBEE 静岡）にて A ランクを、また静岡県内の当社社員寮は最高位である S ラ

ンクを取得。 
 
（２）屋上緑化の実施 
スルガ平本部内の屋上の一部を緑地化しています。断熱効果や雨水の流出緩和、大気の浄

化などの省エネ効果が期待される他、社員の環境に対する意識向上につながっております。

 
（３）電力・紙使用量の削減への取り組み 
 省エネ機器の積極導入や、設備・機器の更新時に不要箇所を徹底して見直すなどの節電

施策により、電力使用量の削減に取り組んでいます。また、各種帳票類や通達文書、マニュ
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アル、申請文書などのデータ化によるペーパーレス化に取り組んでいます。 

【特徴】 

 080-02  

「ライトダウン」「COOL BIZ」の実施強化 

【原則１】【原則５】【原則６】 

「ライトダウン」（平成 24年度は 8回実施）や、より一層の軽装を心がける「SUPER COOL 
BIZ」（従来より実施期間を 2 か月延長）の実施を通じて、全社で節電と地球温暖化防止に

取り組んでおります。 

【特徴】 

 080-03  

ISO14001 に基づく環境活動 

【原則１】【原則５】【原則６】 

スルガ平本部では ISO14001 規格に基づく環境マネジメントシステムを構築、2000 年 12 
月に認証を取得し、環境活動に継続的に取り組んでいます。各部署に環境目的を設定し、

本業に即した環境活動を計画的に推進するとともに、社内の有資格者による内部監査、ISO
認証団体による審査を定期的に受けることで環境活動の適切性をチェックしております。 

【特徴】 

 080-04  

環境関連商品・サービスの取り扱い 

【原則２】【原則６】 

金融サービスの提供により地域における環境の改善をめざし、下記の環境関連商品・サー

ビスの取り扱いを実施しています。 
・ 環境関連の投資信託の取り扱い 
・ 取引履歴等のステートメントを郵送するブックフリーサービスについて、インターネッ

トバンキングでの照会によりペーパーレス化を実現した「Web ブックフリー」 
・ 投資信託ご利用のお客さまへ交付する「取引報告書」、「取引残高報告書」、「収益分配金

のご案内」などの書類を、インターネットバンキングで閲覧できる「投資信託電子交付

サービス」  等 

【特徴】 

 080-05  

静岡県の富士山環境保全施策への協力 

【原則３】【原則４】【原則６】 

【「富士山ごみ減量大作戦」等の環境保全施策への参加・協力】 
「富士山ごみ減量大作戦」をはじめとした静岡県が主催する富士山周辺の環境保全活動に、

当社社員がボランティアとして定期的に参加し、富士山麓での清掃活動を実施しています。

また、富士山の環境保全に取り組む「ふじさんネットワーク」が開催する自然観察会など

のイベントについて社員が参加し、地域環境への知見を高める取り組みを実施しています。
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【インターネットバンキングでの「ふじさんネットワークへの募金活動」】 
「ふじさんネットワーク」への募金を、当社インターネットバンキングで受付しています。

当社のインターネットバンキングをご利用いただいているお客さまが、登録している代表

口座から「ふじさんネットワーク」への募金の際の振込手数料を無料としています。 

【特徴】 

 080-06  

環境に関する啓蒙活動 

【原則６】【原則７】 

「環境 e ラーニング」や「環境 Study」の実施 
ISO14001 認証を取得したスルガ平本部では、e ラーニングによる環境学習を行っておりま

す。また、全社員に対し環境問題に関する勉強会「環境 Study」を定期的に実施しており

ます。 

【特徴】 

 

 080-07  

「Suruga Eco Action」 

【原則６】 

当社の環境活動を「Suruga Eco Action」という方針で定義し、その活動内容をホームペー

ジやディスクロージャー誌等に掲載し、情報発信しています。 

【特徴】 

 

■ 静清信用金庫 

 030-01  

エコアクション 21 の取組み 

【原則１】 

静清信用金庫では、環境問題への取組みを企業の社会的責任と認識し、当金庫の取組みが地

域社会における環境対策の一助として拡がりを見せることができればと考え、2003 年より

様々な環境活動を実施してきました。 
2009 年 6 月には、環境問題への取組みに関する基本的な考え方である「環境基本方針」を

制定し、更に一歩踏み込んだ活動を展開するために、2010 年 7 月より本部・本店営業部に

て「エコアクション 21」への取組みを開始し、2013 年 2 月に全店ベースで認証取得しまし

た。 
「エコアクション 21」の基本的活動である節電や節水、エコドライブ、コピー用紙の使用量

削減等に取り組んだ結果、全役職員の環境に対する認識をより一層深めることができました。

http://www.seishin-shinkin.co.jp/about/environment/eco_action21/eco_action21_2013.pdf 

【特徴】 

金庫独自の取組みとして金庫周辺の清掃活動や行政機関との連携による活動等を掲げ、計画

通り実施しました。更に、校庭の芝生化普及に向けた活動を展開する「しずおか校庭芝生化

応援団」に協賛し、2012 年 4 月より活動を開始しております。 
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 030-02  

環境配慮型金融商品の取扱い 

【原則２】 

ア． せいしん「環境格付融資Ⅱ」 
地球温暖化対策に取り組む地元中小企業を積極的に応援するため、環境支援型の融資商品を

販売しました。本商品は、省エネ設備等温暖化対策に必要な設備資金を対象にして、「環境格

付」の結果により、金利優遇をさせていただいております。 
 
イ．せいしん「地元応援融資 成長サポート」 
環境・エネルギー事業等、地域経済の成長基盤を築く分野へ進出する事業者の皆さまをサポー

トするための資金を取り扱っております。環境・エネルギー事業等にかかる運転資金・設備

資金いずれも取扱いが可能です。 
 
ウ．環境活動参加型定期預金 
平成 19 年度から平成 24 年度まで、「静岡県地球温暖化防止活動推進センター」へ販売総額

の一定割合を寄付する定期預金を取扱い、地球温暖化防止事業にお役立ていただいています。

同センターへの寄付は計 11 回行っており、寄付金総額は 2,382 万円となりました。これまで

の寄付金は、県内小学校への出張環境授業や地球温暖化に関する子供向け普及啓発冊子の作

成、グリーン電力証書の購入などに充てられる等、当地域の温暖化防止活動において有効に

お役立て頂いております。 

【特徴】 

環境参加型商品（預金）、環境支援型商品（融資）の販売を通じ、地域金融機関の特徴を活か

した啓発活動を実施しているとして「平成 20 年度地球温暖化防止活動環境大臣表彰（環境教

育・普及啓発部門）」を受賞 しました。 
また、顧客の地球温暖化防止の取組みをサポートする商品の販売について、「平成 19 年度静

岡県地球温暖化防止活動知事褒賞」を受賞しました。 

 030-03  

「しずおか校庭芝生化応援団」への協賛・協力 

【原則３】 

校庭の芝生化普及に向け活動展開する「しずおか校庭芝生化応援団」に協賛し、幼稚園また

は保育園にて芝生ポット苗の植え付作業や芝刈り作業に協力しております。 

【特徴】 

 030-04  

「環境キッズしずおかプログラム」 

【原則３】 

静岡市が主催する、環境に対する子どもたちの意識向上を目的とする「環境キッズしずおか

プログラム～静岡市！目指せ！エコリーダー！～」事業に協力致しました。 
平成 24 年度は環境キッズしずおかモデル校にて、当金庫職員が参加者に「エコリーダー認定

書」を授与致しました。 

【特徴】 
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 030-05  

「静岡市河川環境アドプトプログラム」への参加 

【原則３】 

環境貢献活動の一環として、静岡市と合意書を交わし「静岡市河川環境アドプトプログラム」

の活動を継続実施しています。本部全役職員（営業店職員は任意）が参加し、安倍川河川敷

に散乱しているゴミなどの除去作業を行っています。 

【特徴】 

 030-06  

営業店独自の活動 

【原則５】 

本支店に「エコリーダー」を配置し、地球温暖化防止に向けた独自の活動を日々計画的に実

施しております。静岡県の「ふじのくにエコチャレンジACTION」にエントリーするととも

に、活動内容の優れた店舗を表彰する「GREEN 表彰」も当金庫独自に設けております。 

【特徴】 

 

■ 西武信用金庫 

 028-01  

『eco.定期預金』 

【原則３】 

西武信用金庫が取り扱う『eco.定期預金』は、お預入れいただいた定期預金の税引後利息の

20％と、それと同額を当金庫が拠出し、その合計額を地域環境保全 NPO 団体等に寄付する

仕組みの定期預金です。 

【特徴】 

助成団体には、助成金を活用した活動報告をいただき、eco.レポートとして取りまとめ、ご

預金をいただいた皆さまに、お届けさせていただいております。 

 

■ 株式会社 大光銀行 

 053-01  

環境に配慮した商品の取扱い 

【原則３】 

・たいこう環境融資「エコライナー」 
環境保護・環境保全に積極的に取り組む企業・事業主の皆さまを支援するため、当行所

定の金利から一定の金利を引下げする環境融資の取扱いを行っております。 
・たいこう環境対策支援私募債 

環境保護・環境保全に積極的に取り組む企業の皆さまを支援するため、環境配慮型企業

の皆さまが発行する私募債の事務委託取扱手数料率・保証料率の引下げを実施しており

ます。 
・住宅ローン 
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環境対策設備を設置している住宅の場合、当行所定の金利から一定の金利引下を実施し

ております。  
・マイカーローン 

低公害車や低燃費車かつ排出ガス規制適合車を購入される場合、当行所定の金利から一

定の金利引下げを実施しております。 
 
http://www.taikobank.jp/company/eco/index.php 

【特徴】 

 053-02  

環境保護への取組み 

【原則３】【原則５】 

・環境に配慮した店舗新築 
店舗を新築する際は、建築素材に再生材や間伐材を極力採用し、省エネタイプの照明機器

や空調設備の導入を行っております。また、机やイスなども再生材やリサイクルのための

分別設計・材料表示されたものの購入など環境に配慮した店舗づくりを行っております。 
 
・資源の再利用 
紙資源の再利用を目的として、名刺やお客さまへお配りする手帳に再生紙を使用し、粗品

についても順次、エコマーク付のティッシュなど環境に配慮した商品を積極的に採用して

おります。また、行内で使用するパソコンのプリンタートナーのリサイクル化を実施して

おります。 
 
・ボランティア活動 
新潟県の美しい自然と景観を守るため、2009 年 10 月より十日町市松之山の棚田にて、田

植えと稲刈りのボランティア活動に参加しております。 
 
http://www.taikobank.jp/company/eco/index.php 

【特徴】 

 

■ 株式会社 第三銀行 

 033-01  

紙リサイクル 

【原則５】 

限りある資源の有効活用を図るため、使用済みの書類を再処理し、ティッシュペーパーな

どにして再利用する「紙リサイクルシステム」を、東京支店を除く（97 店舗）で、2003
年より実施しています。 
使用済み書類をトイレットペーパー、ポケットティッシュ、ボックスティッシュにリサイ

クルし、これらを当行で使用しているほか、お客さまへの頒布品として使用しています。 

【特徴】 

2003 年度の紙リサイクル量  226,241kg 
2012 年度の紙リサイクル量  261,298 kg 
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■ 株式会社 第四銀行 

 049-01  

環境配慮型商品・サービスの展開 

【原則２】 

・ 環境格付け融資制度や環境配慮型私募債を通じた資金調達サポートの実施 
・ 「エコアクション 21」認証取得のための支援プログラムの実施 
・ 太陽光発電普及促進に向けた専用ローンの取扱 
・ 信託報酬の一部を公益財団法人尾瀬保護財団へ寄附する、投資信託「自然環境保護ファ

ンド尾瀬紀行」の販売 

【特徴】 

ニュービジネス企画室に環境分野の専担者を配置 
 

 049-02  

環境保全行動の実践 

【原則４】 

・ 平成 21 年度より森林整備活動「だいしの森づくり」を開始 
・ 希少金属の有効活用による環境負荷軽減を目的とした不要小型家電の回収を実施 

【特徴】 

・ 「だいしの森づくり」は新潟県が実施する「森づくりサポート事業」を活用 
・ 回収した不要小型家電は、新潟県内の社会福祉施設に送られ、障がい者の就労支援の一環

として、希少金属を取り出す作業に使用される 

 049-03  

ホームページを活用した情報開示 

【原則６】 

ホームページに環境関連コンテンツ「だいし eco Report」を作成し、環境関連への取組み

を情報発信 

【特徴】 

イラストを活用し、弊行の取組みを分かりやすく紹介 

 

■ 株式会社 大正銀行 

 163-01  

環境配慮型金融商品の取扱い 

【原則１】【原則６】 

住宅での太陽光発電設備設置や中小企業者での再生可能エネルギー発電設備設置を支援す

るため、有利な金利でご利用頂ける大阪府提携商品「創エネ・省エネ・省 CO2 機器設置特

別融資」を取扱っています。また省エネ関連設備を有する住宅向けに金利を引下げる「た

いしょう 住宅ローンご近所」を取扱っています。 
・https://www.taishobank.co.jp/download.php?file_name=20120401DS_TSU.pdf&dir_kbn=DSC 86 頁 
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【特徴】 

銀行本来の業務を通じた持続可能な社会の形成に向けた取組みを推進しています。 

 163-02  

「SAKAI エコ・ファイナンス サポーターズ倶楽部」での取組み 

【原則２】【原則３】【原則６】 

堺市内に営業拠点を置く 22 金融機関（80 店舗）とともに「SAKAI エコ・ファイナンス サ
ポーターズ倶楽部」を設立し、堺市と地球環境温暖化防止に関する協定を締結しています。

同倶楽部では金融商品・サービス・情報の提供や、地域産業活性化のための環境イベント

の実施等により、低炭素都市実現を支援しています。 
・https://www.taishobank.co.jp/download.php?file_name=20100401-20110331DS_chu.pdf&dir_kbn=DSC 02 頁 

・http://sakai-eco-fsclub.jp/ 

【特徴】 

環境産業に代表される「持続可能な社会の形成に寄与する産業」の発展と競争力の向上を

支援しています。また、地域の振興と持続可能性の向上の視点に立ち、中小企業等の環境

配慮や市民の環境意識の向上を支援しています。 

 163-03  

環境保全活動への取組み 

【原則５】【原則６】【原則７】 

「チャレンジ 25 キャンペーン」に参加し、CO2削減に向けた取組みを実施しています。 
（「クールビズ」・「ウォームビズ」の実施、グリーン製品や環境に配慮した製品等の購入、

ATM の省エネ運用や明細書発行の選択化、営業店の壁面・屋上緑化、間伐材製の家具の採

用、環境配慮型通帳の採用、エコドライブ、営業用自動車・バイクの燃費管理等） 
・http://www.taishobank.co.jp/download.php?file_name=100806_DS.pdf&dir_kbn=DSC 17-18 頁 

【特徴】 

省資源・省エネルギー等の環境負荷の軽減に積極的に取組んでいます。また、環境配慮を

日常業務において積極的に実践するため、環境問題に対する役職員の意識向上を図ってい

ます。 

 

■ 株式会社 大東銀行 

 083-01  

エコ定期預金「ふるさと環境応援団」の取扱い 

【原則２】 

・お客さまからお預けいただいた預金残高に応じて、その 0.005%に相当する金額を当行が

拠出し「湖美来基金（みずみらいききん）」へ寄付する。 
・平成 18 年 9 月の取扱開始以降、7 回寄付を行い、寄付金合計は 3,423 千円。 

【特徴】 

「湖美来基金（みずみらいききん）」への寄付をとおして、地域の環境保護活動をサポート

している点。 
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■ 高崎信用金庫 

 110-01  

たかさきアダプトまち美化活動の取組 

【原則３】 

平成 26 年 7 月の当金庫創立 100 周年に向けた活動として、地域の環境保全に一層取り組も

うと、平成 23 年 5 月より、地元の河川である烏川の清掃活動に継続的に取り組むこととし

ました。 
活動開始にあたり、当金庫では、高崎市が実施する「たかさきアダプトまち美化活動事業」

ならびに国土交通省関東地方整備局高崎河川国道事務所が実施する「アダプトプログラム

烏川・神流川」において協定を締結し、地域や関係機関と連携した清掃活動を実施するこ

ととしました。 
活動場所は、高崎市内を流れる烏川の和田橋から聖石橋球場までの河川敷および土手の約 1
キロの範囲です。 
実施時期は、年間 4 回（5 月、7 月、11 月、2 月）で、空き缶やたばこの吸い殻などのゴミ

拾いが主な活動内容です。なお、平成 25 年の活動実績は以下のとおりです。 
第 7 回清掃活動…平成 25 年 3 月 23 日(土)実施 参加者 93 名 
第 8 回清掃活動…平成 25 年 5 月 25 日(土)実施 参加者 113 名 
第 9 回清掃活動…平成 25 年 7 月 20 日(土)実施 参加者 104 名 
第 10 回清掃活動…平成 25 年 11 月 16 日(土)実施 参加者 102 名 

【特徴】 

本活動の特徴は、「アダプト」という仕組みを活用しているところです。「アダプト」とは、

「養子縁組」という意味で、地域住民が「里親」となり。河川・道路・公園などの公共的

スペースの一定区間を「養子」に見立て愛情と責任を持って美化（清掃）活動を行い、こ

れを行政が支援する制度です。 
また、地域の皆さまに本活動を知っていただき、地域の環境美化に少しでも繋がればとの

思いから、活動時にはお揃いのスタッフジャンパーまたはポロシャツを着用し、活動を PR
しています。 

 110-02  

マイカーローンのエコカー金利優遇 

【原則３】 

マイカーローン（たかしんカーライフプラン、たかしん自動車ローン「モア」）をご利用の

際、エコカーを購入される方に対して金利を 0.3％引き下げています。 

【特徴】 

利用者にわかりやすくするため、対象となるエコカーは車種や構造ではなく「エコカー減

税対象車」としています。 

 110-03  

住宅の省エネ改修のための金利優遇ローン 

【原則３】 

住宅の省エネ改修に対して金利を優遇したリフォームローン（たかしん目的ローン「エコ

リフォームプラン」、無担保すまいるローンⅡ型）をご用意しています。 
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【特徴】 

固定金利選択型商品のたかしん目的ローン「エコリフォームプラン」については他の目的

ローンより金利を低く設定し、変動金利商品の無担保すまいるローンⅡ型（エコリフォー

ムローン）は基準金利から 0.3％金利を引き下げています。 

 110-04  

環境保全活動に貢献するカードローン「たかしん エコきゃっする」 

【原則３】 

新規契約 1 件につき 100 円を環境団体に寄付（当金庫負担）することで環境保全に貢献す

ることをコンセプトとした商品です。 

【特徴】 

平成 19 年の発売以来、年度単位で新規契約数に応じた金額を（社）群馬県緑化推進委員会

の「緑の募金」に寄付、現在 23 年度分まで総額 389,500 円を寄付しました。 
平成 24 年度分は 30,800 円を寄付しました。 

 110-05  

「ISO14001」認証取得 

【原則５】 

平成 13 年 8 月、高崎信用金庫本店は環境管理の国際規格「ISO14001」を認証取得しまし

た。環境方針を定め、環境マネジメントシステムを実践、環境負荷の低減活動を推進し、

電力消費量の削減、廃棄物減量とゴミ分別の徹底、紙の消費量削減に取り組み、平成 15 年
にはたかさき地球市民環境賞（企業部門賞）を受賞、現在たかさき地球市民環境会議に企

業部会員として参画しています。 
サプライヤーに情報指示を行い、結果を確認しています。 

【特徴】 

平成 7 年に建設した本店建物は、高断熱・屋上庭園等環境に配慮した構造・仕様となって

おり、環境エネルギー優良建物マーク（エコマーク）の取得を始め、平成 9 年には環境省

エネルギー建築賞を受賞しています。 

 110-06  

信用金庫業界の環境自主行動計画の推進 

【原則７】 

平成 20 年度から 24 年度までの 5 年間で、電力、ガソリン、紙の使用量を平成 18 年度比 6％
以上減とすることを目標に削減に取り組みました。 
平成 25 年度から 32 年度までの 8 年間で、電力、ガソリン、紙の使用量を平成 18 年度比

15％以上減とすることを目標に削減に取り組します。 

【特徴】 

CO2排出量削減の取り組み、全営業店の削減目標を設定し、8 ヵ年計画の実効性を確保して

います。 
LED 照明の導入 
本店営業部をはじめ、北支店、井野支店、豊岡支店、貝沢支店など、5 ｹ店舗の営業室に LED
照明を導入しています。LED 照明の導入により、省電力・省エネルギーを推進しています。

 110-07  



預金・貸出・リース業務 取組事例 

186 

平成 24 年 8 月より群馬県吾妻郡にある株式会社吾妻バイオパワーが運営する「吾妻木質バイオ

マス発電所」で発電されたグリーン電力を利用して作成した定期積金通帳と現金封筒を導入。 

【原則５】 

グリーン電力とは、自然エネルギーや再生可能エネルギーにより発電された電力のことで

す。木質バイオマス発電もそのひとつで、建設廃木材や公園・街路樹などの剪定作業で発

生する剪定枝などをチップ状に砕いた木質チップを燃料として発電しています。樹木は成

長過程で光合成により大気から CO2を吸収するため、木質チップを燃やした時に CO2を排

出しても、全体として CO2量は増加しないことになります。このように CO2を吸収する量

と排出する量がプラスマイナス・ゼロになることをカーボンニュートラルといい、地球温

暖化の防止につながります。 

【特徴】 

グリーン電力の利用とは、当金庫が発注した通帳および封筒の製造工程や印刷工程で使用

する電力量を受注先が計量し、当金庫がその使用電力量に相当するグリーン電力の環境価

値を買取ることで、結果として環境にやさしい電力を使用して通帳や封筒を製造・印刷し

たとみなされる仕組みです。 

 

■ 高松信用金庫 

 064-01  

河川清掃活動 

【原則７】 

ボランティア活動の実施 
高松信用金庫は、香川県と高松市とのパートナーシップ事業を 2003 年度より年３回実施し

ております。 
2012 年度は、6 月 15 日（土）に総勢 111 名、10 月 13 日(土)に総勢 245 名および 2013 年

3 月 17 日(土)に総勢 210 名の役職員（6 月は OB 含む）が香東川と土器川の河川清掃活動

を実施しました。 

【特徴】 

 064-02  

植樹活動 

【原則７】 

「フォレストマッチング協働の森づくり」活動 
当金庫では、地域の環境保全活動に協力することを目的に官民が一体となって里山整備活

動を行う「フォレストマッチング協働の森づくり事業」に参画しております。2012 年 12
月 15 日（土）および 2013 年 3 月 16 日（土）の 2 日間で延べ 106 名の役職員とその家族

が参加し、12 月 15 日に荒れ果てた竹林を伐採し、3 月 16 日に竹林跡にコナラの苗木 300
本を植樹しました。 

【特徴】 
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■ 株式会社 筑邦銀行 

 175-01  

地域清掃活動の実施 

【原則３】 

毎月第 3 水曜日に店舗周辺地域の清掃活動を行っています。 
また、「都心部道路美化キャンペーン」「筑後川・矢部川河川美化ノーポイ運動」などの地

域の清掃活動にも毎年積極的に参加しています。 

【特徴】 

 175-02  

クールビズ・ウォームビズの実施 

【原則５】 

地球温暖化防止策・節電対策の一環として、全店および本部でクールビズ（5 月～10 月）・

ウォームビズ(12 月～3 月)の実施に取り組んでいます。 

【特徴】 

 175-03  

ハイブリッド車の導入 

【原則５】 

環境に配慮した取組みとして、商用車をガソリン車からハイブリッド車に変更（8 台）しま

した。今後も、台数を増やしていく予定です。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 千葉銀行 

 043-01  

お客さまによる環境に配慮した取組みの支援 

【原則１】【原則２】【原則３】【原則５】 

・ 環境に関連した融資商品の拡充 
環境に配慮した経営を実践している事業者を支援すべく、2012 年、環境格付融資制度（ち

ばぎんエコ・ステップ）、環境格付融資制度Ⅱ（ちばぎんエコ・ステップⅡ）を創設しま

した。また、発電事業参入に向けた、太陽光発電事業支援融資制度（ちばぎんエコ・パ

ワー）も取扱っています。 
・ 環境関連セミナー等の実施 

お客さまの環境問題に対する意識の醸成や取組みの促進を図るべく、「省エネ・ECO セ

ミナー」の開催や「省エネ診断」サービスの提供等を実施しています。 

【特徴】 

 043-02  

温暖化対策への取組み 

【原則１】【原則５】【原則７】 
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店舗への太陽光発電システムの設置及び屋上緑化の敷設、 電気自動車の導入、LED 電飾

ポスターケースの導入、クールビズ・節電ビズの実施、ライトダウンキャンペーンへの参

加等の取組みを実施しています。 

【特徴】 

 043-03  

グループ役職員一丸となった、CSR 活動への積極的な取組み 

【原則１】【原則６】【原則７】 

・ グループ CSR 活動方針に基づく CSR 活動の推進 
千葉銀行グループは、地域とともに歩む地方銀行グループとして、本業等をつうじて全

てのステークホルダーの皆さまからの期待にお応えするとともに、持続可能な地域社会

の実現に貢献できるよう「グループ CSR 活動方針」を掲げ、グループ役職員一丸となっ

て CSR に取り組んでいます。社会貢献の分野においては、｢ひと｣｢環境｣｢産業｣の｢未来

を育む｣をキーワードとした各種活動を展開しています。 
・ CSR 活動に関する情報開示 

ディスクロージャー誌での紹介や CSR 活動に関する専用ホームページの設置など、様々

な媒体を活用して、CSR 活動等に関する積極的な情報開示に努めています。 

【特徴】 

 043-04  

美化活動 

【原則３】【原則４】【原則７】 

・ 九十九里浜・印旛沼等におけるクリーンウォーク 
2003 年 6 月に、第 1 回「九十九里浜クリーンウォーク」をスタート。以後、毎年 6 月

に役職員や OB のボランティアにより定期的に開催し、環境美化活動に努めています。

現在はボランティア約 300 名が参加しています。また、2009 年 3 月より、千葉県の主

導する印旛沼再生のためのアダプト制度（印旛沼連携プログラム）の一環として、役職

員や OB のボランティアが、印旛沼の水質保全活動（印旛沼クリーンウォーク）に参加

しています。その他、県内各地の海岸や公園、店舗周辺などでも定期的にボランティア

による清掃活動を行っています。 

【特徴】 

 043-05  

緑化活動 

【原則３】【原則４】【原則７】 

・ 「ちばぎんの森」森林整備活動 
2003 年および 2005 年から開始している富津市鬼泪山（きなだやま）における「ちばぎ

んの森（第 1）(第 2)」森林整備活動では、植樹したヒノキの育樹活動を実施。また、2010
年 3 月には、長生郡白子町における「ちばぎんの森（第 3）」森林整備活動では、当行役

職員・OB、地域の方々のボランティアにより、クロマツやカワヅザクラなど約 4,000
本の苗木を植樹しました。その後もボランティアによる草刈り等の育樹活動を継続して

います。 
2013 年 2 月には、当行の創立 70 周年記念事業の一環として、松くい虫や東日本大震災
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の津波の被害を受けた山武市蓮沼の保安林における「ちばぎんの森（第 4）」森林整備活

動の開始にあたり、当行の役職員・OB および地域の方々のボランティア総勢 600 名で、

クロマツやオオシマザクラなど約 5,000 本の苗木を植樹しました。同地においても、こ

れまでの「ちばぎんの森」と同様、定期的な草刈り等の育樹活動を継続していきます。

【特徴】 

 

■ 株式会社 千葉興業銀行 

 051-01  

「エコ（eco）でやさしい店づくり」 

【原則１】【原則３】 

新店舗を「エコ（eco）でやさしい店づくり」をテーマに、「お客さまにやさしい」「地球に

やさしい」「環境にやさしい」の３つのコンセプトに基づいて建設しました。ハイブリッド

街路灯、カーボンオフセット認証カーペットや床材の使用、国内初の調湿建材として登録

認定されている壁材等を導入しております。 

【特徴】 

環境に配慮した店舗づくりの取組みです。 

 051-02  

緑のカーテン 

【原則１】【原則５】 

環境保護活動の一環として、支店建物の一部の外壁で「緑のカーテン」の取組みを実施し

ています。これは、光合成によって、CO2 の吸収を図るとともに、夏の強い日差しが窓を

通して室内に入り込むのを遮り、空調負荷の低減などに貢献するものです。 

【特徴】 

環境保護運動への取組みです。 

 051-03  

「千葉県下一斉ゴミゼロ運動」と「国道をきれいにする会」への継続参加 

【原則１】【原則７】 

春の「県下一斉ゴミゼロ運動」に、行員・スタッフおよびその家族が毎年ボランティア参

加しております。また、国道 14 号・357 号沿線の 16 企業・団体で組織される「国道をき

れいにする会」に参加し、毎月沿道の清掃を実施しております。 

【特徴】 

環境整備活動への取組みです。 

 051-04  

住宅ローン・コスモス環境ローン（ウィズガス住宅ローン・オール電化住宅ローン） 

【原則２】 

千葉興業銀行では、地球に優しい住宅の建設・購入をお考えの方向けに、コスモス環境（エ

コ）ローンを提供し、金利を割引きしています。 
・ウィズガス住宅ローン 
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ご融資対象者：家庭用ガスコージェネレーションシステム等（「エコウィル」）を設置され

る方。 
・オール電化住宅ローン 
ご融資対象者：東京電力（株）の電気料金メニュー「電化上手」（季節別時間帯別電灯）を

契約し、全電化住宅割引が適用される方。 

【特徴】 

 051-05  

世界銀行発行「グリーンボンド」への投資 ～ 債券投資を通じた地球温暖化対策 ～ 

【原則４】【原則６】【原則７】 

平成 24 年 2 月、世界銀行が新規に発行するグリーンボンド（発行総額 1,000 万米ドル全

額）を購入しました。グリーンボンドで調達した資金は、世界銀行の環境専門家が一定の

基準に基づいて選定した地球温暖化対策事業を支援するためのみに活用されます。投資を

通じて地球温暖化対策に貢献するという趣旨に賛同し、平成 24 年 3 月の創立 60 周年記

念事業の一環として実施しました。 

【特徴】 

地球温暖化対策事業に活用するという明確な目的のために発行される債券に投資する取組

みです。 

 

■ 中央労働金庫 

 068-01  

エコ引下げの実施 

【原則１】【原則２】 

中央労働金庫では“エコ引下げ”として、オール電化住宅、ガス省エネ住宅、太陽光発電

住宅、長期優良住宅への住宅関連資金の融資に対して金利引下げを行っています。 

【特徴】 

環境に配慮した住宅を購入またはリフォームを行うお客様に対して、ローン金利の引下げ

を行います。 

 068-02  

環境イベントの協賛 

【原則１】【原則２】【原則３】【原則４】【原則７】 

中央労働金庫は、東京代々木公園で開催された環境イベント「アースデイ東京 2013」に協

賛し、国際青年環境 NGO「A SEED JAPAN」とともにエコ金融エリア内にブースを設定

し、職員ボランティアによる「エコ貯金」の呼びかけ、他団体との交流等を行いました。 

【特徴】 

イベントの参加によって、職員をはじめ利用者の環境問題への関心を喚起しています。 

 068-03  

群馬県森林ボランティア 

【原則１】【原則３】【原則４】【原則７】 
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中央労働金庫群馬地区では、2007 年より群馬県の仲介により森林所有者と協定した「企業

ボランティアによる森林整備活動」に取り組んでいます。 
春・秋の休日に、群馬県内を中心とする金庫役職員・家族に参加を呼びかけ、約 3 時間の

森林間伐作業を行っており、2013 年度は春の取組みで 125 名、秋の取組みで 111 名の役職

員・家族が参加しています。 

【特徴】 

地球温暖化防止に向けた環境保護取組としての森林保護活動です。 

 068-04  

電気自動車の導入 

【原則１】【原則５】 

営業車として電気自動車を 3 台導入しています。性能や効果を検証の上、今後の導入を検

討してまいります。 

【特徴】 

 

 068-05  

中長期的な省エネ施策等の措置 

【原則１】【原則５】【原則６】【原則７】 

中央労働金庫は、改正省エネ法に基づく省エネ施策として、使用設備について下記を実施

しています。 
① 機器設置可能な拠点において、使用電力をモニタリングする「デマンド監視装置」を設

置しています。 
② 営業室が太陽熱の影響を受けやすい方角に設置されている店舗を対象に、営業室のフロ

アガラスへ遮熱フィルムを貼付しています。 
③ 店舗の移転・建替・大規模改修工事において、積極的に高効率の空調設備や照明等を

導入し、2013 年度までに 6 店舗に太陽光パネルを設置しています。 

【特徴】 

積極的な省エネルギー施策により、電力需要の大幅削減を目指しています。 

 068-06  

日常業務での取組み 

【原則１】【原則５】【原則６】【原則７】 

① 毎月、営業店等の各拠点の節電実績（対前年比）を庫内イントラネットで公表し、拠

点における節電意識の向上に取り組んでいます。 
② 5 月～10 月末までの期間において、クールビズ（ノー上着・ノーネクタイ）で就業して

います。 
③ 職員に対する環境教育の一環として、環境保全ボランティアの斡旋や検定試験の紹介な

ど各種情報発信を行っています。 
④ ペットボトルキャップのリサイクルによる収益金で、開発途上国の子供たちにワクチン

を購入する「エコキャップ」収集運動を推進しています。 

【特徴】 

各種日常業務での取組みを通じて職員の省エネに対する意識を高めています。 
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■ 株式会社 中京銀行 

 117-01  

環境関連金融商品の取扱い及び金利優遇について 

【原則２】 

＜個人用金融商品＞ 
・ 環境にやさしいハイブリッド車、電気自動車、天然ガス車、燃料電池車、エコカー減税

対象車の購入向け「エコカーローン」を低金利で取扱っています。 
・オール電化、ガス発電、給湯暖房システム「エコウィル」、省エネ給湯器「エコジョーズ」

に関する設備やエコカー購入を資金使途とする無担保ローンの金利優遇（変動金利 年
△1.5％）を実施しています。 

・オール電化住宅、エコウィル・エコジョーズ・エネファーム住宅を購入の場合、住宅ロー

ンの金利優遇（年△0.1％）を実施しています。 
 
＜事業用金融商品＞ 
・ 環境問題に対する社会の意識の高まりを捉え、社会貢献度の高い環境ビジネスへの取り

組みを支援するため、低公害車購入、環境認証取得、地球温暖化防止関連施設の設置お

よび公害防止等関連施設の設置を融資対象とした「中京・エコ・ビジネスローン」を取

扱っています。 
・ 農業者向け融資商品「中京農業育てるローン」を取扱い、農業者の方々の幅広い資金ニー

ズに対応するとともに、農業分野の支援に積極的に取り組んでいます。 

【特徴】 

 117-02  

「エコ」宣言を行い、「環境負荷の低減」、「金融サービスを通じた環境保全」に向けた活動を展開 

【原則２】【原則５】【原則６】 

創立 70 周年を機に、「エコ」宣言を行い、「環境負荷の低減」、「金融サービスを通じた環境

保全」に向けた活動を展開しています。 
 
１．「エコ」宣言 

～ 私たちは、環境に配慮した活動を通じ、地域社会に貢献します ～ 
 
２．活動内容 
・「環境負荷の低減」、「金融サービスを通じた環境保全」に向けた活動 
 
（１）環境負荷の低減 

1、エコカーの導入 
・ 役員車両を全車プラグインハイブリッドカーに、営業車両全車をエコカーへ切替 
2、省エネ 
・ 節電 蛍光灯の間引き、エレベーターの一部休止、省電力型ＡＴＭへの更改、環

境配慮型店舗への移行、クールビズ・ウォームビズの徹底など 
・ 節約 ATM の取引明細書発行の選択機能の導入、2in1 印刷（1 紙面に 2 面を縮小

して印刷）・エコ印刷（エコモード印刷、両面印刷）の徹底 など 



預金・貸出・リース業務 取組事例 

 

193 

・ その他 ベジタブルインキ・FSC 認証紙の使用、エコ粗品の使用など 
 
（２）金融サービスを通じた環境保全 

1、エコ定期預金 
・ お預け入れいただいたエコ定期預金の総額の一定割合を公益社団法人等に寄付する

2、エコ投資信託 
・ 当行が受け取るエコ投資信託の信託報酬の一部を環境保護団体等に寄付する 
3、エコ関連融資 
・ エコカーローン 
・ 環境に優しいエコカーを購入されるお客さまにお得な金利プランを提供する 

・ エコ住宅･リフォームローン 
・ 環境に配慮した住宅を新築・購入されるお客さまへの適用金利を優遇する 
・ エコ設備（太陽光発電・エコジョーズ等）を設置されるお客さまへの適用金利を

優遇する 
・ エコ融資（事業性） 
・ お客さまの環境ビジネス（低公害車等の購入、環境に係る認証の取得等）への取

り組みを低レートのご融資で応援する（中京・エコ・ビジネスローン） 

【特徴】 

当行は、環境に配慮した活動を通じて、今後も積極的に地域社会に貢献していきます。 

 117-03  

オール紙製のチューブファイルの導入による環境負荷を軽減 

【原則５】 

綴じ具まで全て紙製のチューブファイルをコクヨと共同開発し導入しました。従来は書類

廃棄時に再利用できない廃棄物が発生しましたが、新型ファイルでは書類を綴じたまま

ファイルごと全て溶解処理を行い再資源化することができ、環境負荷の低減に貢献してい

ます。また廃棄書類抜き取りの必要がないため、作業の効率化にもつながっています。 

【特徴】 

環境負荷の削減への貢献に加えて、廃棄書類抜き取りの必要がないため、作業の効率化に

もつながっています。これらの取り組みにより、紙ごみの再資源化 90％を達成しました。

 

■ 株式会社 中国銀行 

 056-01  

環境配慮型店舗の導入 

【原則１】 

「人と地球環境に優しい店舗づくり」をコンセプトに環境配慮型店舗を順次導入しており

ます。環境配慮型店舗では、営業室・ロビーの証明に全面的に LED を使用するとともに屋

上には太陽光発電システムを設置するなど環境整備の導入により、総使用電力量を削減す

ることが可能となり、CO2排出量の削減効果も見込まれます。 

【特徴】 

 056-02  



預金・貸出・リース業務 取組事例 

194 

ちゅうぎん環境配慮型融資 

【原則２】 

中国銀行では、環境に配慮した経営を行う事業者をサポートするため、ちゅうぎん環境配

慮型融資を提供しています。当行所定の「環境格付チェック表」による評価をおこない、 「環

境格付」が一定以上の事業者の方が対象となります。また、当行所定の「環境格付」に応

じて最大年 0.2％の金利引下げ制度があります。 

【特徴】 

 056-03  

メガソーラー融資案件の取組 

【原則２】 

中国銀行では、お取引先が実施するメガソーラー事業に対して、ABL（アセットベースド

レンディング）の取組み等によりファイナンスを実施しています。中国銀行では今後とも

太陽光発電事業への支援体制強化を通じて地域活性化に努めていきます。 
※ メガソーラーとは、1 メガワット（1,000 キロワット）を超える大規模太陽光発電施設の

ことです。 

【特徴】 

 056-04  

CSR への取組みについて 

【原則３】 

当行は、CSR 活動にあたって、ステークホルダー（利害関係者）を【現在及び将来の「株

主」「地域社会｣｢お客さま」「従業員」等】と幅広くとらえ、頭取を委員長とする CSR 委員

会を設置しております。 
CSR の土台・中核として、コンプライアンス徹底と適切なコーポレートガバナンスにより

企業の誠実性（インテグリティ）を堅持し、「良き企業市民」として行動します。 
社会貢献活動では、地域金融機関として本業を通じた地域貢献を第一義とし、本業を超え

た幅広い社会貢献活動についても力を注ぎます。 
こういった活動を通じ、地域社会とともに発展して参りたいと考えております。 

【特徴】 

 056-05  

「ちゅうぎんの森」事業の取組み 

【原則４】 

中国銀行では、「ちゅうぎんの森」整備事業として、岡山県真庭市の風倒木被害地への整備

事業を行っております。この取組みにより「岡山県二酸化炭素森林吸収評価認証制度」の

認証を取得いたしました。この制度は、植樹や間伐などのの整備が行われた森林による二

酸化炭素吸収量を岡山県が評価・認証するものです。 
・ 整備森林の場所：岡山県真庭市黒田地内（愛称「ちゅうぎんの森」 
・ 整備面積：16ha（植樹 2.5ha、下刈り 5ha、間伐 13.5ha） 
・ 平成 20 年 11 月 7 日真庭市と覚書締結。協定期間 10 年間 

【特徴】 
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 056-06  

太陽光発電設置 

【原則５】 

中国銀行創立 80 周年記念事業の一環として、本店ビル（本店西側４階屋上）に太陽光発電

を導入致しました。銀行の本店に設置する太陽光発電施設としては、日本最大です。(当行

の調べ。2008 年 11 月 12 日現在。) 
設置時点での年間発電量予測は 19,795kwh／年、年間 CO2削減量換算（試算）で 19 トン

となります。 

【特徴】 

グリーン電力（再生可能エネルギーによる発電）の普及貢献と、役職員の環境意識啓発に

資するとともに、中学・高校生等の環境教育教材として公開することを目的としています。

 

■ 中国労働金庫 

 144-01  

ローン商品の金利引下げによる環境保全に配慮した消費行動の促進 

【原則２】 

エコカーや環境に配慮した住宅の購入等の場合について融資金利の引下げを実施していま

す。 

【特徴】 

 144-02  

NPO の活動支援 

【原則２】 

NPO への助成金および NPO 寄付システム（口座振替による利用者からの寄付）による寄

付金を通じて環境保全に取り組む NPO を支援しています。 

【特徴】 

 144-03  

環境経営システム「エコアクション 21」の認証取得 

【原則５】【原則６】 

全事業所においてゴミ・CO2 排出量の削減や資源の有効活用に取り組んでいます。 

【特徴】 

新店舗への太陽光発電設備の導入 

 

■ 中日信用金庫 

 040-01  

エコ定期「私は CO2 削減を宣言します！定期」の取扱い 

【原則１】【原則３】 
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環境省が推進していた「私のチャレンジ宣言」（1 人 1 日 1kgCO2削減）キャンペーンに賛

同し、チャレンジ宣言カードをご持参の方に預金金利を優遇するもの。また、預入残高に

応じ当金庫が環境保全団体へ寄付することで、預金者は間接的に寄付に参画できる仕組み

としました。 

【特徴】 

この取り組みを通じ「私のチャレンジ宣言」の参加者を増やし、CO2 削減の行動を後方支

援しました。 

 040-02  

「生物多様性について考えてみませんか定期」の取扱い 

【原則１】【原則３】 

地元名古屋での COP10 開催(2010 年)を控えた 2009 年、インパクトのある名称の定期預

金を取扱い、チラシや店頭で生物多様性に関する情報提供や店内装飾をすることで、当時

認知度が低かった生物多様性や COP10 について、地元の関心を高めました。また、預入

残高に応じ当金庫が「COP10 支援実行委員会」等へ寄付する仕組みとしました。初回リリー

スは「国際生物多様性の日(5/22)」としました。（2009 年 5 月～2010 年 10 月） 

【特徴】 

生物多様性や COP10 について地元で関心を高める契機になり「生物多様性日本アワード」優秀

賞を受賞しました。 

 040-03  

法人格付における「生物多様性」に配慮した取組みの評価 

【原則１】【原則３】 

取引先企業の生物多様性保全に配慮した取組みを評価し、法人格付に反映する仕組みを導

入しました。中小・零細企業が多いため、評価する内容は簡便なものとし、取り組みやす

いものにしました。（2010 年 4 月～） 

【特徴】 

法人格付アップは融資金利が有利になるため、企業の生物多様性保全に配慮した行動の動機付

けにつながっています。 

 040-04  

エコビジネスローン「元気くん G（グリーン）」の取扱い 

【原則１】【原則３】 

生物多様性や環境に配慮した取組みに関する資金について、無担保で融資する商品です。

当金庫の他の無担保商品より金利体系を低く設定しています。また、当該企業の生物多様

性や環境に配慮した取組状況によって、さらに金利を優遇しています。（2010 年 6 月～） 

【特徴】 

企業の生物多様性や環境に配慮した行動を、融資金利優遇の形で後方支援しています。 

 040-05  

地元中学校に対する生物多様性参考図書寄贈 

【原則１】【原則３】 

名古屋市他、当金庫の本支店の在する市町の全公立中学校に対し、生物多様性関連の啓発
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図書を寄贈しました。(2012 年 5 月) 

【特徴】 

将来を担う若い世代に対し、生物多様性の重要性に関心をもってもらうきっかけ作りの役

割を果たしました。 

 040-06  

「つなげよう！生物多様性 定期」の取扱い（2012 年 2 月～2012 年 4 月） 

【原則１】【原則３】 

「生物多様性について考えてみませんか定期」(2009 年 5 月～2010 年 10 月)のリニューア

ル版として、取扱いを再開しました。2010 年に地元名古屋で開催された COP10 終了後も

引き続き、地域の方々に生物多様性への関心をもっていただく目的で取扱いをしました。

「生物多様性について考えてみませんか定期」同様に預入残高に応じ、生物多様性保全を

支援する団体等へ寄付する仕組みとなっています。 

【特徴】 

 040-07  

「みどりいっぱい！ 定期」の取扱い（2012 年 5 月～2012 年 7 月、2013 年 5 月～2013 年 7 月） 

【原則１】【原則３】 

名古屋市における都市緑化活動等を行っている「公益財団法人名古屋市みどりの協会」と

タイアップし、当定期預金の取扱いを通じ、都市緑化活動への啓発等を行った。また、預

入残高に応じ当金庫が同協会へ寄付を行う仕組みとした。 

【特徴】 

 040-08  

環境に配慮した商品（消費者ローン）の取扱い 

【原則２】 

・ 「エコカー減税」対象車の新車購入資金に係る自動車ローンについて、低廉な金利・保

証料設定での取扱い。（2009 年 5 月～） 
・ 太陽光発電等のエコ関連の購入、設置に係るリフォームローンについて、低廉な保証料

設定での取扱い（2013 年 1 月～） 

【特徴】 

 040-09  

環境配慮型店舗の開設 

【原則５】 

西春支店開設（2006 年 10 月）をはじめ、清洲支店（2010 年 12 月）、尾張旭支店（2011
年 12 月）と、店舗新築の都度、太陽光発電システム、風力発電システム、駐車場の壁面・

路面緑化、LED 照明設置等、環境に配慮した店舗設計としています。 

【特徴】 

 040-10  

電動バイクの導入 
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【原則５】 

本店および西春支店に「電動バイク」を 3 台導入し、二酸化炭素の排出削減に役立ててい

ます。（2010 年 3 月～） 

【特徴】 

 040-11  

環境金融推進顧問による意見交換・勉強会開催 

【原則７】 

香坂玲氏（名古屋市立大学准教授(当時)）を「環境金融推進顧問」として招聘し、環境金融

についての情報交換や勉強会を開催し、役職員の意識や知識の向上を図っています。（2010
年 6 月～） 

【特徴】 

外部の環境問題に関する有識者を招聘することで、先進事例の情報収集や専門的知識の向

上が図れます。 

 

■ 株式会社 筑波銀行 

 057-01  

オフィス環境による負荷削減、全従業員による環境保全の取り組み 

【原則１】【原則４】【原則５】 

筑波銀行では、環境負荷軽減の取組みとして、環境省「チャレンジ 25 キャンペーン」に参

加しています。また、霞ヶ浦環境科学センターとの連携活動や、エコドライブの実践、車

両更新時の低公害車の導入等を進めています。 

【特徴】 

 057-02  

オフィス環境による負荷削減、全従業員による環境保全の取組み 

【原則１】【原則４】【原則５】 

筑波銀行では、ISO14001 の認証を取得し、冷暖房の温度調節、クールビズ・ウォームビズ

を実施するほか、新築店舗への太陽光発電システムの導入やノーマイカーデーの設定など

を行なっています。また全従業員が環境保全に配慮した行動への取り組みとして、霞ヶ浦

自然再生協議会への参加や茨城エコ事業所への登録を行なっています。さらに「日本の森

を守る地方銀行有志の会」を通じた活動に参加し、「筑波銀行あゆみの森」における植樹活

動を実施しています。 

【特徴】 

 057-03  

当行の業務運営による地域環境改善への貢献 

【原則２】【原則３】 

筑波銀行では、当行の業務運営による地域環境改善への貢献に向けた取組みとして、エコ

商品の充実を図っています。取扱い商品には、エコ住宅の住宅ローン、エコリビングロー
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ン（エコリフォーム向け）、ECO ローン（個人事業者・法人向け設備資金）、エコカー向け

資金等があります。その他にもつくば農家ローン「豊穣」では、エコファーマー認定者お

よび認定農業者への貸出には 1.0％以内の金利引下げ、太陽光発電、エコキュート、エコウィ

ル、氷蓄熱システム、エコカー等の設備資金には 0.5％以内の金利割引を実施しています。

【特徴】 

 057-04  

社会貢献活動 

【原則７】 

筑波銀行では、社会貢献活動の理念と方針を定め、それに基づく活動を展開しています。

社会福祉分野では公益信託「筑波銀行愛の社会福祉基金」を通じた助成活動やポリオワク

チン提供のためのペットボトルキャップ収集、教育分野では「筑波銀行記念奨学基金」を

通じた奨学金の贈呈のほか、エコノミクス甲子園茨城大会や茨城県学童軟式野球大会の開

催をしました。また、2011 年に筑波ボランティアクラブを発足し、宮城県被災地ボランティ

ア参加をはじめ、かすみがうらマラソン大会へのスタッフボランティア参加など、役職員

一丸となったボランティア活動を展開しています。 

【特徴】 

 

■ 鶴岡信用金庫 

 129-01  

環境に優しい金融商品の取扱い 

【原則２】 

・ 「ルート 2000 マイカーローン」、「SD カーローン」のエコカーに係る金利優遇を行って

います。 
・ ふれあっとリフォームローンの地球温暖化対策リフォーム工事資金に対する金利優遇を

行っています。 
・ 環境定期預金「つるしんエコ家族」預入残高の一定額(0.01％）を、地域の自治体に環境

対策費として寄付金を贈呈する事としています。 

【特徴】 

企業の社会的責任に対して、本業として環境問題の解決に貢献することを目的に取組みし

ています。 

 129-02  

地域における環境保全活動の実施 

【原則４】 

・ 2005 年から羽黒山（出羽三山）参道、境内の清掃ボランティア活動を行っています。 
・ 山形県ふるさとの川アダプト事業へ参画し、毎年内川の清掃活動を行っています。 
・ 2010 年から山形県、鶴岡市、山形銀行と協同で「やまがた絆の森づくり活動」を実施し、

森林の保全活動に取組みしています。 

【特徴】 

地域金融機関として、庄内地域の環境保全に対する取組みについては全職員一丸となって
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取組みしています。 

 129-03  

環境に配慮した業務プロセスの取組み 

【原則５】 

・ 2010 年度よりカーボンオフセット通帳を活用しています。 
・ 業務車両としてハイブリッドカー3 台と電動スクーターを導入しています。 
・ 2011 年 11 月に新築した若竹町支店では、太陽光発電設備の設置と LED 照明の使用等、

エコを意識した店舗となっています。 

【特徴】 

節電行動への積極的な取組みと共に CO2排出削減に対する取組みも実施しています。 

 129-04  

鶴岡信用金庫の環境方針の制定 

【原則６】 

自然環境の維持及び改善に努めることは、地域金融機関としての社会的責任であり、環境

への負荷の軽減に努力する事は、資源を消費する企業としての責務であると認識し、当金

庫の環境問題に対する取組みを内外に明示しています。 

【特徴】 

当金庫のホームページに掲載し、取組みを広く PR しています。 

 

■ 東海労働金庫 

 075-01  

環境マネジメントシステムを基本とした、環境保護の取組 

【原則１】 

東海労働金庫では「環境方針」を定め、経営層を中心とした環境管理委員会を設置し委員

会が中心となり、環境保護の取組管理と施策決定を行っています。また、それを実行する

為の中心的メンバーとして、エコ推進委員会を設置し、具体的な活動を実施しています。 
2002 年 2 月に ISO140001 の認証を取得し、継続的に環境保全活動を取組んでいます。 

【特徴】 

・職場毎に省資源・省エネルギーに向けた取組み 
・事業所照明を LED へ切替 
・新設店舗にソーラーパネルの設置、緑化推進 
・営業車をエコカーへ切替 
・エコ商品の開発・推進 
・早帰りデーの呼びかけ、実施 

 075-02  

エコ商品の提供 

【原則２】 

○エコカーローン 
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①次世代自動車【電気自動車（燃料電池自動車含む）、プラグインハイブリッド車、ハイブ

リッド車、天然ガス自動車、クリーンディーゼル車】②低燃費・低排出ガス認定車 【平成

27 年度燃費基準達成車または平成 22 年度燃費基準値 25％以上達成車】を対象に、優遇金

利を提供しています。 
○エコハウスローン 
エコハウス認定住宅(エコキュート・エコウィル・エコジョーズ・エネファーム、ソーラー

システム設置、免震構造)を対象に、優遇金利を提供しています。 

【特徴】 

 075-03  

紙資源のリサイクル 

【原則３】 

業務上排出する紙ゴミを集中回収し、大型シュレッダーを活用し裁断・圧縮固形化を行い、

製紙工場でトイレットペーパーに再生しています。再生したトイレットペーパーは、各職

場に還元し活用しています。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 東京都民銀行 

 142-01  

環境配慮型融資商品の取扱い 

【原則２】 

環境配慮を実践する顧客向けに金利優遇の融資商品「エコスタイル」を取扱っている。 
・法人向けには、環境経営を実践する事業者向け融資商品「とみんエコスタイル」 
・個人向けには、環境配慮型住宅の購入または借換え用「住宅ローンエコスタイル」 

【特徴】 

当行独自の環境関連商品を制度化し、環境に配慮している企業を支援している。 

 142-02  

太陽光発電事業専用融資商品の取扱い 

【原則２】 

平成 24 年 7 月 1 日より導入された「再生エネルギーの固定価格買取制度」を活用し、太陽

光発電事業へ参入する事業者向け融資商品「太陽のチカラ」を取り扱っている。 

【特徴】 

再生エネルギーの普及・拡大目的とした当該買取制度への参入企業を支援している。 

 142-03  

植樹活動の継続実施 

【原則７】 

東京都の「海の森」整備事業にボランティア参加し、東京湾中央防波堤内側「海の森」公

園予定地にて植樹を実施。 
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【特徴】 

当該整備事業は東京港の中央に位置するゴミと建設残土で埋められた島を植樹活動によっ

て美しい森に生まれ変わらせるプロジェクト。 

 142-04  

環境配慮型新研修センター（「東京都民銀行 多摩研修センター」）を開所 

【原則７】 

・周囲の緑地に溶け込む建築とし、敷地内樹木等の保存に配慮。 
・屋上緑化、自然換気、太陽光発電などを行い、積極的に環境に配慮。 

【特徴】 

同研修センター計画のコンセプトのひとつを「自然を生かす建築」とした。 

 142-05  

「環境社会検定試験（eco 検定）」資格を行内評価制度ポイント対象科目に追加 

【原則７】 

東京商工会議所は「幅広い知識を持って、社会で率先して環境問題に取り組む“人づくり”

と環境と、経済を両立させた持続可能な社会の促進を目指し」、環境社会検定試験を実施。

当行は本試験の趣旨に賛同し、その普及の為の「サポート企業」に登録している。 

【特徴】 

企業の社会的責任（CSR）対応等を考慮し、行内評価制度ポイント対象科目に追加。 

 

■ 東濃信用金庫 

 155-01  

環境格付融資 とうしん地球環境改善ローンの取り扱い 

【原則２】 

環境格付評価基準により、環境格付（S・A・B）を行い、最大 0.5％金利優遇 

【特徴】 

融資金の資金使途及びその後のモニタリング 

 155-02  

エコライフ積金 

【原則４】 

地域の皆さまと一緒に持続可能な社会を創るための取組みとして、エコライフ積金を平成

24 年度を通じて発売した。 

○チラシの裏面を活用して、家庭でも簡単にできる温暖化防止メニューと CO2 削減量の目

安を掲示した。 

○景品には環境配慮型・環境保全型を採用した。 

○環境保全活動に定期積金契約金総額の 0.02％を、岐阜県・愛知県が実施する環境保全活

動へ寄附 

【特徴】 

平成 24 年度を通じての活動であり、お客さま参加型の取組み。 
岐阜県・愛知県が実施する環境保全活動に賛同されたお客さまが、契約額 100 億円の定期
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積金契約され、結果として、岐阜県に 100 万円、愛知県に 100 万円相当の環境保全に関す

る物品を寄附することができました。 
平成 25 年 4 月 22 日（月）寄附金贈呈式を行い、岐阜県環境生活部・愛知県環境部と当金

庫理事長の持続可能な社会の形成に対する意見交換も実施することもできました。 

 

■ 株式会社 東邦銀行 

 063-01  

再生可能エネルギー分野に対する融資の実行 

【原則２】 

東日本大震災および原子力発電所事故以降高まりを見せている、環境・再生エネルギー分

野の資金需要に積極的にお応えしており、当行単独またはメガバンク等との連携により、

これまでに 30 件、金額にして 131 億円の融資を実行（平成 23 年 4 月～平成 25 年 9 月ま

での累計）。 
 

【特徴】 

再生可能エネルギーへの需要の高まりから、取組みを強化しております。 

 063-02  

役職員等による植林活動の実施 

【原則７】 

当行は 2009 年から、福島県が推進する「企業の森林（もり）づくり」活動に参画し、須

賀川市、喜多方市、北塩原村において植林活動を実施しています。 
これまで計 6 回、当行役職員とその家族、OB など延べ約 2,200 人が参加し、約 1,200 本
を植樹しています。 

【特徴】 

本活動により 2010 年から 3 年にわたり福島県から二酸化炭素吸収量の認証を得ておりま

す。 

 063-03  

エコキャップ収集運動の実施 

【原則７】 

当行では、「小さな親切」運動事務局としてエコキャップ収集運動を実施しています。2009
年 10 月に活動を開始して以降、これまでの回収累計は 308 トンに達するなど、大きな運動

として発展しています。これらのエコキャップは、エコキャップ推進協会に送付され、そ

の売却益は発展途上国の子どもたちへのワクチン購入費となります。 

【特徴】 

本活動は、「小さな親切」運動福島県本部と読売グループ福島の相互協力のもと展開してい

る運動です。 

 

■ 株式会社 東北銀行 

 046-01  
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「岩手県企業の森づくり CO2 吸収量認定制度」の認定について 

【原則１】【原則７】 

東北銀行では、アグリビジネス（農林漁業及び関連産業）支援の一環として、岩手県の「企

業の森づくり」制度を利用し、紫波町の「城山公園」において「とうぎんの森」づくり活

動を実施しております。平成 25 年度は 2 回（平成 25 年 5 月 18 日、11 月 9 日）実施いた

しました。当行はこの活動によって、平成 24 年 12 月 27 日に「岩手県企業の森づくり CO2

吸収量認定制度」の認定を受けました。アグリビジネス支援は、地域経済の活性化、雇用

機会の創出につながるものとして、当行では今後も積極的に推進してまいります。 

【特徴】 

活動への参加を促し成果を周知することにより、行内の環境問題に対する意識の醸成を図

る 

 046-02  

事業者と一体となった環境保全・地域貢献への取組み 

～事業者が行う CO2 排出削減事業への共同実施者としての参画～ 

【原則３】【原則７】 

東北銀行では、株式会社ホーマス・キリンヤ様、医療法人勝久会様、株式会社環境整備様、

株式会社たもり様、協同組合盛岡南ショッピングセンター様がそれぞれ行う CO2 排出削減

事業に共同実施者として参画してまいりました。 
このたび、地球温暖化防止に繋がる温室効果ガスの削減実績が「国内クレジット」として

認証されたことから、売買締結の調印を行いました。 
なお、共同実施者として金融機関が参画しました案件としては、東北地方では当行のみ、

地方銀行としては全国で 2番目の件数となりました（東北の地方銀行として最多の取組み）。

 
当行は、平成 22 年 10 月 1 日より、地元企業の温室効果ガス排出削減事業の取組みに対し、

主に経済産業省が所管する「国内クレジット制度」の共同実施者として国内クレジット認

証に向けて支援して参りました。国内クレジット制度は京都議定書の約束期間である 24 年

度末で一旦終了しましたが（※）、引き続き環境保全の啓蒙活動を通じて地域社会への貢献

を行って参ります。 
 
環境関連ビジネスにつきましては、平成 25 年度からスタートしました中期経営計画「“と
うぎん Next Innovation”」の中で、平成 25 年 4 月に本部組織を再編し「成長産業推進部」

を設置、環境・アグリ・医療介護・インフラ産業・観光等を成長産業分野と位置付け、地

域の成長及び問題解決へ取組みを行っております。 
 
【平成 24 年度の国内クレジット活用内容】 
お取引先企業によって創出されたクレジットを購入し、自社で作成した印刷物等や協賛す

る県内の駅伝大会運営に伴う CO2をオフセット致しました。 
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※国内クレジット制度は 25 年度より J クレジット制度へ移行しております。 

【特徴】 

東北銀行及び取引先事業者 5 社による CO2排出削減事業の共同実施 

 046-03  

「バリューチェーン新展開構築事業」東北地域推進協議会委員に任命 

【原則４】 

東北銀行の行員が、農林水産省が実施する「バリューチェーン新展開構築事業」において、

東北地域の推進協議会委員に任命されました。 
当事業は、従来型流通における規格重視のサプライチェーンから、食品事業者が有するマー

ケティング力や情報・通信技術等を活用し、一次産業の有する価値（作物の食味や栄養価、

鮮度、環境等）を発掘・付加して消費者に伝達するバリューチェーンへと発想の転換を図

ることを目的とされております。 
当行は、委員就任を通じて、生産者や食品事業者の視点で従来型流通の課題を洗い出し、

付加価値向上のための新しい流通を検討していきたいと考えます。 
 
※推進協議会について 
第 1 回推進協議会（平成 25 年 10 月 3 日）の内容（第 2 回は平成 25 年 12 月、第 3 回は平

成 26 年 1 月に開催） 
①バリューチェーンの構築において活用可能な一次産業の有する価値について 
②バリューチェーンの構築に係る川上～川下の各段階の取組について 
③調査対象事例について（優先的に調査を行う事例、調査のポイント） 
④地域におけるバリューチェーン構築に係る支援の現状について 

【特徴】 

規格重視のサプライチェーンから付加価値創造によるバリューチェーンへの転換 

 046-04  

東北銀行行員による「林業経営アドバイザー」資格の取得 

【原則４】【原則７】 

東北銀行の行員が、日本政策金融公庫農林水産事業が主催する「林業経営アドバイザー」

資格試験に合格いたしました。今回の合格は、岩手県内の金融機関では初となります。 
現在の岩手県の林業は、担い手不足等の課題を抱え、木材利用の拡大や生産コストの見直

しなどが求められております。一方で、岩手県は県土の約 7 割が森林であり、有効的な活
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用を図ることで成長が見込まれる産業でもあります。当行では、林業経営アドバイザーに

よる地域の林業者への経営支援を積極的に展開し、豊かな森林資源を活かす方途を事業者

の皆様と協働し考えることで、林業振興並びに地域経済の活性化に寄与してまいります。 
 
※アドバイザーの役割 
林業の特性を理解した専門家として、林業者からの様々なご相談をお受けし、経営診断や

マーケティングの支援などを通じて林業者の経営発展を支援するもの。 

【特徴】 

専門資格の取得による林業振興への寄与及び地域経済活性化への積極的な支援の展開 

 

■ 東北労働金庫 

 143-01  

「社会貢献目的預金（ろうきんふれ愛預金）」の取り扱い開始 

【原則２】 

2012 年 10 月より、地域の社会福祉施設等の支援を目的とした「社会貢献目的預金（ろ

うきんふれ愛預金）」の取り扱いを開始しました。 
「お客様からお預入いただいた定期預金をもとに算出した寄付金」に当金庫からの拠出

金等を加算し、東北 6 県内の福祉団体、福祉施設等へ 2013 年度から寄付を行います。 
10 月に各県本部に設置している「寄付選定先委員会」で寄付先を決定し、10 月～12 月に

寄付を行います。 

【特徴】 

 143-02  

東北ろうきん復興支援助成金制度 

【原則３】 

東日本大震災により甚大な被害を受けた地域で、復旧・復興・被災者支援に従事する NPO
やボランティア団体の活動支援を目的として、2012 年 10 月より「東北ろうきん復興支援

助成金制度」を創設しました。 
10 月に応募を開始し、12 月に助成先の選考を行い、1 月に贈呈式を行い助成金を交付し

ます。 

【特徴】 

2012 年度は、60 団体からの応募を受付け、選考の結果、10 団体に対して 1 団体あたり

30 万円の助成金を、2013 年 1 月に交付し活動の支援を行いました。 
2013 年度は、10 月より応募を開始し、2014 年 1 月に贈呈式・助成金交付を予定してい

ます。 

 143-03  

環境負担軽減の取り組み「節電」「夏季軽装（クールビズ）」 

【原則５】 

[節電] 
店舗における電気の使用量を可能な限り抑えるため、資源エネルギー庁の「オフィスビル

の節電行動計画フォーマット」で示すアクションの指針に基づき、全部店が「2013 年度夏

季節電行動計画」（2013 年 7 月～9 月）を策定しています。 



預金・貸出・リース業務 取組事例 

 

207 

[夏季軽装（クールビズ）] 
2013 年 5 月 1 日～2013 年 10 月 31 日までの期間、夏季軽装を実施しています。 

【特徴】 

[節電] 
2012 年度に実施した夏季節電状況（電気使用量）を参考に、店舗における月間電気使用量

(kwh)の目標を 2010 年度比マイナス 15%としています。 
[夏季軽装（クールビズ）] 

期間中、冷房温度を 28 度（営業店 26 度）に設定し、男子職員は原則、ノー上着・ノーネ

クタイ、女子職員はリボンタイを非着用としています。 

 143-04  

自然保護等の社会貢献活動「ろうきん森の学校」 

【原則７】 

労働金庫連合会の 50 周年記念事業として、里山再生を通じた人づくりをテーマに全国 3 箇

所で実施する「森の学校」で、福島県いわき市「湯の岳の山林」が選ばれ、NPO 法人「い

わきの森に親しむ会」との協働により、自然観察会、間伐、炭焼き等の自然体験を通じ、

環境普及を図っています。 

【特徴】 

「ろうきん森の学校」は、森での楽しい活動を通じ、多くの人が「森に興味を持ち」「森

を大切にする」気持ちを育むことで、個人のライフスタイルを見直すきっかけを作る活動

です。次の 3 つを柱として全国 3 地区で同時展開する活動です。 
  ①森を育む（＝植樹・間伐・下草刈り等の森林整備作業） 
②人を育む（＝森林作業・自然体験のリーダー育成） 
③森で遊ぶ（＝里山での自然体験プログラム開発および実施） 

  富士山地区を NPO 法人ホールアース研究所、福島地区を NPO 法人いわきの森に親しむ

会、広島地区を NPO 法人ひろしま自然学校が担当しています。 
  この取り組みは、2005 年よりスタートしており、2014 年までの 10 年間としています。

 143-05  

自然保護等の社会貢献活動「ふれ愛の森ロッキー」 

【原則７】 

森林資源の維持増進と自然環境の保全を図るとともに、会員をはじめ市民の皆様の自然

とのふれあいの場、各種レクリエーションの場として活用いただくことを目的に、1998 年

に西蔵王にオープンしております。森林内には、スギ、ブナ、ナラ、カエデ、クリ、サク

ラ等、約 32,000 本が生い茂り、自然を満喫しながら散策できる遊歩道があります。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 徳島銀行 

 153-01  

とくぎんソーラーローンの取扱開始 

【原則２】 

太陽光発電システムの普及を支援するため「とくぎんソーラーローン」の取扱いを開始。（平

成 24 年 10 月 15 日～） 
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http://www.tokugin.co.jp/newsrelease/news2012/news_121015_2.html 

【特徴】 

 153-02  

「とくしま協働の森づくり事業」、「森を守るパートナーシップ協定」に参加し、植樹を実施。 

【原則３】 

平成 24 年度「とくしま協働の森づくり事業」の「森を守るパートナーシップ協定」を締結

し、平成 25 年 11 月 10 日（日）、那賀郡那賀町四季美谷温泉向かい側にて、地元児童等と

広葉樹の植樹作業を実施した。 
当行が参加する「森づくり事業」は本件を含めて 3 カ所となりました。 

【特徴】 

森林整備、CO2吸収、地元住民との交流 

 153-03  

研修会館宿泊棟を地域の津波避難施設として提供 

【原則３】 

研修会館宿泊棟を地域の津波避難施設として整備し、徳島市から津波避難ビルの指定を受

けました。 
平成 25 年 10 月 22 日には、研修会館が所在する（協）徳島総合流通センターと共同で、流

通センター内企業の役職員や地域住民約 200 名が参加した防災訓練を実施しました。 

【特徴】 

 153-04  

地域環境保全活動の実施 

【原則４】 

・地域清掃活動「アドプト・プログラム吉野川」への参加 
・「県立高丸山千年の森づくり」への参加 
http://www.tokugin.co.jp/about/region/origination.html 

【特徴】 

 153-05  

電気スクーターの導入 

【原則５】 

平成 23 年 11 月より電気スクーター購入。 
http://www.tokugin.co.jp/about/region/origination.html 

【特徴】 

 

■ 株式会社 栃木銀行 

 012-01  

金融支援を通じた環境への取組み① 

【原則２】 
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1) 「環境・省エネ・ものづくり」の専担者の配置 
2) ESCO・BEMS 事業者との業務提携 
3) 太陽光発電向け融資商品の取扱い 

【特徴】 

1) 専門業種別担当者を法人営業部内に配置し、様々なニーズに合った支援（金融面、課題

解決型営業等）をしています。 
2) ESCO・BEMS 事業者との業務提携により、取引先企業の環境・省エネルギー化経営に

向けた取組みに対し、金融面のみならず、専門的なコンサルティング体制を整えた金融

サービスを提供しています。 
3) 普及が進む太陽光発電について、設備導入に関する融資商品の取扱いを開始し、金融支

援を通じて、取引先企業の環境への取組みをサポートしています。 

 012-02  

金融支援を通じた環境への取組み② 

【原則２】 

1) とちぎん住宅ローン・エコ住宅借入全期間重視プラン 
2) マイカーローン 
3) エコ・リフォームローン 

【特徴】 

1) 「オール電化住宅」、「ガス化住宅」、「太陽光発電システム住宅」の環境に配慮した住宅

を新築・購入・増改築されるお客様に対し、最終期限まで店頭金利から一定の利率を差

引いています。 
 http://www.tochigibank.co.jp/campaign/home/ 
2) 「エコカー減税」の対象となる車種を購入するお客様に対し、店頭金利から一定の利率

を差引いています。 
 http://www.tochigibank.co.jp/individual/service/loan/car/index.html 
3) 「オール電化住宅」、「ガス化住宅」、「太陽光発電システムの導入」「高断熱・高気密処理」

へのリフォームを行われるお客様に対し、通常のリフォームローンより低金利設定した

商品を取扱っています。 
 http://www.tochigibank.co.jp/individual/service/loan/eco/index.html 

 012-03  

環境問題に対する意識の向上 

【原則３】【原則４】 

とちぎん環境セミナーの開催 

【特徴】 

環境に関して注目の高かった「太陽光発電」「ESCO、BEMS」等について、顧客向けセミ

ナーを開催しました。様々なニーズに対応する為、専門家を招いて情報提供を行うことで、

取引先企業の再生可能エネルギーの普及、省エネ化経営等の推奨に貢献し、環境への取組

みを支援しております。 

 012-04  

環境に配慮した取組み 
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【原則５】 

1) 低公害車の導入 
2) 環境に配慮した店舗設計 
3) 環境に配慮した資源の利用 

【特徴】 

当行は温暖化防止に向けた運動「チャレンジ 25 キャンペーン」に参加し、

二酸化炭素の削減に繋がる取組みを行っております。  
1) 営業車両としてハイブリッド車を導入し、順次低公害車への入替を進めています。 
2) 店舗の新設等にあたっては、環境に配慮した店舗設計をしています。 

例 ) 太陽光発電照明、ペアガラス、氷蓄熱仕様空調機、節水トイレ、LED
照明、EV 充電スタンドの設置 等  

http:/ /www.tochigibank.co.jp/investment/csr/index4.html 
 
3) 名刺へのリサイクルペーパーの利用や、ミニディスクロージャー誌への環境にやさしい

植物性インクの使用など、環境に配慮した資源の利用に取組んでいます。 

 012-05  

省エネルギー・環境負荷低減の推進 

【原則５】【原則７】 

1) 省エネルギーへの取組み 
2) エコ通帳への切替え 
3) とちぎん ECO みらい 

【特徴】 

1) 電力需給が逼迫する夏・冬の時期に、政府より公表される「電力需給対策」を踏まえた

当行独自の取組みを行っております。使用最大電力及び使用電力の数値努力目標を設定

し、5 つの基本アクションを全行員が推進することで、自主的な節電対策に取組んでお

ります。 
2) 通帳に使われる素材を布から紙へ変更したことで、通帳の製造時に発生する端切れを、

これまでの焼却処分から、再生紙の原材料に使用することができ、環境への負荷を減ら

しました。 
3) 当行は、企業の社会的責任（CSR）の取組みとして「とちぎん ECO みらい」を推進し

ております。そのひとつとして、環境に配慮した頒布品を使用し、環境への負荷低減に

取組んでおります。 
  http://www.tochigibank.co.jp/investment/csr/index4.html 

 012-06  

自然保護活動 

【原則７】 

1)「すぎみらい」プロジェクト 
2) マロニエ緑化基金 

【特徴】 

1) 日光杉並木街道保護事業への支援・協力を目的とした「すぎみらい」プロジェクトを創

設し、お客様と共に下記の取組みを行っています。 
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  ・「日光杉並木街道保護基金」へ寄付 
  ・「日光杉並木オーナー制度」への協力 
  ・「すぎみらい募金箱」の全部室店設置 
  ・「日光杉並木街道」保護の PR 活動 
 http://www.sugimirai.jp/ 
2) 地元への収益還元と県土緑化を目的に、平成元年に「マロニエ緑化基金」を創設し、学

校や公園等の緑化整備に寄与しております。 
 http://www.tochigibank.co.jp/investment/csr/index4.html 

 

■ 株式会社 鳥取銀行 

 133-01  

環境配慮型商品とサービスの提供 

【原則２】 

環境配慮型の融資、私募債、ローンなど商品ラインナップの充実に努め、環境に配慮した

経営や再生可能エネルギーの導入、環境保全に向けた取組みを金融面から支援しておりま

す。また、エコカー購入による金利引き下げのほか、省エネや再生可能エネルギーに関す

るビジネスマッチング等を実施しております。 

【特徴】 

 133-02  

「とっとりグリーンウェイブ応援活動」の実施 

【原則２】【原則３】 

緑の豊かさや環境の良さをアピールするとともに自ら行動する県民運動「とっとりグリー

ンウェイブ」に賛同し、「応援活動」を実施しています。運動を県内外へ PR していくとと

もに、環境保全活動を推進していくことを目的として環境配慮型預金商品「とりぎんグリー

ンウェイブ定期預金」を取扱いしたほか、地域の皆さまと一体となって地元の緑を守り育

てるため、県内各地で「リレー植樹」を実施いたしました。また、緑や環境をテーマとし

た各種イベントを紹介するため、観光ＰＲ名刺やロゴマークを作成いたしました。 

【特徴】 

 133-03  

J-VER 地域コーディネーターとしての活動 

【原則４】 

平成 23 年 9 月の鳥取県、平成 25 年 6 月の鳥取県日南町と県内 2 自治体から J-VER 地域

コーディネーターに認定されております。お取引先への「カーボン・オフセット」の紹介

を通じて、環境配慮型経営の支援と CO₂削減に取組んでいます。  

【特徴】 

 133-04  

J－VER 購入によるカーボン・オフセット 

【原則４】【原則５】 
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小学生 3 年生以下を対象とした「キッズサッカーフェスティバル」を毎年開催しており、

環境にも配慮したイベントとするため、移動等で排出される CO2 相当量について鳥取県が

認証取得した J－VER を購入し、カーボン・オフセットを実施しています。 

【特徴】 

 133-05  

環境に配慮した業務運営 

【原則５】【原則７】 

LED 照明の導入や冷暖房の温度調整、クールビスの実施によって省エネルギー化に努めて

います。 
また、カーボン・オフセットプラン付き電動バイクの導入によって、カーボン・オフセッ

トと CO2 の削減に努めるとともに、行内文書・帳票の電子化によるペーパーレス化や廃棄

資料のダンボールへのリサイクルに取組んでおります。 

【特徴】 

 133-06  

地域の環境保全・美化活動の実施 

【原則７】 

地域の環境美化への参画と行員の環境意識向上のため、鳥取砂丘で年 2 回開催される一斉

清掃に参加するほか、豪雪で被害を受けた松林の再生・保全に取組むなど地域の清掃ボラ

ンティア活動を実施しています。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 トマト銀行 

 065-01  

環境方針の作成・公表 

【原則１】 

2009 年 7 月に環境方針を制定し、環境保全に対する当社の基本的な考え方を明確化しま

した。同年 9 月に環境方針に基づき、環境目標を設定し、環境方針とともに公表しました。

http://www.tomatobank.co.jp/investor/press/2009/news_20090911_2.pdf 

【特徴】 

 065-02  

トマト環境格付融資の取組 

【原則２】 

2009 年 8 月に、企業の環境保全についての取組を 14 項目で評価し、評点の合計点が高い

ものから順に S、A、B の 3 段階に格付、A 格以上の企業に対して金利優遇を行う融資制

度を創設し、取組んでいます。 
http://www.tomatobank.co.jp/investor/press/2009/news_20091027.pdf 

【特徴】 



預金・貸出・リース業務 取組事例 

 

213 

 065-03  

トマト・エコ私募債の取組み 

【原則２】 

2010 年 3 月に、ISO14001 等の認証を受けて継続的に環境保全に取り組んでいる企業、

当社環境格付が A 格以上の企業または、環境保全を目的とした設備の導入を実施する企業

に適用し、私募債発行時の引き受手数料を優遇する商品を創設し取組んでいます。 
http://www.tomatobank.co.jp/investor/press/2010/news_20100310_1.pdf 

【特徴】 

 065-04  

トマトＥＣＯ定期預金の取扱い 

【原則２】 

インターネットバンキング、ATM 等ペーパーレスのチャネルで定期預金を受入れ、預り総

額の一定割合を社団法人岡山県緑化推進協会に寄付しています。 

【特徴】 

 065-05  

岡山商工会議所環境委員会への参加 

【原則４】 

岡山商工会議所の環境委員会に参加し、旭川流域の環境保全や旭川沿いの桜並木の保存等

についての取組みに参加しています。 

【特徴】 

 065-06  

新エネルギーセミナーの開催 

【原則４】 

2012 年 6 月に、再生可能エネルギー固定価格買取制度についての情報提供のため、取引

先を中心に幅広い市民の参加も得て新エネルギーセミナーを開催しました。 

【特徴】 

 065-07  

カーボンオフセットの取組み 

【原則４】 

平成 25 年 10 月開催の「トマト銀行 6 時間リレーマラソン」において、岡山市が創出した

クレジットを購入してカーボンオフセットに取組み、参加者に地球温暖化防止と環境保全

の大切さをアピールしました。 

【特徴】 

 065-08  

オフィスにおける環境保全活動の取組み 

【原則５】 
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環境目標に「オフィスにおける環境保全活動」を位置づけ、電力、紙の使用料削減と廃棄

物の減量・リサイクルの促進につき数値目標を設定して取組んでいます。 
http://www.tomatobank.co.jp/investor/press/2012/news_20120608-2.pdf 

【特徴】 

 065-09  

店舗への省エネ・新エネ機器の導入 

【原則５】 

既存店の空調設備を順次省エネタイプに更新するとともに、照明の LED 化を進めていま

す。 

【特徴】 

 065-10  

環境保全活動状況の公表 

【原則６】 

環境目標の達成状況につき、毎年モニタリングを実施し、その結果をプレスリリースする

とともにホームページ上に公表しています。 
http://www.tomatobank.co.jp/investor/press/2012/news_20120608-2.pdf 

【特徴】 

 065-11  

地域の環境関連展示会への参加 

【原則６】 

岡山県と岡山県産業振興財団が主催する「中四国環境ビジネスネットフォーラム」にブー

スを出して、当社の環境への取組みを紹介しました。 

【特徴】 

 065-12  

日常的な活動における環境配慮の取組み 

【原則７】 

毎年、全社的にクールビズ・ウォームビズ、ライトダウンキャンペーン、旭川流域の清掃

活動等に取組み、職員の環境に対する意識の向上に努めています。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 富山第一銀行 

 176-01  

環境配慮型店舗の開設 

【原則５】 

2013 年 5 月に高岡支店を環境配慮型店舗として移転新築オープンしました。環境面への配

慮として、屋上にコケを利用した緑化システムと太陽光発電パネルを配置し、太陽光発電
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型外灯、店舗内照明に LED を採用し、廊下･トイレ等は人感センサーによる点滅制御を行っ

ています。また、空調システムにガスヒートポンプ方式を導入し省エネにも取り組んでい

ます。 

【特徴】 

 

■ 豊橋信用金庫 

 082-01  

環境保全に対応した商品の取扱い 

【原則２】 

・「オール電化住宅ローン」「エコガス住宅ローン」の取扱い 
オール電化住宅等の省エネ住宅の新築や購入、増改築資金に対して 3 年間、基準金利か

ら 0.2％の引下げをしています。 
・「カーライフプラン・エコ」の取扱い 

エコカー減税対象車の新車購入資金に対して、基準金利から 0.5％の引下げをしていま

す（保証料は別途 0.10％の引下げをしています）。 
・「エコ応援定期預金」の取扱い 

省電力、節電に取り組むお客様を応援するため、①電力使用量を前年同月と比べ 5％以

上削減された世帯の方もしくは②ソーラーパネルの設置、自家用発電機・蓄電池の購入、

LED 照明への切替を現金で 10 万円以上行った方を対象として、スーパー定期 1 年も

のの店頭表示金利に 0.50％の上乗せ（1 人あたり 100 万円以内）をしています。 
・「エコ応援ローン」の取扱い 

ソーラーパネルの設置、自家用発電機・蓄電池の購入、LED 照明への切替を行うため

の資金に対して、当初 3 年間は 0.50％・4 年目以降は 1.00％（保証料は別途 0.68％）

で取り扱いをしています。 

【特徴】 

 082-02  

エコキャップ推進運動 

【原則３】【原則５】 

2011 年 5 月から、環境改善への取組みの一環として、ペットボトルのキャップを回収し、

再資源化を促進する「エコキャップ推進運動」を開始しました。 
回収したキャップを再資源化することで二酸化炭素の発生が抑制でき、また、再資源化に

より得た収益金は、NPO 法人エコキャップ推進協会を通じて、発展途上国の子どもたちへ

のポリオワクチン提供に役立てています。 
回収ボックスは、全営業店、本部、お客様相談所など計 35 ヵ所に設置しています。 
回収累計は、平成 25 年 10 月現在で 320 万個を超えました。 

【特徴】 

 082-03  

その他の取組み 

【原則３】【原則７】 
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・530（ごみゼロ）運動の実施 
1975 年より春と秋の年 2 回、全役職員が地域の清掃奉仕活動に参加し、環境美化に取

り組んでいます。 
・「朝倉川育水フォーラム活動」への参加 

牛川支店をはじめ近隣 4 店舗の職員が、河川の再生と環境改善に取り組む活動へ参加し

ています。 
・エコ検定の受験を奨励 

環境問題に対する意識向上のため、東京商工会議所が主催する「エコ検定」の受験を奨

励し、2013 年 9 月末現在で 399 名の役職員が合格しています。 

【特徴】 

 082-04  

環境保全への取組み 

【原則５】 

 環境保全のため地球温暖化対策として「エコアクション 15％」の活動を展開しています。

2013 年度から 8 年間で基準年度比 15％削減を目標に、電力、車両燃料（ガソリン）、ガス、

コピー使用量の数値目標を設定し、役職員が一丸となって環境改善に取り組んでいます。

また、CO2排出削減のため「クールビズ」および「ウォームビズ」を実施しています。 

【特徴】 

 

 082-05  

環境配慮型店舗の開設 

【原則５】 

2010 年 6 月に新城支店、2011 年 1 月に田原支店、2012 年 1 月に問屋町支店を環境配慮型

店舗として新築オープンしました。環境面への配慮として、3 店舗とも太陽光パネル付 LED
外灯の設置や一部照明に LED を採用し、田原支店、問屋町支店には、断熱性能が高い複層

ガラスや省エネ型照明機器（初期照明補正機能付蛍光灯）、雨水システムおよび駐車場には

夏場の温度上昇を低減させる浸透性・保水性舗装を採用しています。 
また、問屋町支店には、新たに LED 内照式ポール看板を設置しました。 

【特徴】 

 082-06  

電動バイクの導入 

【原則５】 

本年営業部および東田支店の得意先係用に「電動バイク」を 3 台導入し、二酸化炭素の排

出量削減に役立てています。導入した電動バイクは、原付自転車扱いとなり、家庭用電源

で 8 時間の充電により約 50 キロの走行が可能となっています。従来のガソリン燃料バイク

に比べ、維持費用は 2 割程度の削減が見込まれます。 

【特徴】 

 082-07  

電気自動車の導入 
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【原則５】 

本店営業部の営業用車両に「電気自動車（日産：リーフ）」を導入しました。導入した電気

自動車は、ガソリンをまったく使用せず電気だけで走行可能（8 時間の充電により約 200
キロ走行）なため、二酸化炭素を排出しない環境にやさしい自動車となっています。 

【特徴】 

 

■ 長野県労働金庫 

 105-01  

環境に配慮した融資商品の取扱い 

【原則２】 

環境の保護・保全に取り組む方への支援を目的として有担保住宅ローンについて当金庫所

定の金利より一定の金利引下げを実施しています。 
・金庫が指定する環境配慮型住宅および優良住宅取得資金に該当する場合。 
・長野県が定める「長野県 CO2固定量認定制度」の用件に該当する住宅の場合。 

【特徴】 

 105-02  

被災者支援の取組み 

【原則３】 

災害で被災された方を対象に、低利でご利用いただける「災害救援ローン」をお取扱いし

ています。また、住宅ローンを中心とする返済計画の見直しに関するご相談をお受けして

います。 

【特徴】 

 105-03  

店舗施設への太陽光発電パネル設置 

【原則５】 

店舗新築時に太陽光発電パネルを設置しています（現在 4 店舗）。今後順次拡大予定です。

【特徴】 

 

■ 中ノ郷信用組合 

 135-01  

エコアクション 21 による環境配慮商品・サービスの提供。 

【原則１】【原則２】 

当組合は、エコアクション 21 の環境配慮商品サービスの提供として環境にやさしい企業を

応援するため、なかのごうエコアクションローン、個人のお客様には、なかのごうエコリ

フォームローン、エコ電化ローン、エコカーローンを取扱っております。また、一部店舗

においてエコキャップ収集運動を展開し資源再利用を実施しています。 
http://www.nakanogou.shinkumi.co.jp/ 
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環境に配慮した企業や個人をサポートする組合員を対象とした特別融資です。 

 135-02  

エコアクション 21 認証取得サポート事業を推進 

【原則３】 

取引先事業所を対象にエコアクション 21 認証・取得をサポートするために支援講座を開設

し、環境への取組を取引先事業所へも推進して環境配慮商品サービスを提供しています。 

【特徴】 

取引先事業所へエコアクション 21 を取得していただき、エコアクションローンによる事業

資金を提供します。 

 135-03  

エコアクション 21 認証・登録 

【原則７】 

環境への取組を効果的に行うために、環境マネジメントシステム（エコアクション 21）を

構築し環境関連法規等を遵守し、環境方針に沿って二酸化炭素排出量削減、廃棄物排出量

削減、総排水量削減、グリーン購入の促進、環境配慮商品サービスの提供、環境教育を全

職員へ行い環境保全の意識を高めています。 
年間の活動結果を環境活動レポートにより、ホームページ、店頭、EA21 事務局へ公開して

います。 

【特徴】 

エコアクション 21 認証・登録により社会的責任を高め、環境経営のための仕組みを構築、

運用、維持し、全組織、全役職員に環境保全の意識を高めています。 

 

■ 長野信用金庫 

 183-01  

創立 90 周年記念事業としての取組み 

【原則４】【原則７】 

1．長野市の緑育活動の推進に協力し、役職員とその家族 60 名が参加して長野市篠ノ井中

央公園に植樹を行いました。（平成 25 年 5 月 18 日） 
2．信越放送（株）が主催する「豊かな森林キャンペーン」に協賛し、 
① 役職員と家族、一般参加者 80 名が参加して、長野市中条の「ろくちゃんの森」で森林

整備作業、森林観察会を実施しました。（平成 25 年 6 月 2 日） 
② 役職員と家族、一般参加者 60 名が参加して、長野県木曽郡上松町「赤沢自然休養林」

ウォーキングツアーを実施し、地元ガイドさんによるレクチャーを受け森林への理解を

深めました。（平成 25 年 9 月 14 日） 
③ 「森を画（か）こう」と題して、長野県内の小中学校から森林をテーマにした絵画・版

画を募集し「こども絵画コンクール」を実施しました。（現在、作品募集中。表彰式は

平成 25 年 11 月 17 日予定。） 
3．創立 90 周年を迎えた平成 25 年 9 月 2 日に全店一斉路上清掃を実施しました。なお、長

年にわたり、創立記念日（9 月 1 日）及び信用金庫の日（6 月 15 日）に全店一斉路上清

掃を実施しており、今般、国土交通省長野国道事務所から「道路ふれあい月間表彰」を
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受けました。（平成 25 年 8 月 30 日） 

【特徴】 

 183-02  

エコキャップ収集運動 

【原則５】 

本部棟内において、資源再利用、社会貢献（ポリオワクチン購入）のため、引き続きエコ

キャップ収集活動を実施しています。 

【特徴】 

 183-03  

グリーン商品（環境に配慮した製品）に該当する粗品、販促品の使用 

【原則５】 

お客さまに提供する粗品、販促品については、エコマークや再生紙使用マーク等がある環

境に配慮した製品から選択するよう努めています。例えば、今夏のボーナス用粗品は 9 製

品中 6 製品についてグリーン商品から選択しました。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 名古屋銀行 

 112-01  

環境配慮型住宅を対象とした住宅ローン金利優遇制度 

【原則２】 

オール電化や高効率のガス発電・給湯暖冷房システムなどを設置した住宅を対象とした、

住宅ローンをお借入れする方向けの金利制度を提供しています。 

【特徴】 

 112-02  

名古屋銀行高針ビルにおける ESCO 事業 

【原則５】 

省エネルギー設備として照明の高効率安定器交換、空調機ファン制御のインバーター化、

高効率コージェネレーションシステムを導入。 

【特徴】 

重油による自家発電や、廃熱の再利用 

 112-03  

環境配慮型店舗の新設・リニューアル 

【原則５】 

LED の採用など 

【特徴】 
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■ 株式会社 南都銀行 

 091-01  

環境配慮型金融商品・サービス ラインナップ 

【原則１】【原則２】 

CSR の一環として、地域における環境保全活動を金融面からも推進していくため、数々の

環境配慮型金融商品やサービスをラインナップしています。 

【特徴】 

〔個人のお客さま向け〕 
＜ナント＞エコマイカーローン/エコ増改築ローン：「低公害車」または「低燃費車」に該当

する新車の購入や省エネ・高齢者対応のための住まいのリフォームを応援する低金利（＜

ナント＞マイカーローン、＜ナント＞リフォームローン比）の商品。 
〔事業者のお客さま向け〕 
＜ナント＞グリーン私募債：環境に配慮した経営や環境負荷の低減に資する事業を行って

いる企業が発行する私募債の引受に際して、保証料や手数料の一部を優遇する商品。 
＜ナント＞環境配慮型融資：環境に配慮した経営を行っている企業の環境配慮にかかる設

備資金に対応した、当行所定の環境ランクに基づき金利を優遇する商品。 
＜ナント＞みのりアシスト：奈良県内の農業者等（法人・個人）に対して、設備資金や運

転資金など農業に関する事業資金をサポートする融資商品。 

 091-02  

吉野の森と林業を守る「Yoshino Heart プロジェクト」の支援 

【原則３】【原則４】 

 「Yoshino Heart プロジェクト」は、吉野産の杉やヒノキ等の木材を利用した木製品

に冠する「Yoshino Heart」というブランドの普及を通じて、吉野産材の需要を喚起する

ことにより、 
  １．吉野の林業関連産業の活性化 
  ２．森林の整備を通じた CO2吸収による地球環境保全 等 
をめざす活動です。 
当行はこのプロジェクトの「吉野ヒノキ製広告入り割り箸（アド箸）」の仕組みを活用し、

首都圏のコンビニエンスストアで「平城遷都 1300 年祭」の PR を展開したほか、吉野の間

伐材チップを製紙原料に活用した「吉野 3．9 ペーパー」の冊子類やポスター等への利用、

店頭や各種イベント等における「Yoshino Heart」製品の配付などを通じて、プロジェク

トのアピールに努めています。 
 また、吉野産の杉・ヒノキ材のブランドイメージを再発信するため、平成 22 年 10 月か

ら奈良県と当行が連携して実施した「吉野材を使った『暮らしの道具』デザインコンペ」

では、24 年 8 月に、入賞作品の商品化第１号として樹齢 120～150 年の吉野杉を使用した

「ランチョンボード」の販売が開始されました。 
 さらに、吉野材の新たな需要の開拓・拡大に向けた施策として、「PaPaCo YOSHINO(パ
パコ・ヨシノ)」おもちゃプロジェクトを支援しています。このプロジェクトは、吉野地区

より直接全国・世界に発信できる木製知育玩具の開発・商品化を行っており、当行は、販

路拡大につながるビジネスマッチングなどの支援を行っています。 

【特徴】 

「Yoshino Heart プロジェクト」の収益の一部は植樹や間伐等の森林整備に役立てられ
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ます。また、このプロジェクトの支援に関し、当行は、地域密着型金融の「地域の情報集

積を活用した持続可能な地域経済への貢献（地域の面的再生）」分野における特に優れた取

組みとして、平成 21 年 12 月に近畿財務局長より顕彰されました。 

 091-03  

「木づかい運動」の推進 

【原則３】【原則４】 

「木づかい運動」とは、国産材の積極的な利用を通じて、植樹や間伐等の森林の健全な

サイクルを取り戻し、CO2をたっぷり吸収する元気な森林づくりをする運動です。 
 「Yoshino Heart プロジェクト」支援の一環として、環境にやさしい木製品の配付や「吉

野 3．9 ペーパー」の利用を通じ環境面における木材利用の重要性をアピールしていますが、

これは「木づかい運動」とも連動する活動です。 

【特徴】 

平成 20 年 11 月に銀行業界で初めて林野庁が推進する「木づかい運動」のロゴマークの

使用承認を受けています。 
 平成 23 年 10 月、“「木づかい運動」顕彰”の「木づかい運動推進部門」において顕著な

功績があったとして、農林水産大臣から感謝状を受章しました。平成 17 年度から毎年実施

されている同顕彰において、銀行の受章は当行が初めてです。 
 

 091-04  

「吉野の桜を守る会」に参加 

【原則３】【原則４】 

当行は、近年、立ち枯れなど衰退の兆候が目立つようになっている、世界遺産・吉野山

（奈良県吉野町）のシロヤマザクラ（約 3 万本）を守るため、官民を挙げて設立された「吉

野の桜を守る会」に特別会員として参加しています。 
 同会が主催する「さくらの学校」や「サマースクール」へ協力するほか、「桜」をテーマ

にした絵画と写真のコンテストの共催や、吉野町の「さくら大使」に任命されている和楽

器ミュージシャン「ＡＵＮ（あうん）Ｊ－クラシックオーケストラ」によるコンサートへ

の協力、桜の保護を訴えるパネル展示や「さくら募金」の呼びかけを行っています。 

【特徴】 

平成 23 年 10 月以降は毎年、同会が進める「千本桜プロジェクト」（平成 30 年までに全

国各地に 1,000 本の桜の苗木を植えるプロジェクト）に協力し、ボランティアが苗木まで

育てた後、吉野山に植樹する計画としています。また、桜の保護・育成に役立てることを

目的に昨年に引き続き取り扱いを行った「吉野の桜定期預金」は、お預け入れ総額が 300
億円となり、総預入額の 0.01％に相当する 300 万円の寄付金を同会の「さくら募金」に寄

贈しました。 

 091-05  

環境 ISO 活動への取組み 

【原則５】 

平成 14 年、本店および事務センターを対象に環境 ISO（ISO14001）の認証を取得し、

平成 21 年には、リサイクルセンターや研修センター等において環境 ISO（ISO14001）の
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認証を取得しました。 
 認証対象部署において ISO 規格に準拠した環境保全活動を継続しているほか、認証対象

外の支店や関連会社などでも「クールビズ」や「身近な環境活動」を実践するなど、当行

グループを挙げて環境保全活動を行っています。 
＊なお、活動への意識が十分に定着していることを踏まえ、平成 26 年 2 月、当行の環境マ

ネジメントシステムが ISO14001 の国際規格に適合していることを自らの責任をもって宣

言する「自己適合宣言」に移行しました。移行後も更なる取組みの向上を図ってまいりま

す。 

【特徴】 

こうした環境保全活動は、数々の外部機関から高い評価を受けています。 
・ 奈良市 地球環境賞（平成 14 年） 
・ 関西広域機構 関西推奨エコオフィス賞（平成 17 年） 
・ 奈良県（知事表彰) 環境保全功労賞（平成 18 年） 
・ 英国 FTSE 社 FTSE4Good に採用（平成 20 年） 
・ 農林水産大臣 「木づかい運動」の積極的な普及啓発に対し感謝状（平成 23 年） 
・ 奈良県電力利用合理化委員会 省エネ取組み優秀事業所表彰（平成 24 年） 

 091-06  

リサイクルセンター 

【原則５】 

保存期限の過ぎた文書の機密保持とリサイクルを目的として、平成 19 年 6 月にリサイクル

センターを設置。大型シュレッダーで裁断した紙を製紙工場に運んでトイレットペーパー

やメモ帳などに再生し、紙ゴミの排出削減と紙資源の循環に貢献しています。 

【特徴】 

平成 24 年度中にリサイクルした紙の量は 243 トンに達しました。 

 091-07  

環境に配慮した店舗の拡充 

【原則５】 

LED（発光ダイオード）照明や屋上緑化、駐車場緑化など環境負荷低減に向けた店舗設備

の採用を進めています。 

【特徴】 

上記に加え奈良県産材を使用するなど新設ならびに新築移転の店舗から順次、取組みを拡

充しています。 

 091-08  

電気自動車（EV）の導入 

【原則５】 

これまでも、社用車に低公害車や低燃費車、ハイブリッドカー（HV）などを導入してまい

りましたが、さらなる CO2排出量（※）や排気ガスの低減をめざして、平成 23 年 1 月に

本部専用車として新たに電気自動車を導入しました。 

【特徴】 

車体に当行の環境保全への取組みに関するデザインを施すことにより、地域における環境
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保全活動の推進や電気自動車の普及促進に寄与しています。 

 091-09  

「南都の森」を育てる取組み 

【原則５】【原則７】 

平成 16 年 4 月、当行の創立 70 周年を記念した環境保全活動として、明日香村（奈良県高

市郡）の丘陵地に植樹を行いました。 

【特徴】 

毎年、行員ボランティアによる下草刈りや追加植樹を行うなど、「南都の森」を大切に育て

ています。平成 25 年 10 月の下草刈りには、多数のボランティアが参加しました。 

 091-10  

節電への取組み 

【原則５】【原則６】【原則７】 

当行および当行グループは電力需給状況の悪化に対応するため、平成 23 年度の夏季（7～9
月）および冬季（12～3 月）に電力使用量の対前年同期削減率の目標値を設定（夏季 15％、

冬季 10％）し、さまざまな節電施策を実施しました。 

【特徴】 

営業店ロビーの温度設定や照明の減灯などお客さまにもご協力いただいた結果、取組期

間中の電力使用量は対前年同期比で夏季が 18.4％、冬季が 12.0％の削減となり、目標を達

成できました。 
 24 年度についても 7 月から 9 月までの間、電力使用量の平成 22 年夏季比削減幅の目標

値を 10％（7 月は 15％）と設定し節電に取組んだ結果、22 年同期間比 17.6％の削減と目

標を大きく上回りました。 
こうした 23 年度の節電の取組み等に対し、24 年 6 月に奈良県電力利用合理化委員会から

「省エネ取組み優秀事業所表彰」を受賞しました。 

 

■ 新潟信用金庫 

 109-01  

マイカーローンでの、環境対策自動車（低公害車）お申込みで、金利引下げを実施 

【原則２】 

新潟信用金庫では、環境対策自動車（低公害車）でのマイカーローンの申し込みで、金利

年 0.30%引き下げを実施しています。 

【特徴】 

 109-02  

本店・本部建物の省エネ改修工事を行いました。 

【原則５】 

新潟信用金庫の本店・本部建物の空調設備は、設置後 40 年が経過し老朽化が目立ち、昨年

来 2 階事務室の天井から漏水が起き業務に支障が生じ、また各階・各室で個別に温度調節

が出来ないことや、ボイラー資格者の勤務時間の関係から空調の稼働時間が限定されてい

ること、さらにランニングコストが割高になってきていること等により、従来から入れ替
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えを検討していたもので、今回節電・省エネのための国の補助金制度が利用出来ることか

ら、設備の刷新を図りました。 具体的には、今回のリニューアルにより、漏水の発生や

これまで出来なかった各階・各室ごとの温度調節・運転が可能となり、必要な部屋だけの

使用と室内温度のこまめな調節により、省エネにはこれまで以上に対応することが可能と

なります。 
 また、空調機の稼動についても、ボイラー資格者が不要になることで、彼の勤務時間に

影響を受けずに使用可能となるメリットがあります。 
 今回の空調機高効率化に併せて、日射調整フィルムを建物の全窓ガラスに張りました。 

【特徴】 

今回の省エネ改修工事での省エネ効果については、以下の計算結果が出ています。 
空調機のリニューアルに合わせて、建物の全窓ガラスに日射調整フィルムを張る。これ

による省エネ量合計は、33.4 GJ/年です。 
 また、空調高効率化による省エネ量合計は、508.5 GJ/年です。 

 109-03  

クールビズ・ウォームビズの実施、およびディスクロージャー誌・通帳・証書等への「植物性大豆油

インク」の採用 

【原則５】【原則７】 

新潟信用金庫では、クールビズ、ウォームビズを実施しています。また、ディスクロージャー

誌・通帳・証書等には、順次、環境に配慮した「植物性大豆インク」を採用しています。

また、一部通帳には、紙 100％でできた通帳表紙を使用することで製造過程に発生する切

れ端が新たな資源に生まれ変わる「エコクロス通帳」を採用しています。 

【特徴】 

 

■ 西尾信用金庫 

 167-01  

地球温暖化対策への取組み 

【原則１】 

LED 照明の導入、電気自動車、電動バイクの使用、新築店舗への太陽光発電設備の設置、

ATM の待ち受け画面の節電化（ATM 省電力対応システムの導入） 

【特徴】 

 167-02  

にししん三河湾浄化推進活動（海岸清掃および応援定期預金の発売） 

【原則２】【原則３】 

・ 当金庫の地元西尾市は、三河湾の中心に位置し、合併により三河湾の内陸に接した部分

は約 35％と最大の市となったこともあり、身近な三河湾の水質浄化に取組む三河湾浄化

推進協議会の趣旨に賛同し、昭和 50 年から実施している西尾市吉良町の海岸清掃を平成

24 年 7 月市内 3 カ所の海水浴場に拡大、約 200 人が海岸清掃を実施しています。 
・ また、平成24年7月に「三河湾水質浄化応援定期預金」を発売、募集総額80億円の0.01％、

約 80 万円を三河湾浄化推進協議会に寄付し、三河湾の環境改善に役立てていただきまし
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た。 

【特徴】 

環境定期を発売し、持続可能な社会形成に資する金融商品の開発、普及、促進 

 167-03  

環境定期預金の販売 

【原則３】 

平成 23 年 11 月に、地域貢献のため「緑の募金」を通して、身近な森、緑作り意識を盛り

上げるため、「にししん環境定期預金・緑の恵」、募集総額 80 億円を発売しました。発売に

あたり（公社）愛知県緑化推進委員会と「覚書」を締結し、発売総額の 0.01％、約 80 万円

を同会へ寄付しました。 

【特徴】 

環境定期を発売し、持続可能な社会形成に資する金融商品の開発、普及、促進 

 167-04  

ECO カーローン・ECO リフォームローン・ECO 私募債の発売 

【原則３】 

平成 21 年より温暖化対策等地球環境保全を目的とした ECO 関連融資商品の取扱いを開始

し、現在も取扱いをしております。 
 

【特徴】 

ECO 関連融資商品を発売し、持続可能な社会形成に資する金融商品の開発、普及、促進 

 

■ 株式会社 西日本シティ銀行 

 127-01  

環境ビジネスの発展につながる融資・投資 

【原則２】 

間伐材等の未利用木材を活用したバイオマス発電事業への融資、太陽光オンサイト発電事

業向けファイナンスプログラム、ベトナム水力発電事業への協調融資（日系企業のレアアー

ス鉱山開発事業への間接支援）など、環境ビジネスの発展につながる融資・投資を提供。 

【特徴】 

 127-02  

環境私募債の受託 

【原則３】 

環境に配慮した経営を行っている企業（ISO14001 認証取得企業、エコアクション 21 認証

取得企業、環境に配慮した経営について国・自治体等から認証・認定・表彰を受けた企業）

を対象に、環境私募債を受託。 
企業にとって、“発行コストの優遇”“社会的評価による PR 効果”といったメリットがある。

【特徴】 
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 127-03  

環境格付融資 

【原則３】 

環境に配慮した経営への取組みを独自のモデルにより評価のうえ“環境格付”を決定し、

融資に際し格付に応じた金利優遇（優遇幅 1.1%～1.3%）を実施。 
環境省利子補給制度の取扱金融機関の認定を取得しており、同制度の活用もサポート。 

【特徴】 

 127-04  

エコ店舗の導入 

【原則５】 

店舗の建替・移転にあたり、環境配慮機能（太陽光発電、雨水利用、エコガラス、LED 照

明、屋内・外緑化など）を採用したエコ店舗を導入（累計 8 か店）。 

【特徴】 

 127-05  

行内広報誌による役職員の環境リテラシー向上 

【原則７】 

地球温暖化をはじめとする環境問題とエネルギー問題、これら問題への対応策、ESG を考

慮した投資など、環境にまつわる幅広いテーマについて、行内広報誌（年 4 回発行）に「ECO
なう！」というタイトルで連載解説。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 日本政策投資銀行 

 007-01  

『DBJ 環境格付』 

【原則１】【原則２】【原則５】 

DBJ が独自に開発したスクリーニングシステムにより、企業の環境経営度を評点化し、優

れた企業を選定し、得点に応じて３段階の金利を適用する「環境格付」の手法を使った融

資メニューです。2004 年より世界で初めて「環境格付」の運用を開始しました。 
融資メニュー開始以来実績 393 件 6,732 億円（2013 年 12 月末実績） 
http://www.dbj.jp/service/finance/enviro/index.html 

【特徴】 

・コベナンツの締結により、融資期間にわたって長期のモニタリングが可能となっていま

す。 
・業種に応じたスクリーニングシートでの対応と、大企業の他、中堅・中小企業にも適応

可能な企業規模での合格基準点の差異、また、エンゲージメント等を導入するなど、幅

広い企業に利用可能です。 

 007-02  

『エコノワ（環境クラブ型シンジケート・ローン）』 
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【原則２】【原則４】 

DBJ では、環境クラブ型シンジケート・ローン「エコノワ」を組成し、地域金融機関各行

と共に融資を行っています。 
・「DBJ 環境格付」にもとづく企業の環境費用・環境投資を資金使途とするシンジケート・

ローン（DBJ 融資以外も環境関連資金に限定） 
・ジェネラル型での招聘ではなく、環境意識が強く「環境関係者」となる金融機関（企業

の工場が立地する地域等の金融機関）によって組成されるシンジケート・ローン  
（事例） 
・ヤンマー(株)（参加金融機関 5 行） 
http://www.dbj.jp/ja/topics/dbj_news/2012/html/0000011784.html 
・(株)ＮＴＴファシリティーズ（参加金融機関 2 行） 
http://www.dbj.jp/ja/topics/dbj_news/2012/html/0000012477.html 

【特徴】 

金融機関は、環境応援団として、環境経営に前向きな企業の取り組みをシンジケート・ロー

ンを通じて後押しします。 

 007-03  

『エコライン（環境格付コミットメント融資枠）』 

【原則２】【原則４】 

・「DBJ 環境格付」を取得した企業が行う環境関連事業を対象に、一定の期間、一定の金額

を上限に、機動的な融資実行を約束（コミット）する融資メニューです。 
・融資事例：三菱 UFJ リース（株） 

http://www.dbj.jp/ja/topics/dbj_news/2010/html/0000006195.html 

【特徴】 

・エコラインの設定により、企業は環境関連事業に対する資金調達を機動的かつ安定的に

実施可能となり、企業の環境関連事業への一層の取り組み強化が期待できます。 

 007-04  

環境・復興支援シンジケート・ローン 

【原則１】【原則２】【原則４】 

DBJ と NEC キャピタルソリューション（株）（以下「NECAP」）が協働で行った「環境・

復興支援シンジケート・ローン」は、「DBJ 環境格付」を活用し、東北 6 県の地銀を含む全

国の金融機関と組成したシンジケート・ローンにより低利で調達した資金を、NECAP の

ネットワークを通じて、環境に配慮した機器購入や、東日本大震災の被災地復興に向けた

設備投資等に対してリース・レンタル等で提供するビジネスモデルです。「21 世紀金融行動

原則」で持続可能な社会形成のためセクターを超えた連携が重視される中、本取組はその

理念を具現化するものと評価され第 15 回グリーン購入大賞・環境大臣賞を受賞しました。

【特徴】 

エコ資金調達・運用における金融サプライチェーンのグリーン化普及・拡大 

 007-05  

『DBJ BCM 格付』 

【原則１】【原則２】【原則３】 
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DBJ が開発したスクリーニングシステムにより、企業の防災および事業継続対策への取り

組みを総合的に評点化し、優れた企業を選定し、その評価に応じて融資条件を設定すると

いう、「BCM 格付」の手法を使った融資メニューです。2006 年より、世界で初めて「DBJ
防災格付」の運用を開始し、2011 年 8 月に、これまでの実績や経験に加え東日本大震災

等を踏まえ内容を大幅に見直し、予防に留まらず、事業継続性を総合的に評価する内容と

なっています。 
融資メニュー開始以来実績 121 件 1,172 億円（2013 年 12 月末実績） 
http://www.dbj.jp/service/finance/risk_manage/index.html 

【特徴】 

・コベナンツの締結により、融資期間にわたって長期のモニタリングが可能となっていま

す。 
・「DBJ BCM 格付」を受け第三者から客観的に評価されることで、自社の事業継続への取

り組みの強み・弱みが明確となります。 

 007-06  

リスクファイナンス分野における融資と保険の融合 （株）損害保険ジャパンとの連携 

【原則１】【原則２】 

① DBJ グループの（株）日本経済研究所および損害保険ジャパンと同じ NKSJ グループ

傘下の損保ジャパン日本興亜リスクマネジメント(株)が連携し、リスクマネジメント強化

等を希望する企業に対して、BCP の策定、既存 BCP の見直し、BCM（事業継続マネ

ジメント）コンサルティング等のサービスを提供するものです。 
② 「DBJ BCM 格付」利用企業に対し、損害保険ジャパンの企業費用・利益総合保険の割

引と被災設備修復サービスを提供しています。 
http://www.dbj.jp/ja/topics/dbj_news/2011/html/0000008762.html 

【特徴】 

上記①はリスクコントロール面での強化、また、上記②はリスクファイナンス面での強化

として、企業のリスクマネジメントを総合的に支援することが可能です。 

 007-07  

震災時復旧資金特約付融資 

【原則１】【原則２】 

予め定められた条件を満たす大規模な地震が発生した場合、一定金額の復旧資金が支払わ

れるものです。本特約の設定により、企業の大規模震災発生時における復旧資金の確保、

財務の健全性の維持、および震災からの速やかな復旧について、支援することとなります。

【特徴】 

「DBJ BCM 格付」融資による“震災発生前”の体制整備支援に加え、本特約の付与によ

り“震災発生後”の復旧資金の提供を行い、企業の BCM 体制の一層の整備支援をはかって

いきます。 

 007-08  

『DBJ 健康経営格付』 

【原則１】【原則２】 

DBJ が開発したスクリーニングシステムにより、従業員の健康配慮への取り組みが優れた
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企業を評価・選定し、その評価に応じて融資条件を設定するという、「健康経営格付」の専

門手法を導入した世界で初めての融資メニューです（2012 年 3 月運用開始）。 
融資メニュー開始以来実績 9 件 155 億円（2013 年 12 月末実績） 
http://www.dbj.jp/service/finance/health/index.html 

【特徴】 

・ コベナンツの締結により、融資期間にわたって長期のモニタリングが可能となっていま

す。 
・ 経済産業省の調査事業に応募し開発した独自の評価システムを使用し、予防医療専門機

関であるヘルスケア・コミッティー（株）と連携し従業員の健康配慮への取り組みに優

れた企業を評価・選定、評価に応じて融資条件を設定する「健康経営格付」の専門手法

を導入した世界で初めての融資メニューです。 

 

■ 二本松信用金庫 

 099-01  

環境マネジメントシステムを基本とした環境方針の制定 

【原則１】 

二本松信用金庫では「環境方針」を定め、「親しまれ、信頼される」まつしんの構築という

経営理念のもと、地域とともに歩む金融機関として環境に配慮した活動を行うことが、豊

かな自然環境の保護にも繋がると考えております。 
2004 年 6 月に「ISO14001」の認証を取得し継続的に環境保全活動に取り組んでいます。

【特徴】 

・環境金融商品の開発、販売 
・OA 用紙の削減 
・電気使用量の削減 
・ガソリン使用量の削減 

 099-02  

環境に配慮した金融商品の発売 

【原則２】 

・カーライフプラン 
 次世代自動車（電気自動車等）や低公害車購入の場合、優遇金利を提供しております。 
・住宅ローン 
 省エネ住宅設備を施すと、優遇金利を提供しております。 

【特徴】 

 099-03  

エコ定期積金「あだたらの空」の販売 

【原則２】 

当金庫創立 60 周年を記念し、当金庫の環境保全の取り組みとして、第１回目として 2009
年年 2 月から 3 月までお客様感謝エコ定期積金「あだたらの空Ⅰ」を発売し、2009 年 4 月

に契約額の 0.01％に相当する金額を当金庫の負担で「あだち福祉会」及び「フォレストエ

コライフ財団」に 6 万円を寄付いたしました。2010 年 2 月、2011 年 2 月、2012 年 2 月、
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2013 年 2 月にも継続販売し、累計金額で 78 万円となりました。 

【特徴】 

 

■ のと共栄信用金庫 

 136-01  

森づくり活動 

【原則３】 

2008 年 5 月 1 日石川県と協定書を締結し、中能登町にある石動山の県有林を借り受け、毎

年春と秋の 2 回人工林の整備（間伐、枝打ち）、下刈り、植林、林道整備や自然体験学習な

どを行っています。 
これまでの 6 年間で 12 回森づくり活動を行い、その活動結果は、石川県が 2008 年に創設

した「森林整備活動 CO2吸収量認証制度」で、活動開始からの 6 年間に吸収されると考え

られる二酸化炭素量は 183.6 トン-CO2であると認証を受けました。毎回、職員をはじめ家

族、地元住民など約 320 人がボランティアとして集まり活動しています。 

【特徴】 

森づくりファンド“やまもり”を創設し、賛同いただいたお客様の定期預金の利息の一部

を活動原資の一部に活用しています。 

■ 株式会社 八十二銀行 

 045-01  

環境問題を CSR（企業の社会的責任）の根幹と位置づけ積極的かつ継続的な環境改善を通じて

持続可能な地域社会の形成に寄与している。 

【原則１】 

八十二銀行グループは、環境保全活動を CSR《企業の社会的責任》の根幹と位置づけ、積

極的かつ継続的な環境改善をつうじて持続可能な地域社会の形成に寄与します。 
当行は地方銀行としての役割を十分認識し、ご融資等の本来業務を通じお客さまや地域の

皆様の環境改善に資する活動を使命と考え、「エコロジーバンク 82 」を標榜し、役職員一

丸となって活動を展開しています。 
CSR レポート内環境報告書 p39 参照 

【特徴】 

 045-02  

銀行業の特性を生かし、本来業務を通じてお客さまの支援とリレーションシップ向上に努め、地域

社会の環境改善に寄与する活動を展開している。 

【原則２】 

八十二銀行は、「銀行本来業務による環境保全活動」への取組みとして、銀行業の特性を生

かし、本来業務（融資、情報収集・提供、EB 等の機能サービス、ISO コンサルティング

業務等）を通じてお客さま支援とリレーションシップ向上に努め、地域社会の環境改善に

寄与する活動を展開しています。環境保全への取組みをご支援する主な商品として、環境

配慮企業向け私募債（信州エコ・ボンド「山紫水明」）や、低公害車・環境配慮型住宅購入

資金への金利割引、環境格付に応じた金利割引等を実施しています。 
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また、環境配慮型金融商品・サービスを通じた二酸化炭素排出量削減寄与量を集計し、CSR
報告書において開示しています。 
CSR レポート内環境報告書 p40「３つの柱１：銀行本来業務による環境保全活動」参照 

【特徴】 

 045-03  

地域社会の一員として、主体的に環境ボランティア、環境教育、啓蒙活動を実施し、地域の環境

改善と意識向上を図っている。 

【原則３】【原則４】 

八十二銀行は、地域社会の一員として、主体的に環境ボランティア、環境教育、啓蒙活動

を実施し、地域の環境改善と意識向上を図っています。例えば、「地域貢献と環境教育の充

実」への取組みとして、「生物多様性保全」への取組み、環境ボランティア活動の取組み、

Kids' ISO（キッズ・アイエスオー：子どものための環境教育プログラム）の実施、環境コ

ミュニケーションなどを推進しています。 
生物多様性保全に関しては、2011 年 6 月に「生物多様性保全基本姿勢」を制定し公表して

います。 
CSR レポート内環境報告書 p42～43「３つの柱３：地域貢献と環境教育の充実」参照 

【特徴】 

・当行は職員の子弟向けにも「Kids’ISO」を実施しております。2011 年度は、「初級編」

参加者のうち 9 名の子どもたちが国際認定を受けました。 
・24 年度は、「環境ボランティア活動」に、延べ 4,812 名の役職員が参加しました。 

 045-04  

「ふるさとの森林
も り

を守る活動」の実施 

【原則４】【原則７】 

● 「ふるさとの森林
も り

を守る活動」を積極的に展開 
1. 長野県が推進する「森林

も り

の里親事業」に基づき、長野県内５団体と「『八十二の森』森林
も り

の里親契約を結び、役職員が森林整備活動に取組んでいます。（21 年より） 
・24 年度、10 回の活動で延べ 1,028 名の役職員が参加しました 
2. 年間各人 1 回環境ボランティア参加運動を実施（21 年より） 
各行政が主催する環境ボランティアの参加者を通報で募集を行い、積極的な参加を推進

しています。 
・24 年度は環境ボランティアに延べ 4,812 名の役職員が参加しました。 
3. 戸隠森林植物園内にある「戸隠森林学習館」のネーミングライツを取得（24 年 7 月 1 日

より） 
戸隠森林植物園内にある森林学習館のネーミングライツ（命名権）を取得し、森林学習館

の名称を「八十二森のまなびや～ecologyBank82 戸隠森林館～」としました。森林学習館

の取組みは、当行の目指す環境教育や生物多様性保全の考え方に合致し、地域貢献活動の

一環として取得に至りました。 
・24 年 7 月 1 日から 5 年間の契約でネーミングライツ取得。7 月 14 日に看板除幕式およ

び職員家族による森林体験学習会を実施しました。マスメディアを通じ、長野県の自然

の素晴らしさを県内外に伝えました。 
 
4. 82 周年記念環境ボランティアの実施 
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当行創立 82 周年記念事業の一環として下記の「82 周年記念環境ボランティア」を実施し

ました。 
（１） 第 1 回 82 周年記念環境ボランティア（25 年 5 月） 
・上伊那郡中川村にある「陣馬形山 旧陣馬形牧場」において、使われなくなった牧場跡

を、森林に戻す活動を実施。職員および家族 170 名が参加し、面積 8,200 ㎡に 3,000 本の

ミズナラを植樹と、植樹した苗木を鹿の食害から防ぐための「食害防止ネット柵」の設置

を行った。 
（２） 第 2 回 82 周年記念環境ボランティア（25 年 9 月） 
・下高井郡木島平村の「カヤの平高原内」の「カヤの平牧場の一部（牧場として使われな

くなった場所）」にブナの植樹を行い、元のブナ林に復元する活動を実施。職員および家族

1６０名が参加し、天然ブナ林からブナ苗を採取と牧草地へブナの植樹を行った。（8,200 本

の植樹を実施） 
 
CSR レポート内環境報告書 p42～43「３つの柱３：地域貢献と環境教育の充実」、「八十二

の森」活動参照 

【特徴】 

・豊かな自然環境に恵まれた長野県に基盤を置く当行は、環境に配慮し、自然環境と共存

しながら地域社会とともに発展することを目的に、従前より環境問題への取組みを進め

ています。長野県は県土の８割が森林で占めており、緑の社会資本として様々な恩恵を

享受しています。しかし、林業従事者の減少等により自然の荒廃がすすんでいます。当

行の「ふるさとの森林
も り

」である長野県の森林を守る活動を積極的に展開し、持続可能な

地域の形成に寄与しています。 
・上記の活動が評価され、平成 25 年 1 月、長野県ふるさとの森林づくり賞森林環境教育の

部で「長野県知事賞」を受賞しました。 

 045-05  

社会の持続可能性を高める活動が経営の重要な課題ととらえ、取組みの情報開示を実施 

【原則５】 

八十二銀行は、社会の持続可能性を高める活動が経営の重要な課題ととらえ、取組みの情

報開示を実施しております。CSR 報告書における「環境報告」において、取組みを開示す

るとともに、環境保全活動による実績データを「環境会計」として報告しています。 
CSR レポート内環境報告書にて情報開示 

【特徴】 

当行では、2004 年度より環境会計を銀行界で初めて導入し、環境保全活動のコストと、そ

れによる経済効果及び環境保全効果を定量的に把握しております。この結果を公表し、当

行の環境保全活動について一層皆様にご理解いただくとともに、永続的かつ効果的な環境

保全活動を展開していくための資料としております。 

 045-06  

環境に影響を与える可能性のある設備の管理強化などにより汚染予防に取組んでいるほか、職

員一人ひとりが行内はもちろん各家庭においても、省エネ・省資源活動に地道に取組んでいる。 

【原則５】【原則７】 

八十二銀行は、行用車へのハイブリッドカー導入や、環境に影響を与える可能性のある設

備の管理強化などにより汚染予防に取組んでいるほか、職員一人ひとりが行内はもちろん

各家庭においても、省エネ・省資源活動に地道に取組んでいます。 
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具体的な取組みとして、エコ通勤（マイカー通勤原則禁止）の取組み、クールビズ・ウォー

ムビズの実施、環境配慮設備の導入、グリーン購入などを推進しており、社内における環

境活動の一層の促進をはかるため、2004 年度より「エコロジー大賞」を実施し、環境活動

を積極的かつ模範的に推進した部店を社内表彰しております。 
また、全役職員が各家庭で CO2 排出量を削減する「エコライフ活動」を実施し、職員とそ

の家族も含め、一丸となって地球温暖化防止に向けた活動に取組んでいます。 
P41～42「３つの柱２：自らの環境負荷低減活動」参照 

【特徴】 

・当行グループ 12 社が、「国土交通大臣表彰（平成 22 年交通関係環境保全優良事業者等

大臣表彰）」を受賞いたしました。これは、環境保全活動に積極的に取組み、顕著な功績

のある者を表彰する制度で、エコ通勤と環境保全全般に対する取組み姿勢が評価されま

した。同賞受賞は金融界では初めてのことであり、当行にとっては 2005 年(平成 17 年)
の環境大臣賞受賞以来、2 度目の大臣賞受賞となりました。 

・24 年 10 月には、長野県より「循環型社会形成推進功労者知事表彰」を受賞しました。

これは、溶解システムの構築などの先駆的な活動及び長期的かつ地道な環境保全活動が、

地域の循環型社会形成のために貢献していると評価されたものです。 

 

■ 株式会社 肥後銀行 

 158-01  

ISO14001 の認証取得 

【原則１】【原則５】【原則７】 

平成 16 年に九州の金融機関としては初めて、ISO14001 の認証を取得、平成 20 年には、

本店本館・別館に加え、事務センターの全部署及び関連会社に認証範囲を拡大しました。

電力・水・OA 用紙削減のほか、環境対策支援商品の販売など、銀行業務を通じた環境対策

にも取り組んでいます。 

【特徴】 

 158-02  

環境配慮型金融商品の取扱い 

【原則２】 

環境配慮に取り組む方を対象として、以下のローン商品について当行所定の金利より一定

の金利優遇を行っています。 
（１）「肥後銀行マイカーローン・エコプラン」 
 ハイブリッドカー購入者向けのローン 
（２）「ひご優育プラン」 
 オール電化住宅を対象とした住宅ローン 
（３）「クリーンくまもとビジネスローン」 
 ISO 認証取得資金、地球温暖化防止対策資金、環境汚染対策資金等を対象とした事業者

向けローン 

【特徴】 

お客様向け金融商品の他、環境に優しい粗品の採用等も実施しています。 
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 158-03  

環境保全活動への取り組み 

【原則３】 

以下の環境保全活動に永年取組んでいます。 
（１）水源涵養林育成（植樹） 
当行は、平成 5 年に緑化資源保護のための「法人の森林制度」に参加し、平成 13 年からは、

財団法人肥後の水資源愛護基金（現、公益財団法人肥後の水とみどりの愛護基金）ととも

に植樹活動を開始しました。さらに、平成 18 年 2 月に、阿蘇市小倉地区の森林 52ha を取

得し、「阿蘇大観の森」と命名、水源涵養林の保全・育成に積極的に取り組んでいます。 
（２）水田湛水事業（田植） 
地下水保全及び耕作放棄地解消を目的に、平成 23 年 2 月に公益財団法人肥後の水とみどり

の愛護基金と阿蘇市との間で「農業・水田湛水事業に関する協定」を締結し、同年 5 月に

は「阿蘇水掛の棚田」と命名した棚田において、当行グループ役職員等による田植えを行

いました。 
（３）「わたしのまちの○と×・熊本」環境フォトコンテスト 
「まずは自分たちのまちに興味を持ち、足元から見直し、社会的行動につなげる」ための

官民学一体となった運動で、平成 19 年度より、当行が事務局となり開催しています。熊本

県内の「美しい、いつまでも残したいと思う風景○」と「環境によくない、今すぐ変えた

いと思う風景×」の写真を対比してコメントを付す形式のフォトコンテストです。 

【特徴】 

学校児童から社会人まで広く、環境意識の向上に取り組んでいます。 

 158-04  

環境に優しい店舗づくり 

【原則５】 

店舗設計に関しては、町並みと調和する外観を心がけるとともに、屋上緑化や LED 照明お

よび太陽光発電装置の採用を行い、環境面にも配慮した店舗づくりを行っています。 

【特徴】 

 158-05  

再生可能エネルギー事業への取組み 

【原則５】 

平成 24 年 7 月に「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」がスタートしたことを受け、

熊本県内においても良好な日照条件を背景に太陽光発電を中心に再生可能エネルギー事業

への参入案件が増加しています。 
当行内に再生可能エネルギー専担者を配置し、調査・分析を実施すると共に、太陽光発電

に対応する制度融資を改定しました。資金調達や施工業者の紹介により、参入支援を強化

しております。 

【特徴】 

 158-06  

環境問題への取り組みの情報開示 

【原則６】 
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ホームページ、ディスクロージャー誌において当行の環境問題への取り組みを開示してい

ます。 

【特徴】 

 158-07  

役職員への環境活動の情報発信 

【原則７】 

（１）行内誌での「チャレンジ 25 キャンペーン」の情報発信 
ISO への取り組みの一環として参加する「チャレンジ 25 キャンペーン」について解説し、

取組事例等について情報発信を実施。 
（２）ノーマイカー通勤デーへの積極的参加 
熊本県が実施するノーマイカー通勤デー（毎月第 3 水曜日）に併せて、役職員へ呼びかけ

を実施し、積極的に取り組んでいます。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 百五銀行 

 085-01  

環境に配慮した活動の展開 

①CO2 削減への取組み ②各種イベントへの参加 ③自然環境保護への取組み 

【原則１】【原則５】【原則６】 

① CO2 削減への取組み ・・使用電力削減など日常業務における省エネ活動に取り組んで

います。 
キャッシュコーナーやロビーの照明の LED 化、太陽光を採光する装置の導入、空調設備用

仮設自家発電の設置といった設備面の省エネ対策のほか、平成 23 年度から全店で「使用電

力削減運動」を展開し、行員の省エネ意識向上を図っています。その結果平成 24 年度の電

力使用量は、平成 22 年度に比べて 9.8％の削減となりました。 
② 各種イベントへの参加・・環境負荷低減への取組みを各種イベントで紹介しています。

③ 自然環境保護への取組み・・三重県が取り組む森林づくり事業に賛同し、平成 18 年か

ら「百五の森」植樹活動を行っています。これまで 4 回の植樹活動を役職員とその家族

が参加して行いました。 
詳細はHyakugo Report 2013 p 15～16参照 （http://www.hyakugo.co.jp/pdf/zp0297.pdf）

【特徴】 

 085-02  

環境保全型金融商品・サービス 

【原則２】【原則３】 

地域の皆さまの環境保全活動を支援するため、さまざまな環境保全型金融商品・サービス

を提供しています。 
個人のお客さま向けには、百五多目的ローンや各種ホームローンを、法人のお客さま向け

には、百五環境格付融資「エコ・フロンティア」、百五 CSR 私募債、百五環境融資「太陽

光発電事業融資」などを取り扱っています。特に「エコ・フロンティア」は、平成 25 年 3 
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月末現在 94 件 16,011 百万円の取組実績となりました。 
詳細は Hyakugo Report 2013  p15 参照 

【特徴】 

 085-03  

百五銀行の CSR 活動の紹介 

【原則６】 

百五銀行は、「CSR」をお客さま・株主の皆さま・従業員・地域社会・環境といった当行と

関わりのあるさまざまな側面からの期待に応える取組みと考え、法令等遵守・リスクマネ

ジメントという企業体質強化の取組みはもとより、多方面にわたる企業活動を推進してい

ます。 
詳細は Hyakugo Report 2013 p11～18 参照 

【特徴】 

 

■ 株式会社 百十四銀行 

 132-01  

本店ビル 省エネ・環境配慮型ビルへ 

【原則１】 

本店ビルは平成 23 年 5 月の改修工事により、既存の壁面ガラスをガラススクリーンで二重

に覆う新工法（ダブルスキン）を採用。冷暖房負荷の軽減を図るなど、環境に優しい取組

みを継続的に推進しています。 

【特徴】 

この改修工事が評価され、平成 25 年 5 月「BELCA 賞 ベストリフォーム部門」を受賞し

ました。 

 132-02  

電気自動車の導入 

【原則１】 

走行中の CO2排出ゼロの電気自動車「i-MiEV」を営業車として順次導入しています。 

【特徴】 

平成 25 年 3 月末現在、計 5 台導入済みです。 

 132-03  

本店・全営業店にてライトダウン実施 

【原則１】 

「ライトダウンジャパン 2013」や「ムーンナイト SHIKOKU」などの取組みに賛同し、全

店で午後７時以降の建物内消灯に努めたほか、毎週水曜は「ウェンズディ・ライトダウン」

として行員の早帰りと午後 8 時以降の消灯に継続的に取組んでいます。 

【特徴】 

 132-04  
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クールビズ・ウォームビズの実施 

【原則１】 

冷暖房需要が拡大する時期の節電対策として、クールビズ・ウォームビズを全店で実施し

ています。 
平成 25 年度実施期間 【クールビズ】5 月～10 月 
   【ウォームビズ】11 月～3 月 

【特徴】 

 132-05  

環境配慮型企業向け融資商品・私募債の取扱い 

【原則２】 

「１１４環境サポート融資（百十四オリーブファンド）」、「環境配慮型私募債（百十四オリー

ブ債）」「１１４再生可能エネルギー事業支援融資」などをはじめとする環境配慮型商品を

取り揃え、環境保全に取り組む企業・個人事業主の皆さまを積極的に支援しております。 

【特徴】 

 132-06  

フォレストマッチング 協働の森づくり 植林活動 

【原則４】 

香川県などとパートナー協定を締結し、平成 25 年 11 月に、丸亀市にて過去に植林された

森林を保全するための除間伐・枝打ち作業を行員とその家族 97 名で行いました。 

【特徴】 

森林保全活動の取組みが評価され、香川県より「CO2 吸収量認定証」の交付を受けていま

す。 

 132-07  

エコキャップ収集活動 

【その他】 

｢小さな親切運動」の一環として、銀行内でエコキャップ（ペットボトルのキャップ）を収

集しています。 

【特徴】 

集めたキャップはリサイクルメーカーに売却し、売却金は発展途上国の子どもたちのため

のワクチン購入費として寄付しています。 

 

■ 兵庫信用金庫 

 118-01  

クールビズ・ウォームビズの実施 

【原則１】 

温室効果ガス削減に向けた取組みの一環として、クールビズ・ウォームビズを全店で実施

しています。 
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平成 25 年度実施期間 
 クールビズ H25.5.20～H25.9.30 ウォームビズ H25.11.1～H26.3.31 予定 

【特徴】 

 118-02  

節電への取組 

【原則１】 

節電チェックリストにより（4 月～5 月）（6 月～9 月）（10 月）（11 月～3 月）の 4 パター

ンで、全店実施中 
平成 25 年度は平成 23 年度電気使用量に対し 1.10％削減目標とし 9 月末では目標達成して

いる。 

【特徴】 

 118-03  

当金庫の環境推進に係る取組概要 

【原則１】【原則２】【原則３】【原則４】【原則５】【原則６】【原則７】 

2000 年 9 月に ISO14001 を認証取得し 2010 年 9 月には 10 年継続賞を受賞しました。多

岐に亘る継続的な環境問題へ取組みを実施しています。具体的にはエコ商品、カーボンオ

フセット通帳、エコ粗品、エコマーク認証制服、屋上緑化、緑の募金、清掃活動等があり

ます。 

【特徴】 

  

■ 株式会社 広島銀行 

 067-01  

環境保全関連商品・サービスへの取組み 

【原則２】 

環境保全に配慮した金融商品・サービスの提供を通じ、地域における環境保全に向けた事

業・取組みを支援するため、<ひろぎん>地球環境対応支援制度「エコ・ハーモニー」等の

法人のお客さま向け融資や、<ひろぎん>リフォームローン、マイカーローン等の個人のお

客さま向け融資の商品・サービスを提供しています。 

【特徴】 

法人・個人のお客さま向け融資のほか、環境配慮型の贈答品の採用等も実施しています。 

 067-02  

環境に配慮した営業車両の導入 

【原則５】 

「広島県生活環境の保全等に関する条例」及び広島市の「自動車環境管理制度」に基づき、

「自動車使用合理化計画書」及び「自動車環境計画書」を策定し、営業車両の低公害車等

へ買替を行っております。その他にも、「カーシェアリング」の利用や「電動アシスト自転

車」の導入等、環境に配慮した配車を積極的に展開しております。 
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【特徴】 

3 年毎に低公害車等の導入計画を策定のうえ、低公害車等の導入率向上への対応を実施。 

 067-03  

森林を守る活動～植樹の実施 

【原則７】 

郷土の豊かな自然環境を守り、将来の世代により良く引き継いでいくため、平成 22 年 10
月から「ひろぎんの里山」（広島県山県郡安芸太田町）で植樹を実施しています。平成 24
年 9 月には、役職員とその家族 240 名が参加し、第 3 回目の植樹を実施し、クリ、クヌ

ギ、ヤマザクラ・ブナの苗 300 本を、0.5ha（約 1,500 坪）に植樹しました。 

【特徴】 

植樹は 5 年間継続し、6 年目以降は新たな植樹は行わず、下草刈り等の森林整備を実施しま

す。 

 

■ 株式会社 福井銀行 

 172-01  

グリーンボンドの購入 

【原則１】【原則２】【原則６】 

平成 23 年 1 月、世界銀行が発行するグリーンボンドを購入（1,000 万米ドル） 

【特徴】 

 172-02  

環境配慮型企業向け銀行保証付私募債（エコ私募債）の引受け。 

【原則２】【原則６】 

資金使途が環境配慮型経営の実践に基づくものである場合や、環境についての各種認証を

取得している企業が発行する私募債を「エコ私募債」として従来より低利で引受けている。

【特徴】 

環境配慮型経営を実践する企業への資金支援。 

 172-03  

「ふくぎんの森」づくり活動の実施 

【原則３】【原則６】【原則７】 

平成 25 年 10 月 26 日に当行初となる役職員による植樹活動を敦賀市野坂山にて実施。 
福井県が推奨している「企業の森づくり活動」に賛同し、福井県・敦賀市（植樹土地無償

提供）・当行の３者にて「整備・管理協定書」を締結。 
活動初年度の今回は、役職員とその家族 121 名が参加し、イロハモミジの苗 100 本を 0.1ha
に植樹。 

【特徴】 

来年度以降も敦賀市野坂山にて植樹を行っていく予定。 
また、本活動において、地域住民や当行 OB との連携を検討していく。 
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 172-04  

「森もり定期預金」の取扱開始 

【原則３】【原則６】【原則７】 

「ふくぎんの森」づくり活動の実施に併せて、平成 25 年 10 月 7 日より「森もり定期預金」

の取扱いを開始。 
「森もり定期預金」は、募集総額を 50 億円とし、取扱終了時点（平成 26 年 1 月 31 日）の

預金残高の 0.02％相当額を当行が公益社団法人福井県緑化推進委員会へ寄付し、福井県内

の緑化事業に役立てていただく定期預金。 
平成 25 年 11 月 13 日、募集総額に達したため（2,405 件）、今年度の募集を終了。 

【特徴】 

預入いただいたお客さまには寄付金のご負担はないものの、本定期預金に預入いただくこ

とで、お客さまも地域貢献・環境保全活動に参加いただける定期預金となっている。 
「ふくぎんの森」づくり活動と同様に、本定期預金も毎年募集を行う予定。 
 

 172-05  

省エネ設備の導入 

【原則４】【原則５】【原則６】【原則７】 

・空調設備更新に伴う外断熱工事を実施 ・蛍光灯から高効率照明ランプへ更新 
・デマンド制御装置の導入 ・営業店駐車場外灯を LED 照明器具へ更新 
・店舗外キャッシュコーナーガラスの断熱化 

【特徴】 

独自の中長期計画に基づき実践 

 172-06  

ディスクロ―ジャー誌・ミニディスクロージャー誌への環境配慮用紙使用 

【原則４】【原則６】【原則７】 

平成 25 年 6 月よりディスクロージャー誌・ミニディスクロージャー誌に環境配慮用紙「里

山物語」を使用。 
「里山物語」は国産間伐材を最大限活用することで、日本の森林保全に貢献する環境配慮

用紙。 

【特徴】 

「里山物語」の売上代金の一部は寄付金として、NPO 法人を通じて里山で活動する社会意

義の高い団体に寄付される。 

 172-07  

クールビズ&ウォームビズ実施 

【原則５】【原則６】【原則７】 

クールビズ・・・5/7～10/31 の期間でクールビズ（室内温度 28℃）を実施 
ウォームビズ・・・12/1～3/31 の期間でウォームビズ（室内温度 20℃）を実施 
ともに平成 25 年度 

【特徴】 
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本部各部署・営業店に節電の責任者「節電リーダー」を任命し室内温度管理を徹底。 

 172-08  

WEB 会議システムの導入（テレビ会議システムの廃止） 

【原則５】【原則７】 

当行では、これまで本部－営業店間で会議を行う際に「テレビ会議システム」を使用。 
「テレビ会議システム」により本部集合にかかる時間・ガソリンの削減に繋がっていたも

のの、「テレビ会議システム」が設置されている営業店は統括店などの店舗に限定されてお

り、統括店へ移動する時間・ガソリンの削減には改善の余地が残されていた。 
平成 25 年 10 月 1 日より、全本部・全営業店に「WEB 会議システム」を導入。 
「WEB 会議システム」は職務室内のパソコンで使用が可能であり、「テレビ会議システム」

使用時に比べて、設置店舗への移動が必要無くなったことで、さらなるガソリンの消費量

削減が期待出来る。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 ふくおかフィナンシャルグループ 

 138-01  

『環境格付融資 FFG「エコ・ローン」』の取扱い 

【原則２】【原則３】 

環境経営を行う企業を FFG 独自の目線で評点化し、得点に応じて金利優遇を行う環境格付

融資 FFG「エコ・ローン」の取扱いを展開しています。「玄海灘や有明海など九州の自然」

や「地産地消」を意識した企業の環境保全の努力を評価項目に取り入れるなど、オリジナ

リティのある地元密着型の商品です。 
また、地球温暖化対策に配慮した設備投資を行う企業の借入利子を一定の条件で国（環境

省）が助成する「環境省利子補給制度」の取扱いもすすめています。この制度は FFG「エ

コ・ローン」による借入利息に対して助成が適用されるものです。 
FFG では今後とも地域の皆様の環境保全活動をサポートするため、「金融」 がもつ役割・

機能を通じて、環境保全につながる商品やサービスを積極的に提供してまいります。 

【特徴】 

 138-02  

エコ・アクション・ポイント事業への参加 

【原則２】【原則３】 

ふくおかフィナンシャルグループは環境共生活動の一環として環境省の推進する「エコ・

アクション・ポイント事業」に参加しています。この取組みは、省エネ商品やサービスを

購入・利用した際に、それに応じたポイントが貯まるサービスで、ポイントは多種多様な

商品と交換が可能です。 
FFG では、平成 21 年 6 月 1 日から太陽光発電システムを備えた住宅を購入するためのロー

ンをご契約のお客さまに、3,000 ポイントを差し上げています。住宅ローンがポイントの対

象となるのは、全国で初めてです。 
また九州地区では、平成 21 年 4 月から FFG ビジネスコンサルティングと株式会社 JCB が

共同でこの「エコ・アクション・ポイント」を運営しており。今後も参加企業を増やして
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いく予定です。 

【特徴】 

 138-03  

「エコ・アクション」を実践 

エコオフィス化の推進 

【原則５】 

環境共生活動の一環として、全役職員が共通の目的を認識し実行するため、FFG の環境方

針を定めた「エコロジーマニュアル」を制定しました。このマニュアルに基づき、平成 21
年度から全本部・全営業店で１年買いのサイクルを通して、「エコ・アクション」を進めて

います。 
平成 20 年 6 月、ふくおかフィナンシャルグループの本社ビルが福岡市中央区大手門に完成

いたしました。当ビルは、この豊かな環境を守るため、環境負荷低減・自然エネルギーの

利用に取組んだ、環境にやさしいオフィスビルです。 
平成 22 年 10 月 18 日にオープンした FFG 佐世保ビルは環境に配慮したエコオフィスビル

になっています。屋上の太陽光発電のほか、ATM コーナーにおける LED 照明の採用、氷

蓄熱システムによる夜間電力の活用など、エコの仕組みを数多く取り入れています。また、

福岡銀行三萩野支店での屋上緑化、営業店舗（主に ATM コーナー）及び関連会社の一部の

照明設備を LED 照明に順次交換するなど、グループ全体でのエコオフィス化を推進してい

ます。 

【特徴】 

平成 21年 7月、財団法人ヒートポンプ・蓄熱センターから、地球温暖化防止に寄与する「ヒー

トポンプ・蓄熱システム」の普及・拡大に貢献している企業として 71 企業・31 団体が選

ばれ、FFG にも感謝状が贈られました。 

 

■ 株式会社 福島銀行 

 050-01  

エコ定期「みんなの尾瀬」の発売 

【原則２】 

平成 19 年 8 月に「尾瀬国立公園」が誕生したのを機に、尾瀬の自然保護を目的とした福銀

エコ定期「みんなの尾瀬」の発売を開始しました。 
 自然保護にご賛同いただけるお客様と当行が力を合わせて尾瀬の環境保護活動を支援す

る定期預金で、お預けいただいた定期預金の残高に対して、0.01％に相当する金額を尾瀬

保護団体へ寄付しております。 
平成 25 年 8 月には約 49 万円を寄付し、今回で 9 回目、累計約 856 万円を寄付いたしまし

た。 
※プレスリリース、ディスクロ掲載及びホームページ掲載 

【特徴】 

 050-02  

「再生可能エネルギー発電事業支援融資」の取扱い開始 

【原則２】 
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東日本大震災以降、太陽光などの代替エネルギーに注目が集まっていることから、「再生可

能エネルギー固定価格買取制度」を利用する法人・個人事業主に対し、発電事業に必要な

設備投資金を支援する「再生可能エネルギー発電事業支援融資」の取り扱いを 2013 年 5 月

より開始しました。 
※プレスリリース掲載分 

【特徴】 

 050-03  

公益信託「ふるさと自然環境基金による助成活動」 

【原則３】 

自然保護活動に実績を上げた団体に対して助成金を授与しており、2012 年 12 月には「猪

苗代湖の自然を守る会」、「喜多方市熱塩加納町鷲田行政区」を選出いたしました。1992 年

の基金発足以来、今回で 21 回目の助成となり、助成先は 50 先、助成額累計は、11,768 万

円となります。 
※プレスリリース、ディスクロ掲載及びホームページ掲載 

【特徴】 

 050-04  

社用車にハイブリット車を導入 

【原則５】 

2010 年 10 月、新たに行内へハイブリット車を配備しました。また、2011 年 1 月には役員

車もハイブリット車に入替し、現在、2 台のハイブリット車を使用しています。 

【特徴】 

 050-05  

CO2 削減 

【原則５】 

平成 19 年 7 月から地球温暖化防止運動「チームマイナス 6％」に参加し、平成 20～22 年

度の 3 年間で、削減目標として設定した「186 トン（6％）削減」を大きく上回る、303 ト

ン（9.8％）の削減に成功しております。（当行の電気・ガソリンの消費量を CO2で換算）

 平成 24 年度は各営業店・部署で、節電責任者を指名し、節電対策に取組みました。また

東北電力の「緑のカーテン運動」にも積極的に取り組み、各店で工夫を凝らした節電対策

を行いました。これらの取り組みにより、使用電力量で前年比 10％削減しました。 
 現在は、本部などの執務室内の照明を、試験的に LED に変更し、節電効果についての検

証も実施しています。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 福邦銀行 

 173-01  

エコカー購入資金のマイカーローンの金利割引 

【原則２】 
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エコカー購入でお借入時▲0.2％の金利割引あり。その他の金利割引項目と合わせて最大 5 
項目で▲1.0％の金利割引がある。 

【特徴】 

 173-02  

認証取得した事業者向け融資の金利割引 

【原則２】 

事業者向け融資「ふくほうプライムサポート」の金利割引サービスの条件項目に認証取得

を設定。「ISO14001」または「エコアクション 21」を認証取得された企業に、当行所定の

金利から 0.2％金利を割引する。 

【特徴】 

 173-03  

エコクロス通帳の採用 

【原則５】 

布通帳から紙の通帳に切り替えている。  

【特徴】 

従来の布クロスでは製造過程において発生する製品以外の部分は再生利用ができなかった

が「エコクロス通帳」は再資源化が可能になる。 

 173-04  

空調設備に伴う環境配慮型工事の実施（エフサスグリーンファシリティソリューション） 

【原則５】 

24 時間稼動するサーバールームの空調機の更新にあたり、富士通エフサスのシステム「エ

フサスグリーンファシリティソリューション」の提案を受けた。同システムは、サーバー

の熱状況をグラフィックで可視化し、空気の流れを再現することで機器の配置変更や効率

的な冷気搬送ができ、総合的な省エネが図られる。 
同システムの採用により、空気搬送ファンとインバーター空調機を設置した結果、従来の

空調機より小型化でき、事務センター全体の消費電力が約 30％削減できた。 

【特徴】 

 173-05  

デマンド制御装置の設置 

【原則５】 

最大需要電力（デマンド値）の引下げを目的に、本店にデマンド監視システムを導入。デ

マンド値が契約電力を超過することが判明した場合、管理者に警告したり、負荷を自動的

に切り離す制御を行うことでピーク時の電力カットを図る。 

【特徴】 

 173-06  

営業店舗ガラスの断熱化 

【原則５】 
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営業店舗ガラスに遮熱フィルムを貼り断熱化を実施（成和支店 高浜支店）。 

【特徴】 

 173-07  

省電力対応 ATM の導入 

【原則５】 

画面操作が一定時間発生しない場合はエコモードへ移行し、ATM 内部ユニットへの電力供

給をカットすることにより、従来の 40％の消費電力削減を図る。 

【特徴】 

 173-08  

節電の取組み 

【原則７】 

冷暖房の温度設定、照明（間引き、消灯時間削減）、クールビス、ウォームビズの実施、待

機電力の削減等により、全行員を挙げて節電に取組む。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 豊和銀行 

 120-01  

環境配慮型金融商品の取扱い 

【原則２】【原則３】 

地域金融機関として、地域のお客さまの幅広い資金ニーズへの対応に加え、地域における

環境保全活動を金融面からも推進していくため、環境配慮型金融商品の取扱いを行ってい

る。 
①リフォームローンＱ… 太陽光発電設備機器の購入・設置費用、環境配慮型設備機器導入

ニーズに対応し、取引状況に応じて優遇金利を適用 
②リフォームローン … 同様に、太陽光発電設備機器の購入・設置費用、環境配慮型設備

機器導入ニーズに対応。更に、産業用太陽光発電の購入にも対応

可能な商品 

【特徴】 
地域金融機関として、本業での経済貢献のみならず、環境や文化の幅広い分野に注力し、

企業の社会的責任活動を通じて、地域の繁栄に寄与すべく、様々な社会貢献活動に取り組

んでいる。 
本取組みは、地域のお客さまの幅広い資金ニーズおよび環境保全の一助とさせて頂くべく、

販売をするもの。これらの環境保全等の取組みを地域の方々に知っていただくために、商

品の取扱いをホームページ・ディスクロージャー誌で紹介している。 

 120-02  

NPO 助成金制度 

【原則３】 

NPO 助成金制度により、大分県の環境保全、文化振興、福祉・生活向上に役立てて頂き、
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「ゆたか」な社会を築いていく一助とさせて頂くことを目的に、平成 20 年度より実施して

おり、平成 25 年度で第 6 回目の開催。 
平成 25 年度は、子どもたちへの書写指導活動（津久見市）、芝桜定植・イルミネーション

設置事業（豊後大野市）、柴北川流域自然環境保護活動（豊後大野市）および DV など暴力

被害者のための自立支援事業（大分市）を行う、４団体に助成金を贈呈。 

【特徴】 

地域金融機関として、本業での経済貢献のみならず、環境や文化の幅広い分野に注力し、

企業の社会的責任活動を通じて、地域の繁栄に寄与すべく、様々な社会貢献活動に取り組

んでいる。 
NPO 助成金制度は、地域の環境保全、文化振興、福祉・生活向上の一助とさせて頂くべく、

助成金を贈呈するもの。加えて、これら NPO の環境保全等の取組みを地域の方々に知って

いただくために、表彰先をホームページ・ディスクロージャー誌で紹介している。 

 120-03  

社会貢献活動 

【原則６】【原則７】 

社会貢献活動は、目的・趣旨等を明確にした通知文書により職員の取組み意識向上を図っ

たうえで、実施することとしている。平成 25 年度は、CO2ゼロデー運動、街かどクリーン

作戦、クールビズ・ウォームビズ等を職員にて取り組んだ。 
 地域の方々への情報開示のため、ホームページやディスクロージャー誌を活用しており、

これまで CO2 ゼロデー運動実施、街かどクリーン作戦実施、クールビズ・ウォームビズ実

施、LED 照明導入、電動バイク導入、カーボンオフセット通帳導入等の取組みを掲載して

いる。  
① CO2ゼロデー運動…年 4 回の指定日は、通勤および外訪活動時に、原則乗用車・バイク

等を使用しないとする取組み。平成 25 年 9 月に第 20 回目を実施。 
② 街かどクリーン作戦…従業員組合を中心に、全店の職員で地域清掃を行う取組み。昭和

58 年に取組み開始、平成 24 年 11 月に第 49 回目を実施。 
③ クールビズ・ウォームビズ…服装により冷暖房設定温度を調整。 
④ LED 照明導入…平成 23 年 12 月に第 1 号店として本店営業部に導入。現在、大分市内

の全店舗に設置。 
⑤ 電動バイク導入…平成 24 年 1 月に 1 台導入。 
⑥ カーボンオフセット通帳導入…平成 24 年 1 月に導入。 

【特徴】 

地域金融機関として、本業での経済貢献のみならず、環境や文化の幅広い分野に注力し、

企業の社会的責任活動を通じて、地域の繁栄に寄与すべく、様々な社会貢献活動に取り組

んでいる。 
行内での積極的な取組みに加え、その取組みを地域の方々に知っていただくために、取組

み事例をホームページ・ディスクロージャー誌で紹介している。 

 

■ 株式会社 北越銀行 

 010-01  

環境に配慮した商品・サービスの取扱い 
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【原則２】 

・ ホクギン環境配慮型特別融資および環境配慮型私募債～for the earth～ 
 環境問題に取り組む事業者の資金調達をサポート 
・ マイカーローン 

エコカーをご購入される方の資金調達をサポート（当行所定の金利から一定の金利引き

下げを実施） 
・ 「太陽光発電セミナー」の開催 

【特徴】 

・ 金融サービス部に環境分野の専担者を配置 

 010-02  

社会貢献活動 

【原則３】 

・ トキ保護募金 
国際保護鳥に指定されている新潟県の鳥「トキ」の保護育成活動に協力するため昭和 43

年以来募金活動を実施 
平成 22 年からは、トキの野生復帰活動を応援する投資信託「トキ応援ファンド」「トキ

子育て応援ファンド」の販売から得られる当行収益の一部についても毎年寄付を実施 

【特徴】 

■ 株式会社 北都銀行 

 078-01  

風力発電事業会社の設立支援 

【原則１】【原則３】【原則４】【原則６】 

秋田県内で営業する設備会社や風力発電会社が、昨年 9 月 28 日に新規に設立した風力発電

事業会社へ、フィデアグループとして出資するとともに、当行から出向者を派遣し会社運

営を支援。 
平成 25 年に風車を 2 基建設し、7 月から売電を開始。 

【特徴】 

同社を事務局として、9 月に秋田県内で風力発電に関連する産業を創出することを目的に秋

田風力発電コンソーシアム「秋田風作戦」を設立。県内の製造業や大学など産学官が連携

し、次世代型風力発電機の製造を目標に研究を進めます。 

 078-02  

事業者向け環境配慮型融資「ほくとエコファンド」の取扱い 

【原則２】 

環境負担の軽減に積極的な企業に対し必要な資金を供給し、エコ環境向上への取組みを促

進するとともに、地域経済の発展に寄与することを目的に 2011年 1月に取扱開始しました。

・ホテル業 A 社による省エネ型エコホテルへの全館リニューアルの設備資金対応（CO2 削

減効果 20％以上）。 
・冷凍食品製造業 B 社による暖房等のボイラー燃料の切替え（灯油→天然ガス）、消費電力
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の少ないエアコンの導入等による新工場建設資金対応（CO2 削減効果 10％以上）。 
・取扱実績 2 件／26.5 億円 

【特徴】 

・「環境格付制度」を新設し、格付ランクに応じた適用金利を優遇しています。 
・財）日本環境協会から「地球温暖化対策加速化支援無利子融資補給金給付事業」の認定

を受け、利子補給制度プランを実施しています。 

■ 株式会社 北洋銀行 

 087-01  

グリーンボンドの購入 

【原則１】 

北洋銀行は、世界銀行(国際復興開発銀行)が発行する「グリーンボンド」を 1,000 万米ド

ル購入しました。グリーンボンドで調達した資金は、代替エネルギーの導入、温室効果ガ

スの排出を軽減する新技術の開発支援、森林再生、河川流域管理などの地球温暖化対策事

業を支援するために活用されます。 

【特徴】 

 087-02  

省エネルギーへの取組み 

【原則１】【原則５】【原則７】 

北洋銀行は、COOL BIZ、WARM BIZ を実施しているほか、省電力機器への入れ替え等を

行っています。 
パソコン・端末機等の OA 機器については、より消費電力の少ない機器への入れ替えを進

めています。 
店舗設備についても、高圧受電設備や空調設備機器の入れ替えに際しては、高効率型の電

力消費の少ない機器を選定して設置を進めており、照明器具の LED 化にも取り組んでいま

す。 

【特徴】 

 087-03  

個人向けローン商品を通じた取組み 

【原則２】【原則３】【原則７】 

「エコリフォームローン」の取り扱い 
北洋銀行は、クリーンなエネルギーを利用する太陽光発電設置事業工事の普及の後押しを

行い、二酸化炭素排出削減に協力するため、2010 年 6 月より、太陽光発電設置事業工事

を対象としたローンの金利を通常のリフォームローン金利より優遇しています。 
「エコカー」に対するマイカーローン金利優遇 
北洋銀行は、燃費性能が優れたエコカーの購入・買い替え促進をサポートしていくため、

エコカー(新車)を対象に、通常のマイカーローン金利よりも優遇する取り扱いを実施してい

ます。 

【特徴】 
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 087-04  

再生可能エネルギー融資を通じた取組み 

【原則２】【原則７】 

再生エネルギーの固定買取制度に基づく、北海道内の太陽光発電事業など再生エネルギー

への総投資額は、5,000 億円規模と言われています。 
北洋銀行は、本部内に再生エネルギー専担者を配置し、発電事業への参入を検討されるお

客さまに対してタイムリーな情報提供とアドバイスを行うことで再生可能エネルギーの融

資強化を図っています。 
当行が持つ様々な融資手法を活用のうえ、「太陽光発電」「風力」「バイオマス」など、再生

エネルギー資源が豊富な北海道において、成長分野支援策として推進していきます。道内

の再生可能エネルギーは、道内に利益還元するというスタンスで、「環境と地域経済の好循

環」を実現できるよう、全力で取り組んでいます。 

【特徴】 

再生エネルギー設備企業とも接点を確保しており、お客さまが希望された場合は、ビジネ

スマッチングへの対応も行います。 

 087-05  

環境ビジネス支援ファンドの設立 

【原則２】【原則７】 

北洋銀行は、2011 年 7 月道内初となる環境関連に特化した「環境ビジネス支援ファンド」

を設立しました。環境関連ビジネスを行うお客さまの株式を当行が引き受けることにより、

お客さまの発展・信用力強化、地域経済の活性化を目指します。 

【特徴】 

ファンド総額は 3 億円で、環境保全や再生エネルギー分野に取り組む道内中小企業を中心

に、株式公開を目指していないお客さまも含め、幅広く対象としています。 

 087-06  

北海道の生物多様性保護への取組み 

【原則２】【原則７】 

「ほっくー基金の創設」 
北洋銀行は、環境保全活動への取組みの一環として、北海道に生きる生物の多様性保護(生
息域を含めた生物保護)に取り組むこととし、2010 年、希少動植物保護を目的とした「ほっ

くー基金」を創設しました。 
官民連携からなる「ほっくー基金選定協議会」にて寄付先を年度ごとに検討し、現在まで

に 延べ 13 団体へ総額 1,640 万円の寄付を実施しています。 
「ほっくー定期預金の取り扱い」 
「ほっくー基金」への取組みの一環として、原則満期案内不発行かつ「環境配慮型専用通

帳」を採用した「ほっくー定期預金」をお取り扱いし、道民の皆さまにお預け入れいただ

いた金額の一定割合を、当行が当基金に拠出しています。個人のお客さまを対象とさせて

いただいておりますが、「ほっくー定期預金」を通じ、間接的に基金に拠出・参加いただき、

北海道の生物多様性保護に貢献いただくことができます。 

【特徴】 
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■ 株式会社 北陸銀行 

 037-01  

「環境配慮型設備投資利子補給融資」の取扱開始について 

【原則１】【原則２】【原則３】 

平成25年6月、北陸銀行は、公益財団法人日本環境協会が運営する環境配慮型設備投資緊急

支援利子補給金交付事業（以下、「同制度」）の取扱金融機関に選定され、同制度を活用

した融資商品の取扱いを開始いたしました。  

同制度は、日本環境協会が、地球温暖化対策に係る環境格付を有する金融機関を選定し、

地域で環境配慮型経営に取り組む企業を金融面でサポートすることを目的としておりま

す。 

当行では平成21年11月より環境評価融資を取り扱っておりましたが、同制度を導入し、環

境格付の評価項目を拡充することで、取引先の環境配慮型経営に対する支援を一層強化し

ていく方針であります。 

【特徴】 

・「持続可能な社会の形成に寄与する企業」の発展に資する金融商品の提供 

「ほっくー基金」では、個人・法人のお客さま問わず、広く生物多様性保護へご参加いた

だき、道民一丸となって取り組めるよう、専用寄付口座を開設し、振込手数料無料で募金

受付も行っています。 

 087-07  

環境配慮型企業向け私募債によるサポート（北洋エコボンド） 

【原則２】【原則７】 

北洋銀行は、環境に配慮した取組みを自主的・積極的に行っている企業に対し、有利な私

募債発行条件を提供し、私募債（北洋エコボンド）の発行を通じサポートしています。2010
年 4 月の取り扱い開始以来、累計で 626 件 417 億円（2013 年 3 月）の取り扱いを行い、

多くの環境配慮型企業の皆さまにご利用いただいております。 

【特徴】 

北海道や札幌市等の地方公共団体とも連携を強化し、北海道グリーンビズ認定制度・さっ

ぽろエコメンバー登録制度の登録企業を対象としています。 

 087-08  

北海道企業の森づくり（ほっくーの森）への参画 

【原則４】【原則７】 

北洋銀行は、北海道がすすめる「ほっかいどう企業の森林づくり」と道独自のカーボンオ

フセット認証を組み合わせた取組みである「北海道カーボンオフセット活用型森林づくり

(ほっくーの森)」に、道内企業として初めて参画しました。 
北海道伊達市では、木質燃料ペレット暖房機器を利用した二酸化炭素削減に取り組んでお

り、当行は、その削減量の提供を受け、カーボンオフセットを行いながら「ほっくーの森」

で植樹を実施し、森林を育てています。 

【特徴】 
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・環境配慮型企業への積極的な資金供給を通じた地域活性化 

 037-02  

冬季の節電対応について 

【原則１】【原則３】【原則５】【原則６】【原則７】 

平成 24 年 12 月、北陸銀行では、平成 24 年 12 月から平成 25 年 2 月にかけての電力使用

量を、平成 22 年度同月比▲10%を目標として節電活動に取組むことを、ホームページにて

公表いたしました。 

具体的には、営業室照明の間引き、室温 20℃目処、エレベーターの稼動半減等に取組み、

平成 25 年 3 月に、取組み結果について公表いたしました。 

一部のお客さまより、「店内が暗い」「寒い」といったご意見もございましたが、趣旨をご

理解いただき、結果は平成 22 年度比▲17%と、目標に対し大幅な削減を実現することがで

きました。 
 

【特徴】 

内部的な取組みではあるものの、公に目標を開示し、パブリックプレッシャーによって、

高いレベルの取組みを維持し続けたことが、目標の大幅達成に繋がった。 

 037-03  

美術館『ほくぎんギャルリ･ミレー』の開館について 

【原則１】【原則３】【原則４】【原則６】 

平成 24 年 9 月、富山市の中心街「中央通り」に、美術館「HOKUGIN GARELIE MILLET
（ほくぎん ギャルリ・ミレー）」がオープンしました。 
 この美術館は、中心市街地活性化に貢献するための北陸銀行のＣＳＲ活動の一環として、

当行が区分所有している高層ビルの 1 階部分および当行の所蔵美術品を、ギャルリ・ミレー

運営委員会※に無償貸与して展示しているもので、同委員会が当館の管理・運営を担って

います。館内では、19 世紀、フランスの農村を描いたバルビゾン派の巨匠、ジャン＝フラ

ンソワ・ミレーの絵画 14 点をはじめとした 53 点の名画から、二十数点を随時入替しなが

ら展示しており、世界的名画を街なかで、気軽にお楽しみいただけるようになっておりま

す。 
ほくぎんギャルリ・ミレーでは、当運営委員会により、多くの方にご覧いただけるよう、

入館料を 200 円にしているほか、芸術をより身近に感じていただくため、県立近代美術館、

県水墨美術館、高志の国（こしのくに）文学館との共通チケットを販売、スタンプラリー

を実施するなど、さまざまな工夫も凝らしていただいております。 
詳しくは、下記リリースをご覧ください。 
http://www.hokugin.co.jp/info/newsrelease/120819.html 
なお、北陸銀行では、同じく中央通りにある演芸ホール「てるてる亭」の運営にも協力す

るなど、中心市街地の活性化を芸術面から積極的にサポートしています。 
 
※ギャルリ・ミレー運営委員会は、当行の趣旨にご賛同いただき、全面協力をいただいている富山県、富

山市、中央通商店街振興組合を中心に設立された非営利の任意団体です。 

【特徴】 

・ 行政機関や商店街組合との協力により、公共性の高い施設の提供を行うことができまし
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た。 
・ 芸術面からの中心市街地活性化に協力することができました。 

 037-04  

「富山地区全店一斉クリーン活動」の実施について 

【原則３】【原則４】【原則７】 

北陸銀行は、日頃の感謝の意を込め、社会貢献活動の一環として、地元富山県内の各地に

て、一斉ボランティア清掃活動を行っております。 
これまでに、平成 24 年 11 月、平成 25 年 6 月、平成 25 年 10 月に実施し、延べ 1,800 名

超の行員が、ボランティア清掃に参加いたしました。 
これからも年間を通じて、様々な環境保全活動や地域貢献活動などに積極的に取り組んで

まいります。 

【特徴】 

・清掃活動を通じた地域貢献 

・環境や社会の問題に対する自行役職員の意識向上 

■ 北陸労働金庫 

 122-01  

環境保護や地域コミュニティづくりを目的に活動する団体などへの支援 

【原則３】 

2003 年に「NPO・ボランティア団体助成金制度」を創設し、今日まで毎年度、継続実施し

ています。公開応募方式で選考委員会の審査を経て交付団体を決定。対象となる活動分野

については特に制限を設けていませんが、環境保護や地域コミュニティづくりを目的に活

動する団体を含めて助成金を交付しています。 
9 年間(2003～2011)の交付実績は 279 団体、2,589 万円。 

【特徴】 

 122-02  

ISO14001 の取得 

【原則４】 

2003 年 3 月に、北陸の金融機関として初めて ISO14001 を取得しました。4 項目を柱に 7
つの取組みを実践しています。 
１．環境商品の拡大（①環境に配慮したエコ商品の購入②環境に配慮した融資制度の開発)
２．温暖化対策（③電力使用量の開発④ガソリン消費量の減量） 
３．省資源（⑤紙類使用量の削減⑥水資源使用量の削減） 
４．環境型社会の推進（⑦廃棄物の減量） 

【特徴】 

１．環境商品の拡大については､粗品や頒布品の一部を環境にやさしいエコ商品で対応。

オール電化やガス化、太陽光発電住宅を導入した住宅ローン利用者には､金利引下げの制度

を適用。エコカー購入の自動車ローン利用者には、金利引下げの制度を適用。 
２．温暖化対策については､クールビズの実施、営業車や自家用車のアイドリングストップ

励行。などの具体的取組を実施しています。 
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 122-03  

「環境方針」並びに具体的取組みの情報開示 

【原則６】 

「環境方針」については、ホームページで内外に公表しています。具体的な取組み内容に

ついては、ディスクロージャー誌中に CSR 取組を掲載しています。ディスクロージャー誌

は店頭配置およびホームページ上に PDF ファイルで閲覧、ダウンロード可能となっていま

す。 

【特徴】 

 122-04  

役職員による環境美化活動 

【その他】 

昨年、創立 10 周年記念特別社会貢献活動として実施した歩道等の清掃活動を、今年度も引

き続き実施しました。 

【特徴】 

 122-05  

事業所建物などの省エネ対策 

【その他】 

店舗の新築、改修にあたっては、省エネ対策を講じています。（断熱外壁、窓の UV カット・

二重サッシ化、太陽光発電設備の設置など） 

【特徴】 

 

■ 株式会社 北海道銀行 

 039-01  

二酸化炭素排出量削減のための数値目標の設定について 

（目標数値：二酸化炭素排出量 13,700ｔ/年） 

【原則１】 

・北海道銀行は、一企業としての環境保全、環境負荷低減活動にも取り組んでまいりまし

たが、これらの動きを一歩進め、地球温暖化の原因とされる温室効果ガス（二酸化炭素排

出量）削減の数値目標を 2009 年 3 月に設定いたしました。 
基準年実績 2007 年度実績 14,600 トン 
目標数値 2013 年度目標 13,700 トン（▲900 トン・▲6％） 
対象エネルギー  電気・都市ガス・水道・ガソリン・灯油・重油 
・二酸化炭素排出量の約 7 割を占める電気使用量は増加傾向にあることから、電気使用量

削減をメインに取り組んでいます。 

【特徴】 

2010 年度に二酸化炭素排出量の削減目標を達成したことから 2011 年度から 3 年間の目標

を新たに設定して取り組んでいます。 

 039-02  
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持続可能な社会形成に向けた環境商品・サービスの提供について 

（道銀環境配慮型住宅ローン・道銀エコ私募債・どうぎん環境格付融資） 

【原則２】 

・道銀環境配慮型住宅ローン 
オール電化住宅など一定の条件を満たした環境配慮型の住宅を取得するお客さまに対

し、住宅ローン固定金利選択型の当初実行金利および特約期間終了後の金利を引き下げ

させていただく住宅ローンです。 
・道銀エコ私募債 

ISO14001、エコアクション 21、北海道環境マネジメントスタンダード等、環境にかか

る公的認証を得ている企業および北海道銀行の ISO14001 取得支援サービスをお申し込

みいただいている企業に対して、通常の私募債よりも発行条件を優遇し、環境配慮型企

業を資金調達面から支援いたします。 
・どうぎん環境格付融資 

北海道銀行がご提供する「どうぎん環境格付」を取得している企業に対して、省エネ設

備投資などの融資に環境省からの所定の利子補給を手続きさせていただいております。

※環境省への申請と承認が必要となります。 
その他「各地方公共団体の環境に関する制度融資」「排出権特定金外信託の媒介」なども

取り扱っております。 

【特徴】 

北海道の個人・法人のお客さまに対して積極的に上記商品・サービスを提案しています。 

 039-03  

環境に配慮した企業や自治体の取り組みをスクリーニングし、点数化して格付を付与させていた

だく「どうぎん環境格付」について 

【原則３】 

・スクリーニング項目 
下記の項目を中心にインタビューや現地訪問により多面的な確認を行い、客観的に評価

いたします。 
① 環境方針が立てられているか 
② その方針に基づいてどのような運用がなされているか 
③ それを継続的に実行するための社内体制がどのように構築されているか 

・お客さまのメリット 
① 改善すべき時効のあぶり出しによる更なる改善のブラッシュアップに活用できます。

② 社内の環境配慮活動のモチベーション維持、増進に活用できます。 
③ 社外の取引企業や顧客へのＰＲに活用できます。 
④ 「どうぎん環境格付融資」で一定の条件を満たす場合、環境省所管法人「財団法人日

本環境協会」から利子補給を受けることができます。 

【特徴】 

 039-04  

「道銀の森」による産学官連携での取り組みについて 

（敷地 5 ヘクタールに 10,000 本の植栽へ） 

【原則４】 
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・産学官の連携事業として、2009 年に「道銀の森」を設立しました。 
  産～北海道銀行 
  学～北海道大学の東名誉教授が考案した“カミネッコン”による植樹方式を採用 
  官～北海道の「水源の森づくり事業」のスキームを活用 
・実際の植樹では、NPO 法人「北ぐにの森づくりサークル」の協力を得て、毎年 1 
 ヘクタールの敷地にミズナラ・ヤチダモ・シラカバ・アカマツなど 2,000 本の植栽 
 を行ない、2013 年の第 5 回植樹で 10,000 本を実現いたしました。 
・その他にも次のような活動を行なっています。 
 ①北海道銀行が発起行（現在は理事）の一員として設立した「日本の森を守る地方銀行 
  有志の会」への積極的な参画 
 ②1975 年から「さっぽろライラックまつり」においてライラックの苗木累計 97,500 本 
  を配付 
 ③「さっぽろ森づくり植樹祭り」にカミネッコンによる苗木 500 本を寄贈 

【特徴】 

 

 039-05  

省資源・省エネルギー等の環境負荷軽減に向けた「えころ運動」の取り組みについて 

【原則５】 

・ 二酸化炭素排出量の目標を「2011 年度から 3 年間は年間 13,700 トン以内とする」と定

めたことから、二酸化炭素排出量の 7 割以上を占める電気使用量の削減に取り組んでい

ます。 
・ 本部・営業店共通 
 ①クールビズ・ウォームビスの継続実施により、冷暖房に伴う電気使用量を削減する。 
 ②始業開始直前まで、電気は極力 OFF にする。 
 ③外出時や長時間離席時は、デスクトップ PC はディスプレイの電源を OFF にする。 
  ノート PC は上部を閉じて OFF 状態にする。 
 ④未使用時のフロア（廊下・食堂・会議室・給湯室・更衣室・トイレ・書庫など）や PC・

プリンターは照明や電源を OFF にする。 
 ⑤バックヤード部分の照明は極力 OFF にする。また、蛍光管の間引きも行なう。 
 ⑥休憩室などの家電は退行時にコンセントを抜く。 
 ⑦定時退行日を励行し、17 時以降の施設全体の電気使用量の削減を図る。 
・営業店 
 ①15 時以降でお客さまが退店した営業ロビーの照明を OFF にする。 
・本部 
 ①極力エレベーターの利用を控えて会談を利用する。 
 ②日中は窓際の照明を OFF にする。 
・担当部署 
 ①「改正省エネ法対応中期計画」と「上/下期店舗整備計画」に基づき電気使用量の削減

を図る。 
 ②自動販売機の節電モードや土日運転休止の設定手続きを行なう。 
 
その他、北海道銀行ほしみ研修センターは「札幌市建築物環境配慮制度」CASBEE 札幌 A
クラスを獲得しております。また、NEDO（独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開
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発機構）との共同研究事業対象に採用されている太陽熱利用による給湯施設の設置など、

様々な環境保全への配慮を施しています。 

【特徴】 

 039-06  

「環境理念」「環境行動指針」「環境キャラクター」による取り組みの情報開示について 

【原則６】 

2008 年 8 月に「環境理念」「環境行動指針」を策定して、社会の持続的可能性を高める北

海道銀行の活動のベースとしております。 
・「環境理念」 
 地球人 北海道銀行～わたしたちは、地球から多くの恵みをもらって生活しています。 
わたしたちには、笑顔あふれる未来のために、この恵みを次の世代へ引き継いでいく責任

があります。北海道銀行は、地球人として、この責任を果たすべく、環境に配慮した活動

を行います。 
・「環境行動指針」 
 ①環境に関する法規を遵守し、環境に配慮した地域活動を行います。 
 ②役職員全体の環境保全に対する意識を高め、営業活動、日々の生活における環境負荷

の軽減に努めます。 
 ③地域社会に対し、環境保全、環境改善につながる金融商品・サービスの提案を行いま

す。 
・2009 年 2 月に環境キャラクター「えころＤｏ」を策定しました。 
わたしたちが住む北海道と地球をやさしく守ること、それを実践する活動をイメージして

銀行内の公募により作成されました。 
名称は環境を表す「エコロジー」とステップＤｏなど北海道銀行の各種商品・サービスに

広く使用しているＤｏ（ドウ＝やってみよう！）を組み合わせた造語です。 

【特徴】 

 039-07  

「環境対応プロジェクトチーム」「フォレストリーダー」による自社役職員の環境に対する意識向上

への取り組みについて 

【原則７】 

・2008 年 3 月に環境や社会の問題に対して、自社の役職員の意識向上と“北海道銀行一体

での活動”を目的に本部 10 部署（現在は 13 部署）の行員で「環境対応プロジェクトチー

ム」を組成しました。 
各部署での環境・社会問題について、横断的かつ情報共有しながら取り組んでいます。 
・2009 年 6 月から「道銀フォレスト運動」をスタートしました。 

①活動趣旨 
豊かな自然に恵まれた北海道を営業基盤とする金融機関として、環境理念“笑顔あふれ

る未来のためにこの恵みを次の世代に引き継いでいく”ため、役職員による森づくり活

動を行う。 
②環境に対して 
将来にわたって“森づくり”の分野で道内外に情報発信し貢献していく。 
③役職員に対して 
大切さや尊さを感じ取り、環境保全の意識を高め、業務内外問わず具体的な活動へと展
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開する。 
・「道銀フォレスト運動」を役職員に浸透させるため、札幌近郊の部室店に「フォレストリー

ダー」を配置し、「環境対応プロジェクトチーム」の現場スタッフとして環境保全活動を牽

引しています。 

【特徴】 

 

■ 北海道労働金庫 

 164-01  

省エネルギーの取組み 

【原則１】【原則５】 

北海道労働金庫では、地球温暖化防止に向けた国民運動「チャレンジ 25 キャンペーン」に

参加し、夏季の「ビジネス軽装（クール・ビズ）」や「冷房の適正温度設定」等を実施する

とともに、営業用車両のハイブリッド車への切替や、ATM コーナー・営業店内照明の LED 
化を順次行い、省エネルギーに取組んでいます。 
また、当金庫が使用する事務用品や機器の購入に際しては、環境に配慮した製品を優先し

て選択するグリーン購入を実施しています。 

【特徴】 

省エネルギー施策により節電、地球温暖化防止に取組んでいます。 

 164-02  

金融エコ商品の取扱い 

【原則２】 

北海道労働金庫では、環境に配慮した金融商品を提供することにより、環境保全に関心の

高いお客様をお手伝いし、環境負荷の低減に努めています。 
ハイブリッド車や電気自動車等の環境に優しい車や福祉車両の購入資金を対象とし、当金

庫の一般の自動車ローンよりも金利を引き下げた「轟エコ」の提供や、オール電化・天然

ガス熱減機装置等を設置した省エネ住宅の建設・購入に対する「住宅ローン」の金利引下

げを実施しています。 

【特徴】 

金融エコ商品の提供により地球温暖化対策に取組んでいます。 

 164-03  

社会貢献事業 

【原則３】 

北海道労働金庫では、これまでの活動の成果の一部を人にやさしい社会づくりのために活

用しようと、会員の皆様の理解を得ながら、環境保護に取組む NPO 団体やボランティア団

体等を対象に、助成事業や金融機能を通じた支援活動を実施しています。 
・継続助成事業 
芸術や文化活動、および市民活動支援を行っている団体へ継続助成（毎年助成を予定）

を行っています。 
・社会貢献助成制度 
 地域の公益の担い手として活躍する北海道内に所在の NPO 団体やボランティア団体を
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応援するために「社会貢献助成制度」を創設しています。2013 年度の助成金申請は 102
団体から応募があり、45 団体に対し助成金を交付しました。 

・NPO 自動寄付制度 
 預金口座からの自動振替により、預金者の方が NPO を支援する仕組みを提供していま

す。寄付は毎月 100 円からの口座振替（口座振替手数料無料）で、寄付先は当金庫が関

係団体の助言を得ながら選定した 25 団体の「紹介 NPO」の中から選択します。 
・NPO 振込手数料免除制度 
 NPO 団体が受取る寄付金・会費・売上代金などの振込手数料を、北海道労働金庫本支店

間に限り、年間 100 件まで免除するものです。 
・NPO 事業サポートローン 
 NPO 法人の事業に係る運転資金や設備資金をご融資し、資金面で NPO 活動を支援する

ものです。「融資」という金融機関本来の業務を通じて、福祉金融機関としての役割発揮

に努めています。 
また、「NPO 事業サポートローン」に加え、当金庫本店営業部において、札幌市との提

携に基づく「さっぽろ元気 NPO サポートローン（札幌元気基金）」による融資制度も取

扱っています。 

【特徴】 

社会貢献助成制度については北海道労働金庫が創立 50 周年を迎えた 2001 年度より実施し

ています。 

 

■ 株式会社 北國銀行 

 086-01  

災害時給水用（兼消火用）タンクを埋設 

【原則３】 

災害時給水用（兼消火用）タンクを埋設し、2011 年 9 月 1 日（防災の日）より稼働してい

ます。大規模地震等によりライフラインが寸断された場合でも、貯水量分の飲料水を確保

できます。災害等は自行内での使用のみならず、埋設地周辺住民の方々への提供も目的と

しています。 

【特徴】 

災害時に周辺住民の方々への飲料水の提供も目的とした給水用タンクの埋設 

 086-02  

役職員、家族、OB による森林整備活動「北國の森」づくり 

【原則７】 

北國銀行は、環境保全活動の一環として、2010 年より石川県森林公園内「北國の森」にお

いて役職員・家族・OB による森林整備活動に取り組んでいます。 
・2010 年 10 月 ヤマモミジなど 70 本を植樹（参加者 70 名） 
・2011 年 7 月 下草刈等（参加者 60 名）、同年 10 月 ヤマボウシなど 70 本を植樹（参加

者 70 名） 
・2012 年 7 月 下草刈等（参加者 60 名）、同年 10 月 ヤマボウシなど 70 本を植樹（参加

者 70 名） 
・2013 年 7 月 下草刈等（参加者 70 名）、同年 10 月 ヤマモミジ 20 本、山菜 300 球を
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植樹（参加者 70 名） 

【特徴】 

環境保全活動の一環として、石川県が実施する「企業の森づくり推進事業」に参画し活動

しています。 

 

■ 株式会社 三重銀行 

 077-01  

環境配慮意識向上に資する商品（環境配慮融資・私募債など）の取扱い 

【原則２】【原則３】 

CO2 削減といった企業の環境配慮の取組みへの評価に応じて、融資金利の優遇、私募債取

扱手数料の割引を行う「みえぎん 環境配慮評価融資・私募債 『eco グリーン』」を取扱っ

ており、中小企業などの環境配慮意識向上に資することを目指しています。 

【特徴】 

 077-02  

「みえぎん まなびの森」づくり 

【原則４】【原則６】【原則７】 

｢環境保全｣、｢次世代育成支援｣を目的として、三重郡菰野町内の当行保有地において、｢み

えぎん まなびの森｣づくりを行っています。当行行員有志で結成した｢森林（もり）倶楽

部｣と NPO 法人｢森林（もり）の風｣が協働で整備を進めており、地域のみなさまや子ども

たちに、木々の観察や工作教室などを体験いただく｢まなびの森体験会｣も行っています。

NPO、地域社会と連携しながら持続可能な社会の形成に取り組んでおり、当行役職員への

環境保全や次世代育成支援に対する意識向上も図っています。 

【特徴】 

NPO、地域社会との連携 

 077-03  

環境目標（電力使用量・紙使用量の削減、車輌燃費の改善等）や環境方針の設定、推進 

【原則５】【原則７】 

本店内に環境委員会を組織し、環境目標、環境方針を策定しており、電力使用量や紙使用

量の削減、車輌燃費の改善について、それぞれ前年比 1％削減することを目標としています。

本件により、省エネルギー等に積極的に取り組むことに加え、環境問題に対する当行役職

員の意識向上を図っています。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 みずほフィナンシャルグループ 

 009-01  

金融の立場から成長分野への取り組みを強化 

【原則１】【原則２】 
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＜みずほ＞は、産業知見・ノウハウや幅広い顧客ネットワークを生かし、融資はもちろん

のこと、エクイティファンドを通じた出資等による資金調達の支援、経営コンサルティン

グなど、グループ横断的な取り組みを通じて成長産業・企業を多面的にサポートしていま

す。 
2012 年度から 2013 年度上期にかけては、4 つのエクイティファンドについて組成を行い、

成長産業・企業に対する資本性資金の供給を通じた支援を強化しています。また、2013 年

4 月には、新しい産業の育成に向けた中長期的な取り組みを進めるため、みずほ銀行内に「次

世代産業育成 PT」を設置しました。 
さらに、2013 年 2 月に発表した中期経営計画においては、「成長産業・企業への積極的な

リスクテイク能力の強化」を戦略軸の一つとし、そのなかで「高度なインキュベーション

機能の発揮（エクイティ投資・ファンドの積極的活用等）」「農業・医療・高齢者・インフ

ラ等の成長分野へのグループ横断的な取り組み」「地域再生・産業育成への積極対応による

地域社会への貢献」を具体的な事業戦略として掲げました。 
http://www.mizuho-fg.co.jp/csr/mizuhocsr/highlight/group/index.html 

【特徴】 

成長産業・企業への積極的なリスクテイク能力の強化 

 

 009-02  

緊急輸送道路沿道建築物の耐震化に向けた東京都との連携 

【原則１】【原則３】【原則４】 

災害時の避難・救急活動を支える大動脈となる幹線道路（緊急輸送道路）の維持が、首都

機能確保の重要な役割を果たすことを踏まえ、東京都において、緊急輸送道路沿道建築物

の耐震化 100％に向けたさまざまな施策が進められています。 
従前より、みずほ銀行・みずほ信託銀行は、東京都と共同でセミナーを開催するなど各種

施策に協力してきましたが、災害に強い東京の実現に向けて、金融機関としては初となる

東京都との「緊急輸送道路沿道建築物の耐震化に向けた連携に関する協定」を 2013 年 1 月
に締結しました。 
協定の具体的な内容は、「緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を推進するため、東京都・みず

ほ銀行・みずほ信託銀行は、沿道建築物の所有者が耐震改修等に取り組めるよう、相談体

制の整備と普及啓発の実施などについて、相互に連携して必要な支援と協力を行う。」とい

うものです。 
http://www.mizuhobank.co.jp/company/release/bk/2013/pdf/news130110.pdf 

【特徴】 

自治体と連携し、災害への備えをサポート 

 009-03  

グループの知見を結集し、多面的に被災地の復興を支援 

【原則１】【原則３】【原則４】 

＜みずほ＞は、金融機関としての社会的責任・公共的使命を踏まえ、東日本大震災で被災

された方々の生活および産業・経済の復旧、被災地を中心とする地域の復興支援に、グルー

プの総力をあげて取り組んでいます。 
本部に専門組織「東北復興デスク」を設置し、被災地域の企業や金融機関、地方公共団体、

関係官公庁との活発な情報交換・連携を通じて、その時々のニーズを把握し、復旧・復興

のために、＜みずほ＞に何ができるかを模索しています。 
震災発生から 2 年を経た現在、復旧・復興に向けた懸命な取り組みが行われていますが、

被災地は、今なお多くの課題を抱えており、なかでも「雇用創出」と「住宅再生」は大き

なテーマです。被災地に暮らす方々の生活基盤となる雇用を確保するためには、被災企業

の事業再生を支援するとともに、新たな雇用の受け皿となる新規事業の創出や産業育成が



預金・貸出・リース業務 取組事例 

 

261 

重要であり、また、仮設住宅で暮らす方々に新たな住まいを提供するためには、相当な規

模の用地を確保し整備する必要があります。 
このようななか、＜みずほ＞は、産業調査機能、官民連携スキームをはじめとする多様な

ファイナンス機能、信託機能、コンサルティング機能等、グループの総合力を生かして、「雇

用創出」や「住宅再生」を重点的に産業・地域復興支援に注力しています。また、被災地

域の復興に向けた社会貢献活動にもグループ一体で取り組んでいます。 

【特徴】 

東北地方にメガバンクとして最大の拠点を持つみずほグループの総力を上げて、中長期的

な視点でお客さま支援、地域振興・産業復興支援に取組み。 

 009-04  

エクエーター原則のもと、ファイナンスを通じた経済発展と環境保全の両立を図り、エクエーター原

則協会の運営委員会メンバーとしてリーダーシップを発揮。 

【原則１】【原則４】 

みずほ銀行は、2003 年 10 月、アジアの金融機関として初めてエクエーター原則を採択し

ました。同原則のもとに積極的に環境・社会問題に取り組み、ファイナンスを通じた経済

発展と環境保全の両立、という金融機関としての社会的責任を果たしています。また、早

くから同原則に基づくプロジェクトファイナンスの実績を積んできた経験を活かし、世界

の採択銀行により組成されるエクエーター原則協会の運営委員会メンバーとしてリーダー

シップを発揮しています。 
さらに 2012 年度からは、ウェブサイト上に開示しているエクエーター原則に基づくスク

リーニング実施件数について第三者保証*を受け、取り組みにかかる開示内容の信頼性を高

めることにしました。 
*スクリーニングを実施したプロジェクトの件数が、＜みずほ＞のウェブサイト「エクエー

ター原則実施マニュアルに基づくスクリーニング実施件数」（カテゴリー別件数、セクター

別件数、地域別件数）に示されているとおりであるかについて保証 

エクエーター原則とは、民間金融機関が大規模なプロジェクトファイナンスを実施する場

合に、プロジェクトが自然環境や地域社会に与える影響に十分配慮して実施されることを

確認するための枠組みです。採択銀行は、エクエーター原則の枠組みに従い、IFC の策定

した環境社会ガイドラインである「IFC パフォーマンススタンダード（PS）」および「世銀

グループ EHS（環境・衛生・安全）ガイドライン」に従って各行独自のガイドラインを文

書化するとともに、事業者によるプロジェクトの環境社会配慮の状況を確認するための内

部管理体制を構築します。 
採択銀行は、この体制の下に、大規模プロジェクトが自然環境や地域社会に与える影響を

評価し、ガイドラインを充足するための対策の遵守を融資条件とします。エクエーター原

則は、社会からの要請に応えるため、2013 年 6 月に適用範囲の拡大や情報開示の強化など

を中心に改訂されました。 
（詳細）http://www.mizuho-fg.co.jp/csr/environment/equator/index.html 

【特徴】 

・予防的アプローチの観点より、融資対象となる大規模プロジェクトが環境・社会に与え

る影響を評価し、影響が著しい場合には融資先にその対策を求めます。 
・経験を活かしたリーダーシップの発揮。特に 2013 年 6 月に実施されたエクエーター原則

の改定について、積極的に取り組みました。 

 009-05  

生物多様性保全のイニシアティブに民間金融機関を代表して参画 

【原則１】【原則４】 

近年、生物多様性オフセットについて、世界共通の枠組みづくりが進められており、その
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主導的な役割を果たしているのが、「ビジネスと生物多様性オフセットプログラム

（Business and Biodiversity Offsets Program。以下、BBOP）」です。みずほ銀行は 2010
年 3 月、民間金融機関として初めて BBOP に参加、2012 年 1 月に発表された生物多様性オ

フセットに関わる具体的な指標等を定めた「BBOP Standard」の制定にも参画しました。

BBOP 参加を通じて生物多様性オフセットに関わるノウハウを蓄積し、プロジェクトファ

イナンスにおける環境リスク管理に生かしていく考えです。 
また、2013 年 2 月、みずほ銀行は、エクエーター原則協会、国際石油産業環境保全連盟、

国際金属・鉱業評議会と共同で、大規模開発プロジェクトが生物多様性に与える影響を抑

える対応策を検討する「異業種間生物多様性イニシアティブ（CSBI：Cross Sector 
Biodiversity Initiative）」の立ち上げに提唱メンバーとして参画しました。 
（ご参考）http://www.mizuho-fg.co.jp/csr/environment/biodiversity/index.html 

【特徴】 

生物多様性保全に向け多様なステークホルダーと連携し、金融機関として主体的に枠組み

づくりに参画 

 009-06  

少子・高齢化への対応を社会全体で取り組んでいくため、高齢者や障がい者の雇用機会創出、

バリアフリー化やユニバーサルデザイン化などに積極的に取り組む企業や個人のお客さまを支援

する「＜みずほ＞ハートフルビジネス」を展開 

【原則２】 

みずほ銀行では、高齢者・障がい者に優しく、安心して暮らせる社会の実現のために、ご

高齢・障がいのあるお客さま向けの商品・サービスを提供している企業、ご高齢・障がい

のある方の雇用を促進している企業などを、積極的にサポートしています。具体的には、

高齢者を対象とするビジネスを展開、あるいは検討されているお客さまにお集まりいただ

き、異業種企業のアライアンス構築をめざす「みずほハートフルフォーラム」の開催や個

社のニーズに応じた企業の紹介を実施しています。 
また、以下のような企業を「ハートフル企業」とし、「みずほハートフルローン」や「みず

ほハートフル私募債」を提供しています。 
（1） ご高齢・障がいのある方が就労・生活しやすくなるための設備・機械を導入（バリ

アフリー化）している（する）企業  
（2） ご高齢・障がいのある方を積極的に雇用している企業  
（3） ご高齢・障がいのある方の生活向上に繋がる商品・サービスを提供・開発している

企業  
「みずほハートフルローン」 
http://www.mizuhobank.co.jp/corporate/finance/growing_field/heartful_loan/index.html 
「みずほハートフル私募債」 
http://www.mizuhobank.co.jp/corporate/finance/growing_field/heartful_shibosai/index.html 
個人のお客さまに対しては、ご自宅のバリアフリー化などに向けたリフォームを行うお客

さまに通常より低い金利でご利用いただける「みずほ銀行リフォームローン」を提供して

います。また、資金計画シミュレーションやポートフォリオの見直し、退職金運用など、

老後の安心につながるマネープランをご提案しているほか、みずほ信託銀行とも連携して

財産の円滑な承継をサポートする商品・サービスを提供しています。 
（ご参考）http://www.mizuho-fg.co.jp/csr/business/financing/aging.html 

【特徴】 

少子・高齢化への対応を社会全体で取り組んでいくための新しい金融商品・サービスの提

供 

 009-07  

再生可能エネルギー普及への取り組み 
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【原則２】 

＜みずほ＞は早くから環境・エネルギー問題に関する調査研究に積極的に取り組むととも

に、環境に配慮した企業経営や設備投資を促進するための融資に力を注いできました。再

生可能エネルギーについては、先駆的に取り組んでいる欧州において、風力や太陽光、太

陽熱発電などのプロジェクトファイナンスを多数実施し、豊富な経験を積み重ねてきまし

た。国内においても、環境関連の政策支援や、企業の環境経営コンサルティング、環境関

連投資の資金面からのサポートなど、幅広いサービスを提供してきました。今回の新制度

を踏まえ、＜みずほ＞は、こうした豊富なノウハウと幅広い金融機能を駆使して、お客さ

まの太陽光発電事業への参入を事業計画の策定と金融の両面から支援しています。 
みずほ銀行は、中堅・中小企業に対し、全国の支店を通じて、再生可能エネルギーに関す

る政策・制度についての情報提供や発電事業の提案、施工業者や投資家などのコーディネ

イト、キャッシュフロー分析に基づく事業計画の策定支援、資金調達支援などにより太陽

光発電設備の導入を幅広く支援しています。 
また、大企業に対しては、メガソーラー事業へのプロジェクトファイナンスを中心とした

支援を展開しています。その中心的役割を担っているのが、2011 年 8 月に設立した「再生

可能エネルギータスクフォース」です。この組織横断的な会議体を軸に、部門を超えた情

報共有と一元的な対応を推進してきたことで、みずほ銀行は、金融業界でトップクラスの

実績を積み重ねています。さらに、2012 年 11 月には、メガソーラー事業を投資対象とす

る「みずほメガソーラーファンド」を組成し、エクイティ支援も開始しました。 

【特徴】 

ノウハウと資金面からのサポートによる持続可能なグローバル社会形成への貢献 

 009-08  

投資信託の信託報酬を NPO に寄付することを通じて発展途上国のインフラ改善を支援 

【原則２】 

みずほ証券は、世界好配当ピュア･インフラ株式ファンド（成長型/毎月分配型）等の投資信

託財産において、委託会社を通じて受益者のみなさまからいただいた信託報酬の一部を、

発展途上国を中心にインフラ改善事業などに取り組む団体（特定非営利活動法人 ピース

ウィンズ・ジャパン）などに寄付を行い、当該団体などを通じてインフラ改善の復興支援

活動などに役立てています。なお、東日本大震災に伴い、支援範囲を被災地復興支援にも

拡大して対応しています。 
（詳細）http://www.mizuho-sc.com/company/csr/finance/index.html 

【特徴】 

・ 投資信託の信託報酬を途上国のインフラ改善に寄付するスキームの構築 
・ NPO との連携 

 009-09  

お客さまの製品・サービスに関する CO2 排出量の「見える化」をサポート 

【原則２】 

みずほ情報総研は、みずほ銀行と連携し、お客さまのニーズに合わせ、環境関連のコンサ

ルティングサービスを実施しています。具体的には、環境経営や地球温暖化対策の支援、

企業の環境配慮状況を評価する独自評価基準の開発などを行っています。特に、お客さま

の環境負荷低減や商品・サービスの環境性能の定量評価を支援するため、LCA（ライフサ
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イクルアセスメント） 分野におけるこれまでの数多くの知見・ノウハウを活かし、さまざ

まな CO2排出量の「見える化」サービスを提供しています。 
CO2 の「見える化」には、家電製品や自動車など使用に係る CO2 排出量や、従来製品と比

べた CO2 排出の削減率の表示などと様々な方法がありますが、いずれも、一般消費者への

情報提供による環境意識の啓発や環境配慮購買の促進という役割が期待されています。ま

た、事業者にとっても、商品の使用段階や廃棄・リサイクルなどプロセス別の CO2 排出量

を把握することで、ライフサイクル全体でみた CO2 排出量を削減するためのツールとして

活用することができます。 
また、企業がサプライチェーン全体の温室効果ガス（GHG）排出量を算定・報告するため

の国際基準である GHG プロトコル「Scope3」基準への対応や、電子部品や資材などの中

間財の CO2削減貢献量算定を支援するコンサルティングサービスも提供しています。 

【特徴】 

専門的なノウハウを活用して環境負荷低減に積極的取り組む企業の個別ニーズに対応 

 009-10  

日本企業のイニシアティブによる環境都市プロジェクト展開を金融の立場から支援 

【原則２】【原則４】 

みずほ銀行は、お取引先との協働により国内外における「日本企業のイニシアティブによ

る」環境都市プロジェクト展開を模索しています。開発段階からプロジェクトに関与する

ことで、企画・開発・推進・管理のノウハウを蓄積するとともに、新たな金融の仕組み作

りも視野に入れています。さらに、このノウハウを他の新興国にも展開することで、「日本

発」の環境都市プロジェクト構築を通じて、金融の立場から日本産業全般の成長戦略をサ

ポートすることを目指しています。 

http://www.mizuho-fg.co.jp/csr/environment/business/framework.html 

日付 対象地域 内容 

2010 年 11 月 17 日 インド タミル・ナドゥ州 

チェンナイ地域  

シンガポールのアセンダス社、日揮とともにインドのタミル・ナドゥ州チェンナイ

地域での「環境複合都市プロジェクト」に関する覚書を締結  

2011 年 6 月 1 日 中国天津経済技術開

発区 

中国の天津経済技術開発区管理委員会および東芝との間で、省エネル

ギー・環境保護の領域における協力を更に推進する旨の覚書を締結 

2011 年 11 月 2 日 アメリカ合衆国ハワイ 日立製作所、サイバーディフェンス研究所とともに、独立行政法人新エネル

ギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が実施する「ハワイにおける日米共同

世界最先端の離島型スマートグリッド実証事業」の委託先に選定  

2011 年 11 月 25 日 — 中国の中国節能環保集団と東芝との間で、省エネルギー・環境保護推進に向

けた協力関係を構築することで合意し、覚書を締結 

2012 年 3 月 14 日 中国広州市 東芝、日本設計、パナソニック、JFE エンジニアリングと事業可能性を検討して

きた「広州市スマートコンパクトシティプロジェクト」が、経済産業省の「グロー

バル市場におけるスマートコミュニティ等の事業可能性調査委託事業」に採択 

2012 年 3 月 14 日 中国 東芝や中節能諮詢有限公司等と中国における事業可能性を検討してきた「低

炭素環境都市インフラのための普及モデル事業性調査」が、経済産業省の

「グローバル市場におけるスマートコミュニティ等の事業可能性調査委託事

業」に採択  

【特徴】 

・持続可能な社会構築の重要な分野における新たな金融の仕組み作りを検討 

・さまざまなステークホルダーとの協働 

 009-11  

リバースモーゲージローンの提供 
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【原則２】【原則４】 

みずほ銀行は、高齢化社会の進展や、老後の生活に対する不安の高まりなどを背景に多様

化するお客さまニーズに対応するため、2013 年 7 月、個人ローンの新商品「みずほリバー

スモーゲージローン（愛称：みずほプライムエイジ）」の取り扱いを開始しました。また、

9 月には、国内最大手の有料老人ホーム事業者と、リバースモーゲージローンに関する業務

連携契約を締結しました。 
http://www.mizuhobank.co.jp/company/release/2013/pdf/news130726.pdf 
http://www.mizuhobank.co.jp/company/release/2013/pdf/news130918.pdf 

【特徴】 

高齢化社会に対応する新しい金融商品・サービスの提供 

 009-12  

環境分野における CO2 排出権取引の一種である「国内クレジット制度」をキーワードに「大企業～

中堅・中小企業～個人のお客さま」全体での CO2 排出量削減サイクルの実現を目指す 

【原則３】【原則４】 

みずほ銀行は、環境分野について排出権取引の一種である「J-クレジット制度」をキーワー

ドに、「〈みずほ〉エコサイクル」として、大企業～中堅・中小企業～個人のお客さまに対

する一連のビジネスを展開しています。 
○法人のお客さまについては、以下の環境配慮型商品・サービスを取り纏めて提案してい

ます。 
・ 環境ビジネスマッチングによる省エネ等設備のご紹介 
・ 環境配慮型融資商品「みずほエコアシスト」、環境格付融資「みずほエコアシスト＜

プラス＞」の提供 
・ 「J-クレジット」の申請支援 等 

○個人のお客さまについては、以下の環境配慮型商品・サービスの提供に取り組んでいま

す。これらの商品・サービスは、お客さまのご契約条件に応じて、当行が収益の一部から

「J-クレジット」を取得し、日本政府へ無償譲渡しています。 
・ エコ住宅へのリフォーム（太陽光発電設備の設置などの環境配慮型リフォーム）の「み

ずほ銀行リフォームローン」 
・ エコカー（ハイブリットカー・電気自動車）購入時の「みずほ銀行新車ローン」  

（ご参考）http://www.mizuho-fg.co.jp/csr/environment/business/framework.html 

【特徴】 

社会全体で持続可能な社会の形成に取り組むため、大企業、中堅・中小企業、個人のお客

さまの環境配慮活動を支援 

 009-13  

ハートフルプロジェクトとしてバリアフリー化・ユニバーサルデザイン化を推進 

【原則４】【原則６】 

みずほ銀行では、少子・高齢化の進展や高齢者・障がいのあるお客さまの社会参画の機会

増加を踏まえ、2005 年 11 月より、「年齢・性別・障がいの有無にかかわらず、誰にでも利

用しやすい銀行」を目指し「ハートフルプロジェクト」として、バリアフリー化・ユニバー

サルデザイン化を推進してきました。 
＜主な取組＞ 
（１） ハード面 

・自治体の条例などを踏まえ、「みずほハートフル店舗改修基準」を策定。同基準に

基づき、①自動ドアの設置 ②段差解消 ③通路幅の整備 ④点状ブロックの敷設 

⑤車いす使用者用駐車場の設置 ⑥お客さま用エレベーターの設置 ⑦お客さま用

トイレの設置 ⑧視覚障がい者対応 ATM の設置 などの取り組みを進めています。
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（２） ソフト面 
・窓口には、筆談などの準備があることをお客さまにお伝えする「耳マーク表示板」、

「筆談用ホワイトボード」や、お取引内容や手続に関する絵記号や英語を記載した「コ

ミュニケーションボード」を設置しています。 
・伝票類については、「見やすい・分かりやすい・書きやすい」ものへ改訂を進めてい

ます。 
（３） ハート面 

・高齢のお客さま、お身体の不自由なお客さま、妊娠中のお客さまや外国人のお客さま

などへの対応をまとめたマニュアルやビデオを使用した店内研修を定期的に実施し

ています。 
・ロビーコンシェルジュ（総合案内係）は、「サービス介助士２級」の資格取得を進め

ています。また、ロビー案内係などを対象に車いすの操作方法などを含めた研修を実

施しています。 
（詳細）http://www.mizuho-fg.co.jp/csr/customer/barrierfree.html 
グループ一体となってこれらの取組みを強化すべく、2013 年度からみずほ信託銀行、みず

ほ証券でも「ハートフルプロジェクト」の展開を開始しました。 
 

【特徴】 

本プロジェクトは、店舗・設備・機器類などの「ハード面」、お客さま向け書類・インター

ネットコンテンツなどの「ソフト面」、お客さまへのおもてなしのスキル向上を目的とする

接遇教育などの「ハート面」の 3 つの側面について、有識者・当事者の意見も踏まえ、多

面的なバリアフリー化・ユニバーサルデザイン化を目指すとともに、ホームページ等を通

じ情報の開示にも努めています。 

 009-14  

グループで省エネ・省資源活動に取り組み 

【原則５】 

＜みずほ＞では、主なグループ会社を対象に CO2 排出量削減と紙のグリーン購入について

目標を設定し、省エネ・省資源に向けて取り組んでいます。 
CO2 排出量削減の取り組みとしては、主な CO2 排出源である電力の使用削減に向けて、グ

ループ各社の大規模事業所を中心に、空調設備、LED 照明、人感センサーなどの省電力対

応設備の導入や、窓ガラスへの高断熱フィルム貼り付け、インバータ冷凍機など高効率機

器への更新を行うとともに、冷暖房の適温管理、エレベーターの一部停止や照明機器の間

引きなどの適正な運用や管理の徹底に取り組んでいます。また、東日本大震災以降は、空

調の温度設定の徹底や稼働台数の削減、廊下やエレベーターホールの照明の間引き、など、

節電対策を継続的に推進しています。 
紙資源では、購入段階でグリーン購入比率目標を設定して環境に配慮した調達を行い、使

用段階では必要帳票の見直しや書類の電子化等によるペーパーレス化を図り、廃棄段階で

はリサイクルできるよう使用済み用紙の分別を徹底しています。 
その他にも、CO2 削減の取り組みとして、環境に配慮した営業車の導入や物流の効率化に

よる輸送車の使用台数の削減、運転者へのエコドライブ実践の呼びかけなどを実施してい

ます。また、省資源・リサイクルの取り組みとして、不燃廃棄物の分別徹底、節水装置の

導入や水の再利用、食堂で使用した食用油の自動濾過機導入による廃油量の削減とリサイ

クル、制服へのリサイクル素材の使用と一元的な回収・管理によるリユースなどを実施し

ています。 
（詳細）http://www.mizuho-fg.co.jp/csr/environment/activity/index.html 



預金・貸出・リース業務 取組事例 

 

267 

【特徴】 

省エネ・省資源に向け、グループでさまざまな取り組みを実施 

 009-15  

「<みずほ>環境基準」を適用した「環境配慮型店舗～<みずほ>エコ店舗～」の展開 

【原則５】 

みずほ銀行ではこれまでも自社の事業活動から生じる環境負荷を低減するため、大規模事

業所で環境配慮設備の導入や運営面での省エネルギー活動などを積極的に行ってきまし

た。これらの取り組みをさらに強化・発展させていくために、営業店舗の環境配慮に関し

て、2010 年に「環境配慮型店舗～<みずほ>エコ店舗～」の試行を開始し、その検証結果も

踏まえ、「＜みずほ＞環境基準」を制定しました。その後は、設備の導入・更新時に、店

舗毎の事情を踏まえながら「＜みずほ＞環境基準」を順次適用し、環境配慮型店舗を拡大

しています。 
また、全営業店におけるエネルギー量（電気量）の一覧を社内イントラに掲載し、見える

化することで、社員の省エネ意識を高め、各店舗での CO2削減活動を推進しています。 
 
 
＜みずほ＞環境基準 
(1)建築関連：外壁性能向上  
(2)電気設備：受変電設備の高効率化  
(3)照明設備：照明設備の高効率化（LED 照明を含む）  
(4)空調設備：空調機の高効率化  
(5)換気設備：換気設備の高効率化  
(6)衛生設備：節水装置の導入  
(7)給湯設備：給湯設備の高効率化  
(8)自然エネルギーの利用（太陽光発電、屋上緑化、雨水利用等）  

【特徴】 

営業店舗での CO2排出削減に向けた取組みを設備投資と運用の両面から推進 

 009-16  

海外拠点や役職員の出張を含めた CO2 排出量データの計測と開示 

【原則６】 

＜みずほ＞では、グループ全体で CO2排出削減に取り組むべく、事業に関連して排出して

いる CO2量を把握するため、エネルギー消費量の計測範囲と項目を順次拡大してきました。

これまでに、グループ 11 社の国内全事業所における全エネルギー消費量、海外の全拠点に

おける電気使用量、社員の航空機による出張に伴う燃料消費量、国内外の社用車のガソリ

ン使用量について計測する体制を整備し、計測したデータを対外的に開示しています。 
（ご参考）http://www.mizuho-fg.co.jp/csr/environment/activity/gas.html 

【特徴】 

CO2排出削減に向けた広範囲なデータ計測と開示 

 009-17  

環境や社会問題に対する自社役職員の意識向上を図るため、社員参加機会の提供 

【原則７】 

環境や社会問題に対する自社役職員の意識向上を図るため、役職員やその家族が参加でき

る、グループ一体となったプログラムに加え、各社・各拠点で独自の取り組みも行ってい

ます。 
環境面からは、社員とその家族一人ひとりが環境に配慮した活動に積極的に取り組むよう
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な風土づくりをめざし、2008 年度よりグループ 11 社の社員、役員、臨時従業員などを含

む国内の全従業員を対象に環境活動プログラム「環境キャンペーン」を実施しています。

キャンペーンでは、社員一人ひとりが身近に取り組む環境への配慮行動を宣言し、宣言へ

の参加者に応じて自治体や学校、病院などに苗木を寄付しています。また、社員とその家

族を対象に、寄付した苗木を植える植樹ボランティアや森林整備を目的とした間伐ボラン

ティア活動も実施しています。 
社会面では、役職員の募金制度やペットボトルキャップ回収箱の設置、チャリティーイベ

ントへのグループ参加、被災地ボランティアの募集など社員が参加しやすい仕組み作りを

しています。 
また、グループ各社で、下記のような独自の取り組みも行っています。 
みずほ銀行：各拠点が店周清掃活動実施や地域の交流・振興活動に参加。また、2006 年度

から毎年ボランティアデーを設定し、複数の国内外拠点の社員と家族が一斉に、地域に密

着した様々な活動を実施。 
みずほ信託銀行：営業店全店で店周清掃等の地域貢献活動を実施 
みずほ証券：富士山クリーン活動（NPO 法人富士山クラブとの協働により、富士山ろくに

不法投棄されたごみの回収）や荒川クリーンエイド（NPO 法人荒川クリーンエイドとの協

働により、荒川河川敷の清掃活動（PET ボトル、缶、びんなどの回収）を実施、みずほイ

ンベストメントコンファレンスに参加した機関投資家と社員で南三陸町のボランティアを

実施 
 
（ご参考） 
「環境キャンペーン」

http://www.mizuho-fg.co.jp/csr/environment/initiative/enlighten/index.html 
「地域との交流・ボランティア活動」

http://www.mizuho-fg.co.jp/csr/local/volunteer/index.html 

【特徴】 

社員・家族の参加を促すことで環境・社会問題に関する意識を高めるとともに、地域での

実践により地域と一体となった取組みを推進 

 

■ 株式会社 みちのく銀行 

 089-01  

みちのく CSR 型私募債 

【原則２】 

CSR 活動（「環境保全」「地域貢献」など）に積極的に取り組んでいる企業をサポートする

ための一環として「みちのく CSR 型私募債」を取り扱っております。 
本商品は、当行の CDR 活動のひとつと捉え、CSR 活動のひとつと捉え、CSR 活動に取り

組む地元企業の皆様への支援を行なっております。 
http://www.michinokubank.co.jp/about/csr/kankyohozen.html 

【特徴】 

環境活動に取り組む企業の支援を通じて、環境保全活動に貢献しております。 

 089-02  

青森県県有林 J-VER クレジットを用いたカラーユニバーサルデザイン通帳の導入 

【原則２】【原則５】 

色の識別が不自由なお客様や、ご高齢のお客様に配慮した金融サービス向上の一環として

「カラーユニバーサルデザイン」を採用した新通帳を導入いたしましたが、通帳の製造工
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程で排出された二酸化炭素を青森県県有林Ｊ－ＶＥＲクレジットを用いてカーボン・オフ

セットし、環境面にも配慮したものとなっております。 
http://www.michinokubank.co.jp/getpdf.php?id=1117 

【特徴】 

自治体と一体となり取り組んでおり、今後も通帳・証書の作成時には活用していく方針で

す。 

 089-03  

青森市植森事業への参加 

【原則３】【原則７】 

1992 年より、青森市が安全で良質なおいしい水の安定供給を目的に取り組んでいる植林事

業に賛同し、広葉樹苗木（ブナ等）購入代金に充当される寄付金の拠出（1992 年から 2013
年までの寄付金額総額 820 万円／苗木本数にして約 39,500 本）、当行役職員とその家族が

植林するなど、ボランティア活動を行っております。 
http://www.michinokubank.co.jp/about/csr/kankyohozen/kankyou.html 

【特徴】 

当行役職員とその家族も主体となって植林に参加しています。 

 

■ 株式会社 三井住友銀行 

 042-01  

与信判断を行う中で、環境リスクの視点を織り込み 

【原則１】 

例えば 
(1) 当行における与信業務の普遍的かつ基本的な理念・指針・規範等を明示した「クレジッ

トポリシー」の中に、与信環境リスクを明記し、環境に著しく悪影響を与える懸念のあ

る融資等は行わないことを謳っています。 
(2) 担保不動産の環境リスクに対応するため、一定の条件を満たすものにはついては、土壌

汚染リスク・アスベストリスクの評価を義務付け、リスクが高いと判断された担保物件

については当該リスクを評価額から控除しています。 
 
詳細は、以下 Web サイトに記載しています。 
http://www.smbc.co.jp/aboutus/responsibility/environment/risk/index.html 

【特徴】 

 042-02  

「SMBC 環境配慮評価融資／私募債」など、環境に配慮した企業に対する独自の融資商品を開

発し、顧客の環境活動を支援 

【原則１】【原則２】 

三井住友銀行では、金融機関の機能を効果的に発揮し、環境問題に取り組む企業を後押し

する仕組みとして、2008 年 10 月、「ＳＭＢＣ環境配慮評価融資」をスタートさせました。

「ＳＭＢＣ環境配慮評価融資／私募債」は、当行と株式会社日本総合研究所が作成した独

自の環境配慮評価基準に基づき、お客さまの環境配慮状況を評価し、同評価結果に応じた

条件の設定を行う資金調達手段です。融資の実行または私募債の発行後には環境配慮取組
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の評価結果をお客さまに「簡易診断シート」のかたちで提供しています。 
また、お客さまや有識者等ステークホルダーの皆様からのご意見を頂く場として、毎年、

外部評価委員会を開催し、頂いた様々なご意見を、商品の改定や新商品の開発に活かして

います。 
2011 年度には、同商品をベースに、中堅・中小企業向け商品である「ＳＭＢＣ環境配慮評

価融資／私募債 eco バリューup」を開発し、以後、同様の仕組みを派生させた、「ＳＭＢＣ

食農評価融資／私募債」や「ＳＭＢＣサステイナブルビルディング評価融資／私募債」、「Ｓ

ＭＢＣ事業継続評価融資／私募債」など、お客さまの課題解決に繋がるような融資制度を

拡充しています。 
2012 年 12 月には、マレーシアにおける企業の環境経営の拡大や環境関連ビジネス推進を

図るため、「ＳＭＢＣ環境配慮評価融資～マレーシア版～」をリリースしました。 
 
詳細は、以下 Web サイトに記載しています。 
http://www.smbc.co.jp/aboutus/responsibility/environment/buisiness/index.html 

【特徴】 

外部評価委員会を毎年開催し、お客さまや有識者等ステークホルダーの皆様から頂いた

様々なご意見を、商品の改定や新商品の開発に活かしています。 

 042-03  

金優商品の販売を通じた地球環境保全への取組み 

【原則１】【原則２】【原則３】 

三井住友銀行では、個人向け国債の販売を通じた地球環境保全への取組みとして、『ＳＭＢ

Ｃグリーンプログラム』を導入するなど、お客さまとともに環境に貢献できる機会を提供

しています。 
個人向け国債『ＳＭＢＣグリーンプログラム』は、お客さまの個人向け国債の購入にあわ

せ、当行が収益の一部を使って、排出枠の取得や、育林プロジェクトへの寄付等、『温室効

果ガス排出削減』等の取組を行い、結果的に、お客さまによる個人向け国債の購入が「地

球環境保全」につながるものです。 
なお、この取り組みは、個人向け国債の発行にあわせて、2008 年 6 月より排出枠・植林・

グリーン電力等を用い、お客さまが環境に貢献できるサービスとして継続的に実施してい

たものをプログラム化したものです。 
http://www.smbc.co.jp/news/pdf/j20100603_01.pdf 
http://www.smbc.co.jp/news/pdf/j20110530_01.pdf 
 
また、2013 年 10 月からは、金融商品仲介業務において、「グリーンボンド」の取り扱いを

開始しました。この「グリーンボンド」は、調達された資金が地球温暖化問題や、環境問

題等の分野で活躍する企業やプロジェクトへの投融資に利用されることを前提として発行

される、環境に配慮した社会の実現を支援するための債券です。お客さまは、「グリーンボ

ンド」の購入を通じ、それらの企業やプロジェクトをサポートすることで地球環境の保全

に貢献できます。 
http://www.smbc.co.jp/news/pdf/j20131015_02.pdf 
 
他にも、投資信託「ＳＭＢＣ・日興 世銀債ファンド＜愛称：世界銀行グリーンファンド＞」

など、お客さまの環境への配慮に応える商品を展開しています。 
http://www.smbc.co.jp/news/pdf/j20100126_01.pdf 

【特徴】 

 042-04  
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環境ビジネスフォーラムの開催 

【原則１】【原則２】【原則３】 

毎年 12 月、東京ビッグサイトにて開催されるエコプロダクツ展において、「三井住友フィ

ナンシャルグループ 環境ビジネスフォーラム」と銘打ち、グループ各社とともにブース

出展しています。 
（三井住友銀行は 2008 年より出展を継続。） 
会場では、取引先企業のブース出展、自社グループの環境への取り組みの紹介など、環境

にかかる情報発信を実施しています。 
http://www.smfg.co.jp/responsibility/environment/business/index.html 

【特徴】 

自社グループの取り組み紹介にとどまらず、中小企業を中心とする取引先企業のブース出

展を促進することで、環境ビジネスの広がりにも貢献している。 

 042-05  

エコプロダクツ国際展への出展を通じたアジアにおける環境情報発信 

【原則１】【原則２】【原則３】 

三井住友銀行は、2013 年 3 月 14 日～16 日、シンガポールで開催された「第 8 回エコプロ

ダクツ国際展（Eco-products International Fair 2013）」に、日本総合研究所および今回初

出展となる SMBC日興証券とともにブースを出展し、環境ビジネスの紹介等を行いました。

 
本国際展と同時に開催された、「Opportunities and Challenges in Sustainable Urban 
Living（持続可能な都市生活における機会と課題）」をテーマとした国際会議では、会長の

北山が基調講演を行いました。 

【特徴】 

三井住友銀行では、マニラで開催された第 5 回（2009 年 3 月）から継続的に出展を行い、

アジアにおける環境金融の啓発に努めています。 

 042-06  

成長産業クラスター室による取り組み 

【原則１】【原則２】【原則４】 

三井住友銀行は、2010 年 7 月に行内横断的な組織として「成長産業クラスター・プロジェ

クトチーム」を立ち上げました。このプロジェクトチームは、「新エネルギー」「水」「環境」

「資源」の 4 分野を成長分野ととらえて、各分野ごとに専門担当者を配置し、新たなマー

ケットの創造やお客さまのビジネスチャンスの創出を推進してきました。具体的には、関

連する省庁や業界団体、事業者等と連携を行い、太陽光発電などの再生可能エネルギー、

上下水道等のインフラ輸出、スマートコミュニティ等を対象として取り組みました。 
2012 年 4 月には、各分野における事業化調査からファイナンスに至るまでお客さまへのサ

ポートを一層強化するため、従前のプロジェクトチームと排出権等の環境ビジネスを所管

する「環境ソリューション室」を統合、「成長産業クラスター室」としてプロジェクトファ

イナンス営業部内に設置しました。 
現在では、従来の対象分野に加えて、「医療・介護」「農業」等にも活動分野を拡大してい

ます。 
 
【成長産業クラスター室の取組事例】 
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■ 地球温暖化対策に向けた取組み 
二酸化炭素排出削減に関する日本の優れた技術を基に、世界各国の温室効果ガスの排出削

減・吸収に貢献するため、日本が世界に向けて提案している二国間クレジット制度に関し、

日本総合研究所などと連携し、取引組成に向けた活動を行っています。 
■ 再生可能エネルギーの普及に向けた取組み 
再生可能エネルギー固定価格買取制度の開始に合わせて行内推進体制を整え、事業検討の

初期段階から資金調達段階まで幅広くお客様の事業化をサポートしています。例えば、事

業の初期段階においては、関連省庁・業界団体・太陽光発電関連各社とのディスカッショ

ンを通じて得られた知見を活用して各種情報提供・ご提案を行っています。また資金調達

段階では、企業向け融資に加え、プロジェクトファイナンス等様々なファイナンス手法を

用いて、事業化のサポートを行っています。 
■ 医療分野での取組み 
人口増加・都市化による新興国でのヘルスケアへのニーズに対し、高齢化が進む課題先進

国である日本の優れた技術・サービスのパッケージとした展開を、案件発掘段階からサポー

トしています。 

【特徴】 

 042-07  

融資商品を通じ、企業の ESG への取り組みを後押し 

【原則１】【原則２】【原則４】 

三井住友銀行では、2013 年 4 月、「ＳＭＢＣサステイナビリティ評価融資／私募債」をリ

リースしました。企業の ESG（環境（Environmental）、社会（Social）、企業統治（Corporate 
Governance））の側面に関する情報開示とサステイナビリティへの取り組みなどを評価し、

同評価結果に応じた条件の設定を行う資金調達手段です。ご融資実行後には評価結果を還

元し、お客さまの更なる取組推進に役立てていただいています。 
 
「ＳＭＢＣ環境配慮評価融資／私募債」と同様に、当行と株式会社日本総合研究所が独自

に作成した評価基準に基づき、日本総合研究所のヒアリング等によって、「①ESG 側面の取

組みの十分さ」 「②情報開示の適切さ」の観点から評価を実施し、評価ポイント等のコメ

ントをご提供するとともに、「統合報告との親和性」や「ESG 側面の取組みが企業価値向上

や業績にどのように結びついているのか」について、今後の方向性や取組みの参考となる

ようアドバイスを提供しています。 
 
また、第三者である新日本有限責任監査法人から提供される知見や、外部評価委員会で得

られたステークホルダーのご意見などをもとに、制度の継続的な改善に努めています。 
http://www.smbc.co.jp/news/pdf/j20130430_02.pdf 

【特徴】 

外部評価委員会における、専門家の皆さまからの意見を反映させて開発した商品で、「ＳＭ

ＢＣ環境配慮評価融資／私募債」をさらに発展・進化させたもの。 

 042-08  

超高齢社会に向けた融資スキームの開発・新規取り扱い 

【原則１】【原則２】【原則４】 

三井住友銀行では、日本で急速に進展している高齢化の問題に関し、有料老人ホームやサー
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ビス付高齢者向け住宅（以下、介護施設）を融資対象不動産とする、「介護施設提携ローン」

を開発し、2013 年 5 月より取り扱いを開始しました。 
 
当行からの借り入れによりオーナーが建設した介護施設を、提携企業が一括して賃借した

上で高齢者支援サービスを提供するという商品スキームです。 
当行は、本商品を通じ、市場への介護施設の供給促進をサポートすることで、高齢者が安

心していきいきと生活できる社会の実現に貢献するべく取り組みを進めています。 
http://www.smbc.co.jp/news/pdf/j20130530_02.pdf 

【特徴】 

土地オーナー、提携企業、当行の三者が、介護施設の建設、建設資金の融資、高齢者支援

サービスの提供などの役割をそれぞれ分担して協力する点。 

 042-09  

三井住友フィナンシャルグループ環境マネジメントシステムに則った環境への取り組み 

【原則１】【原則２】【原則４】【原則５】【原則７】 

三井住友フィナンシャルグループでは、環境問題を重要な経営課題のひとつとして認識し、

「グループ環境方針」に基づいて、地球環境の保全と企業活動の調和に取り組んでいます。

また、「環境負荷軽減」「環境リスク対応」「環境ビジネス」を環境活動の 3 本柱として掲げ、

毎年度、三井住友フィナンシャルグループ環境マネジメントシステムに則った PDCA サイ

クルを展開しています。 
ＳＭＦＧはじめ、三井住友銀行、三井住友カード、三井住友ファイナンス＆リース、日本

総合研究所、ＳＭＢＣフレンド証券、ＳＭＢＣ日興証券において、各社の本店ビルや本社

ビル等を対象に ISO14001 を取得しています。 
 
認証取得範囲等、詳細は以下ＨＰを参照。 
http://www.smfg.co.jp/responsibility/environment/index.html 
http://www.smbc.co.jp/aboutus/responsibility/environment/index.html 

【特徴】 

三井住友銀行（旧さくら銀行）は 1998 年邦銀初の ISO14001 認証取得。 

 042-10  

東日本大震災からの復興に向けた取り組み 

【原則１】【原則３】【原則４】【原則７】 

三井住友フィナンシャルグループでは、CSR 活動における優先課題のひとつとして、「震災

復興」を掲げています。 
2011 年 3 月 11 日の東日本大震災発災以降、三井住友銀行でも法人・個人のお客さまへの

特別融資制度や、窓口での便宜扱、ビジネスマッチングなど、本業を通じた活動を行いま

した。 
一方で、「震災復興特別休暇」制度を創設の上、「被災地支援ボランティア」の枠組みを作

り、2011 年 5 月より活動を開始。グループ各社からも有志を募り、2011 年度は、被災地の

災害ボランティアセンターを通じた被災地のニーズに基づいて、住宅地や側溝の汚泥およ

び瓦礫の撤去、写真など思い出の品々の洗浄や整理などに取り組んできました。 
2012 年度からは、現地で活動を行う NPO 等との団体と連携を行い、被災地での観光地再

生や植樹・植栽活動、仮設住宅での独居高齢者訪問などに取り組んでいます。2012 年及び

2013 年夏には、社員のみならず、そのご家族も交えた支援活動に取り組みました。 
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引き続き、現地のニーズに確りと耳を傾け、本業・社会貢献の両面から、継続的して活動

を行います。 
http://www.smfg.co.jp/responsibility/issue/shinsai/ 

【特徴】 

 042-11  

エクエーター原則の採択と、同原則にもとづいた当行独自の「環境社会リスク評価手続」の制定・

運用 

【原則１】【原則４】 

三井住友銀行は、大規模なプロジェクト向け融資を実行する際に、環境・社会への影響を

十分検討することを社会に約束する｢エクエーター原則（Equator Principles, EP）｣を 2005
年に採択し、国際環境室において環境社会リスク評価を行っています。 
エクエーター原則は、世界銀行グループの国際金融公社（IFC）が制定する環境・社会配慮

に関する基準・ガイドラインに基づいており、環境社会影響評価の実施プロセスや、公害

防止、地域コミュニティへの配慮、自然環境への配慮など多岐にわたります。 
当行は、同原則に基づいた当行独自の「環境社会リスク評価手続」を制定の上、2006 年 6
月より運用を開始しており、現在では、次の 3 つのプロセスにより環境社会リスク評価を

行っています。 
(1)環境スクリーニング  
対象プロジェクトが環境・社会に与える影響度合いを把握し、カテゴリー分類を行いま

す。 
(2)環境レビュー  
対象プロジェクトが、環境・社会の様々なリスクに対し適切な配慮がなされているかど

うかを把握します。 
レビュー結果は、審査部門に送られ、案件採り上げ判断の重要な一要素となります。 

(3)環境モニタリング 
環境スクリーニング及び環境レビューの結果に基づき、環境・社会配慮に関する誓約事

項を借入人が遵守するべき事項として融資契約書に盛り込みます。 
 
エクエーター原則の第三次改訂(EPIII)に伴い、2013 年 9 月にお客さまを対象とした環境セ

ミナーを開催しました。本セミナーでは、有識者を交えたパネルディスカッション等で、

エクエーター原則の概要など、環境リスク管理の重要性を説明しました。 
また、行内では、2013 年 10 月、「環境社会リスク評価手続」も改訂を行い、対象範囲の拡

大と評価基準の引き上げを行いました。 
 
詳細は、以下 Web サイトに記載しています。 
http://www.smbc.co.jp/aboutus/responsibility/environment/equator/index.html 

【特徴】 

当行はエクエーター原則を採択した金融機関で構成される各種 Working Group のうち、新

興国等へのエクエーター原則の普及活動を行う Outreach Working Group のメンバーに加

わっており、最近ではエクエーター原則の一貫性のある適用方法を検討する Consistency 
Working Group にも参加しました。また、エクエーター原則の長期的な戦略を検討する議

論に参加する等、エクエーター原則のさらなる向上に向けた取り組みにも注力しています。

 042-12  
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営業店端末や ATM におけるグリーン IT 化 

【原則４】【原則５】【原則７】 

三井住友銀行では、営業店端末や ATM におけるグリーン IT 化を進めています。 
日本電気株式会社、沖電気工業株式会社とともに開発した営業店端末「CUTE」では、こ

れまで紙に記録していた「本人確認記録」や「ATM の取引内容（ATM ジャーナル）」の電

子化により年間 A4 用紙 3,100 万枚相当のペーパレスを実現しています。 
 
また、導入により削減された費用の一部を使い、「緑の東京募金（海の森の整備）」や「東

京大学 Life in Green Project（植物多様性の研究施設の整備）」への寄付を行い、合わせて、

行員向けの環境イベントを開催するなど、従業員の意識向上にも努めました。 
 
http://www.smbc.co.jp/news/pdf/j20090609_01.pdf 

【特徴】 

 

 042-13  

2011 年 12 月、東日本では下高井戸支店、西日本では甲南支店の 2 カ店を環境配慮型モデル店

舗として、リニューアルオープン 

【原則５】 

2011 年 12 月、環境に配慮した省エネ活動と節電をより一層推進するためのモデルケース

として、下高井戸支店、甲南支店の２カ店を最新の省エネ技術・製品を導入した環境配慮

型モデル店舗と位置付け、リニューアルオープンしました。 
このモデル店舗では、太陽光パネルや風力発電等の創エネ、省エネ技術・設備とともに、

廃棄される間伐材を活用し、空間としての快適性も目指した店舗作りを行っています。 
2012 年度には、CO2排出量を改修前比で約 4 割削減するなど、当初の目標である 3 割を超

える効果を達成しました。 
この結果を踏まえ、LED 照明などの環境効果の高い設備は、今後の新規店舗開設や改築の

際に、積極的に採り入れていく予定です。 
http://www.smbc.co.jp/news/pdf/j20111215_01.pdf 

【特徴】 

 

■ 三井住友トラスト・パナソニックファイナンス 株式会社 

 162-01  

環境配慮型経営の実践 

【原則１】【原則２】【原則３】【原則４】【原則５】【原則６】【原則７】 

当社は持続可能な豊かな社会創造に向けて、自社の環境負荷逓減活動に取り組むとともに、

フィナンシャルサービス事業を通じて、低炭素社会、循環型社会、自然共生社会の実現に

貢献します。 
個人のお客様の省エネ機器のクレジット・ローンから大規模なメガソーラー設備導入等、

幅広く提供しております。 

【特徴】 



預金・貸出・リース業務 取組事例 

276 

 162-02  

未利用エネルギーを活用したワンストップ型省エネサービス 

【原則２】【原則３】【原則５】 

弊社ではお取引様の電力を始めとする運営コスト削減に対する経営課題の解決策として、

従来主流であった「①設備更新型（省エネ効果の高い設備）」の省エネ提案に加え、「②負

荷削減（断熱性向上やピークカット）」・「③未利用エネルギー（廃熱利用・地中熱活用等）」

の 3 つの切り口から総合的なコストダウンを実現するご提案を行っています。 
省エネ対策には「エネルギー使用状況の把握」から始まり、「課題の抽出」「対策検討」「メー

カー・業者選定」「補助金申請」「資金調達」「実施効果の検証」と数々の工程とステップが

必要になりますが、弊社では多様なご要望に対して最適な対策を「ワンストップ型」でご

提供するために「オープンプラットホーム方式」を採用し、弊社が起点となり、多様なメー

カー・エンジニアリング会社・施工会社とパートナーシップを組んで省エネサービスをご

提供できる体制を構築しております。 

【特徴】 

 162-03  

幅広いソーラーリースへの取組み 

【原則２】【原則３】【原則５】 

弊社では従来の余剰買取制度に加え、全量買取制度により急激に増加した太陽光発電シス

テムへの幅広い顧客ニーズに対応するために、「個人向けソーラーローン」・「法人向けの低

圧帯（50ｋｗ未満）向けリース」・「中堅企業向けの事業収支を軸にしたリース」・「大企業

向けメガソーラーリース」・「プロジェクトファイナンス型リース」等、お客さまの属性や

案件特性に応じた多様なファイナンススキームを用意し、発電量予測・設計・資金計画・

系統連携協議・施工・運営・保守管理などの一連の作業をワンストップでサポートできる

体制を構築しご提案を行っております。 

【特徴】 

 162-04  

環境負荷軽減に向けた、省エネ・省資源への取組み 

【原則４】【原則５】【原則７】 

本社ビル移転に伴い、フリーアドレス制を導入。オフィスをコンパクトにすることで使用

電力削減に繋げます。 
新オフィスでは打合せスペースにＰＣを持ち寄り、作成した資料を投影できるネットワー

ク環境やプロジェクターを整備しました。役員会議専用のペーパーレス会議の仕組みも構

築、また、各種書式のワークフロー化も推進しており、紙の使用量削減にも努めています。

【特徴】 

 

■ 三井住友トラスト・ホールディングス 株式会社 

 055-01  

サステナビリティ方針および環境３方針（環境方針、気候変動対応行動指針、生物多様性保全行

動指針）の制定 
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【原則１】 

・ 当社は社会的責任に関わる基本方針としてサステナビリティ方針を定めるとともに、環境

については「環境方針」と、環境問題の中でも特に重視する 2 つのテーマについての具体

的な行動指針として「気候変動対応行動指針」、「生物多様性保全行動指針」を定めていま

す。 

【特徴】 

・ 当社の CSR は、「共通価値の創造」の実現を目指しています。「共通価値の創造(CSV: 
Creating Shared Value)」とは、企業が社会のニーズや問題に取り組むことで社会的価値

を創造し、同時に自らの経済的価値を創造していくという考え方です。サステナビリティ

方針以下の各方針・指針は CSV のコンセプトを踏まえて策定されています。 
・ 金融事業を通じた環境問題の解決への貢献は、当グループの CSV の中核です。具体的に

は環境に関連した金融事業を「環境(エコ)の問題に対し、信託(トラスト)の機能を活用し

て解決 (ソリューション)に貢献していく」という趣旨から、「エコ・ トラステューション」

と名付け、問題解決型の商品・サービスの開発・提供に力を入れています。 

 055-02  

自然資本評価型環境格付融資 

【原則１】【原則２】 

三井住友信託銀行は、2013 年 3 月、「自然資本」に対する企業の取組を評価に組み込んだ

「自然資本評価型環境格付融資」をサンデン株式会社に実行しました。本商品では、気候

変動対策、資源循環、環境不動産などの諸項目による環境格付と合わせて、借入先にサプ

ライチェーン上流で自然資本の基盤的な構成要素である土壌、大気、水にどの程度の負荷

を与えているかを算定した評価結果を還元します。このフィードバックには、従来企業が

算定困難だった国・地域別及び調達品目ごとの水使用量、温室効果ガス出量、土地利用面

積が含まれており、これらのデータはカーボンディスクロージャープロジェクトにおける 
SCOPE3 など通常把握が困難な情報の開示要請にも対応することが可能になります。本

サービスは環境格付融資のオプションメニューとして、PwC ネットワークの株式会社あら

たサステナビリティ認証機構と共同で開発しました。 

【特徴】 

当社は 2012 年 6 月、ブラジルのリオデジャネイロで開催された「国連持続可能な開発会議

（リオ+20）」において、国連環境計画・金融イニシアティブ(UNEP FI)が提唱する自然資

本宣言へ署名しました。自然資本宣言は、「コモディティーを含む、自然資本に直接的ある

いはサプライ・チェーンを通じて間接的に多大な影響を与える特定セクターのクレッジッ

ト・ポリシーに、自然資本を評価する考え方を体系的に取り入れる」ことを標榜しており、

本商品はその考え方に沿った世界初の取り組みとして、国際的にも注目を集めています。 

 055-03  

生物多様性問題に対応した商品・サービス 

【原則２】 

①公益信託 
三井住友信託銀行は自然保護を目的とする公益信託を積極的に受託しています。その一つ

「日本経団連自然保護基金」は、法人・個人からの寄付を受け、アジア太平洋地域を主と

する開発途上地域において、NGO などが行う自然保護活動や、日本の自然環境保全地域な
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どにおける保護活動を支援しています。 
②投資信託 
三井住友トラスト・アセットマネジメントは 2010 年に世界で初めて企業の生物多様性の取

り組みのみに着目した投資信託を開発しました。また、日興アセットマネジメントは 2010
年、国際機関などが発行するグリーンボンドを中心に投資する債券ファンドと上記生物多

様性ファンドに加え、気候変動対策、水資源保全に関わる企業の株式に投資をする株式ファ

ンドで構成される環境バランスファンドを開発しました。 
③不動産の生態系配慮 
三井住友信託銀行は、生態系に配慮した環境不動産ビジネスとして、「環境配慮型開発・建

築コンサルティング業務」 を通じ、不動産の緑地部分における地域生態系への配慮と第三

者認証(JHEP)の取得をアドバイスしています。 
④社会貢献寄付信託 
三井住友信託銀行は社会貢献寄付信託、遺言信託などの業務を通じ、ナショナル・トラス

ト活動を応援しています。その一環として、社会貢献寄付信託の寄付先の一つに公益財団

法人日本生態系協会を指定し、絶滅危惧種の生息地を購入してトラスト地とするプログラ

ムに資金を提供しています。 

【特徴】 

当社は、2008 年、ドイツで開催された生物多様性条約第 9 回締約国会議(COP9)において、

開催国のドイツ政府が提唱した「ビジネスと生物多様性イニシアティブ」の趣旨に賛同し

て世界の 33 社とともにリーダーシップ宣言に署名しました。以降、TEEB（生物多様性と

生態系の経済学）中間報告を翻訳するなど、文字通りビジネス界においてリーダーシップ

を発揮し、日本に生物多様性の考え方を広げるためのさまざまな取り組みを行ってきまし

た。 

 055-04  

責任投資（ESG 投資）の取組み 

【原則２】 

当グループは 1999 年に日本で初めての SRI ファンドである日興エコファンド(設定:日興ア

セットマネジメント)の提供を開始し、2003 年には日本で初めて企業年金から SRI ファン

ドの運用を受託しました。その後も確定拠出型年金、公的年金等に SRI を提供し、マーケッ

トの裾野の拡大に貢献してきました。 
また、生物多様性 SRI ファンド(設定: 三井住友トラスト・アセットマネジメント)、中国株

SRI ファンド(設定:三井住友トラスト・アセットマネジメント)、SMBC 日興世銀債ファン

ド(設定: 日興アセットマネジメント)など世界初の取り組みも含め、ファンドのラインナッ

プも拡充しています。 
このように当グループは、ESG 全般に配慮した SRI ファンドだけでなく、様々なテーマや

対象資産、運用手法に対応し個人投資家から機関投資家まで広範に商品を提供する ESG 投

資のリーディングカンパニーであり、先進的な取り組みは海外からも注目されてきました。

【特徴】 

2009 年 12 月、ESG 担当を設置し、資産運用業務全体での ESG への取り組みの拡大に

向けた検討を開始するとともに、国内外の関係機関に向けた様々な情報発信を開始しまし

た。 
現在、ESG の主流化の動きには、国連組織や NGO が深くかかわっています。当社自身も

こうした組織との連携が不可欠と考えており、グローバルには国連責任投資原則(UN PRI)、
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アジアでは ASrIA、日本国内では社会的責任投資フォーラム（JSIF）の 3 組織とそれぞれ

の領域で密接な関係を構築してきました。しかしながら日本の責任投資市場は低迷してお

り、グローバルな ESG 投資の拡大に追随できていません。当グループは、市場をけん引す

るリーダーとして、様々な機会を活用して市場の拡大に向けた活動を展開しています。 

 055-05  

環境不動産に関する取組み 

【原則２】 

①環境不動産専担部署の設置 
三井住友信託銀行は 2010 年、金融機関では他に先駆けて環境不動産ビジネスを推進する専

担組織を設置し、下記のような様々な取り組みを行っています。 
②環境不動産に係るコンサルティング 
環境に配慮したオフィスビルの付加価値の定量的な分析や、REIT やファンド等に対する

CASBEE（建築環境総合性能評価システム）不動産マーケット普及版を用いた評価サービ

スなど、様々なアドバイス業務を提供しています。また、ビルなどへの省エネシステムの

導入、景観や生態系への配慮、建物の長寿命化、リサイクルシステムの採用などをアドバ

イスする環境配慮型開発・建築コンサルティングも行っています。 
③不動産のエネルギーに関する提案 
省エネ事業者とも連携し、ファイナンス(リースを含む)に関するアドバイスも含め建物・工

場などの効率的なエネルギー管理の提案を行っています。また、省エネによるコスト削減

メリットがオーナーとテナントに配当として還元される金融スキームを提案しています。 
④スマートシティプロジェクトへの参画 
パナソニック株式会社が主導する「Fujisawa サステナビリティ・スマートタウン」の共同

プロジェクトに参画し、スマートタウン評価指標(環境不動産価値)の設計を担当しているほ

か、スマートシティのエリア全体の経済価値向上に係るアドバイスや事業を成功に導くた

めのさまざまな支援を積極的に行っています。 

【特徴】 

三井住友信託銀行は 2007 年より環境配慮が市場価値に反映されるメカニズムの解明とそ

の普及を検討するため、産官学のマルチステークホルダーによる「サステナブル不動産研

究会」(座長・東京大学の野城智也副学長)を運営しています。この研究会での議論を踏まえ、

投資家などが利用しやすい建物の環境性能評価の導入の必要性を CASBEE 小委員会など

で提言し、2012 年 5 月に CASBEE 不動産マーケット普及版が創設されました。また、国

土交通省が主催する環境不動産懇談会や国連環境計画・金融イニシアティブ不動産ワーキ

ンググループ (UNEP FI PWG)においても中心メンバーとして積極的な提言を行ってお

り、国内外で環境不動産市場の拡大に貢献してきました。 

 055-06  

寄付ニーズに対応する商品・サービスの提供 

【原則２】 

①公益信託 
公益信託は、個人が公益活動のために財産を提供しようという場合や、法人が利益の一部

を社会に還元しようという場合などに、信託銀行に財産を信託し、信託銀行があらかじめ

定められた目的に従って財産を管理・運用して公益活動を行う制度です。三井住友信託銀

行は、1977 年に公益信託第 1 号を受託して以来、 受託件数を着実に増加させており、2012



預金・貸出・リース業務 取組事例 

280 

年 3 月現在の公益信託受託は 218 件 278 億円となりました。 
②社会貢献寄付信託 
2011 年 4 月、三井住友信託銀行は、社会貢献に取り組んでいる団体と顧客の思いを寄付の

かたちでつなぐ「社会貢献寄付信託」の取り扱いを始めました。顧客は寄付金を金銭信託

に預け入れ、毎年 1 回、当初信託元本の 5 分の 1 を寄付します。寄付先は、「寄付先一覧」

の 10 団体(2012 年 10 月 5 日現在)の中から、顧客が指定します。寄付先からは、寄付金の

活用実績や活動内容の報告書が送られます。 
③特定寄附信託 
2012 年 6 月、三井住友信託銀行は「特定寄附信託」の取り扱いを始めました。2011 年度

の税制改正によって新たに創設された制度に基づく信託で、顧客が指定した寄附先に 5 年

または 10 年にわたり定期的に寄附を行います。 
④遺贈による寄付 
三井住友信託銀行は、自身の遺産を世の中のために役立てたいというニーズに応えるため、

遺言信託において、公益団体や大学などと遺贈による寄付に関する提携を行い、遺産寄付

の支援サービスを提供しています。 

【特徴】 

 055-07  

超高齢社会において老後の安心を高める商品・サービスの提供 

【原則２】 

① 安心サポート信託 
三井住友信託銀行は、顧客とその家族などのために、大切な財産をオーダーメードかつ長

期間に保全・管理する「安心サポート信託」を取り扱っています。2 つのタイプがあり、そ

のうち「金銭信託型」は、信託の受益者（信託の利益を享受する方）を本人とする（自益

信託）、もしくは本人以外の方とする（他益信託）ことにより、顧客や親族、寄付先などの

意向に沿った形で信託財産を交付していくことができます。 
②遺言信託 
三井住友信託銀行は、顧客の意思に従って、預金、有価証券、不動産などの様々な資産を

次の世代に承継することを支援するサービスとして「遺言信託」を取り扱っています。遺

言信託によって、相続におけるトラブルを未然に防止したい、実情に合わせて合理的な遺

産分割がしたい、相続人以外の方に遺贈したいと考える顧客のニーズに応えています。 
③後見制度支援信託 
日本では 、認知症や知的障がいなどによって判断能力を欠く状況にある成年者(「被後見

人」)を保護するために、「後見人」を指定する「成年後見制度」が設けられています。三井

住友信託銀行が提供する後見制度支援信託は、被後見人の財産を保護し、将来にわたる生

活の安定に資するための信託で、信託の設定や解約などは家庭裁判所の掲示書に基づき行

われます。 
④特定贈与信託 
特定贈与信託とは、特別障か�い者の方の将来にわたる生活の安定に資する目的で、家族

などから贈与された資金を、三井住友信託銀行が合同運用金銭信託等で安定的に運用し、

顧客に代わって特別障がい者の方にお渡しする商品です。特別障か�い者の生活の安定を

図ることを目的とした贈与は、特定贈与信託にすると 6,000 万円まで非課税になります。 
⑤リバースモーゲージ 
三井住友信託銀行は2005年3月、自宅を担保に老後のゆとり資金を融資する「リバースモー
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ゲージ」の取り扱いを始めました。年金のように毎年一定額を受け取る方法と、設定した

枠内で随時受け取る方法があります。 

【特徴】 

日本は世界に先駆けて急速なスピードで高齢化が進展しており、少子化や人口減少と相

俟って今後様々な問題を惹起する懸念があります。当社は CSR において環境問題と並んで

超高齢社会問題を２大テーマと位置付けており、商品・サービスだけでなく顧客への情報

提供の拡充を図っています。 

 055-08  

気候変動問題に対応した商品・サービス 

【原則２】 

①再生可能エネルギー拡大への取り組み 
・ 風力発電、メガソーラー発電事業へのプロジェクトファイナンスの取り組み（三井住友信

託銀行） 
・ メガソーラー発電事業へのリースファイナンス（三井住友トラスト・パナソニックファイ

ナンス） 
・ 個人顧客への太陽光パネル専用ローンの提供（三井住友トラスト・パナソニックファイナ

ンス） 
②省エネルギー促進の取り組み（三井住友トラスト・パナソニックファイナンス） 
③排出権に関する取り組み 
・ 信託を活用した排出権小口化商品（三井住友信託銀行） 
・ 排出権決済資金保管信託（三井住友信託銀行） 
・カーボンオフセットリース（三井住友トラスト・パナソニックファイナンス） 

【特徴】 

当社は「気候変動対応行動方針」を定め、環境／エネルギー、排出権に関わる様々な取り

組みに力を入れています。また、信託銀行グループであることの特徴を生かし、融資、信

託、ファンド、リース等の多様なラインナップから対象プロジェクトや機器導入に最適な

資金調達手段を選択し、提案させていただいております。 

 055-09  

ナショナルトラスト活動支援 

【原則３】 

・三井住友信託銀行は公益社団法人日本ナショナル・トラスト協会とタイアップし、全国

の支店においてナショナル・トラスト活動を支援する取組みを推進しており、支店ロビー

におけるパネル展や、同協会から講師を招いたセミナーの開催、エコプロダクツ展の共

同出展など様々なコラボレーションを行っています。 
・2012 年 12 月には、日本ナショナル・トラスト協会の協力の下、「ふるさと新潟の自然を

考える」セミナーを開催し、新潟大学の大熊孝名誉教授に「かろうじて残された新潟の

自然について考える」というテーマで基調講演をいただきました。 
・2012 年 10 月には、日本のナショナル・トラスト発祥の地の一つである和歌山県田辺市

の天神崎を舞台に環境教育を行いました。近隣の小学校の 5 年生の生徒が天神崎の自然

が育む生きものについて学び、当日の聞き書き活動の様子は環境専門のインターネット

放送局 Green TV が映像に収め、後日、当社社員がファシリテータを務めた授業で学習

教材として利用しました。 
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・2013 年 9 月には、同様の取り組みを三浦市立岬陽小学校にて実施しました。舞台は関東・

東海地方で唯一、源流から河口の干潟までの集水域生態系がまるごと残った三浦市の小

網代の森で、公益財団法人かながわトラストみどり財団によって保全されているトラス

ト地です。 

【特徴】 

 055-10  

With You 活動の展開 

【原則３】【原則６】 

・三井住友信託は、全国各地の支店を中心に、地域社会に貢献し、地域の皆さまと強固な

信頼関係を築くため、地域に根ざした社会貢献活動を展開しています。当社は、このよ

うな取り組みを“With You 活動”と呼んでおり、環境・生きもの応援活動、サクセスフ

ル・エイジング支援活動、地域・社会貢献活動の三つの活動を重視して推進しています。

・ウェブサイト CSR 活動のページに With You 支店ブログを開設し、運営しています。こ

のブログは支店の With You 活動やイベント情報をタイムリーに発信し、積極的に地域と

の接点を増やすことを目的としています。全支店に専用のページを割り当て、各支店が

随時更新できるようになっています。 
  http://branchblog.smtb.jp/ 

【特徴】 

・全国で展開している取り組みの内容は、季刊小冊子”With You”(年 4 回発行)を通じて

顧客に紹介しています。 
・With You の取り組みは、内容に応じて活動ポイントを定めており、支店に対しては、期

中の取り組みのポイントの合計が一定以上になるように指導しています。また他の支店

の模範となる取り組みを実施した支店を表彰する制度も導入しています。 
・With You 活動には特別予算を付与し、活動をバックアップしています。 

 055-11  

マルチステークホルダー型研究会の組成・開催 

【原則４】 

三井住友信託銀行は公益財団法人トラスト６０の助成を得て、産官学のマルチステークホ

ルダーを集めた環境をテーマとした研究会を開催しています。2007 年から開催しているサ

ステナブル不動産研究会（055-04）がその一つですが、2013 年度からは、更にスマートシ

ティ研究会（座長；野城智也東京大学副学長）、自然資本研究会（座長；鎗目雅東京大学公

共政策大学院准教授）の 2 つの研究会を立ち上げました。いずれも金融という視点から経

済価値の評価をテーマとして取り入れています。 

【特徴】 

これらの研究会での議論は、毎年 12 月に開催されるエコプロダクツ展のセミナーでの発表

や、書籍を出版する等様々な形で公開しています。 

 055-12  

自社の環境配慮 

【原則５】 

当グループは環境方針を踏まえ、環境マネジメントシステムの国際規格である ISO14001
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の認証を取得した府中、千里、本店、芝ビルの 4 拠点において環境目標を設定して実施計

画を策定しています。また、実績値を測定した上で定期的な見直しを行い、取り組みの継

続的な改善を目指しています。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行 

 006-01  

赤道原則の採択による環境社会リスクマネジメントの実践 

【原則１】 

三菱東京 UFJ 銀行では、大型の開発プロジェクトへの融資を手がける際の環境配慮の枠組

みとして 「赤道原則」を採択しています。同原則は、一定の基準に従って事業者が環境

や社会に及ぼす影響を把握し、適切な対策を促すと同時に、資金調達支援後も環境への影

響をモニタリングすることを定めています。原則の運用にあたって独自の行内手続きを作

成するなど、より効果的に環境保全が行われるように努めています。また、ファイナンシャ

ルアドバイザリー業務などの一環として、お客さまに赤道原則をご説明し、早い段階から

適切な対応が行われるよう働きかけています。 
なお、2012 年 4 月～2013 年 3 月の期間における赤道原則の評価件数は、57 件（米州 20
件、アジア・  オセアニア 16 件、欧州・中東・アフリカ 21 件）でした。 

【特徴】 

赤道原則の運用の信頼性を示すため、赤道原則の内部手続きや運用状況などを第三者機関

に開示し、2012 年度の赤道原則の運用実績に係わる開示情報について「独立した第三者保

証報告書」を取得しています。 

 006-02  

MUFG 環境に関する行動方針 

【原則１】【原則２】【原則６】【原則７】 

MUFG グループは、地球環境問題への危機意識を共有し、環境への取り組みを進めていく

ための指針として、「MUFG 環境に関する行動方針」を策定し、従業員一人ひとりが総合

金融グループとしての果たす べき役割を自覚し、環境配慮につながる商品やサービスの

ご提供など環境への取り組みを積極的に推進しています。 
また、行動方針を具体的な活動にしていくために、グループ横断で 8 つのプロジェクトチー

ム・テーマ （個人 PT・国内法人 PT・受託財産 PT・海外 PT・自社内対応 PT・審査・

市場・社会貢献）を組成・設定し、 それぞれの分野で取り組みを進めています。 

【特徴】 

“総合金融グループならでは”の視点に立ち、金融の仕組みで社会・環境面への取り組みに熱

心な企業・個人に資金が流れるようサポートしていくとともに、お客さまの社会・環境対

策に直接結びつく商品・サービスの提供に努めいています。 

 006-03  

再生可能エネルギー事業へのプロジェクトファイナンス 

【原則２】 

化石燃料に代わるクリーンなエネルギーとして、再生可能エネルギーの導入、普及が世界
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各国で進んでいます。三菱東京 UFJ 銀行は、未来の産業や生活を支え、温室効果ガス削減

に貢献する、さまざまな再生可能エネルギー開発をプロジェクトファイナンスのアレンジ

および融資を通じて積極的に支援しています。 
太陽光発電の分野では、カナダのオンタリオ州において世界最大級の大規模発電事業を買

収するプロジェクト「オーラ（通称）」に向け、邦銀 4 行の融資団の主幹事として総額約 4
億カナダドルの融資契約を取り纏めました。また、同国では再生可能エネルギー発電プロ

ジェクトに対し、総額 7 億 9,500 万カナダドルの協調融資を代表主幹事として組成してい

ます。 
風力発電の分野においても、スコットランドにおける 2 件の風力発電事業のプロジェクト

を主幹事として推進しました。このプロジェクトへの融資により最大 75MW（メガワット）

の風力発電所と 41MW の風力発電所の建設および操業をサポートしています。 

【特徴】 

三菱東京 UFJ 銀行（米国ユニオンバンクを含む）は 2012 年の再生可能エネルギー事業に

関連したプロジェクトファイナンスにおいて世界ランキング 1位となり、プロジェクトファ

イナンス全体においても、同年の融資額で世界第 1 位となりました。 

 006-04  

省エネ・節電対応セミナー 

【原則２】【原則３】【原則４】 

三菱 UFJ 銀行では、グループ会社の三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング、三菱 UFJ リー

ス、三菱総合研究所、三菱総研 DCS と共催で、東日本大震災後の電力不足・エネルギーコ

スト上昇可能性を踏まえた省エネ・節電への対応を支援するセミナーを東京・名古屋・大

阪で開催し、エネルギーコストの上昇可能性を踏まえたエネルギー動向や最新の省エネ節

電方法、クラウドの活用方法、および省エネ補助金の活用方法などを説明しました。セミ

ナーには、法人のお客さま 116 社（3 会場合計）が参加しました。 

【特徴】 

セミナーでは、地域経済産業局より各種支援制度を説明いただき、エリナス株式会社、新

菱冷熱工業株式会社、三菱電機株式会社、三菱重工エンジンシステム株式会社、高砂熱学

工業株式会社からも、最新の省エネ機器の動向、ポイントなどを説明いただきました。 

 006-05  

環境に配慮した住宅購入の支援・環境配慮型リフォームローンの提供 

【原則３】 

三菱東京 UFJ 銀行は、太陽光発電システムの導入などで条件を満たす「環境に配慮した住

宅」を建築・購入されるお客さまに対し、所定のローン適用金利から一定の金利を優遇す

るサービスを実施して、自然エネルギー利用の普及をサポートしています。 

【特徴】 

太陽光発電などの環境に配慮したリフォームだけでなく、バリアフリーなど人に優しい住

まいの増改築に対しても、通常の適用金利を優遇する特典をご提供しています。 

 006-06  

地域への小規模融資 

【原則３】【原則４】 



預金・貸出・リース業務 取組事例 

 

285 

米国子会社であるユニオンバンクは、低・中所得者地域や多文化地域で居住を取得する機

会の拡大を目指し、経済的機会住宅ローンプログラムを大幅に拡大しました。このプログ

ラムは国勢統計区内で住宅購入や住宅ローンの借り換えを検討している方のうち、住宅が

指定地区内、または所得が所定金額以下の申請者を対象とした特別な支援で、高額な個人

抵当保険への加入が不要なほか、従来の信用履歴がない申請者でも家賃や公共料金の支払

いなどの別の信用履歴で審査する、融資比率 95％ポートフォリオのローン商品です。 

【特徴】 

2012 年は、このプログラムを低・中所得層と多文化地域の 2 つに的を絞って拡大し、プロ

グラムの認知度を高めるため、マーケティング活動も強化した結果、2012 年には 1,553 件

/合計 3 億 2,400 万ドルのローンを実行し、2011 年の実績（889 件/合計 1 億 8,300 万ドル）

から大幅に増加しました。 
 

 006-07  

CO2 削減の取り組み（融資を通じた環境負荷軽減） 

【原則５】 

三菱東京 UFJ 銀行は、お客さまの環境配慮事業への融資により、間接的に環境負荷削減を

支援しています。環境配慮事業への融資による効果をわかりやすくするため、CO2 排出量

等の環境負荷物質の削減効果を把握し、その経済価値を試算しています。効果を算定する

環境配慮型事業として、風力発電等の新エネルギー設備、産業廃棄物適正処理施設、工場

などにおける省エネ設備・機材の導入、および省エネルギー型建物建設を取り上げていま

す。 
2012 年度における CO2 排出量の累計削減効果は約 45 万トンとなり、MUFG グループの

2012 年度の CO2排出量 19 万トンの約 2.3 倍になります。また、環境負荷削減の経済価値

に関しては、2012 年度における累積の効果が 44 億円となっています。これは環境負荷物

質の削減対策により、同じ効果を得るためには 44 億円の削減費用がかかることを意味しま

す。 

【特徴】 

算定過程の透明性を確保するため、ISO14040 シリーズ（ライスサイクルアセスメント規格）

に基づいた環境影響評価手法を用いて環境配慮型事業による環境負荷削減効果を把握して

います。 

 006-08  

ペーパーレス化の取り組み 

【原則５】 

三菱東京 UFJ 銀行では、ペーパーレス化による CO2削減などを目的にいつでもどこでもイ

ンターネットによってご利用いただける「Eco 通帳」と「Eco 通知」を 2012 年 5 月より取

り扱っています。「Eco 通帳」はパソコンやスマートフォンで最長 25 ヶ月分の入出金明細

を閲覧できる他、明細にメモ登録が可能なので、家計管理に活用することができます。紙

の通帳は発行しないため、記帳の手間や紛失などの心配がありません。「Eco 通知」は、定

期預金の満期通知や投資信託の運用状況など、銀行からの通知物をインターネットで閲覧

サービスです。新しいお知らせが掲載されると、登録の E メールアドレスにメールが届き

ますので、効率的に管理でき、読み落としの心配もなくなります。 

【特徴】 
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2013 年 7 月には「Eco 通帳」が 40 万件以上、「Eco 通知」は 20 万件以上の申込みがあり、

ペーパーレス化が進んでいます。 

 

■ 三菱ＵＦＪリース 株式会社 

 098-01  

循環型社会形成のための環境配慮型経営の推進 

【原則１】【原則２】【原則３】【原則４】【原則５】【原則６】【原則７】 

三菱 UFJ リースグループは「地球環境の保全は企業にとっても最重要課題の一つ」、「リー

ス事業はモノにかかわるという仕組みにおいて環境保全に貢献できる」「循環型社会の実現

には 3R{廃棄物の削減（Reduce）、再利用（Reuse）、リサイクル（Recycle）}の推進が不可

欠」という認識のもと、環境負荷削減の取組みに注力しています。2000 年に業界でいち早

く環境マネジメントシステムを構築、2001 年 1 月には ISO14001 の認証を取得し、循環型

社会形成のために環境配慮型経営を推進しています。 
① 弊社では部門ごとに各種目標を設定し、環境への取組みを推進しています。 
② リースビジネスを通じて、循環型社会の実現に貢献するため、リース終了物件のリ

デュース（廃棄物の低減）、リユース（中古品として活用）、リサイクル（再資源化）の

3R、適正な処理を推進しています。特に PC や OA 機器については、物件を回収し、徹

底したリユース・リサイクルを実施、ゼロ・エミッションに向けて努力しています。 

【特徴】 

 リース物件の 3R や中古機器売買ビジネスなどを通じて、資源の有効活用や廃棄量低減

に取り組み、循環型社会実現に貢献することを目指しています。 
 2010 年 4 月には「生物多様性に係るガイドライン」を制定し、「事業活動を通じた取組

み」「オフィスワークの中での取組み」を柱に、さまざまな活動目標を掲げています。た

とえば当社が発行する CSR レポート、アニュアルレポート、社内報などには森林生態

系保全のため、FSC 認証紙の使用や、コピー・紙・電気の使用量削減、グリーン調達、

エコドライブなどを積極的に推進して生物多様性の保全と持続可能な社会実現に向けた

継続的な取組みを展開しています。 
 お客さまの設備導入に携わるという事業の特性上、新規設備の導入・入替などに伴い発

生する廃棄物の削減を社会的責任と認識し、グループ会社と一体となって中古機器売買

ビジネスを積極的に展開しています。リースビジネスで培ったモノの価値を見極める目

とノウハウを活用し、PC や OA 機器、工作機械、半導体製造設備、医療機器などの中

古機器を売買することで再活用・長期使用を促進しています。これらの取組みは、環境

への負荷低減のみならず、設備を導入するお客さまのコスト削減にも貢献しています。

 弊社では廃棄物の削減を目指して、リース終了後に転売や再リースなどが見込める VA
（ValueAsset）物件の取得を推進しています。VA 物件とは時間の経過による資産価値

の劣化が遅く、一般的に長期にわたって使用できる物件です。リース終了後も、再び利

用することができ、廃棄物削減とともに、循環型社会にも貢献します。 
 環境に与える負荷を低減したいというお客さまのニーズに応えるために、環境ビジネス

を幅広く展開しています。代表的なものとしては ESCO、環境ファイナンス、グリーン

リース、排出権関連サービス等が挙げられ、直近では自治体向け防犯灯 LED 化 ESCO
事業や再生エネルギー（太陽光発電）普及への取組みに注力しております。 
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■ 株式会社 みなと銀行 

 128-01  

事業者向け環境配慮型金融商品の取扱い 

【原則２】 

・ 法人向け「みなとエコローン」の取扱い 
環境認証（神戸環境マネジメントシステム（KEMS）、エコアクション 21、ISO14001
のいずれか）を取得されている法人を対象に金利を優遇する融資商品を取扱っていま

す。 
・ 株式会社向け「みなとエコ私募債」の取扱い 

環境認証（神戸環境マネジメントシステム（KEMS）、エコアクション 21、ISO14001
のいずれか）を取得されている株式会社が発行する私募債の発行手数料等の優遇を実施

しています。 

【特徴】 

環境保全に積極的に取組む事業者のお客さまをサポートしています。 
 

 128-02  

個人向け環境配慮型ローンの取扱い 

【原則２】 

・ 個人向け「みなと住宅ローン」、「みなとエコ商品購入ローン」の取扱い 
新エネルギー・省エネルギー機器（太陽光発電システム、エコウィル、エコジョーズ、

エコキュート、エネファーム、太陽熱高度利用システム）を備えた住宅及び CASBEE
神戸（神戸市建築物総合環境評価制度）の総合評価が“あじさいの花”4 つ以上の住宅

を購入・建設されるお客さま、または、それらの機器を購入・設置するお客さまに対し、

貸出金利の引下げを行います。 

【特徴】 

環境保全に積極的に取組むお客さまをサポートしています。 

 128-03  

カーボンオフセット定期預金「みなとエコ物語」の取扱い 

【原則２】【原則３】 

・森林カーボンオフセットサービスを利用した定期預金。 
みなと銀行が、定期預金募集金額（60 億円）の 0.05%相当の「カーボンオフセットサー

ビス利用料」を負担いたします。この「カーボンオフセットサービス利用料」は、兵庫

県森林組合連合会を通じて兵庫県内の森林環境を維持するために活用されます。 

【特徴】 

お客さまとみなと銀行が、一緒に地球温暖化防止に貢献することができる定期預金です。 

 128-04  

省エネルギーの推進 

【原則５】 

・ クールビズ、ウォームビズ、サマータイム制度の実施 
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クールビズ、ウォームビズを実施、適切な空調温度設定により省エネルギーを推進して

います。 
また、2011 年より毎年 8 月にサマータイム制度を実施、日々の退社時刻を早めること

を推進し、空調や照明などに係る使用電力の削減に取組んでいます。 
・ ATM の節電対策 

ATM を省電力モードに切替え。お客さまの利便性への影響が少ない一部 ATM の休日休

業を実施しています。 
・ 新エネルギー・省エネルギー設備などの導入 

店舗の新築・移転に際し、太陽光発電システムや LED 照明といった新エネルギー・省

エネルギー設備を導入しました。 
また、安定的な電力確保と省エネルギーへの取組みとして、平成 25 年 4 月 1 日より特

定規模電気事業者（新電力）からの電力を受給しています。 

【特徴】 

省エネルギーへの取組みを着実に実施しています。 

 

■ 株式会社 南日本銀行 

 111-01  

節電・省エネへの取組み 

【原則５】 

・クールビス、ウォームビズの実施 
・退行時のコピー機、PC、TV 等の主電源等 OFF 
・こまめな照明管理（LED 照明や省エネ設備の導入） 
・本店エレベーター利用の制限（階段利用の推進） 
・エアコンの温度管理 
・本部内のデマンド制限（電力ピーク値）による空調管理 
・太陽光発電の店舗への設置 

【特徴】 

地球温暖化防止、電力不足への節電対応として行っています。 

 111-02  

ATM 利用時間短縮 

【原則５】 

店舗内、店舗外の ATM 利用時間の短縮に取り組んでいます。 

【特徴】 

電力不足への節電対応として実施しています。 

 

■ 株式会社 宮崎銀行 

 069-01  

「みやぎん環境格付」の取得 

【原則２】【原則３】 
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環境負荷低減への取り組みを積極的に行っている企業を支援するため「みやぎん環境格付」

を制定。本格付を取得された企業の皆さまは、環境格付に応じて当行所定金利から最大

0.8％の金利割引を行う「みやぎん環境格付制度」をご利用いただけます。 

【特徴】 

 069-02  

「みやぎん再生可能エネルギー支援ファンド」の創設、「再生可能エネルギー事業専用相談窓

口」の設置 

【原則２】【原則３】 

地域資源を活用した再生可能エネルギー産業を支援育成し、引き続き地域経済の活性化に

貢献してまいります。 

【特徴】 

宮崎県および鹿児島県の再生可能エネルギー産業を積極的に支援するため、平成 24 年 10
月 1 日付で、総額 200 億円の「みやぎん再生可能エネルギー支援ファンド」を創設しまし

た。 
本ファンドを通じて、地域資源を活用した再生可能エネルギー産業を支援育成し、引き続

き地域経済の活性化に貢献してまいります。 
合わせて平成 25年 10月 31日付「再生可能エネルギー事業相談体制の強化」についてリリー

スを行い、「再生可能エネルギー事業専用相談窓口」を設置しました。 

 069-03  

再生可能エネルギー事業に関するリスクコンサルティングサービスの紹介 

【原則２】【原則３】 

再生可能エネルギー事業への参入を目指す企業に対するビジネス支援を充実させるため、

損害保険会社 2 社と「再生可能エネルギー事業支援」に関する業務提携を締結いたしまし

た。 
業務提携の内容は「再生可能エネルギー事業に関するリスクコンサルティングサービス」

(＊)の紹介です。 
 
(＊)「再生可能エネルギー事業に関するリスクコンサルティングサービス」とは、事業予定

地にかかる自然災害（地震・津波・液状化・河川氾濫・高潮・風害・土砂災害・火山

噴火・落雷等）の発生リスク評価を行なうものです。 
 
http://www.miyagin.co.jp/pdf/1059_pdf_data.pdf 

【特徴】 

 

■ 株式会社 宮崎太陽銀行 

 073-01  

街の環境美化活動「ラブリーマイタウン運動」 

【原則３】 

「わが街を愛そう～ラブリー・マイタウン」は、地域社会への貢献を目指す宮崎太陽銀行

が掲げたスローガンです。 
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「小さな親切運動」の中で、同運動宮崎支部の支部長企業として多くの企業と連携し、銀

行周辺や商店街の清掃美化活動に各支店が一丸となって参加するなど、美しい街づくりに

貢献しています。 
http://www.zenginkyo.or.jp/eco/ecomap.html 

【特徴】 

 073-02  

大淀川の保護活動にボランティア参加 

【原則３】 

■すべての生命の源は水。その水を湛え、地域の人々の生活と文化を支えてきた川。宮崎

太陽銀行は、ふるさとのシンボルでもある「大淀川」を守るため、NPO 法人大淀川流域

ネットワークの河川環境保護活動にボランティアとして参加しています。 
■簡易測定キットを使って行う「水質調査」、市民に川に親しんでいただく「カヌー教室」

や川辺の環境の素晴らしさに気づいてもらう「親子ウォーキング」、各団体が河川保護活

動の体験発表を行う「川のワークショップ」などの運営に行員が参加。貴重な体験を通

じ、自然保護の重要性を学んでいます。 
http://www.zenginkyo.or.jp/eco/ecomap.html 

【特徴】 

 073-03  

環境に配慮した自然エネルギーの有効活用 

【原則５】 

■宮崎太陽銀行は本店ビル駐車場にソーラーパネルを設置し、駐車場・ビル周囲の街路灯

に太陽光を利用し、昼間に蓄えた電力で人々の足元を照らしています。 

■本店ビルの建物の地下には、埋設されたタンクに雨水を貯水し、トイレの排水や周辺植

栽への散水に利用しています。 

http://www.zenginkyo.or.jp/eco/ecomap.html 

【特徴】 

 

■ 株式会社 武蔵野銀行 

 025-01  

本業を通じた環境保全への取組み 

【原則２】 

① 太陽光などの再生可能エネルギー事業の普及に対応し、2012 年 8 月、「再生加工エネル

ギーの固定価格買取制度」を活用し発電事業に参入するお客さまをサポートする太陽光

発電事業支援融資「太陽の恵み」の取扱いを開始しました。また、2012 年 9 月には、

個人のお客さまの太陽光発電システム導入をサポートする「太陽の恵み・エコリフォー

ムプラン」の取扱いも開始しています。 
② 2011 年 4 月、世界銀行が発行する開発途上国の地球温暖化防止事業などに投資する債

券「グリーンボンド」を 1,000 万米ドル購入しました。 

【特徴】 
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 025-02  

公益信託「武蔵野銀行みどりの基金」 

【原則３】 

公益信託「武蔵野銀行みどりの基金」は、埼玉県内における自然環境保全及び創出に資す

る活動を行う個人又は団体の皆さまのご活動資金の一部を助成するものです。2013 年度ま

でに延べ 167 団体、総額約 5,500 万円の助成金を贈呈しております。 

【特徴】 

 025-03  

文化・芸術・スポーツの振興 

【原則４】 

① 地域の文化・芸術の振興に貢献するため、毎年「大宮薪能」に協力しているほか、子ど

もたちにプロの演奏する素晴らしい音楽に触れる機会を提供することを目的に、ヴァイ

オリニストの吉田恭子さんに協力いただき、2009 年より、小学校の音楽室でのヴァイ

オリンコンサートを開催しています。（これまでに 18 校、2,100 人を超える小学生がコ

ンサートを観賞） 
② 地域のスポーツ振興を願い、サッカーＪリーグ「大宮アルディージャ」とトップパート

ナー契約を締結し、プレゼンツマッチを開催しているほか、子どもたちにサッカーを通

じスポーツの楽しさを理解してもらえればと、大宮アルディージャのコーチの方々に協

力いただき、地元小学生を無料で招待する「武蔵野銀行サッカー教室」を開催していま

す。 

【特徴】 

 025-04  

環境に配慮した事務集中拠点の建設 

【原則５】 

2012 年 9 月に竣工した「新事務センター」では、LED 照明の導入、地元環境及び生態系

に配慮した施設の緑化を実施しています。特に緑化については、公益財団法人日本生態系

協会の JHEP（ジェイヘップ：生物多様性を高める事業を評価する認証制度）の認証を金

融機関としては初めて取得しました。 

【特徴】 

 025-05  

従業員への環境教育 

【原則７】 

2008 年度から、公益財団法人埼玉県生態系保護協会の協力を得て、行員向けの環境講座「ぶ

ぎん環境カレッジ」を開講しています。地球温暖化とあわせて環境への関心が高まるなか

で、自然環境保全と生態系保護に関する正しい知識の習得に努めております。 
また、2011 年度より、新入行員の入行後研修の一環として、同協会や「あらかわ市民環境

サポーター」の協力を得て、荒川河川敷の「三ツ又沼ビオトープ」の外来植物駆除活動を

行なっております。 

【特徴】 
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 025-06  

企業内ボランティア組織「武蔵野ボランティアクラブ」による社会貢献 

【原則７】 

2012 年 5 月、企業内ボランティア組織「武蔵野ボランティアクラブ」を設立しました。 
500 名を超える役職員がクラブに登録し、これまでに延べ 200 名が、社会福祉（特養老人

ホームでの活動）、環境保全、子ども向け金融教育、東日本大震災被災地での復興支援など

の活動に取組んでいます。 

【特徴】 

 

■ 株式会社 もみじ銀行 

 059-01  

環境格付融資 

【原則２】【原則３】 

山口フィナンシャルグループは、環境への取組強化の一環として、2010 年 2 月 12 日から

「環境格付融資」の取扱いを山口銀行ともみじ銀行で開始しました。 
本制度は、環境に配慮した事業者に対し、地域特性を折り込んだ両行独自の環境格付を行

い、その評価結果に応じて適用金利を優遇するものです。 
なお、環境省の利子補給金交付事業の対象にもなり、一定の条件を満たす企業に対し、利

子補給付環境格付融資としても実施しております。 

【特徴】 

 059-02  

森林保全活動「もみじ銀行の森」 

【原則７】 

広島県と「森林保全・管理協定」を締結し、「ひろしまの森（もり）づくりフォーラム」に

参画することによって、地元広島県の保有する森林において除伐および育林活動を実施す

ることで、環境保全に貢献するとともに、地域の発展に寄与する取組みを行っています。 
平成 23 年 4 月に第 1 回を実施し、毎年 3～4 回、行員とその家族が参加し保全活動を行っ

ています。 

【特徴】 

 

■ 盛岡信用金庫 

 072-01  

「もりしんエコ・リフォームローン『地球は青く』」の取扱い 

【原則２】 

もりしんエコ・リフォームローン「地球は青く」を 2010 年 12 月から取扱開始しました。

自然エネルギー関連設備、省エネルギー改修を含むリフォーム全般に利用できるローン商

品です。 

【特徴】 
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融資期間 最長 20 年とし、全期間融資保証料を含む固定金利（10 年以内 3.3％ 20 年以内

3.6％）利用者の金利変動への不安を解消、自然エネルギー関連設備の普及により低炭素型

社会の形成に取組むものです。長期保守契約付随による金利優遇制度を設けています。 

 072-02  

「もしりんカーライフプラン・エコ」の取扱い 

【原則２】 

もしりんカーライフプラン・エコを 2010 年 9 月から取扱開始しました。 
電気自動車（燃料電池車を含む）、ハイブリット車、低燃費・低排出ガス車等、自動車重量

税、自動車取得税が減免される自家用車の購入に利用できるローン商品です。 

【特徴】 

従来のマイカーローン（当金庫商品名：カーライフプラン）に比べ低廉な融資保証料の適

用により、エコカー普及に寄与するものです。 

 072-03  

住宅ローン金利に、自然エネルギー関連設備、環境配慮型住宅設備設置の優遇項目の設定 

【原則２】 

10 年固定期間選択型に関し、再生エネルギー関連設備設置（太陽光発電設備、風力発電設

備、地下熱利用設備、ペレットストーブ等）、環境配慮型住宅設備設置（エコキュート、エ

コジョーズ、エネファーム等）の場合、基準金利からそれぞれ 0.05％金利優遇を行ってい

ます。 

【特徴】 

金利優遇制度による持家意識の助長、自然エネルギー関連設備の普及により低炭素型社会

の形成に取り組むものです。 

 072-04  

「環境エネルギー普及会社」の設立による自然エネルギーの普及促進 

【原則３】 

省エネルギーと自然エネルギーの導入、普及に向けて総合的なサービス提供を行なう「環

境エネルギー普及会社」を 2010 年 5 月に設立しました。 
自然エネルギーの普及による、環境保護とエネルギーの「地産地消」を目指し、新たな雇

用を創出、地域内でのお金を循環させる仕組みとしています。 
岩手県紫波町の、第 3 セクターが運営する温泉施設（ラ・フランス温泉館）と新エネルギー

機器導入に関するサービス契約を締結し、太陽光発電、太陽熱温水器、温泉排水熱回収ヒー

トポンプの導入により、光熱費の削減とともに、年間 380t の CO2削減を見込んでいます。

東日本大震災後の燃料不足時も、同設備による営業継続で、被災者受入れにも大きく貢献

しました。 
また、A 重油使用量が半年で 1/4 に削減でき経営面でも貢献できました。総事業費 2 億円

のうち国庫補助との環境ジョイントベンチャー事業で、1 億 2 千万円を当金庫が融資しまし

た。 

【特徴】 

公共施設や企業、家庭などへ最適な自然エネルギー設備を選定、設備の設置、保守・運営

を行ない、低炭素型社会、循環型社会による CO2削減と地域活性化に貢献するものです。
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 072-05  

「もりしん共存同栄の森」 

【原則４】 

岩手県紫波町と、企業の森づくりに関する協定を 2011 年 11 月締結しました。町内の民有

林 4.5 ヘクタールを「もりしん共存同栄の森」と名付け、2027 年までの 15 年間、伐採作

業等の育樹事業を行うこととしています。伐採に必要な路網整備などの経費は当金庫が負

担し、重機等が入りやすくし作業効率を高めています。2013 年度は金庫役職員、家族 114
名で作業を行い、環境意識の高揚を図っています。また本活動は、岩手県企業の森づくり

CO2吸収量認定制度に基づき、県より認定書の交付を受けました。 

【特徴】 

森林の再生に繋がるとともに、伐採材をバイオマス利用し、同地温泉施設のチップボイラー

の燃料として使用することで、木質材料を利用した供給から消費までのサプライチェーン

化が図られるものです。 

 072-06  

カーボンオフセット通帳・証書の導入 

【原則５】 

当金庫カードローン通帳の製造過程で使用した電力（1 冊あたり 200Wh 相当）を、岩手県

紫波町の太陽光発電により発電されたグリーン電力によりまかなっています。 
本件取組みにより 559kg の二酸化炭素（CO2）排出量を削減しました。 

【特徴】 

地産地消型のカーボンオフセット通帳を特徴としています。 

 072-07  

「もりしん年金友の会」のカーボンオフセット旅行 

【原則５】 

当金庫に年金口座を指定するお客さまでつくる「もりしん年金友の会」の旅行をカーボン

オフセット旅行として 2010 年 11 月に実施しました。 
参加 246 名、大型バス 7 台に分乗し 2 泊 3 日で旅行を実施。バス移動などで排出した CO2

を 1 人あたり 11.79kg として換算し、紫波町の第３セクター「ラ・フランス温泉館」の CO2

排出削減量と相殺しました。 

【特徴】 

旅行募集当初より「カーボンオフセット旅行」として募集、環境にやさしい旅行として参

加申込者に周知し、CO2を削減した証しとして参加記念証を進呈しました。 

 072-08  

「森林再生活動」の取組み 

【原則７】 

2008 年より八幡平市松尾鉱山跡地の森林再生活動に取り組んでいます。 
毎年 100 人程度の職員が参加して植樹保育を行なっています。 

【特徴】 

職員の環境意識向上により、森林再生による CO2削減、環境保全が期待できます。 
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 072-09  

夏季および冬季節電対策の取組み 

【原則７】 

使用最大電力の削減を目指し、クールビズ・ウオームビズの実施、室温設定（夏季 28℃、

冬季 20℃）、照明・OA 機器の節電に取り組んだ結果、2012 年度は 2010 年度比 14.12.％の

使用量削減となりました。（2011 年度は震災の影響等により比較対象とせず）また、盛岡

商工会議所主催の「eco アクションコンテスト 2012」に参加し、2 次エネルギーの CO2排

出量削減に取り組んだ結果、優秀賞を受賞しました。 

【特徴】 

日常業務における実践を通し、環境や社会問題に対する意識向上を図っています。 

 

■ 株式会社 八千代銀行 

 024-01  

省 CO2 のための取組み 

【原則１】 

当行は、CO2 削減の取組みの一環として、電動スクーターを一部の店舗で導入しておりま

す。電動スクーター1 台あたりの CO2排出量は、従来のガソリンバイクに比べ約 7 分の 1
に削減され、また、騒音も大幅に軽減されました。 

【特徴】 

当行は、地球温暖化防止国民運動「チャレンジ 25 キャンペーン」活動に参加し、CO2削減

のための取組みを行っております。 

 024-02  

環境に配慮した本店ビルと、本店ロビーを活用した省 CO2 意識の啓蒙活動 

【原則１】【原則６】 

当行の本店ビル（平成 22 年 12 月竣工）は、遮熱性に優れる Low-e ガラスを使用したガラ

スダブルスキンや、自然エネルギーを利用した換気システム等、環境に配慮した様々な技

術を導入し、高い環境性能を備えております。また、本店のロビーに「環境コミュニケー

ションパネル」を設置し、本店ビルに導入された環境技術や CO2 削減効果等を紹介してい

る他、来店されたお客様や一般の希望者に対して、屋上から地下 1 階まで環境技術等をご

案内する館内見学「エコツアー」を実施しております。 
こうした当行の環境への取組みは、平成 24 年 3 月の第 5 回新宿エコワングランプリで大賞

を受賞する等、高い評価をいただいております。 

【特徴】 

当行は、本店ビルを環境保全のシンボルと位置付け、省 CO2 等を地域に波及・普及してい

く諸施策を講じております。また、環境コミュニケーションパネルの内容は定期的に更新

し、継続的な環境情報の提供や、お客さまの環境意識の醸成を図っております。 

 024-03  

環境保全に協力できる金融商品の提供 

【原則２】 
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当行は、独自の中小企業向け環境評価モデルを導入した融資商品として「八千代ＥＣＯリ

ンクローン」を取り扱っております。この商品は、環境に配慮した経営に取り組む企業の

幅広い資金ニーズに対応すると共に、環境評価に基づいた金利優遇を行う等の支援を行っ

ております。また、中小企業の環境負荷低減に資する設備資金ニーズに対応した独自の融

資商品「八千代成長事業応援ファンド」を取り扱っている他、個人向け商品「リフォーム

ローン『気分一新ネクスト』」や「マイカーローン『愛車ライフネクスト』」において、エ

コ・省エネなど環境に配慮したリフォームや自動車購入などに関する資金については金利

優遇を実施する等、様々な融資商品を通じて環境保全に関する取組みを支援しております。

【特徴】 

「八千代ＥＣＯリンクローン」は、環境に配慮した経営に取り組む企業を評価し、地域全

体の環境活動を活性化することを目的としております。 
また、目的別無担保個人ローン（リフォームローン・マイカーローン）については、資金

使途がエコ・省エネなどの環境配慮型設備や低公害車・低排出ガス車認定制度認定車等に

該当する場合、通年で店頭表示金利より 0.3％の金利優遇を行っております。 

 024-04  

環境保全に協力できる金融商品の提供 

【原則３】 

環境問題への対応が優れている企業、および環境ビジネスにおける優良企業の株式を中心

に投資を行う、「日興エコファンド」を取り扱っています。 

【特徴】 

「日興エコファンド」の取り扱いにより、お客さまの環境意識の醸成を図っています。 

 024-05  

環境分野に関わるイベントの主体的な開催 

【原則４】 

当行は、平成 25 年 2 月に、ビジネスマッチングイベント「TOKYO ECO STYLE 展 2013
首都圏発！中小企業が日本を”元気”にする～」を東京都民銀行と共同開催しました。今

回は、健康・環境・資源エネルギー・復興をテーマとし、今、私たちに何ができるかを考

えました。当日は、127 社の企業・団体が出展いただき、6,500 名の方にご来場いただきま

した。また、岩手銀行・財）いわて産業振興センターの協力をいただき、岩手県からも多

くの企業にご出展いただきました。 

【特徴】 

各行が銀行の垣根を超えて、出展企業・来場者から事前に商談予約をとり、マッチングの

精度を高める取り組みをいたしました。 

 024-06  

行員参加型の環境保全活動 

【原則７】 

当行は、行員が参加するボランティア活動として、平成 19 年より、多摩川河川敷の清掃活

動を実施しております。今年度も、NPO 法人多摩川エコミュージアムの協力のもと清掃活

動を行い、きれいな多摩川を取り戻す取組みを支援しました。また、平成 20 年より、環境

保護活動を展開する NPO 法人「グリーンバード」とのコラボレーションによる清掃活動も
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実施しており、平成 25 年度は、東京六大学野球連盟等との協力による明治神宮球場周辺の

清掃（5 月）、協賛する女子サッカー大会開催にあわせて駒沢公園の清掃（7 月）を実施し

ました。 

【特徴】 

当行は、スポーツ振興にも力を入れておりますが、環境保全に対する CSR の一環として、

東京六大学連盟等との清掃活動や協賛しているスポーツ大会において会場周辺の清掃活動

などを行っております。 

 

■ 株式会社 山形銀行 

 031-01  

環境方針・環境行動指針の制定 

【原則１】 

山形銀行では、平成 20 年 1 月、環境保全活動に対する当行の基本的な考え方を明確化し、

活動への動機づけを強化するため、県内金融機関としては初となる「環境方針および環境

行動指針」を制定しております。 

【特徴】 

 031-02  

エコ関連商品のご提供 

【原則２】 

山形銀行では、環境関連商品（環境格付、エコ私募債、エコ住宅ローン、エコハウスリフォー

ムローン等）を取り扱っております。 

【特徴】 

 031-03  

ぐるっと花笠の森定期預金 

【原則２】 

山形銀行では、預入額の 0.1％を森林整備活動資金として拠出する「ぐるっと花笠の森定期

預金」を取り扱っております。 

【特徴】 

 031-04  

やまがた絆の森プロジェクトへの参加 

【原則４】 

山形銀行では、山形県創設の「やまがた絆の森プロジェクト」に参加し、協定を締結して

おります。山形県および県内の信用金庫と連携を図り、活動する森の名称を「ぐるっと花

笠の森」として、4 地域で植樹や下刈りなどの森林整備活動を行っております。また、平成

22 年 9 月から平成 29 年 3 月まで、蔵王国定公園の間伐を実施しております。7 年間、間伐

等を行うことで、約 1,200 トンの CO2吸収効果が得られ、当行本店ビルが 1 年間に排出す

る CO2量を相殺することになります。 

【特徴】 

CO2森林吸収認証によるカーボンオフセットは東北初、「山形県 CO2森林吸収量等評価認証
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制度」による認証は第 1 号となります。 

 031-05  

エコキャップ推進運動・役職員のエコ活動実践 

【原則４】【原則５】【原則７】 

ペットボトルキャップを収集し、そのリサイクルによる収益金で発展途上国の子どもたち

にワクチンを提供する「エコキャップ推進運動」を、東北芸術工科大学と共同で平成 21 年

7 月より実施しております。また、クールビズ・ウォームビズの実施や全行早帰り日（やま

ぎんエコ 5 デー）の設定、紙使用枚数の削減など、役職員によるエコに対する取り組みを

行っております。 

【特徴】 

エコキャップ推進活動に賛同していただいた多くの学校・各団体、お客さまからご協力を

いただき、運動開始から約 4 年間で 3,170 万個を超えるエコキャップが集まりました。 
（平成 25 年 3 月末までの実績：キャップ回収個数 31,705,000 個、ポリオワクチン 38,640
人分、CO2削減効果 243.4 トン） 

 

■ 株式会社 山口銀行 

 058-01  

エコローン 

【原則２】 

山口銀行は、個人のお客さま（所定の条件を満たし、山口県の認定を受けられる方）を対

象として、エコローンを提供しています。 
資金使途は、エコカー（低公害車購入資金）およびエコリフォーム（住宅用太陽光発電シ

ステム整備資金、省エネ設備設置資金、屋上緑化・壁面緑化・保水性舗装・駐車場緑化・

高反射舗装整備資金）です。 

【特徴】 

 058-02  

環境格付融資 

【原則２】【原則３】 

山口フィナンシャルグループは、環境への取組強化の一環として、2010 年 2 月 12 日から

「環境格付融資」の取扱いを山口銀行ともみじ銀行で開始しました。 
本制度は、環境に配慮した事業者に対し、地域特性を折り込んだ両行独自の環境格付を行

い、その評価結果に応じて適用金利を優遇するものです。 

【特徴】 

 058-03  

「国内クレジット制度」の活用推進 

【原則３】 

山口銀行は、「国内クレジット制度」を当行取引先等に案内し、CO2削減ニーズを積極的に

支援するとともに、環境関連の設備取得に際してのコスト削減の一助となるよう同制度の

活用推進を行っていきます。 
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【特徴】 

CO2 削減量クレジット化のニーズのあるお取引先に対して、クレジット化までの全ての各

種申請手続を行う支援機関をご案内します。 

 058-04  

やまぎんメガソーラー発電所 

【原則５】 

山口銀行は、当行グループ会社が所有する遊休不動産を活用して、大規模太陽光発電所「や

まぎんメガソーラー発電所」を建設することについて、メガソーラー発電事業を展開する

オリックス株式会社と合意しました。本件はオリックス株式会社が山口県で手がける初の

メガソーラー事業となります。 
平成 25 年 7 月に着工開始、平成 26 年 3 月の運転開始を予定しています。初年度の発電能

力は 3,064,000kwh で、一般家庭約 850 世帯分の年間消費量に相当します（※）。 
（※）1 世帯当たり 3,600kwh／年で算出。 

【特徴】 

 

 058-05  

森林整備活動「未来へつなげよう『やまぎんの森』」 

【原則７】 

山口県の「やまぐち森林づくりビジョン」、「森林整備等 CO2 削減認証制度」に基づき、山

口県及び森林所有者様のご協力の下、森林整備活動を「未来へつなげよう『やまぎんの森』」

と命名し、役職員が実際の整備活動に従事する取組を展開しています。 
なお、「未来」には子供たち次世代に対する思い、また「つなげよう」には継続的に取り組

んでいくという決意を込めています。 

【特徴】 

地域に根ざす金融機関として地域の豊かな自然環境を次世代へ引き継いでいくこと、また

CO2削減による地球温暖化対策の一助となることを目的として取り組むものです。 

 

■ 大和信用金庫 

 047-01  

大和川の水質改善応援定期預金「大和川定期預金」の取扱い 

【原則２】 

全国一級河川の中で、水質ワーストワンが続いていた大和川の水質改善を願い、BOD 値の

改善度合いによって、定期預金の金利を上乗せする「大和川定期預金」を 2006 年より取り

扱っています。 

【特徴】 

大和川の水質改善が進み、これまでに 10 の環境各賞を受賞しています。 

 047-02  

エコ住宅を対象とした住宅ローン及びリフォームローンの取扱い 

【原則２】 
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エコ住宅（①オール電化住宅、②省エネ設備等の設置住宅、③太陽光発電設備設置住宅、

④合法木材供給事業者から調達した合法木材使用住宅）を対象とした住宅ローンおよびリ

フォームローンについては、金利を優遇しています。 

【特徴】 

 047-03  

「クールビズ」および「ウォームビズ」の実施 

【原則５】 

平成 17 年度より「クールビズ」および「ウォームビズ」の実施により、消費電力の削減に

取組んでいます。また、全店に LED 照明などの省エネ照明を導入しました。 

【特徴】 

 
 

■ 株式会社 山梨中央銀行 

 071-01  

環境関連配慮商品の提供 

【原則２】 

・投資信託「グリーン世銀債ファンド」・・・新興国での森林伐採の抑制や森林の再生およ

び太陽光・風力発電施設の導入などの地球温暖化防止対策に利用するため、世界銀行が

発行する債券に投資するファンドです。 
・住宅ローン・・・「太陽光発電システム設置住宅」、「オール電化住宅」などの環境配慮型

住宅に関する新築・増改築資金等について、住宅ローン金利を引き下げています。 
・リフォームローン・・・住宅用太陽光発電システム設置工事を含むリフォーム資金につ

いて、リフォームローンの金利を引き下げています。 
・マイカーローン・・・「ハイブリッド車」などの低公害車購入資金について、マイカーロー

ンの金利を引き下げています。 
・環境分野向け「山梨中銀地域活力強化ファンド」・・・太陽光発電、燃料電池等の設備導

入や空調・ボイラーの省エネ設備の導入等、幅広い資金ニーズにご利用いただける融資

商品を取り扱っています。 

【特徴】 

環境に配慮した各種金融商品の提供 

 071-02  

環境保全活動と環境美化活動の実施 

【原則４】 

・人と自然が調和した里地里山の保全を推進し、後世に引き継ぐ活動を実施。山梨県や中

央市が進める農業の担い手事業や森づくり事業に賛同し、耕作放棄地の再生とこれに続

く荒廃した森林の整備、植樹活動に取り組んでいます。なお、活動を行う里地里山の愛

称を「山梨中銀ふれあいの里山」と命名しました。これまでに、当行グループの役職員

とその家族、延べ 13 回の活動に延べ 988 名が参加しました。 
・公益財団法人富士山をきれいにする会による「富士山環境美化前期クリーン作戦 2013」
に、当行グループの役職員と家族 261 名が参加し、富士山 5 合目周辺や河口湖周辺の清
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掃活動を実施しました。 
・山梨県が推進する環境美化活動「やまなしクリーンキャンペーン」および「エコドライ

ブ運動」に参加し、店舗周辺の道路・公園等公共の場の清掃活動を近隣企業とともに実

施し、また、環境に配慮した運転を行うなど、全行を挙げて環境美化・環境保全活動を

展開しています。「平成 24 年度やまなしクリーンキャンペーン」では、延べ 1,128 ヶ所

の清掃に延べ 3,851 人が参加しました。「エコドライブ運動」には、433 台の所有車両お

よび 2,422 名の役職員が参加しました。 

【特徴】 

地域社会との連携による環境保全活動・環境美化活動、職員ボランティア参加型による活

動 

 071-03  

環境に配慮した店舗の設置 

【原則５】 

・CO2 排出量削減への取組みとして、新築店舗への太陽光発電システムの導入を進めてい

ます。平成 22 年 6 月には明見支店、平成 23 年 6 には小笠原支店へ導入し、年間 9.7t の
CO2排出量の削減につながっています。また、平成 25 年 3 月に新築した猿橋支店の駐車

場には、再生可能エネルギーである、太陽光と風力を利用した「ソーラー風力外灯」を 2
基設置しています。今後とも環境に配慮した店舗づくりに努めていく方針です。 

【特徴】 

太陽光発電システム導入による環境負荷軽減への取組み 

 

■ 株式会社 横浜銀行 

 026-01  

個人向け環境配慮ローンの取り扱い 

【原則２】 

太陽光発電による安全・安心な低炭素社会の実現などをめざし、住宅へのソーラーパネル

の普及を支援する「〈はまぎん〉ソーラーローン」を取り扱っています。 

【特徴】 

 026-02  

環境分野など今後成長が見込まれる分野への資金供給強化 

【原則２】 

環境、エネルギーなどの今後成長が見込まれる分野で事業に取り組む企業に対し、「成長分

野支援戦略ファンド～輝き」や「成長支援ファンド」を取り扱っているほか、平成 25 年 6
月からは「〈はまぎん〉環境格付融資制度」の取り扱いも開始し、環境分野に取り組む企業

を金融面で支援しています。 

【特徴】 

 026-03  

環境保全活動に取り組む団体への協力 

【原則３】 
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世界において環境保全活動に取り組む公益財団法人オイスカの活動に協力し、行内におい

て書き損じハガキの収集をおこなっています。 

【特徴】 

 026-04  

地域環境の美化活動 

【原則４】 

各エリア、支店単位で、地域の海岸や河川の清掃活動に、行員やグループ社員がボランティ

アとして参加し、地域の方々と協力して取り組んでいます。 

【特徴】 

 026-05  

営業活動エリアにおける都市緑化活動 

【原則４】 

自治体と連携し、神奈川県内において、植樹・植栽などの緑化活動をおこなっています。 

【特徴】 

 026-06  

環境負荷軽減に向けた、省エネ・省資源への取組み 

【原則５】 

主要ビルによる電力・ガス、ガソリン、紙などの使用量削減に努め、数値の把握および当

行ホームページなどにおいて情報開示をおこなっています。また、全部店においてクール

ビズ・ウォームビズを実施し、省エネ・省資源への取り組みを進めています。 

【特徴】 

 026-07  

電気自動車の導入 

【原則５】 

神奈川県の電気自動車普及活動に賛同し、本店の営業用車両として日産自動車の電気自動

車「リーフ」を導入しています。業務用車両の CO2 排出削減に努めるとともに、本店内に

設置した充電設備をお客さまに無料で開放することで、県内における充電ネットワークの

構築に協力しています。 

【特徴】 

 026-08  

ディスクロージャー誌、ホームページなどでの情報開示 

【原則６】 

ディスクロージャー誌、当行ホームページなどにおいて、当行のエネルギーや資源の使用

量を開示しているほか、環境に関する取り組みについて紹介しています。 

【特徴】 

 026-09  
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行員の環境に対する意識の向上への取り組み 

【原則７】 

行内イントラネットにおいて、各部店における清掃活動やボランティア活動の紹介をおこ

ない、行員の環境に対する意識の向上に取り組んでいます。 

【特徴】 

 

■ リコーリース株式会社 

 177-01  

カーボンオフセットリース・カーボンオフセットサポート 

カーボンオフセットリースは、リース物件がリース期間中に排出する CO2 をお客様の使用状況に

応じて算出し、排出した CO2 に相当する排出枠を付与することによって、発生した CO2 を相殺（オ

フセット）するというものです。1 年間使用した場合の CO2 排出量分にあたるクレジット料金を月額

リース料金に追加することで使用電力量を相殺していただきます。オフセットの費用は国連が承

認する CO2排出削減プロジェクトに使われ、ご利用されたお客様には証明書を発行しております。

【原則１】【原則２】【原則３】 

当社の主要なお客様である中小企業において排出量取引は、まとまった規模で購入する必

要があり、加えて煩雑な手続きを要することから、実現が困難でした。「カーボンオフセッ

トリース」をご利用いただくことにより、通常のリース契約と同様の簡単な手続きで、地

球温暖化防止に貢献できます。また、既に使用中のリース物件や、お客様ご自身で購入さ

れた物件もオフセットできないか？というお客様の声を元に「カーボンオフセットサポー

ト」という上記の条件を充たすサービスも開始し、提案の幅を広げました。また、従来の

主な対象機器であった複合機、パソコン、車両等に加えて、2012 年度には医療機器のオフ

セットリースを開始しました。お客様には当社独自の環境活動証明書（排出量割当証明書）

を発行しておりますので、医療機関や診療所等の待合室に貼っていただき環境取り組みの

PR にお役立ていただきます。 

【特徴】 

当社のお客様層に合わせたサービスの仕様と、お客様の声を反映させたサービス。 

 177-02  

リコーリースの Scope3 算出 

事業活動やお客様のリース契約機器の使用時を含む全ての温室効果ガス排出量をＳｃｏｐｅ３に

従い算出し、その結果を公表しました。算出されたサプライチェーンにおける排出量に基づいて、

営業面でも顧客の利用時の排出量が少ない省エネ性能が高い機器を推奨するなど温室効果ガ

ス排出量削減に取り組みます。 

【原則１】【原則３】【原則４】【原則５】原則６】【原則７】 

リコーは、事業活動全体の環境影響を把握し、効果的に低減するために、1998 年度からエ

コバランスという手法でライフサイクルにおける環境負荷を把握してきました。近年、そ

のような環境負荷の把握に対する要請の高まりから、各種ガイドラインが制定されていま

す。これらを受け、当社でもサプライチェーンの温室効果ガス排出量を Scope3 として算出

しました。その結果、温室効果ガス排出量に占める Scope3 の割合が 99.9％と非常に大きい

ことが分かりました。当社の事業はベンダー（メーカー及び販売会社）の営業活動を支援
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し、ベンダーと連携した営業活動を行う販売支援リースを特長としております。Scope3 の

カテゴリの内、カテゴリ 1 の「リース契約において購入した製品」、カテゴリ 13 の「お客

様のリース契約機器の使用」による排出量が大きいため、環境負荷低減に向けてベンダー

とさらに連携し、お客様へ省エネルギー製品のリース導入を進めていき、サプライチェー

ン全体で CO2排出量削減に取り組んでまいります。 

【特徴】 

日本の非製造業で初めて Scope3 の全てのカテゴリを公開しました。算出の考え方と算出方

法は各種ガイドラインを参考にリース契約機器の使用年数、稼動時間、各種の原単位指標、

株式会社リコー、お取引先、自社のデータより算定した原単位などを設定して算出してい

ます。今後、算出方法や原単位、バウンダリの見直しを行い算出精度を高めていきます。 

 177-03  

環境経営度評価システムによる自社内評価 

当社は、独自の環境経営度評価システムによって、自社の環境経営をさまざまな角度から点検し

ています。この仕組みは、事業を通じた環境貢献や環境負荷軽減に対する、「自らの位置づけを

知る」ためのツールとして、中期環境経営計画や年度方針の策定に活用しています。 

【原則４】【原則５】【原則６】【原則７】 

2005 年に環境経営の進展を図るための委員会を発足させると同時に、委員会の活動を環境

経営の面から評価することを目的として、環境経営度評価システムを導入しました。現在

は委員会の活動ではなく、当社の環境活動自体を環境経営度評価項目として８つの視点〔①

環境経営システム ②製品系の取り組み ③オフィス系の取り組み ④グリーン事業（環境配

慮型事業の展開） ⑤教育／啓発 ⑥環境コミュニケーション⑦社会的責任 ⑧社会貢献／社

外評価〕から 77 の評価項目について、年度ごとに 1,000 点満点で点数化し、その得点率に

よって自社の環境経営レベルの評価を行っております。システムのスタートから８年が経

過しましたが、評価の感度が低下しないように評価ポイントの変更や評価項目の追加等、

システムの見直しを定期的に行っております。 

【特徴】 

自らを評価し続けることで、EMS の高度化を進めてきた点。 

 177-04  

環境負荷削減活動 

代表的な活動。社員の努力と審査や契約に関する文書をデータ化するイメージワークフロー導入

による用紙の削減。エコドライブコンテンスト等を通じた営業車両のガソリン使用量の削減。 

【原則５】【原則７】 

用紙の削減 
業務に必要とされる書類などをデータ化しパソコンの管理画面上で取り出し、確認、保管

出来るシステム、イメージワークフローシステムを 2009 年に導入。このシステムの導入に

より営業から審査担当、決裁者までの紙の資料のやり取りがなくなり、用紙の使用量の削

減ができました。また、2005 年に開始したリコーの複写機の機能を活用した両面印刷、集

約印刷の徹底等による社員の活動も併せて、2005 年度に全社で 1000 万枚あった用紙の使

用量が 2012 年度には 614 万枚まで削減しました。用紙の使用量の削減に伴い、紙ごみも大

幅に削減されました。 
ガソリン 営業車両の CO2排出量の把握と削減 
営業車両の給油時に提携先の「ガソリンカード」を使用することで給油量のデータを取得
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し、すべての車のガソリン使用量を計測。営業車両を利用した際には毎回、営業担当者に

走行距離を記録してもらい、ガソリン使用量のデータと走行距離から燃費を算出しました。

走行距離の記録から燃費の悪い車に注意を促したり、利用者全員によるエコドライブコン

テストを実施したりした結果、2008 年度から 2010 年度まで 3 ヵ年連続でガソリン使用量

を削減しました。 

【特徴】 

全社をあげての、地道なコツコツとした環境活動の周知と継続。 

 

■ 株式会社 りそなホールディングス（りそな銀行・埼玉りそな銀行・近畿大阪銀行）

 141-01  

国際的なイニシアチブへの参加 

【原則１】 

2008 年から、りそなホールディングスが国連が提唱するグローバル・コンパクトに、りそ

な銀行が責任投資原則（PRI） に参加しています。企業活動においてこれらの原則を支持

するとともに、国際社会からの要請に基づいた CSR 活動を積極的に推進しています。 

【特徴】 

 141-02  

グループの CSR 推進体制 

【原則１】 

経営の重要課題の一つであり、社会的要請の高まる CSR への取組みの一層の強化・向上を

図るため「グループ CSR 委員会」を設置し、定期的に開催しています。「グループ CSR 委

員会」は、りそなホールディングス会長を委員長とし、りそなホールディングスの社長及

び副社長ならびにグループ各銀行の社長をはじめとするメンバーによって構成され、本委

員会を通じてりそなグループ内にあるさまざまな経営資源を活かしたCSR活動を実現して

います。  
また、2011 年 6 月にはコーポレートコミュニケーション部内に CSR 推進室を設置し、グ

ループ各社における CSR 活動の推進・管理体制の強化を図っています。 

【特徴】 

 141-03  

金融サービスを通じた地域支援 

【原則２】 

りそなグループは、地域経済の活性化支援のうち金融サービスを通じた地域支援として、

下記の取組みを行っています。 
 
・「りそな・地域応援・資産分散ファンドシリーズ」 

地元企業の株式・海外債券・リート（不動産投資信託証券）に分散投資する投資信託の

取扱いを通じ、地元企業の応援・活性化に協力しています。 
・成長分野応援ファンド 

りそなグループ各銀行では、日本銀行の｢成長基盤強化を支援するための資金供給制度｣ 
を活用した融資ファンドを取扱っています。 
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・地域企業を応援するファンド 
埼玉りそな銀行では、埼玉県の有望成長分野（環境、医療・福祉、農業・食品）を中心

とした株式上場を志向する企業や、今後高齢化が進む企業経営者の事業承継対策に係る

投資を対象とした「埼玉りそな地域産業支援ファンド」を 2010 年 4 月に設立していま

す。また、自然環境の整備・保全活動の助成など、様々な信託目的を持った「公益信託」

を通じて社会貢献活動をサポートしています。 

【特徴】 

 141-04  

本業を通じた環境保全（法人のお客様向け） 

【原則２】 

・法人向け融資 
環境保全活動や環境配慮設備導入などに取組む事業者の資金調達ニーズにお応えするた

めのさまざま融資制度を用意し、お客さまに環境に配慮した活動への取組みを呼びかけ

ています。 
・企業年金向け SRI ファンド 
りそな銀行は、企業年金向けに ESG に配慮している外国企業などに投資する「グルーバ

ル SRI」ファンドを設置しています。外国株式で運用する SRI ファンドは国内の企業年

金向けでは珍しく、年金運用の選択肢を広げています。 
・公益信託 
りそな銀行は信託機能を活用し、生物多様性への対応や自然環境の整備・保全に対する

助成を目的とする公益信託を通じて、環境保全活動に取組んでいます。 

【特徴】 

 141-05  

本業を通じた環境保全（個人のお客様向け） 

【原則２】【原則３】 

・エコ・アクション・ポイント 
環境省が推進するエコ・アクション・ポイント事業に参加しています。これは環境に配

慮した商品・サービスを利用されたお客さまにポイントを付与し、1 ポイント 1 円相当

の商品等と交換できるもので、銀行取引においてもお客さまが環境保護を意識した選択

ができることを広く呼びかけています。 
・相続対策 

りそな銀行は、遺言信託や遺産整理業務を利用して「財団法人日本生態系協会」や「社

団法人日本ナショナル・トラスト協会」へ相続する資産の一部を寄付された方のために、

遺言信託・遺産整理業務全体に係る手数料を一部優遇するサービスを行っています。ま

た、埼玉りそな銀行では、資産承継信託を活用して、信託期間の満了または相続発生後

に信託財産を「さいたま緑のトラスト基金」に寄付する「さいたま緑のトラスト基金信

託」を取扱っています。 
・SRI ファンド・地域応援ファンド 

環境問題や社会貢献に積極的に取り組む企業に投資する SRI ファンドの取扱いを通じ

て、個人のお客さまの環境関連への投資を促しています。また、地域の企業を応援する

投資信託の収益金を通じて、地域の環境保護団体などへの寄付も実施しています。 
・住宅ローン・消費性ローン 
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自治体や電力・ガス会社等とも連携し、環境に配慮した住宅を購入される方向けの住宅

ローン商品を提供するなど、個人のお客さまの環境に配慮した選択を支援しています。

【特徴】 

 141-06  

地域との連携 

【原則２】【原則３】【原則４】【原則５】【原則７】 

・大阪府との連携（近畿大阪銀行） 
2010 年 11 月、大阪府のアドプトフォレスト制度を活用し、大阪府・交野市・森林所有

者と協定を締結し、交野市における生駒山系花屏風活動（「近畿大阪銀行の森づくり」活

動）を開始しました。 
また、2009 年 12 月より、大阪府及び大阪府域の小・中学校等と連携し、大阪府域にお

いて、花いっぱいのまちづくりの推進と環境活動への啓発を行うことを目的とした、「大

阪・花のまちづくりエコ作戦」について、大阪府と確認書締結をしています。 
・堺市との連携 

2010 年 2 月、堺市に拠点を持つ 22 の地域金融機関とともに金融面での商品・サービス

の提供や啓発活動などによるサポートを通じて、地球温暖化問題に取り組むことを目的

とする「SAKAI エコ・ファイナンスサポーターズ倶楽部」を設立しています。 
・埼玉県との連携（埼玉りそな銀行） 

2010 年 6 月「環境分野における協力に関する協定」、2010 年 8 月「廃棄物不法投棄の情

報提供に関する協定」を締結しました。また、2010 年 9 月、長瀞町ならびに埼玉県と「埼

玉県森林づくり協定」を締結しました。 

【特徴】 

 141-07  

環境コミュニケーション 

【原則３】 

りそなグループでは、さまざまなステークホルダーに対して、環境に関する興味・関心を

持っていただけるよう、積極的な情報提供を行っています。 
・太陽光発電ビジネス交流会（りそな銀行・近畿大阪銀行） 
・株主総会運営におけるグリーン電力の活用（りそなホールディングス） 

【特徴】 

 141-08  

従業員による自発的な取組み 

【原則４】【原則７】 

・りそなグループの各社では、各地域・各営業店等が独自に、地域社会に根ざした CSR 活

動に取組んでいます。りそなグループでは、こうした自発的な取組みを奨励するため、

プランド表彰制度（社内表彰制度）に「CSR 推進部門」を設け、応援しています。 
・ 2012 年 10 月、りそなグループ発足 10 周年を機に、これまで支えていただいた地域社

会の皆さまに、感謝の気持ちをお返ししたいという想いから「Re:Heart 倶楽部」を立ち

上げました。毎月積立募金を行うと同時に、地域の活性化や環境保全などのボランティ

ア活動を全国で企画、展開しています。 
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【特徴】 

 141-09  

環境マネジメントシステム、オフィスにおける環境負荷低減 

【原則５】 

・ 地球環境問題への取組みを一層強化するために、各銀行で環境マネジメントシステムを

導入しています。近畿大阪銀行では 2008 年 10 月、埼玉りそな銀行では 2008 年 12 月、

りそな銀行大阪本社では 2009 年 12 月、りそな銀行東京本社では 2010 年 12 月に、本

社ビルを対象に環境マネジメントに関する国際認証規格「ISO14001」を取得しました。

オフィスにおける環境負荷低減、本業を通じた環境保全、社内外に向けた環境啓発活動

において、PDCA（Plan、Do、Check、Act）のサイクルを構築することでパフォーマ

ンスの改善を図り、これまで以上に積極的な活動を展開していきます。 
・ りそなグループ各社では、環境省が呼びかける「チャレンジ２５キャンペーン」に参加

し、グループ全体で地球温暖化防止活動に取り組んでいます。 
・ システムの集約や省エネ機器の導入、クールビズや早帰り運動の実施により、電力使用

量の削減に取り組んでいます。また、営業用車両のハイブリット車への切り替えや電動

アシスト自転車の導入により、ガソリン使用量の削減にも取り組んでいます。 
・ 銀行は、業態の特徴として紙を大量に使用することから、紙を最大のテーマにグリーン

購入・廃棄物削減に取り組んでいます。 

【特徴】 

 141-10  

環境に関する基本的考え方 

【原則６】 

りそなグループは、環境への取組姿勢を明確化し、環境に配慮した企業活動を適切に実施

するため、グループ環境方針を制定しています。地域社会の一員としてできることは何か

を、グループの役員・従業員一人ひとりが課題として認識し、地球環境保護のために取り

組んでいます。また、りそなグループ CSR 方針の課題項目毎にパフォーマンスデータ（環

境に関するデータを含む）を一覧にして開示しております。 

【特徴】 

 141-11  

グループ内啓発活動、環境ボランティアへの参加 

【原則７】 

・ りそな銀行では、地域の環境ボランティア団体と共催で、荒川河川敷のごみを拾って自

然回復を目指す「しゅしゅっと荒川そうじし隊」の活動に取り組んでいます。 
・ 埼玉りそな銀行は、長瀞町･埼玉県と「埼玉県森林づくり協定」を締結し、「埼玉りそな

の森づくり」の活動に取り組んでいます。 
・ 近畿大阪銀行は、大阪府のアドプトフォレスト制度を活用した、大阪府・交野市・森林

所有者との協定に基づき、「近畿大阪銀行の森づくり」の活動に取り組んでいます。 
・ りそなグループは、役員・従業員全員が環境問題への意識を高め、活動を推進できるよ

う、各種目標設定や研修に取り組んでいます。グループ各行において、環境研修や環境

マネジメント目標の設定、全店統一早帰り日の設定などの取組みを行っています。 
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【特徴】 

 

■ 株式会社 琉球銀行 

 137-01  

りゅうぎんユイマール助成会 

【原則１】【原則３】【その他】 

当助成会は、㈱琉球銀行創立 45 周年を記念して設立され、沖縄県において県民のための社

会福祉活動、環境保全活動を実施している NPO 法人非営利目的の法人または団体へ支援の

目的で助成活動を実施しています。（平成 5 年から助成開始） 
毎年 2 回（上期・下期）厳正な審査を経て、今年度上期は 21 先の方々へ助成を行いました。

 

【特徴】 

役職員の募金と銀行からの助成金で運営しており、今年度は、名護市東屋部川の環境改善

取組みイベント事業へ助成を行いました。 

 137-02  

琉球銀行地域安全サポートブランチ 

【原則１】【原則３】【原則７】 

沖縄県警察・那覇市消防本部・糸満市消防本部・うるま市消防本部・浦添市消防本部と「犯

罪のない安全で安心して暮らせる沖縄県」を実現することを目的とする防犯活動等に関す

る覚書及び防火防災支援活動に関する覚書を締結しました。 
これは、琉球銀行の沖縄県内にある全営業店を「防火」「防犯」の地域拠点として活用し、

警察や防災の活動を支援する取組みです。 

【特徴】 
（1） 支店・出長所の一部スペースを警察・消防署の広報啓発の場として提供する。 
（2） 一般防犯、防災に関する情報を提供する。 
（3） 来店者、顧客、取引企業等に対する防犯・防災指導、助言、広報をする。 
（4） 警察・消防の主催する関係行事に積極的に参加する。 
（5） 防犯・防災関係研修、訓練を定期的に開催し、職員の知識の向上を図る。 
（6） 県民運動の「ちゅらさん運動」に協力する。（警察） 
（7） 「こども 110 番の家」活動に協力する。（警察） 
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署名金融機関一覧（平成 26 年 3月 7日現在） 

あいおいニッセイ同和損害保険 株式会社 

株式会社 愛知銀行 

青い森信用金庫 

株式会社 青森銀行 

株式会社 秋田銀行 

アクサ生命保険株式会社 

株式会社 足利銀行 

尼崎信用金庫 

アライアンス・バーンスタイン 株式会社 

株式会社 阿波銀行 

イーデザイン損害保険 株式会社 

株式会社 イオン銀行 

株式会社 池田泉州ホールディングス 

いちい信用金庫 

いちごグループ 

茨城県信用組合 

株式会社 伊予銀行 

株式会社 岩手銀行 

株式会社 インターリスク総研 

株式会社 インテグレックス 

ＳＭＢＣ日興証券 株式会社 

ＳＭＢＣフレンド証券 株式会社 

株式会社 ＳＢＪ銀行 

ＮＥＣキャピタルソリューション 株式会社 

ＮＫＳＪひまわり生命保険 株式会社 

ＮＫＳＪホールディングス 株式会社 

ＮＫチューリッヒ・リスクサービス 株式会社 

株式会社 愛媛銀行 

愛媛信用金庫 

株式会社 大分銀行 

株式会社 大垣共立銀行 

大阪厚生信用金庫 

株式会社 沖縄海邦銀行 

株式会社 沖縄銀行 

帯広信用金庫 

オリックスグループ 

(オリックス㈱、オリックス銀行、オリックス生命) 

株式会社 香川銀行 

株式会社 鹿児島銀行 

株式会社 関西アーバン銀行 

株式会社 北九州銀行 

岐阜信用金庫 

株式会社 紀陽銀行 

株式会社 京都銀行 

京都信用金庫 

桐生信用金庫 

近畿労働金庫 

株式会社 群馬銀行 

株式会社 京葉銀行 

株式会社 高知銀行 

株式会社 西京銀行 

株式会社 ザイマックス不動産投資顧問 

株式会社 佐賀銀行 

株式会社 山陰合同銀行 

ＣＳＲデザイン＆ランドスケープ 株式会社 

ＣＳＲデザイン環境投資顧問 株式会社 

株式会社 滋賀銀行 

しがぎんリース・キャピタル 株式会社 

株式会社 四国銀行 

四国労働金庫 

株式会社 静岡銀行 

静岡県労働金庫 

しずおか信用金庫 

株式会社 静岡中央銀行 

株式会社 七十七銀行 

株式会社 清水銀行 

株式会社 ジャパンネット銀行 

株式会社 十八銀行 

株式会社 十六銀行 

株式会社 荘内銀行 

城南信用金庫 

城北信用金庫 

株式会社 常陽銀行 

スルガ銀行 株式会社 

静清信用金庫 

西武信用金庫 

セゾン自動車火災保険 株式会社 

株式会社 損害保険ジャパン 

損保ジャパン・ディー・アイ・ワイ生命保険 株式会社 

損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント 株式会社 

損保ジャパン日本興亜リスクマネジメント 株式会社 

そんぽ２４損害保険 株式会社 

第一生命保険 株式会社 

株式会社 大光銀行 

株式会社 第三銀行 

株式会社 第四銀行 

株式会社 大正銀行 

株式会社 大東銀行 

太陽生命保険 株式会社 

株式会社 大和証券グループ本社 

大和証券投資信託委託 株式会社 

高崎信用金庫 

高松信用金庫 

株式会社 筑邦銀行 
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株式会社 千葉銀行 

株式会社 千葉興業銀行 

中央労働金庫 

株式会社 中京銀行 

株式会社 中国銀行 

中国労働金庫 

中日信用金庫 

株式会社 筑波銀行 

鶴岡信用金庫 

東海労働金庫 

東京海上アセットマネジメント投信 株式会社 

東京海上キャピタル 株式会社 

東京海上日動あんしん生命保険 株式会社 

東京海上日動火災保険 株式会社 

東京海上日動フィナンシャル生命保険 株式会社 

東京海上不動産投資顧問 株式会社 

東京海上ミレア少額短期保険 株式会社 

株式会社 東京都民銀行 

東濃信用金庫 

株式会社 東邦銀行 

株式会社 東北銀行 

東北労働金庫 

株式会社 徳島銀行 

徳島合同証券 株式会社 

株式会社 栃木銀行 

株式会社 鳥取銀行 

株式会社 トマト銀行 

株式会社 富山第一銀行 

豊橋信用金庫 

長野県労働金庫 

中ノ郷信用組合 

長野信用金庫 

株式会社 名古屋銀行 

株式会社 南都銀行 

新潟信用金庫 

西尾信用金庫 

株式会社 西日本シティ銀行 

日興アセットマネジメント 株式会社 

日新火災海上保険 株式会社 

ニッセイアセットマネジメント 株式会社 

日本興亜損害保険 株式会社 

株式会社 日本政策投資銀行 

二本松信用金庫 

農林中央金庫 

のと共栄信用金庫 

野村アセットマネジメント 株式会社 

野村證券 株式会社 

株式会社 八十二銀行 

株式会社 肥後銀行 

株式会社 百五銀行 

株式会社 百十四銀行 

兵庫信用金庫 

株式会社 広島銀行 

株式会社 福井銀行 

株式会社 ふくおかフィナンシャルグループ 

株式会社 福島銀行 

株式会社 福邦銀行 

碧海信用金庫 

株式会社 豊和銀行 

株式会社 北越銀行 

株式会社 北都銀行 

株式会社 北洋銀行 

株式会社 北陸銀行 

北陸労働金庫 

株式会社 北海道銀行 

北海道労働金庫 

株式会社 北國銀行 

株式会社 三重銀行 

株式会社 みずほフィナンシャルグループ 

株式会社 みちのく銀行 

三井住友海上あいおい生命保険 株式会社 

三井住友海上火災保険 株式会社 

株式会社 三井住友銀行 

三井住友トラスト・パナソニックファイナンス 株式会社

三井住友トラスト・ホールディングス 株式会社 

三菱商事・ユービーエス・リアルティ株式会社 

株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行 

三菱ＵＦＪ信託銀行 株式会社 

三菱ＵＦＪリース 株式会社 

株式会社 みなと銀行 

株式会社 南日本銀行 

株式会社 宮崎銀行 

株式会社 宮崎太陽銀行 

株式会社 武蔵野銀行 

株式会社 もみじ銀行 

盛岡信用金庫 

株式会社 八千代銀行 

株式会社 山形銀行 

株式会社 山口銀行 

大和信用金庫 

株式会社 山梨中央銀行 

株式会社 横浜銀行 

リコーリース 株式会社 

株式会社 りそなホールディングス 

（りそな銀行、埼玉りそな銀行、近畿大阪銀行） 

株式会社 琉球銀行 

労働金庫連合会 

 

団体名の五十音順 

全署名機関：１８９団体 
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金融機関名索引 
 

あ 
あいおいニッセイ同和損害保険 株式会社 ................................................................................... 46 
株式会社 愛知銀行 ....................................................................................................................... 90 
青い森信用金庫 ............................................................................................................................ 90 
株式会社 青森銀行 ....................................................................................................................... 92 
株式会社 秋田銀行 ....................................................................................................................... 93 
アクサ生命保険株式会社 .............................................................................................................. 49 
株式会社 足利銀行 ....................................................................................................................... 94 
尼崎信用金庫 ................................................................................................................................ 96 
アライアンス・バーンスタイン 株式会社 ................................................................................... 12 
株式会社 阿波銀行 ....................................................................................................................... 97 
イーデザイン損害保険 株式会社 .................................................................................................. 50 
株式会社 イオン銀行 ................................................................................................................... 99 
株式会社 池田泉州ホールディングス .......................................................................................... 99 
いちい信用金庫 .......................................................................................................................... 100 
いちごグループ ............................................................................................................................ 13 
茨城県信用組合 .......................................................................................................................... 102 
株式会社 伊予銀行 ..................................................................................................................... 102 
株式会社 岩手銀行 ..................................................................................................................... 103 
株式会社 インターリスク総研 ................................................................................................... 108 
株式会社 インテグレックス ......................................................................................................... 16 
ＳＭＢＣ日興証券 株式会社 ......................................................................................................... 18 
ＳＭＢＣフレンド証券 株式会社 .................................................................................................. 20 
株式会社 SBJ 銀行 .................................................................................................................... 109 
ＮＥＣキャピタルソリューション 株式会社 .............................................................................. 111 
ＮＫＳＪひまわり生命保険 株式会社 .......................................................................................... 51 
ＮＫチューリッヒ・リスクサービス 株式会社 ............................................................................ 52 
株式会社 愛媛銀行 ..................................................................................................................... 112 
愛媛信用金庫 .............................................................................................................................. 116 
株式会社 大分銀行 ..................................................................................................................... 118 
株式会社 大垣共立銀行 .............................................................................................................. 119 
大阪厚生信用金庫 ....................................................................................................................... 120 
株式会社 沖縄海邦銀行 .............................................................................................................. 121 
株式会社 沖縄銀行 ..................................................................................................................... 122 
帯広信用金庫 .............................................................................................................................. 123 
オリックスグループ(オリックス㈱、オリックス銀行、オリックス生命) ................................. 123 
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か 
株式会社 香川銀行 ..................................................................................................................... 132 
株式会社 鹿児島銀行 ................................................................................................................. 132 
株式会社 関西アーバン銀行 ....................................................................................................... 134 
株式会社 北九州銀行 ................................................................................................................. 137 
岐阜信用金庫 .............................................................................................................................. 137 
紀陽銀行 ..................................................................................................................................... 138 
株式会社 京都銀行 ..................................................................................................................... 140 
京都信用金庫 .............................................................................................................................. 142 
桐生信用金庫 .............................................................................................................................. 144 
近畿労働金庫 .............................................................................................................................. 146 
株式会社 群馬銀行 ..................................................................................................................... 147 
株式会社 京葉銀行 ..................................................................................................................... 148 
株式会社 高知銀行 ..................................................................................................................... 149 
 

さ 
株式会社 西京銀行 ..................................................................................................................... 150 
株式会社 ザイマックス不動産投資顧問 ....................................................................................... 21 
株式会社 山陰合同銀行 .............................................................................................................. 151 
ＣＳＲデザイン環境投資顧問 株式会社 ....................................................................................... 23 
株式会社 滋賀銀行 ..................................................................................................................... 153 
株式会社 四国銀行 ..................................................................................................................... 155 
四国労働金庫 .............................................................................................................................. 155 
株式会社 静岡銀行 ..................................................................................................................... 156 
静岡県労働金庫 .......................................................................................................................... 158 
しずおか信用金庫 ....................................................................................................................... 160 
株式会社 静岡中央銀行 .............................................................................................................. 161 
株式会社 七十七銀行 ................................................................................................................. 162 
株式会社 清水銀行 ..................................................................................................................... 165 
株式会社 ジャパンネット銀行 ................................................................................................... 166 
株式会社 十八銀行 ..................................................................................................................... 166 
株式会社 十六銀行 ..................................................................................................................... 167 
株式会社 荘内銀行 ..................................................................................................................... 168 
城南信用金庫 .............................................................................................................................. 169 
城北信用金庫 .............................................................................................................................. 172 
株式会社 常陽銀行 ..................................................................................................................... 174 
スルガ銀行 株式会社 ................................................................................................................. 176 
静清信用金庫 .............................................................................................................................. 178 
西武信用金庫 .............................................................................................................................. 180 
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セゾン自動車火災保険 株式会社 .................................................................................................. 52 
株式会社 損害保険ジャパン ......................................................................................................... 53 
損保ジャパン・ディー・アイ・ワイ生命保険 株式会社 .............................................................. 60 
損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント 株式会社 .............................................................. 24 
損保ジャパン日本興亜リスクマネジメント 株式会社 ................................................................. 62 
そんぽ２４損害保険 株式会社 ..................................................................................................... 63 
 

た 
第一生命保険 株式会社 ................................................................................................................ 65 
株式会社 大光銀行 ..................................................................................................................... 180 
株式会社 第三銀行 ..................................................................................................................... 181 
株式会社 第四銀行 ..................................................................................................................... 181 
株式会社 大正銀行 ..................................................................................................................... 182 
株式会社 大東銀行 ..................................................................................................................... 183 
太陽生命保険 株式会社 ................................................................................................................ 69 
株式会社 大和証券グループ本社 .................................................................................................. 25 
大和証券投資信託委託 株式会社 .................................................................................................. 26 
高崎信用金庫 .............................................................................................................................. 183 
高松信用金庫 .............................................................................................................................. 186 
株式会社 筑邦銀行 ..................................................................................................................... 186 
株式会社 千葉銀行 ..................................................................................................................... 187 
株式会社 千葉興業銀行 .............................................................................................................. 188 
中央労働金庫 .............................................................................................................................. 190 
株式会社 中京銀行 ..................................................................................................................... 191 
株式会社 中国銀行 ..................................................................................................................... 193 
中国労働金庫 .............................................................................................................................. 195 
中日信用金庫 .............................................................................................................................. 195 
株式会社 筑波銀行 ..................................................................................................................... 198 
鶴岡信用金庫 .............................................................................................................................. 199 
東海労働金庫 .............................................................................................................................. 200 
東京海上アセットマネジメント投信 株式会社 ............................................................................ 28 
東京海上キャピタル 株式会社 ..................................................................................................... 30 
東京海上日動あんしん生命保険 株式会社 ................................................................................... 71 
東京海上日動火災保険 株式会社 .................................................................................................. 72 
株式会社 東京都民銀行 .............................................................................................................. 201 
東濃信用金庫 .............................................................................................................................. 202 
株式会社 東邦銀行 ..................................................................................................................... 202 
株式会社 東北銀行 ..................................................................................................................... 203 
東北労働金庫 .............................................................................................................................. 205 
株式会社 徳島銀行 ..................................................................................................................... 207 
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徳島合同証券 株式会社 .............................................................................................................. 30 
株式会社 栃木銀行 ..................................................................................................................... 208 
株式会社 鳥取銀行 ..................................................................................................................... 210 
株式会社 トマト銀行 ................................................................................................................. 212 
株式会社 富山第一銀行 .............................................................................................................. 214 
豊橋信用金庫 .............................................................................................................................. 214 
 

な 
長野県労働金庫 .......................................................................................................................... 216 
中ノ郷信用組合 .......................................................................................................................... 217 
長野信用金庫 .............................................................................................................................. 218 
株式会社 名古屋銀行 ................................................................................................................. 219 
株式会社 南都銀行 ..................................................................................................................... 219 
新潟信用金庫 .............................................................................................................................. 223 
西尾信用金庫 .............................................................................................................................. 224 
株式会社 西日本シティ銀行 ....................................................................................................... 225 
日興アセットマネジメント 株式会社 .......................................................................................... 30 
日新火災海上保険 株式会社 ......................................................................................................... 75 
ニッセイアセットマネジメント 株式会社 ................................................................................... 32 
日本興亜損害保険 株式会社 ......................................................................................................... 76 
株式会社 日本政策投資銀行 ....................................................................................................... 226 
二本松信用金庫 .......................................................................................................................... 228 
のと共栄信用金庫 ....................................................................................................................... 229 
野村アセットマネジメント 株式会社 .......................................................................................... 34 
野村證券 株式会社 ....................................................................................................................... 35 
 

は 
株式会社 八十二銀行 ................................................................................................................. 230 
株式会社 肥後銀行 ..................................................................................................................... 233 
株式会社 百五銀行 ..................................................................................................................... 235 
株式会社 百十四銀行 ................................................................................................................. 236 
兵庫信用金庫 .............................................................................................................................. 237 
株式会社 広島銀行 ..................................................................................................................... 238 
株式会社 福井銀行 ..................................................................................................................... 239 
株式会社 ふくおかフィナンシャルグループ .............................................................................. 241 
株式会社 福島銀行 ..................................................................................................................... 242 
株式会社 福邦銀行 ..................................................................................................................... 243 
株式会社 豊和銀行 ..................................................................................................................... 245 
株式会社 北越銀行 ..................................................................................................................... 246 
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株式会社 北都銀行 ..................................................................................................................... 247 
株式会社 北洋銀行 ..................................................................................................................... 247 
株式会社 北陸銀行 ..................................................................................................................... 250 
北陸労働金庫 .............................................................................................................................. 252 
株式会社 北海道銀行 ................................................................................................................. 253 
北海道労働金庫 .......................................................................................................................... 256 
株式会社 北國銀行 ..................................................................................................................... 258 
 

ま 
株式会社 三重銀行 ..................................................................................................................... 258 
株式会社 みずほフィナンシャルグループ ................................................................................. 259 
株式会社 みちのく銀行 .............................................................................................................. 268 
三井住友海上あいおい生命保険 株式会社 ................................................................................... 81 
三井住友海上火災保険 株式会社 .................................................................................................. 83 
株式会社 三井住友銀行 .............................................................................................................. 269 
三井住友トラスト・パナソニックファイナンス 株式会社 ........................................................ 275 
三井住友トラスト・ホールディングス 株式会社 ....................................................................... 276 
三菱商事・ユービーエス・リアルティ株式会社 .......................................................................... 37 
株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行 ................................................................................................... 282 
三菱ＵＦＪ信託銀行 株式会社 ..................................................................................................... 40 
三菱ＵＦＪリース 株式会社 ....................................................................................................... 285 
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